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この 報 告書 は,日 本 自転 車振 興会 か ら競 輪 収 益 の 一 部 で あ

る機 械 工 業 振 興 資 金 の補 助 を受 けて 昭 和62年 度 に実 施 した

調 査 研究 事 業 の 一 環 と して と りま とめ た もの で す 。
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は じ め に

最近の情報技術の発達 と コンピュータ本体 な らびに周辺機器の進歩 は 目ざ ま しく,パ ー

ソナル ・コ ンピュータ も16ビ ッ ト機か ら32ビ ッ ト機 に移 ろうと してお り,パ ソコ ンを通 じ

ての通信 も盛 んにな って参 りま した。 しか し,欧 米 と比較 した場合,コ ンピュー タ ・通 信

機 器等 ハー ドの面では進んでいて も,デ ー タベ ースに関 しては文献情報 ・数値統計情報 等

の構築 やアプ リケー シ ョン ・ソフ トの面で遅れてお ります。文献情報 は徐 々に整備 されて

参 りま したが,数 値統計情報 にっいては これか ら整備 され る段 階にあ ると言え ます。 昨年

諸官庁保有 の統計 デー タの磁気 テープによる公開が決定 され ま したが,公 開 され たデー タ

を どの様 に利用す るか は これか らの課題であ ると思 います。

せ っか く統計デ ータが提供 され ることにな って も,提 供側の体制が十 分整 って いない こ

とと,制 度的側 面 に問題があ ること。 また,ユ ーザの側 に利用の仕方が十分 に理 解 され て

いない こと,ユ ーザが利用 しやすい形で提供 されて いないために,統 計 デー タの利 用 は十

分 ではない と言 えます。今後 どの様にすれ ば数値統計の高度利用 と流通促進が図 られ るか,

実態調査 と普及方策 を探 ることを 目的 として調査研究 を行 いま した。

短期 間の調査研究で あ りま したが,官 庁数値統 計を利用す るにあた って,デ ー タの所 在

がわか らず ア クセスで きない。需要 と供給を結 び付 ける流通過程 に問題があ り利用料金 が

高 い。特 に地方か ら中央 にア クセスす る場合,電 話料金が嵩む,等 々の問題 が浮 き彫 りさ

れ ま した。

この よ うな調査 結果を踏 まえて,今 後,ユ ーザへの高度利用方法 の啓蒙 ,流 通体 制の整

備等 を進展 する ことが望 まれ ます。

なお,本 調査研究 は財 団法人統計研究会 に委託 し,調 査研究 を行 い報告書 と して取 りま

とめま した。関係各位 の ご参考 になれば幸 いに存 じます。

昭和63年3月

財団法人 データベース振興センター

理事長 円 城 寺 次 郎
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1統 計情報利用の障害 とその解決策

統計情報の高度利用にっいて は,統 計審議会 にお いて作成 された 「統計の中長期構想」

の中 に も強調 されてい る。 また,そ れは最近急速 に発達 しつつあ るデ ータベー スあ るいは

それ と結 び付 いた種 々の情報 サー ビス業の発展の中で も重要な意味を持 つ もの と思われて

い る。多 くの費用 と人手 をか け,国 民の協力を得 て作 られた統計 を,で きる限 り有効 に利

用 す ることは極 めて重要 な ことで ある。

しか し,他 方統計情報の利用が,な かなか発展 しないことも事実で ある。折角作 られた

統計 データベ ースが ほとん ど利用 されない ままに,そ の メンテナ ンスの負担がかか るとか,

民 間の場合 には赤字 にな るとか い うことが多 いよ うであ る。

従 って,統 計利用の促進を妨げてい るのは何であ り,ど こに問題があ るか,何 を なすべ

きかを考えなければな らない。

1.統 計情報 とは

(1)問 題提起

統計 データの流通 にっ いて は,提 供側 と利用側 との間に情報 ギ ャ ップ,な い しは認識 ギ

ャップが存在す るよ うに思われ ることが多い。利用者側 か らは統計 データを磁気 テープな

どの電子媒体で提供 された いという希望が表 明され ることが多 いが,提 供者側か らは,実

はそれ はすで に提供 し得 る体制にな っているの に,提 供 を求 め られ ることがな いとい う返

事 がな され る場合 も少 な くない。 また,実 際 に磁 気テープによる提供の体 制が整え られて

い る場合で も,現 実 の需要 は極 めて僅 かであ るのがむ しろ普通であ る。従 って ,現 実 に磁

気 テープ等 による提供体制が整え られ たと して も,十 分な需要が発生 し,統 計 デー タが有

効 に活用 され る ことになるで あろ うか という点 にな ると,悲 観的な予想 も成 り立 たないわ

けで はない。 そ こで問題 を もう少 し深 く掘 り下 げて統計デー タが有効 に利用 され ない理 由

を,提 供側,利 用側,あ るいは流通の場における条件等か ら立 ち入 って分析 してみ る必要

があ る。

まず,統 計デー タの利用者,な い し潜在的利用者 として,ど の よ うな ものが考え られ る

か,ま た,そ の利用 の 目的は何 か。 そのため にどのよ うな情報が求め られ るかを考 えよ う。

利用者 としては,中 央官庁 ・地方 自治体,デ ー タベース業およ びその他 の情報 関連 企業,
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研究機関,一 般 企業,そ して一般公衆が考え られ る。また,利 用 目的 と して は,日 常的業

務,将 来計画,研 究分析,そ して特 に目的の ない知的関心 とい うこともあ り得 るで あろ う。

また,統 計 デー タの利用者が情報の最終利用者であ る場合 と,デ ー タベース業者,シ ンク

・タ ンク等 であ って統計情報 を適 当に編集加工 して最終利用者 に提供 す る場合 とが考え ら

れ る。

そ こで注意 すべ きことは,利 用者や利用 目的 にはいろい ろ場 合があ り,利 用者 の知識や

利用 目的の レベル,要 求 され るデータの量や くわ しさにっいて も千 差万 別で ある ことで あ

る。従 って,そ れ らに対処す る提供 サー ビスにつ いて も,場 合に応 じていろいろな形が考

え られなければな らない。

統計 データに関す るいわ ゆる需要調査 に当たる もの は,こ れ まで何回か行 われ た ことが

あるが,そ れ らに見 られ るいわば最大公約数的 な要求 に現れ る もの は,こ れまで の統計書,

雑誌,あ るい はそれ らを適 当に編集 した要 覧等 によって十分満た され るよ うに思 われ,そ

の レベルはとどま る限 りは,こ れ以上 の高度利用の可能性 はあま りないよ うに も見え る。

しか しそれ は統計デー タに対 す る需要 の個 々の場合 にっ いての条件の違いが調 べ られてい

ないたあに生ず る印象であ って,も っときめ細 か く対応す る必要 は十分あ ると思 われ る。

(2)統 言十'情報 とは何か

ここで最初 に統計情報 と して求 め られる ものは何 かについて明確 に してお く必要があ る。

求め られる情報 には,国 民経 済や世 界経済 の全体 にかか わ るもの等 いろいろな レベルがあ

るが,特 定 の具体的な個人や企業に関す る情 報が要求 され る場 合 もある。企業の 日常的営

業活動の中で求 め られ る もの は,し ば しば最後の種 類で あ ることは多 いが,一しか しそれ は

統計情報の中には含 め られないであ ろ う。か りに統計調 査個 票か ら得 られ たデータが,フ

ァイルの中に保存 されて いる場合で も,そ れをその ままの形で直接提供 す ることはプライ

バ シー保護の観点 か ら問題があ る。指定統計 につ いて はそれ は原則 と して禁止 され ている

が,そ れ以外の統計,あ るいは民 間統計 につ いて も個 々の企業や個人の名前 が特定で きる

形 で,個 票情報を流通 させ る ことはさけるべ きで ある。 この点 につ いてプ ライバ シー保護

に関する法的体制 はまだ極 めて不十分で あるが,統 計の立場 か らは,統 計調査全般 に対 す

る人 々の不信を招かないために も,こ の点 の原則 は明確 に してお くべ きであ る。そ うでな

ければ統計調査 に名を借 りて,特 定の企業や個人,あ るいは グループを対象 と した情報収

集が行われ,し か もそれが本人の承 諾な しに流通 して しま う危険性が ある。 もちろん プラ
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イバ シーに関 して は企業な どの法人 と個人 とは区別すべ きであ り,本 来 それ は 自然人 と し

ての個人のみ にかかわ る ものであ るとす る考 え方 も有力であ るが,し か し統計 の観点か ら

は企業の機密 も守 るとい う原 則が立 て られ なけれ ば調査 に対す る協力が得 られ ないであ ろ

う。 もちろん企業やその他の法人については営業報告書等の公開が義務づ け られて いるデ

ータ もあ り,そ れを 自由に流通 させ ることには問題 はな いはず であ る。 しか しその ような

ものを含む と して も,個 別情報 デー タファイルと,統 計デ ータフ ァイル とはあ くまで区別

して,前 者の中で幾つかの ものについては公開 ない し提供可能 と し,後 者 は個別情報 は特

定化不能 とな っていて,少 な くともプライバ シーの観点か らは公 開可能 な もののみを含む

よ うにすべ きであろ う。多 くの デー タフ ァイルを体系的に含むデー タベー スの場 合で も,

個 の2つ の種類 の ファイルの区別 は明確 に してお く必要がある。統計調査 によ って得 られ

た情報で あ って も,事 業所統計調査の結果作 られ る事業所 名簿 のよ うに,個 別情報 と して

利用可能 な部分 もあるが,し か しその場合で もその部分は切 り離 して,本 来 の統計情報 フ

ァイル とは別の もの とすべ きで ある。以下 の議論 ではそ うい う意味で本来 の統計 デー タフ

ァイルにつ いてのみ論ず ることに したい。

しか し統計調査の個票を,特 定の企業や個人 に関する情報源 と して利用す る ことは,統

計調査の 目的か ら外れてい ると して も,企 業 の営業戦略の観点か らすれば,統 計情報 と結

び付 いた個別情報 は極めて有 用であ る場合が ある。例えば,一 定地域 に住む人 々の中で所

得が上位10%以 内の人 々の名簿,特 定 の産業分野の中で平均以上 の利益率を上げて いる企

業の名前等 であ る。 これ らについて,も し正確 な情報が得 られれば,単 な る個 々の対象に

ついての情報 よ りも,よ り一層有用で あろ う。 しか し逆 にこのよ うな情報 が もし自由に流

通 す ることになれば,そ の対象 となる個人や企業が迷惑を被 る可能性 も大 きいので,統 計

デー タの このよ うな形で の利用 は,対 象 とな る個 人や企業が 自分 自身の相対 的な位置を認

識 して,,行 動 や条件 の改善 のために役立たせ る場合を除いて,原 則 と して禁 止すべ きで

ある と思 う。 もちろん,個 別情報が最初か ら個 々の対象に対す るサー ビス,あ るいは管理

を 目的と して作 られ た業務 フ ァイルに蓄積 されている場合,そ れか ら得 られ た統計 的情報

を再 び業務 フ ァイルにフィー ドバ ック して業務 の改善のために利用す る ことには問題 はな

い。

統計調査 によ って得 られた個別情報 を流通 させ ることが原則 と して禁止 され る ことは,

統計デ ータの流通 に対す る1っ の制限条件 とな って いる ことは事実であ る。 利用者側か ら

出 され る要求 の中に はこの点の認識が十分で ないと思われ る場 合 もあ り,ま た,そ の点を
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認識 した上 で,も っと制 限を緩 めるべきであ るとい う声 もあ る。 もちろん現在の指定統計

の 目的外利用禁止規定や その運用 の中には,厳 しす ぎる面や改善 すべ きところ もあ るが,

しか し統計 のために得 られ たデー タを具体 的な対 象に関す る個 別情報 として利用 して はな

らないとい う原則 は,社 会の情報化が今後ますます進展 す る中で,情 報流通の秩序 を確立

す るためにぜ ひ とも守 られねば な らない。 この原 則 は指 定統計 にっいては法的 に規定 され

てお り,そ の他 の官庁統計 につ いて も慣行 と して確立 してい るが,民 間統計 も含めて今後

も保持 されね ばな らない。それが短期的には統計 デー タの有効利用 をある程度阻害す るよ

うに思え ることが あ ったと して も,そ れは長期 的には統計 デー タの有効活用す る道 に通ず

るものである ことは強調 してお きたい。

ただ し個票 データに遡 った情報が要求 され る場合 で も,実 際に必要 とされ る もの は具体

的な個 々の対象 につ いての情報で はない場 合 も多 い。 このよ うな場合 につ いて は提供の形

式 を工夫す る ことによって,プ ライバ シーを侵す ことな く情報提供 の要請 に応ず ること も

可能である。 この点 につ いて はなお後に述 べ る。

ただ し,プ ライバ シーあ るいは個別情報 の保護 とい うことと,特 定 の役所や企業 あるい

は企業集団が,自 分 に都合の悪 いデータを公表 しない,あ るいは公表 され る ことに反対す

るということとは別個の問題で ある。公共 的機関やあ るい は社会 的に存在 を認知 され た集

団が,都 合 の悪 いデータの公表を抑え るとい うことは,民 主主義 国におけ る統計の公 開 と

い うすでに確立 されて いる原則 に も,あ るい は最近 問題 にな っている情報公 開の原則 に も

反 す ることで あ って,個 人の人権を守 るとい うことか ら発展 したプ ライバ シーの権利 とは

何の関係 もない,そ うい う意味で は個票の秘密が守 られ る限 り統計調査 の結果得 られ るデ

ー タは,要 求が あればどの様な形で も可能 な限 り公表 し,提 供 すべ きものであ って,あ ら

か じめ決め られた形式 による統計表以外 は提供す る必要はない とか,あ るいは提供 しては

な らないと考 え るのは誤 りであ る。

従 って,原 理 的には流通可能 な統計情報 とは,統 計調査 に基づいて作成可能 なすべての

統計表であ って,実 際に作 られ公表 されて いる統計表だ けで はな いことに も注意 す る必要

があ る。 もちろん現実 には作成 す るための手 間か らして も,ま た,実 際の要請か らして も,

作成可能なすべての統計表が作 られ ることはあ り得 ない。 しか し,常 に現実 にてい きよ う

され,あ るいは提供 し得 る形 にな っている統計 デー タのほかに も,潜 在 的に提供可能な統

計情報がいろいろな形で多 く存 在 してい ることに注意すべ きで ある。統計情報の高度利用,

流通促進の ためには提供 され るデー タの形 を固定 的に考え ない ことが必要で ある。

一4一



2.統 計情報流通の諸 側面

(1)提 供側の問題

次 に統計 デー タの利用 促進について障害 になっていると思われ る事情を,そ れぞれの面

か ら考えよ う。

まず,提 供側 につ いて は意識 の問題 と制度的問題 とがあ る。

意識 の問題 にっ いて は,と にか く多大の人手 と費用をかけて集め られた統 計デー タは,

国民全体の財産であ り,本 来国民全体のための情報 とな るべ きものであ って,政 府 だけの

もの,い わんや特 定の省庁の行政 目的のためだけの もので はない とい うことを徹底す る必

要が ある。統計情報 は原 則 と してすべて公表 され なけれ ばな らない とい うことは,近 代国

家 におけ る統計 の大原則 であ る。 これ は統計を一般の批判 にさ らす ことによ ってその信頼

性 を維持 し,ま た,政 府 の政策 の客観 的根拠を示す ことによ って,国 民の納得 と合意を求

め るために必要 とされ る ことで あ って,民 主主義国家において は守 られて いるが ,独 裁国

家,専 制国家で は しば しば破 られて いる。 日本では戦後 この原 則 は確立 されてお り,少 な

くと も恣意的 に統計 数字 の公表が抑え られた り,作 為的に数字が歪 め られた りする ことは

ないとい ってよい。 しか し,政 府 が必要 と認 めて作 り使 った数字 は公表 する とい うだ けで

な く,さ らに進んで 国民 のための情 報サー ビスと して広 く国民各層の要請 に応えて統計情

報 を提供 す ることが,統 計 関係機 関の義務であ るという考え方が一般化す るには至 って い

ない。 もちろん この よ うな考え方 は欧米先進諸国において も確立 されて いるとはいえない

が,し か し今後 はその方向 に向 けて努力 し,そ の ことによ って統計 に対 す る国民 の理解 を

高め ることが統計 情報の質 と量 とを維持す るために必要 である。

統 計情報 に対 す る需要 は,一 方で は高度化 する中で統計情報の獲得 について困難が増 し

てい る。 プ ライバ シー意識 や時間や費用 に対す る権利意識の高 ま りによ って,調 査対象 に

対す るよ り一層の配慮が必要 とな る一方,社 会の変化が加速化 され流動化が進んで対象の

把握が難 しくなってお り,第 一次 的な統計情報を獲得す るための費用 と困難 は増加 しっっ

あ る。他方財政難の折か ら特定 のプ レッシャーグループ との結 び付 きがな く,ま た,そ の

行政上の効果 にっいて も直接立証す ることが困難 な統計 関係 の予算 は,と もすれば圧迫 さ

れ る可能性が強い。 この点 日本の状 況 は外 国,特 にイギ リスなどと比 べて未 だ悪 くないと

もいえ るが,最 近 の事業所統計調査 の周期 の3年 か ら5年 への変更 など,基 礎的統計 デー

タを弱 めるよ うな措置が,財 政上 の理 由か ら取 られ ることが幾 つかあ った ことは残念な こ

とで ある。統計情報の質の低下 は短期的 には目立 たない と して も,長 期 的に は統計情 報の
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信頼性を失わせて重大な影 響を生 ず る可能性がある。

現状において,統 計情報 の高度利用 のために制度的 な保証が ほとん どなされていないの

で,一 般 に統計 データを提供 す るについて は人手 も予算 もないとい う統計部局 の関係者 の

苦 情 は了解で きるが,し か し質 のよい,そ して広 く有用 と認め られ る統計情報 を一般 に提

供 す ることによ って国民 の理解 を得 ることが,統 計 に対す る一般の協力や財政 当局 の理解

を得 るたあの最善の方策で あ る。 その意 味か らすれば統計の高度利用を図 ることは統計関

係 者のイ ンタ レス トの点か らも必要 な ことである。

(2)利 用側の問題

統計情報の需要側 に も問題 はある。1つ は一般的 に統計情報の所在,あ るいは統計 デー

タの性質 についての理解が低 い ことで ある。統計や統計制度に対 す る利用者側 の要望や苦

情 を調査す ると,し ば しば事態 につ いての誤 った認識や統 計その ものの性格 について の見

当違 いな理解が見 られ る。少 し努力す るな り関係者に問い合わせた りすれば容 易に手 にい

れ る ことので きる情報が ない と思 った り,逆 に統計調査 に求め ることが本来無理 なむやみ

に細 かい情報を求 めた りす る場合 も少 ない。 こういう点 については,も ちろん利用者側だ

けの責任 とす ることはで きないので,統 計 の所在やその内容についての案内を もっと広 く

行 う必要があ る。特 に利用者側 の レベ ルが多様であ ることを考慮 して,統 計 その ものの体

系 や主要な統 計の簡単 な解説 を与え た ものか ら,個 々の統計調査や統計表についての詳 し

いハ ン ドブ ックまで,い ろいろな レベ ルの解説を用意 してお くべ きであ ろう。

統計利用者の一部,特 に学会や研究機 関の研究者の中 には高度 の専門知識 を持 ち,統 計

部局 の担当者以上 に統計 デー タの性質 やその限界 に通 じて いる人 もお り,こ のよ うな人 々

の意 見は統計の作成や提供 の際に参考 にす べ きであ って,高 度の利用者の意見は統計 の全

体 と しての改善のために役立 たせ る ことがで きる。

しか し,専 門家の意見 の中には 自分 の分野 の問題意識 にのみ と らわれす ぎて,統 計 全体

の体系性や統計調 査の現実 にっいての考慮 が足 りない もの もあるので,全 てが必ず しも妥

当 とはいえ ない。観念 的な理論体系 を前提 に して,現 実 の統計がそれ に合 っていない と非

難す るよ うな 「超越 的批判 」 は最近 で はあ まり見 られ な くな ったが,し か し,特 定の問題

意識のみに偏 って統計体系 のバ ランスにっいての感覚 を欠 くよ うな要求,あ るいは調査の

現場での困難 についての理 解が足 りない と思われ るよ うな批判 は現在で もな くな って はい

ない。
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また,逆 に高度 の利 用者 の一部 には,統 計に関する細か い実際的知識 を持 つ ことを誇 り

に して,統 計が 「素人 」には正 しく使えない ことを容認す る傾 向 も見 られ ないわ けで はな

い。統計を正 しく利用す るには対象分野 とそれ に関す る統計 デー タにつ いての正 しい認識

が必要であ って,そ れ は常 に容易であるとは限 らないが,そ れ とで きる限 り容易にするよ

うに努力す ることは大切 であ る。

(3)制 度面の問題

制度 に関す る問題 には,明 文化 された法制や規制などの面 と,明 文化 されない慣行や,

あ るいは態度な どの両面を考え る必要があ る。

明文化 された制度にっいては,直 接統計 に関す るもの と,そ れ以外 とが考 え られる。統

計 に関す る もの と しては,秘 密保護,お よびそれ に関連 して 目的外利用 の問題,お よびデ

ータの公表お よび提供形式の問題があ る
。 この点 にっいて最近磁気 テープによって提供 さ

れ たデータの第三者提供の承認を は じめ,い くっかの点 に進歩が見 られ るが ,し か し,目

的外使用 の一 般的ルールをは じめ,ま だ検討すべ き問題点 は多 い。

一般 に統計 に関す る法 制は
,統 計法,統 計報告調整法が制定 されてか ら30年 以上を経て

制令や慣行を含 めて定着 しているが,し か し他方大幅な法改正 が行われ ないままに,そ の

場 しの ぎの応急措置で対応 して きたために,全 体 と して歪ん だ形 にな って しまっている部

分 も少な くない。統計 法 は戦後民主主義の理念 と精神に立 って,統 計の客観性 の確保 ,統

計の政治か らの悪影響 の排除な どの原則が貫かれているが,し か し,プ ライバ シーの権利 ,

被調査者の調査負担の問題 などはほとん ど意識 されてお らず,ま た,国 民 に対す る一般的

情報サ ー ビスの提供 とい う観点 は含 まれていない。そ うい う点か らすれば統計の高度利用

の促進のため には統計 法体系の全面的改正が必要であ るとい う考え方が成 り立つが
,し か

し,個 人情報保護 法,情 報公開法などの関連す る法制の整備が先進諸国に比 べて も遅れて

いるわが国 の現状で は,統 計 法の改正だ けを先行 させ ることもで きないであろ う。従 って,

制令や通達,あ るいは申 し合わせ,慣 行等 の レベルで統計情報 サー ビスの改善 という観点

をよ り強 く取 り入れて行 くべ きであ る。

なお,統 計以外 の面で は,行 政上 の業務記録の統計への利用を もっと容易にする ことを

考慮す べ きで ある。多 くの業務記録 は行政上 の必要性 と個人情報保護の観点か ら,他 の 目

的への転用が禁 じられて い る場合が多 く,ま た,そ うでな い場 合で も公務員の守秘義務に

関す る一般規定の対象 とされて いるために,統 計 目的への利用 も制 限され る場合が多い。
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しか し,こ の点 アメ リカなどではわが国よ りは るかに多 くの利用が行 われてお り,そ れが

データの有効利用 を助 けて いると思われ る。 一般 に統計 的利用が個別情報を消す形 で行わ

れ る限 り,そ れは秘密保護や行政の要請に矛盾す るところは少 ないはずであ り,業 務記録

か ら統計情報を集め ることが もっと しば しば行われ るよ うにな ることが望 ま しい。

長期的 にみれば,わ が国のよ うな各省分散型かっ中央集中型の統計機構が統計 デー タの

効率 的な収集,そ して統計情報 の有効利用の ために真 に適切であ るか否 かには検討 の余地

があろ う。 もちろん集中型の統計組織 に も欠点 はあ り,現 行制度を大 きく変え ることが望

ま しい とは一概 にはいえないが,し か し,分 散型 の統計制度が行政 目的に有用な統計 の収

集 という点か ら望 ま しいということが,逆 に情報 サー ビスの観点か らは欠点を持つ可能性

が あることを示 している。特 に統計部 局の大 き くない省庁 において は,デ ータサ ー ビスが

人員の不足のため もあ って不十分にな る可能性が大 きい し,ま た,幾 つか の省庁 にまたが

るデー タを必要 とす る利用者 に対す るサー ビスが不十分 にな った り,偏 った ものにな った

りす る可能性 も大 きい。

従 って,多 くの省庁の作成す る統計 デー タを提供 す る単一の機構が作 られ ることが望 ま

しい し,そ うでな くて も,少 な くとも各省庁 の情報 サー ビスの連絡協力のための システム

が作 られねばな らない。 この分野で官庁の 「ナワ張 り」意識 を排 除す る ことは不可能で あ

る。

3.統 計情報 の利用 と需要

(1)統 計利用者 とその 目的

すで に述 べたよ うに統計 データの利 用者 に もいろい ろな層が あ り,利 用 目的 もいろいろ

で ある。

簡単 に分類すれば,利 用者 として は統計 を作 る省庁 自身,他 省庁 あ るいは地方 自治体,

民間企業,研 究者 および研 究機 関,そ の他 の一般公衆 および情報流通業者 と しての データ

ベ ース業者 とい うことになろう。

また,利 用 目的 と して は,日 常業務,計 画立案,分 析研究あ るいは統計書 ない し報告書

の編集 とい う分類が考 え られ る。

統 計が公 的機関や企業におけ る日常業務 に直接利用 され る ことは余 りな いよ うに思われ

る。それは 日常業務 において必要 なの はほとん どすべて,統 計の よ うな集団全体 にかかわ

る数字で はな く,個 別情報だか らであ る。 しか し,日 常的 にも統計が よ り多 く使わ れ るよ
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うにな る可能性 はないわ けで はない。1っ は統計が現在 あるいは近 い将来 の経 済状 況を示

す ことによ って企業活動の指針 を与え る場合であ る。例えば アメ リカの貿易収支統計が ド

ルの レー トに直接反映す るのは,そ れが国際通 貨市場 において重要 な指標 とな っている こ

とを示 して いる。 また,イ ンデ クセ ーシ ョンが行われてい る場合 には物価指数 の動 きは全

ての取引を支配 す ることにな る。

しか し,統 計が 日常 の営業活動 に影響 を与え るの は,そ れが政府の政策 の中 に制度 的に

取 り入れ られているか,あ るいはそれが政府の政 策に一定の形で反映す る ことが慣行 と し

て確立 され ている場合の いずれかであ って,自 由市場の中で統計数字が直接 日常 的経済活

動 に影響す る ことは少な いよ うに思われ る。

政府や公的機関に とって も,統 計が 日常 的に必要 とされ るのは直接統 制が行われて いる

分野 においてであ って,統 制が行われていない分野や間接的 な規制が行 われて いるだけの

分野 においては,統 計数字 はガイ ドライ ンや規制基準の作成,変 更のために は必要 であ る

が 日常的 に使われ ることはない。

従 って,経 済の 自由化 ・脱規制化が進む と統計 の 日常 的業務 のための必要性 は減 るとい

うことにな るであろ う。

統計 を 日常 的に利用 す る もう1つ の方法 は,そ れを業務管理のための基準 な い し指標 と

して用 いる ことで ある 。 っま り日常 的な活動の評価や目標設定のために統計 を用い ること

がで きる。統計の この よ うな使 い方 はまだあ まり一般的で はないが,潜 在 的な可能性 は大

きいはずであ る。ただ しその よ うな利用のためには統計 の信頼性 と速報性が大切 になる。

統計の業務的な利用 と して最 も重要なのは計画 ない し企 画の段階 にお いてであ ろ う。公

的機 関において も企業 において も短期 の活動計画 ・営業計画か ら長期計画に至 るまで ,統

計 に現れ た客観的事実 に もとつ く根拠づ けは重要であ り,現 実 にもまた将来 において も統

計情報 に対す る需要の もっとも大 きい部分 はこのよ うな 目的か ら生ず るで あろ う。 そのた

め には統計数字が将来 に向か っての予測に利用で きるよ うな もので なければ な らない。 た

だ し,こ の ことは必ず しも予測値が適中 しなけれ ばな らない とい うことを意味す る もので

はな い。計 画のために統計数 字を用い ることは計画に合理性 と整合性 を与 え るためであ る

か ら,将 来 の実行 の段階で の調整の可能性が残 されている限 り,将 来が正確 に予測 されて

いなければ な らないとい うことはない。

なお,計 画や政策の根拠づ けに統計数字やその他の数字 デー タを用 いるとい うことは,

最近で はかな りよ く行われ るよ うにな ってはいるが,な お 日本で はアメ リカに比べ ると十
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分慣習 と して確立 されて いない と感 じられ る。 もちろん何 で も数字 を用いればよいとい う

もので もないが,も っと統計数字 を利用す る ことによって政策 や計 画の整合性 を高 ある余

地 は太 いδにあ るといわね ばな らない。

同 じことは政策 の評価 や批判 について もい うことがで きる。例えば,税 制改革 に関す る

議論 において も日本ではア メ リカに比 べ ると,税 制 をどの よ うに変え るとどのよ うな人 々

にどのよ うな影響がおよぶかにっいて,具 体 的な数字 による議論が きわ めて不十分 であ る

と思、う。

このよ うな点 に関 して は統計 利用 につ いて現実の需要が どれ だけあ るか とい うことよ り

も,む しろ利用 その ものを もっと積極的 に推進 して行かね ばな らない。

(2)分 析研究等 の 目的のための利用

業務 や計画のための利用 と比べ て,分 析 や研究 のための利用 は直接現実の利益関係 には

結 び付 くことはないが,統 計利用 の中で はやは り重要 な部分 を占めるで あろ う。ただ し,

これ については官庁統計がいわば直接 に必要のない知的関心 のためだけの要請 にどこまで

応 じな ければな らないか とい う疑 問 も生 じ得 るか もしれない。 しか し,基 礎 的研究特 に社

会科学的研究 も一国の学問文化の水準 を高 めるた めに大切 に されねばな らない とすれ ば,

実益 に結び付かない研究 のための利用 も重視すべ きで あろう。ただ し,統 計デー タに対す

る特定 の専門分野 の純 ア カデ ミックな関心 か らす る要求 について は,そ れ はどう して も必

要であれば研究費を使 っての調査等 について特別 に獲得すべ きで ある とい うこと もいえよ

う。ただ し,日 本で は経済学 をふ くめ社会科学全般 わた って,統 計 的デー タを用 いる実証

研究の水準 は理論的研究の水準 と比べて,あ るい は外国 と比 べて高 くない といわざるを得

ない。実証 研究 を促進す るため に ももっと統計の利用を容易にす ることは望 ま しい。

統計利用を もっと促進 すべき分野 として,大 学や高校を含めた教育の場があ る。わが国

の社 会科学の教育 は,と か く理論尊重 や観念 的にな りが ちであ るといわれ るが,そ れを是

正す るために も統計数字 を用いた実証 的教育 が重視 され る必要が あ る。 また,高 校 にお け

る 「社会」の教育 において も,統 計 数字 に触れ られ ることはあ るが,そ の数字 の意 味など

につ いての理 解を深 める教育 は極めて不十分であ り,教 科書(そ の中 にあ る数 字 はどうし

て も古 い ものにな って しま う)以 外 に統計 資料が参考書 として使われ る ことは少ない。教

育 の場では この よ うな状況 は改善す べ きであ り,そ うして そ こには統計 データに対す る潜

在的 に大 きい需要が存在す ると期待 され る。
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その他 の一般公衆 についていえ ば,か りに情報通信ネ ッ トワー ク(ISDN)が 普及 し

てすべて の家庭 や事務所 に光通信 ケーブルが張 りめ ぐらされ るよ うにな った と して も,直

接 に一般公衆か らの統計情報 に対す る大 きな需要が生まれ るとは予想 され ない。 もちろん

いろいろな意味の知的関心か らの需要はあ る種類発生す るであ ろ うが ,消 費者 や個人営業

者あ るい は農家な どの人 々が統計 デー タを直接生活の中で利用す るとい うことはあま り考

え られない。 もちろん一般公衆 にサー ビスす るVAN業 者の需要 は増 大す るで あろ うし,

また,そ れ を通 じて一般公衆の統計情報の 「消費」 も間接 的には増大 す ることにな るであ

ろ うが,そ れ はVAN業 者 にお けるいわば付加的サービスのよ うな もの と して考え ること

になるので はなか ろ うか。

(3)要 求 され る情報

以 上のよ うに考 え ると統計 デー タの高度利用の利用者 とその利用 のあ り方が潜在的 な需

要 も含 めて大体明 らか になるで あろ う。

そ の中心 は調査 ・計画 ・分析 ・研究等かな り専 門的な形での利用 とい うことにな ると思

われ る。それ以外の利用 にっいて は速報性 を必要 としない もの は,適 切 に編 集 された一般

統 計書で十分 であ ろう し,ま た,速 報性 を要求 され るもの は,例 えば,為 替 レー トや株価

の変動 のよ うに統計化 され る以前 の 日々のニ ュースとして と して扱われ る もので あろ う
。

どち らも統計情報 の高度利用 とい う問題意識か らは,当 面考慮 の外 に置いて よいと思われ

る。 もちろん そのよ うな情報 の要求 に対 して も対処 すべ き問題で あ るが,し か し,そ れは

区別 して考え る方が対策を考え る上で有効である と思われ る。

このよ うに考え ると,統 計の高度利用 の際要求 され る情報 も,か な り専 門化 された高度

の ものであ るとい うことにな るであろ う。専 門的利用 といって もそれぞれの分野 ,問 題の

専 門家が 同時 に統計 の専 門家 である とは限 らない し,ま た,統 計技 術の面で複雑,高 度な

処理が必要 とされ る とは限 らないが,情 報その ものは,特 に高度 な,密 度 の濃 い,信 頼性

の高 い ものが要請 され ることは疑 いない。

現状の問題点の1つ は対象分野にっいて,専 門知識を持つ人 々が それ に関連 した統計 に

ついて,そ の所在や個 々の統 計の意 味等について不十分な情 報 しか持 って いない ことにあ

る。 そのために統計が 間違 って使われ た り,逆 に使える統計 が利用 されなか った りす るこ

とも多 い と思 われ る。 そ うい う意味で は広 い意味の専門家 に対 す る統計 に関す る知識 情

報の普及が重要で あろ う。
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4.統 計デ ータの問題

(1)統 計の質

統計情報の流通,利 用を促進す るために最 も重要 な ことは,普 通の商品の販売を促進 す

る場合 と同 じく,よ い品質で,ニ ーズに適 した ものを適切 な形で提供す ることであ る。 商

品 の場合にはこの ほかに価格の問題 が重要 である。統計 データの場合 には価格の問題 は少

な くとも現状で はそれ ほど重要で はないよ うである。 もちろん国勢調査のテ ープを全部 購

入す るとか な りの金額 にな り,場 合によ っては利用者 に負担で きない もの とな るが,し か

しその場合,実 は利用 され るデ ータはテ ープに含 まれている ものの ご く一部分 に過 ぎない

ので,適 切 にデータが編集 されて提 供 されていない ことか ら問題が生ず る場合が ほとん ど

で あ る。一般 的にいえば,提 供 され る情報の量 に比 べて価格が高す ぎると思われ ることは

ほ とん どない とい って もよ いであ ろう。 また,提 供 す る側 か らして も統計調査 に要 した費

用 の実質的な部分 をデータの販売 によ って回収す るとい うことは考え られ ないであ ろ う。

デー タ提供 に直接要 した費用 は実費弁済,受 容者 負担の原則か ら利用者 に課す る ことが妥

当であるとして も,統 計作成の ため にそ もそ も要 した コス トとデー タの提供価格 とは無関

係 と考えてよいで あろ う。統計 データの提供 は原則 と して有料で あ るべ きで ある ことに異

論 はないとして も,提 供す る相手や利用 目的 によ って価格 に差 をっけ ることなどは,統 計

利 用の促進 やその他 の社会 的あるいは文化的観点か らな され るべ きであ って経済性 の考慮

は二義的な もの とす べきで ある。 ただ し,す で に述べ たよ うに統計 デー タの流通促進 のた

めに は民間のデー タベース業 その他の情報業の発展 と,適 切な官 民分業体制 の確立 が望 ま

れ るので,デ ー タの提供価格 は民 間の情報業の発展を 阻害 しないよ う適切 に設定 され る必

要がある。官 庁の提供価格 をあま りに高 くすれ ば情報業 に とっていわば 「原料 」価格 が高

す ぎて しま うし,あ ま りに安 くすれば業者が 「加工 」 したデータを利益が上げ られ る価格

で販売することが困難にな るか らであ る。

しか し,デ ータの質の問題 はよ り重要 であ る。 デー タの質 にはそ の信頼性 ・有意味性 ・

適 時性の3っ の面があ る。っ ま り信頼で きる,有 意義 なデー タが,適 時 に提供 されね ばな

らない。

すべての統計 デー タが誤差 を含む ことは周知の事実であ るが,現 実の統計 デー タの信頼

性 の程度にはデー タの種類 によ って大 きな差があ る。一般 に標本調 査においては標本誤差

の大 きさは推定 されているが,非 標本誤差 の方が標本誤差 よ り何倍 も大 きい場合 も少 な く

ない。一般にデー タの信頼性が著 しく低 い場合 には,そ の原因 は非標本誤差によ るとい っ
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てよい。非標本誤差の原因 と して正 しい ものは母集団 リス トの不備,低 い回答率(特 に郵

便調査の場合 など)申 告の大 きな偏 り(売 上 や所得の過小 申告 な ど)で あ る。場合 によ っ

ては統計数字が現実の数分の1に 過 ぎない と思われ る場合 もある。

著 しく大 きな偏 りや誤 差 は別 と して も,統 計 に非標本誤差が生ず ることはやむを得 ない

面 もあ り,人 員や予算が 限 られてい る以上,信 頼性 とい う面での統計 の質の改善 に も限界

があ ることは認 めざるを得ない。 しか し,統 計数字 を利用す るに当た って は,そ の信頼性

について少 な くとも大体 の概念 を持つ必要がある。 そのために は統計数字の提供 に当たっ

ては具体的 な数字 とと もにその信頼性 の程度にっ いての情報 を与え る必要がある。わが国

では この点 はアメ リカに比 べると遅れ ているといわ ざるを得 ない。 日本では設計標本誤差

(そ れ は事後の推定標 本誤差 とかな り違 うこともあ る)以 外 に誤差 の大 きさに関す る情報

が公表 され ることはほ とん どないが,ア メ リカで は少 な くとも主要 な統計 につ いて は非標

本誤差や偏 りの大 きさにっ いての情 報が,事 後調査や他の情報か らの推定 に もとつ いて与

え られてい る。わが国で は担 当者 や実情 に くわ しい人 はその大 きさにっ いて大体の感覚 を

持 っている場合が多 いが,事 後調査 によるチェ ックがな され ること も少 ない し,そ の 内容

が公表 され ることはほとん どない。わが国ではそ もそ も数 字の信 頼性 に関心を持つ人が少

ない し,ま た,わ が国のすべての組織の通弊で ある 「建前主義 」が建前に反 して いること

か ら生ず る非標本誤 差の存在を明 らか にす ることを強 く嫌 う傾 向を生 じてい る。 しか し,

統計情報を いわば 「商品」 と して流通 させよ うとす るので あれ ば,そ の質を正直に示す こ

とは不 可欠の前提で あ る。一般 の人 々はむ しろ数字 の形で表 され たデー タに過度 の信頼 を

お く傾 向があ る。 それ だけに信頼性 にっいて誤 った印象を与え たままに してお くと,何 か

の機会 に事実が知 られ た場合,一 転 して統計に対す る不信が高 まる危険性があ る。 それ は

統計 の利用 を大 いに阻害す る ことにな って しま うであろ う。

(2)統 計の意味

統 計情報 にとって最 も重要な ことはその レ リバ ンス,す なわ ち知 りたい事実 に対 して有

意 味な情報 を与え ているか とい うことである。そのためには統計数字が何 を表 してい るか

を正 しく知 る必要が ある。調査対象 ・調査単位 ・範囲や数量の正義 ・分類基準等が 明 らか

にされなけれ ば数字が真 に何 を表 しているかわか らない し,ま た,同 じよ うな対象 にっ い

て2つ の異 なる調査の結果が大 きくくい違 っているときにそれが どう して生 じるのか,そ

れが一方あ るいは双方に信頼性が ない ことを意味す るのか とい うよ うな こともわか らない
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ことになる。 また,分 類 などにっいて もその意味が正 しく知 られて いなければ誤 った判断

を下す原因 とな る。例え ば,産 業分類 は標準産業分類に従 う限 り事業所単位で行われて い

るが,こ れ と企業を単位 とす る産業分類 とで は,特 に最近 のよ うに企業経営 の多角化が進

む と大 きな くい違 いが 出る可能性が大 きいので,実 際の分 類が どち らを単位 として行われ

てい るのか を知 ることは,数 字か ら判 断を下す場合の不可欠の前提 であ る。

統計 の意 味を正 しく理解 す るためには,実 は全体 としての統計体系の理解 とその中で の

個 々のデー タの位置づ けを知 る必要 があ る。特 に実証分析 にお いて は個 々の数字 の動 きだ

けでな く,幾 つかの数字 を結 びつけてその関連 を分析す る ことが大切であ るか ら,こ の こ

とは統計情報 の高度利 用のためには重要な予備知識 を構成す る。

統計全体の体系づ けの ため には,理 念的な体系 と現実 に存在す る体系 とを区別す る必 要

が ある。現実に存在す る統計を論理 的 に整理す る枠組 み として理念的 な体系 を構成 してお

くことが まず必要で ある。 この点で は経済統計の体系づけのためには国民経済計算体系

(SNA)が 役立 つであ ろ う。 また,そ れ をよ り発展 させた社 会人口統計体系(SSD

S)も 現実の統計数字の計算 よ りも理念 的な枠組み と して は有 効であろ う。

しか し,現 実 には統計 デー タの体系 づけのための枠組み と しての理念的な統計体 系の構

想 は極 めて不十分であ る。 これは統計 情報のデー タベース化のた めのデ ータモデルを作 る

ことに通ず るが,そ の研 究 はいまだあ まり行われていない。 それ は一見抽象的 なアカデ ミ

ックな統計学 の課題のよ うに思われ るか もしれないが,実 は現実 の統計利用 にお いて重要

なテーマであ る。

統計 の速報性の問題 も有意味性 と結 びつ けて考え ることがで きる。統計 に限 らず一般 に

情報 とい うもの は,そ れが必要 とされ る場所 に必要 とされ るときに提供 されては じめて価

値 を持 つ ものであ る。速報性 の問題 もただ早い ことが よい とい うので はな く,そ の意 味づ

けの点か ら考え る必要が あ る。

実 は統計の正確性 は意味づ けと密 接 な関係があ る。 い くら正確で あ って も意味の ないデ

ータは無価値であ り,適 切な データはある程度粗 くて も有 用であ ることも少 な くない。

(3)統 計情報の形成

「統計 とは平均の計算 である」 といわれ ることがあるが,こ れ まで統計表 に記述 され る

デ ータは主 として一つの基準 によ って対象を分類 して,そ れぞれの クラスに入 る対象の数

々と,そ れ らにつ いての幾つかの特性 の平均値を与え るとい うものであ った。 くわ しい統
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計表 にな ると分類が 二元的 ・三 元的に行われて表の数 は多 くなるが,対 象の数 と平均の表

示 とい う点 は変 りない。

しか し,こ の よ うな統計 の結果表 だけで は分析の 目的 に不十分であ ると思 われ る場合 も

少 な くない。 また,く わ しい分析 を しよ うとす ると多元的 な分類が必要 にな り,表 の数が

莫大 にな って しま う一方,1つ の クラスに入 る単位 の数が非常に少 な くな って標本 誤差や

その他の誤差が大 き くな りす ぎて信頼性がな くな った り,個 票の秘密保持 の点か ら問題 が

生 じた りす る。

従 って,統 計デ ータの有効利用のためにはデータの提 供形式 につ いて,個 票 に関 す る秘

密保持 と両立す る形で平均表以外の形 を工夫す る必要があ る。

それには幾 つかの ことが考え られ る。1っ は集団,あ るいは分類 された後の各 クラスの

中の単位 について平均値 以外の特性値,例 え ば,標 準偏差 ・最大 と最小 ・パ ーセ ン ト値 ・

相関係数 な どとも表示 す ることである。 これ は現在で も一部行われてい るが,も っと多 く

の表 に取 り入れ る ことは可能 である。 もう1つ はアメ リカで行われてい るよ うに ,標 本の

中か ら個 々の単位 を特定化で きるよ うな標識を除いた上で一定個数 の個票 を ランダ ムに抽

出 し分析用の標本 と して提供す る ことであ り,そ の際個票 データの一部が完全 な形 で提供

され ることにな るが,そ れが具体的 にどの単位 に対応す る もので あるか はわか らないよ う

にな ってい るのであ る。 これ らは日本ではまだ行われた例 はないが,例 えば,国 勢調査 に

おけ る1%抽 出標本な どは細か い調査 区 コー ドなどを消 した上で,こ の よ うな形で提供す

ることは可能で あろ う。

このよ うないろいろな工夫をす るにっ いて は,提 供側 の考え方あ るいは提供 側 と利用側

の了解 につ いて も,こ れ まで とは変え なければな らない ところがあ る。 それは提供す るデ

ータをすべて最終 的な公 的な もの とは見な さず
,分 析加工のための1つ の素材 と考 え ると

い うことであ る。新 しい提供形式を考え る場合に提供側が しば しば恐れ る ことは,1つ1

つ に必ず しも十分信頼で きない値や意味の難 しい数字が,い わば一人歩 きして誤解 を招 い

た り,誤 った使 い方を され た りす るのではないか ということである。 これ にっ いては1っ

1つ の数字 は必 ず しも十分信頼で きな くて も,そ れを組 み合 わせれば有効な情報が得 られ

る場合が あ り,そ うい う性質の もの と して提供す るとい うことを明確 に し,ま た,利 用す

る側 もその点 を正 しく理 解す る必要が ある。そ うすれば小地域集計の値 な どもよ り提供 し

やす くなるはずで ある。 また,こ のよ うな形でデー タを提供す る場 合には全 体 にっ いて形

式的 に一様 に処理す る必要 はない。 それ は不可能 な場合 も多 い し,ま た,実 際に求 め られ
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る情報 もそ うでない場合が多 い。従 って,こ のよ うな形の提供 にはデー タの一部 の再 集計

ない し再分類 とい うよ うな要請 をふ くめて具体 的な要請 に応 じて対応す ることが望 ま しい。

もちろん統計,特 に官庁統計 においては,い わば 「公式 の数字」を出す こと も必 要であ

る。 この ことと分析のための素材 をな るべ く多 く提 供す るとい うこととは矛盾す るとはい

えないまで も,異 なる性格の課題 であ る。 これ まで公表 され る統計 データは前者の性格が

強 く,後 者 の形で は内部的 な分析のため にのみ利用 され分析の結論 だけが公表 され る場合

が多か った。 しか し,統 計情報の高度利用の推進の ためには分析 の素材 の提供 とい う考 え

方を確立す る必要が あ る。

5.今 後 の課題 と展望

(1)当 面 の方策

そ こで具体 的に何を なすべ きかにつ いて幾つかの点を指摘 してお こう。

まず,統 計 の利用 を促進す るため にはデータの提供の方式について,い ろいろな工夫 が

なされ る必要があ る。 いわば原料 と して の統計数字 をその まま最終利 用者 に提供 す るとい

う形で は,統 計情報 の高度利用の発達 は望 み得 ない と思われ る。原料を加 工 し,包 装 しそ

の使用法 にっ いて説明をつけ,と い うよ うな普通 の商品か原料の段階か ら最終消費者の手

にわた るまで に経 るような幾つかの段 階 に統計情 報 について も考え られね ばな らない。そ

の中で商品情報 の普及,需 要の開発 とい うよ うなマ ーケテ ィングも必要で あろ う。

問題 はこれをどのよ うな組織が どの よ うな形で行 うかであ る。 もちろん一部 は機械化 し

て,例 えば人 口知能 を用 いた統計開発 エキスパ ー トシステムによ ること も可 能であろ う。

しか し,エ キ スパ ー トシステムなる ものは本来 エキスパー トを助 ける ものであ って もエキ

スパ ー トに代わ る もので はないか ら,そ れだけにすべてを任せ る ことはで きない。統計 デ

ー タの生産 か ら最終的な利用に至 るまでの中間 に,何 等かのサー ビス機 関の介在が不可欠

であ ると思 われ る。 それ は単 に需要 に対 して データを提供す るとい うだけではな く,デ ー

タ利用者の必要に応 じて適切 なデータを見出す コンサルテ ィングがで きるような存在でな

けれ ばな らない。 このよ うな仕事 をデー タ生産者 と しての各省庁の統計関係者の責任 とす

ることは無理で ある。 また,そ の中に は当然民間デ ータベ ース業の果 たす役割 も期待 され

る。そ こで適切 な官民企業の体制を作 り出す必要が ある。

よ り具体的に商品になぞ らえて い うと生産者 か ら最終消費者 にいた る流通の過程で,一

次卸 ・二次卸 ・小売等 の段 階が考え られ,ま たその中であ る程度の加工 および編集等 も行
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わなけれ ばな らない。 この中で一次卸 あるいは一次加工の部分 は法的規制 ,プ ライバ シー

保護等の問題か ら公的機関 によ らざるを得ない。現状で はこれ は統計 を作 る官庁 自身お よ

び各省の いわ ゆる外郭団体 によって行われているが,し か し,全 ての省庁のデー タを統 一

的 に扱 う1つ の機構を作 る必要性 と可能性 とは検討す る必 要があ る。 とくに各省庁 のデ ー

タに対 す るサ ー ビスの基準を統一 的に し,ま た,統 計情報 について多 くのデー タにつ いて

体 系的な解説 と案 内を行 うために も,何 等かの形で政府 の統計情報 サー ビスにつ いて統一

的に責任 を持 つ形 の機 関を作 り,そ こで いろいろな統計調査 につ いて公表 されて いな い部

分 もふ くめて原 データか らの加工提供 も行 うことがで きるよ うに してお くことが必 要であ

る。

民 間機関 につ いて は,デ ータベ ース業について援助育 成を行 う必要 があ ると思わ れ るが

それ が過 度の保 護iや規制を と もな うことが なよ うにす る必要 はあろ う。情報 サー ビスの質

の改善 について競争 を奨励 す ることは大切で ある。 当面 の措置 として第三者提供の可能性

が開かれ た ことは1っ の前進で あるが,よ り進んだ統計 の作成 について も需要者 と して も

デ ータベ ース業界 の意思が反映 され るよ うな システムを作 ることが望 ま しい。

(2)研 究課題

将来 にわた って はなお幾 つかの研究課題が残 されてい る。

第1は,統 計理論上 の問題 である。すで に述べた理念 的な統計体系の確立がその1っ で

あ るが,大 量の データか ら情報を適切 に集約す るための数理統計学的問題 も残 されてい る。

この数十年間 にわ たって数理統計学 は少数のデー タか ら精密な判 断を引 き出すための方法

を大 き く発展 させたが,大 量のデー タか ら大量の情報を効率 的に引 き出す ための方法 の研

究 はお くれ てい る。 それ は統計 的方法 を単 なる分類 と平均 の計算 の水準か ら飛躍 させ るた

めに必要で ある。

第2は,学 生 ・社会人 を対象 とす る統計教育の充実で ある。単な る形式 的手法だけでな

く統計 とい うものの実質的 内容 に立 ち入 った統計知識を普及す る必要が あ る。 実はそれが

統計 の高度 利用のたあの もっと も確実 な道 であるか もしれない。

なお,個 々の問題 にっいてのよ り立 ち入 った分析 については後 の章 にゆだね ることに し

たい。
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II.官 庁 統 計 の 提 供 とア ク セ ス

統計情報 の第一次提供者 と しての統計作成者 は,国 の行政機関,地 方公共団体,業 界団

体 をは じめ とす る民 間などが あるが,そ の主流 となる もの は国の行政機関が作成 する官庁

統計で ある。 もちろん,民 間統計 に も,労 働生産性統計(日 本生産性本部),百 貨店売上

高統計(百 貨店協会),倒 産統計(帝 国デー タバ ンク)そ の他重要 な統計 も多数存在す る

が,統 計作成 に要す る予算,人 員等 のcost-benefitの 面や,対 象の カバ レッジの面(業 界

団体統計で は,ア ウ トサイ ダーが脱 落す る)等 の難 点 もあ り,量 ・質 とも官庁統計 に遠 く

及ば ない。多 くの場合,官 庁統計を補足す る役割を果たす にとどま り,こ の ことは,諸 外

国 にお いて も同様 と思われ る。

したが って,本 章で は もっぱ ら官庁統計 を中心 として,作 成 ・提供の在 り方 を論 じるこ

ととし,あ わせて,⑭ 全 国統計協会連合会が昭和61年 度 に実施 した,都 道府県におけ る統

計 デー タベ ースの現状 についての調査結果 の一部 を紹介 す ることとす る。

1.官 庁統計の公表 とデータ提供

(1)作 成手続 に基づ く官庁統計の種類

統計作成には,統 計調査結果 に基づ く場合(第 一義統計)と 許認可資料等業務上収 集 ・

記録 され たデー タに基づ き作成 され る場合(第 二義統計,業 務統計)と があ る。 この うち,

国の行政機関及び地方 公共 団体 が作成 す る第 一義統計 については,統 計体系の整備,重 複

調査に伴 う経費及び国民負担の軽減等の配慮 か ら,統 計法Dと 統計報告調整法2)に よって

実施 について法的規制を設 けてい る。

注:1)統 計法 の目的

第1条 この法律は,統 計 の真実性 を確保 し,統 計調査の重複を除 き・統計の

体系を整備 し,及 び統計制度の改善発達を図 ることを 目的 とす る。

2)統 計報告調整法の 目的

第1条 この法律 は,統 計報告の徴収方法,報 告様式 その他の統計報告 の徴集

にっいて,必 要な調整 を行い,も って統計報告 の作制 に伴 う負担を軽減す る

とと もに,行 政事務 の能率化を図 ることを 目的 とす る。
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この両法律 によれば,官 庁統計(調 査)は,指 定統計,届 出統計(以 上,統 計法) ,承

認統計(統 計報告調整法)に わかれ,指 定統計及 び承認統計 にっいて は,調 査実施前 に総

務庁長官に対す る承認 手続が,ま た届出統計 にっ いては届 出が必要 とされて いる。調査主

体の属性 との関連 を概 略示せば,次 表の とお りであ る。

調査実施者 日 本 銀 行
国 都 道 府 県 市 町 村

区分 日本商工会議所

1) D
巳

指 定 統 計 ○ ○ ○ 一

02)
承 認 統 計

〔鐘 舗}
一 一 一

○ 3)

届 出 統 計

{撲 碧〕
○ ○

〔碧 指定市)

○

注:1)現 在,経 常的 に実施 されている もの はない。

2)国 家 公安委 員会,防 衛庁,大 蔵省 その他の特定事務 に関す る調査 につ いては,

適用除外が あ る(統 計報告調整法施行令 §3)

3)歴 史的経緯 に基づ くものであ る。

これ ら統計調査の実施件数 は,資 料 一1～3に 示す とお りであ る。昭和61年 を例 にとれ

ば,指 定統計調 査51件,承 認統計調査214件,届 出統計調査181件,計446件(た だ し,

承認統計調 査及 び届出統 計調 査については,期 限が1年 を越 えて承認 ・届 出され てい るも

のがあ るので,実 際は この件 数を上廻 る)と なっている。

これ らの うち,実 施件数 は少ないが,指 定統計調査が我が国統計体系の中核 を な して い

る ことはい うまで もない ことで,た とえば,最 も基本的な人 口統計 と しての国勢調査を代

表格 に(統 計法上規定 され る唯一の指定統計 である),多 角的な利用が可能 なセ ンサ ス類

を初 めと して,各 分野での基本的な統計調査が指定 されてい る。 また,指 定統計 の中に は,

人 口動態統計,建 築 着工統 計の如 く,第 二義統計 も含まれて いる。

例:第1次 産業 農林業 セ ンサス,漁 業セ ンサス

第2次 産業 工業統計調査

第3次 産業 商業統計調査,学 校基本調査,そ の他
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(第3次 産業の うち とくにサー ビス業 にっいて全体を カバ ーす る統計体 系にな って

いないことが重 要な課題 とな ってい る。)

いずれに して も,指 定統計 はその重 要性 か ら国民 への公表が義務付け られてい る(統 計

法 §16)。

資料 一1指 定統計調査の統計種類別,実 施機 関別調査数

の

訳てい内

つに

別分施関実度機年61施和昭実

自

治

省

建

設

省

2

2

労

働

省

3

3

運

輸

省

7

2

5

通
商
産
業
省

16

4

11

1

農
林
水
産
省

7

6

1

厚

生

省

4

1

1

2

文

部

省

3

1

2

大

蔵

省

2

1

1

総

務

庁

11

1

2

2

2

別度年

61

51

1

5

6

8

2

11

5

1

3

2

3

4

60

49

2

5

6

8

2

10

5

1

2

2

4

2

59

50

1

5

7

8

2

9

5

1

2

2

5

3

58

53

1

7

7

8

3

9

4

1

2

2

5

4

57

53

1

7

6

8

2

10

5

1

2

3

5

3

別野分計統

計合

口入A

金貸働労B

産水林農C

業工鉱D

地土
●

設建E

易唱業ロ
一

↓業商F

信通
■

輸運G

一

ギルネエ●
源資H

営経
●

業企1

政財
●

融金J

価物
●

計家K

境環
■

活生L

生衛
●

祉福M

学科
●

化文
●

背教N

他のぞO

注:指 定 統計 は,昭 和63年3月 末 で 第116号 まで 指 定 され て い るが,こ の うち現 在 も継 続 して 実

施 され て い るの は,65指 定 統 計 で あ る。
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資料 一2調 整報告承認件数(調 査単位)

年61

………

1

12

1

9

4

2

3

7

25

40

48

14

28

15

5

年60

㎜

3

16

1

1

5

2

2

2

7

32

49

42

18

2

27

17

7

年59

脱

6

3

4

1

7

3

2

3

7

33

42

44

13

2

25

11

6

年58

皿

10

5

1

9

3

2

6

32

40

32

15

1

24

11

3

年57

田

10

2

1

1

5

2

2

1

8

30

57

42

12

2

24

15

7

年56

捌

7

4

1

10

2

2

2

8

38

48

40

16

3

28

17

4

旬12
～

月O年

計機施実

清本府理総

会員委引取正公

庁理智政行

庁務総

庁発開道海北

庁設施術防

庁画企済経

庁術技学科

庁境環

庁土国

省蔵大

省部文

省生厚

省産水林農

省業産南通

省輸運

省政郵

省働労

省設建

他のぞ

注:1)実 施機 関別 中 「そ の 他 」 は共 営調 査 で あ る。

2)件 数 は調 査 単 位 で 計上 した もので あ る。
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資料 一3届 出統計調査の実施機関別,年 次 別受理件数

機

関

別

届

出
の

種

類

56

年

57

年

58

年

59

年

60

年

61

年

国

新規 13 13 6 3 4 10

変更 17 25 18 22 26 17

中止 1 4 2 7

都
道
府
県

新規 83 70 83 60 58 70

変更 33 31 22 21 33 36

中止 1 1 1

市

新規 32 35 20 20 17 33

変更 12 6 7 11 13 12

中止 1

日

銀
・公

社

等

新規

変更 2 4 3 2 5 3

中止 1

合

計

新規 128 118 109 83 79 113

変更 64 66 50 56 77 68

中止 1 2 5 3 8
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(2)公 表方法

ア.指 定統計

指定統計調査の結果 は,統 計法弟16条 によ って 「速か に これを公表 しなければ な らない。」

とされ,公 表 しな いと こがで きるの は,た だ し書 きで 「総務庁長官の承認 を得 た場合 」に

限 られ るが,法 制定以来,非 公表を承認 した例 はない。今後 も,災 害 その他の特殊 な事故

によって,結 果デ ータの正確性 に問題が生 じたよ うなケ ースは別 として,「 ただ し書 き」

が承認 され ることはな いであ ろう。

そ して,同 法施 行令 第7条 に公表方法を具体的に規 定 してい る。 同条第1項 に よれば,

「……(指 定統計 の)公 表は ,官 報 その他の刊行物 で行 う。 ただ し,指 定統 計調査の結

果の うち次の各号 のいずれかに該 当す る ものにっいて は,総 務庁長官が別に定め るとこ

ろによ り,電 子計算機用磁 気テープ等に記録 した もの を紙面又 は映像面に表 示 し,こ れ

を公衆の閲覧 に供す る方法 で行 うことがで きる。

一 利用者の範囲等 を勘案 して官報その他の刊行物で公表す ることが適 当で ない と認 め

られ るもの

二 官報 その他の刊行物で公表す るのに長期を要す ると認め られ るもの(前 号 に該当す

るものを除 く。)

とされて いる。 この 「ただ し」書 きは,昭 和54年3月16日 に改正 された もので,そ れ まで

は,公 表 は官報 その他 の刊 行物によることに限 られていた(通 常 はデータ量 が多いため刊

行物で行われ,そ の場合,刊 行物名,発 行年月 日が官報 に告示 され る)。 ところが,デ ー

タ処理 にお ける コンピュータの活用 によって,多 彩 な製表が可能 とな った反面,① 特定 の

結果表 によ って は,利 用者 の範 囲が限定 され るほか,結 果報告書のペー ジ数が増 え コス ト

がかか ること,② 公表 まで に長期間を要す るよ うになった こと,な どの問題が生 じるよ う

にな った。 そのため,統 計審議会 に諮 り,磁 気 テープ等か らout-putさ れ る紙面又 は映像

の閲覧によ る公表方法 を認 あた ものである。前述の施行令弟7条 第1項 の 「一」号 は上記

① に,ま た 「二 」号 は② に対応す る。 「二号」 は,デ ー タの早期利用が 目的であ るので,

後 日,印 刷物 と して刊行 され ることになる。(政 令改正 に際 しての統計審議会への諮問及

び答 申は,資 料 一4を 参 照)一 号 の閲覧公表のみに止 まる指定統計 は数多 くあ るが,「 昭

和59年 全国消費実態調査 」の統計表を例 にみ ると資料5の とお りであ る(該 当個所 のみ)。
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資 料 一4

行 管 用 第94号

昭和49年4月17日

統計審議会会長 森 田 優 三 殿

行政管理庁長官 保 利 茂

諮 問第158号 統計調査結果の公表について

標記 について,貴 会の御審議 を得 たい。

理 由

統計 に関する需要の増大に伴 い,集 計 された統計調査結果 の早期利用 を推進す る必要が

あ るが,そ のためには公表に関する現 行法令,そ の運用等について慎重 に検討 する必要が

あ る。

続 審 義 弟12号

昭和49年9月20日

行政管理庁長官 細 田 吉 蔵 殿

統計審議会会長 森 田 優 三

諮問第158号 の答申(一)統 計調査結果の公表 について

標記 について審議 した結果,次 の結 論を得たので答 申す る。

1.統 計調 査結果の早期利用及び広 範 な利用を推進す るため,官 報その他の刊行物 によ る

結果の公表のほかに,磁 気テープ,マ イ クロフ ィルム(マ イクロフィシュ等を含む。)

及 び電子計算機 か らの 出力用紙等を媒体 と した結果 の公表を容認す る必要があ る。

ただ し,磁 気テープ又はマイ クロフ ィルムを媒 体 と して統計調査結果を公表す る場合

は,次 の点 に配慮す る必要が ある。

(1)磁 気 テープ又 はマイ クロフ ィルム によって提供す る場合は,そ の内容 に応 じて,こ

れ らを利用す るための施設及び機器の普及の程度 につ いて十 分の考慮 を払 い,結 果利

用の機会 の公平を確保す るための措置 を講ず る こと。

なお,一 般 に,こ れ ら機器の利用 のための施設 とその普及 につ いて適当な対策を講
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ず ることが望 ま しい。

(2)磁 気 テープによ って提供す る場合 は,提 供する磁気 テープの内容が原本 と相違 ない

ことを保証 し又 は検定す るため に必要な措 置を講ず ること。

2.利 用者の便宜を はか るため,統 計調査の結果公表にっいて ,定 期 的に公示す るな どの

方法 によ り,利 用 者 に対 して統一 的に周知 を図 るための措 置を講ず る こと。

3.公 表の期 日とは,統 計調査の実施機関がその結果を利用者 に提供 しうる状態 と した時

とす るのが適 当で ある。

4.磁 気テ ープによ って統計調査結果を提供す る場合 に,上 記措置 に関連 して磁気 テープ

が備え るべ き技術要件等 については引 き続 き検討す る。

続 審 義 弟4号

昭和52年2月18日

行政管理庁長官 西 村 其 段

統計審議会会長 森 田 優 三

諮問第158号 の答申(二)統 計調査結果 の公表 について

統 計調査結果の提供 に用 いる磁気テープ(以 下 「提供 用磁気テープ」 とい う。)が 備え

るべ き技 術的要件 等 にっ いて審 議 した結果,次 の結論を得 たので答申す る。

L提 供用磁気 テープは,機 種 の異 なる電子計算機(磁 気 テープ装置 を含 む。以下 同 じ。)

の間 にお けるよ り高度 の互換性 を保持 させ るため,そ の形状,物 理的性質及 び情報の記

録方式 にお いて,次 の条件の いずれかを満足 させる ものであ ることが望 ま しい。

(1)磁 気テープ に係 る 日本工業規格 に適 合 して いること。

(2)提 供 の時点 において,国 内で比較 的多数用 い られている種類 の ものであ ること。

2.提 供用磁気 テープには,そ こに記録 されて いる統計情報の意味 を説 明 した文書 に併 せ

て,電 子計算機 によ り当該磁気 テープ記録を解読する上で必要かつ十分 な説明 を記録 し

た文書(以 下 「磁気 テープ仕様書」 とい う。)を 添付す ることが望 ま しい。

3.こ の答 申に基 づ く制度の運用に当た っては,電 子計算機 の機種及 び利用技 術の多様性

並 びに統計情報 の利用 に係 る統計制度上の制約 にかんがみ,磁 気 テープ記録 の作成 ,保

存及 び利用 に関す る基礎 的及 び実務的 な知識(磁 気テープ仕様書の作成 に関 する知識 を
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含む。)を,提 供用 磁気テープの作成者及 び利 用者 に普及 させ る必要 があ ると思われ る。

なお,当 審議会の情報処理部会作成 の 「磁気テープ ガイ ドブ ック」は,こ の答申に基

づ く諸装置 を講ず る場合の指針 として有効適切 な内容を備 えて いると認め られ る。

資料 一5昭 和59年 全国消費実態調査統計表 の例

○ 印……報告書 に掲載 されてい るもの。●印……報告書 に掲載 されて いない もの。
(MT等 による閲覧)

地 域 区 分
世

全 3 都 地 都 県人 市市 県

帯 大 方 庁口 内

表 名 都 市 ■ 道 所15 部区 経
区 市 4 在万 ● 済

圏 階 大 府 都以 郡町 圏

分 平 都 市上
国 均 級 市 県 ・ の 部村

圏 市 ●

第1巻
(用途分類

家計収支編(二 人以上 の普通世 帯)
1世 帯当た り1か 月間の収入 と支 出)

1-1年 間収 入 階 級 全,動 ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

別

1-13世 帯人 員別 全,動 ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

1-47市 区 町 村別 全,動 ● ●

第3巻 貯蓄編(二 人以 上の普通世帯)

皿 一1地 域 別1世 帯 1
当 た り貯 蓄 ・ 全,動,○ ○ ○ ○ ○ ● ●

負債の現在高 個
と保有率

第4巻 主要耐久消 費材編(二 人以上の普通世帯)
(1000世 帯当た り主要耐久消費財の所有数量及 び普及 率)

W-17地 域 別 全,動 ○ ○ ● ●

世帯区分……(全)全 世帯,(動)勤 労 者世帯

(個)個 人営業世帯,(無)無 職世帯
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イ.指 定統 計以外の統計

承認統計調 査及び届 出統計調査 も,法 令の義務付けはないが,一 般 に公表 され ることが

多い。 しか し,次 項で も触れ るが,刊 行物 としての体裁を とらず,タ イプ印刷等簡易な も

の も多 く,か つ,発 刊部数 も多 くないので,一 般ユーザーの入 手 は困難 な ことが多 い。 ま

た,単 独の報告書 でな く,他 の刊行物,た とえば当該機関の発 刊す る月報 な どの機関紙,

白書等で公表 され るもの もあ る。

なお,非 公表扱 とされ る統計調査 は,そ れ理 由として,特 定行政 目的のため に実施 され

るので,一 般利用にな じまない ことがあげ られ るが,こ れ らにつ いて も,

① 公表す るとこを積極 的に禁 じている場合 と,

② 一般性 に欠け る,あ るいは統計精度上問題がある場合,

があ る。後者の中には,実 施機 関へ照会 すれば閲覧可能 な場合 もある。

昭和62年 に承認 された承認統計調 査の公表,非 公表の状況を資料 一6に 示す。総承認統

計調査中約14%が 非 公表 の扱 い とな って いる。

資 料 一6昭 和62年 調 査 件数 と非 公 表件 数

(外局 は省 に 含 む)

省 庁 名 調査件数 非 公 表 不 明

計 217 30 2

公 正 取 引 委 員 会 1

総 務 庁 10 4

防 衛 施 設 庁 1

経 済 企 画 庁 5

科 学 技 術 庁 2

国 土 庁 2

大 蔵 省 5

文 部 省 7

厚 生 省
'35

7

農 林 水 産 省 38 5 1

通 商 産 業 省 49 8 1

運 輸 省 14 1

郵 政 省 1

労 働 省 28 1

建 設 省 15 1

共 管 調 査 4 3
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(3)デ ー タ提 供 メ デ ィア

ア.提 供 方法

統計 調 査 結 果 デ ー タ は,刊 行 物,刊 行 物 以 外 の 印 刷物,MT等 によ って提 供 され る。 関

係 行政 機 関,団 体 等 に は頒 布 され るが,一 般 ユ ーザ ー向 に は,外 部 団体 等が 発 行 した もの

を 有 料で 入 手 す る こと に な る。

無 料 頒 布(行 政機 関 等)

＼

＼
＼ 印 刷 物

(干IJ行咋勿以 外)

その関連 を図示すれば上 図の とお りであ るが,

刊行物 ……統計作成機 関で発行 した もの と,外 部 団体で発行 した もの とがあ る。前者が

無料頒布の対象 とな るが,財 政難 の現在,予 算 の制約で刊行部数が減少す る

傾向があ る。

一般販売用 は
,外 部機関で印刷 ・発行 され るもので,当 該行政機関の外郭

団体,大 蔵省印刷局,民 間 出版社な どがあ る。(行 政機 関の外郭団体の代表

的な もの は,資 料7参 照)

閲覧 は,統 計作成部局の ほか,各 省庁の図書館(国 会図書館支部 とな って

いる),都 道府県統計 資料室(行 政 資料室 と称す る ところ もあ る)で 可能 で

ある。

MT等 ……刊行物 では,加 工 ・分 析が不便な こと,デ ータベ ース と して利用す る場合の

入力 コス トがかか ることか ら刊行物 と併行 してMTに よ る普及 もすすあ られ

ている。ただ し,行 政機関相互 は無 料であ るが,一 般ユーザーは有料で,か

つ,販 売機関 も限 られて いる(次 節 「イ.流 通 ルー ト」参照。)

刊行物……一般 的に印刷部数が多 くないので,作 成機関の当該部局か省庁 図書館で閲覧
以外の

印刷物 で きる程度で ある。部数 に余裕が あれば,無 料で入手可能な場合 もあ る。

販 売(一 般)

閲 覧(統 計作 成 機関,図 書館 等)

無 料 頒 布(行 政機 関 等)

販 売(一 般)

閲 覧(統 計 作成 機関)

噸 樽 竺 場合によつ〕

閲 覧(統 計作成機関)

若干補足説 明を加え る。
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資料一7各 省庁の統計関係団体一覧

所 管

統計関係団体名 事 業 の 内 容 〒 所 在 電 話
省庁名

総 務 庁 働全国統計協会連 統計の普及宣伝,調 査研究(補 170 東京都豊島区東池袋3-1-1 (982)2841
AA
ロ ユ= 助事業),講 習会,研 修会,統 サ ン シ ャ イ ン60 (982)9590

計関係図書の出版,統 計利用の

促進

〃 働日本統計協会 統計普及宣伝,統 計局調査関係 162 東京都新宿区若松町19-1 (202)1589
の刊行物の出版提供

経済企画庁 OD経済企画協会 情報提供,経 済知識の普及,調 105 東京都港区新橋5-19-1 (437)0571
査研究 三陽ビル

大 蔵 省 働大蔵財務協会 貿易,関 税に関する調査研究, 102 東京都千代田区三番町30-2 (265)4141
図書資料の刊行,相 談斡旋

θ金融財政事情研 官公庁の調査受託 アンケー ト 160 東京都新宿区南元町19 (358)1161
究会 調査 金融財政会館

厚 生 省 ㊥厚生統計協会 厚生統計に関する調査研究,普 106 東京都港区六本木5-13-14 (586)3361
及宣伝,集 計受託,刊 行物提供 メゾ ン麻布内 ～3

農林水産省 ㊥農林統計協会 農林統計を中心に調査研究(委 153 東京都目黒区目黒2-11-14 (492)2987
託調査),計 算事業(農 林セン 大鳥ビル内
サス集計等)

側)全国農林統計協 地方農林統計協会の指導育成, 150 東京都渋谷区渋谷2-17-2 (407)8905
会連合会 委託調査事業,農 家に対するア 太陽生命ビル

ンケ ー ト調 査

通商産業省 働通商産業調査会 通商産業に関する資料収集調査 104 東京都中央区銀座2-8-9 (535)4881
研究,図 書刊行物頒布 木挽館銀座ビル

閲通産統計協会 通商産業に係わる統計調査,統 〃 〃 (561)2974
計情報の収集提供,統 計に関す
る行政施策の協力

運 輸 省 働運輸経済研究セ 研究 調査(補 助事業,受 託事 105 東京都港区虎ノ門1-6-6 (504)0571
ン タ ー 業),情 報の提供,研 究会講演 晩翠軒ビル

.会の 開 催

㈱交通統計研究所 交通統計の理論及び方法の研究, 105 東京都港区東新橋2-8-32 (431)5977
交通統計の調査作成

建 設 省 働建設物価調査会 定期調査(建 設物価),受 託調 103 東京都中央区日本橋 (663)8761
査,建 設統計に関する調査研究, 小伝馬13-4共 同ビル

刊行物の提供

532 大阪事務所 (06)

大阪市淀川区宮原3-5-24 (399)2451
新大阪第一生命ビル

注:こ こに掲載 しているのは,代 表的な統計出版機関であって,こ の他,特 定行政分野 ごとに多 くの団体が存在する。
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イ.流 通 ル ー ト

官 庁 統計 書 の 販 売 ル ー トは,図 書 と して の性 格上 限 られ て お り,一 般 ユ ーザ ーの 入 手 は

さ程 容 易 で あ い。 販 売 ル ー トと して は次 の もの が あ る。

① 政府 刊 行 物 サ ー ビス ・セ ンタ ー

官 公 庁 資料 の 普 及 を 図 る ため,昭 和31年,閣 議 了 解 の も とに 発足 した もので あ る(資 料

一8) 。 全 国9か 所 に設 置 され て い る。 その 下 に,「 政府 刊 行物 サ ー ビス ・ス テ ー シ ョ ン

(官 報 販 売所)」 が55か 所 が あ る。

② 一般 書 店

上 記 政 府刊 行 物 セ ンタ ー等 は県 庁 所 在 市 を 中心 に設 置 せ られ,か っ,箇 所 数 も限 られ る

た め,一 般 書店 か ら全 国241店 を 「寄 託 書 店 」 と して 契 約 して い る。 しか し,常 備 の 刊 行

物 の種 類 は 少 な く,注 文 に よ る こ とが 多 い。

③ 各 省 庁 外郭 団体

外郭 団 体 で 発 行 され る もの に 限 られ る。 ま た,通 常 東 京 に集 中 して い るの で,地 方 の ユ

ーザ ーは電 話 注 文 に よ る郵 送 で入 手 す る こ とに な る。

お な,磁 気 テー プ は,外 郭 団体 が 唯 一 の 販売 機 関 で,政 府 刊 行 物 サ ー ビス ・セ ンター や

寄託書店で は取扱 っていない。

資料 一8政 府刊行物の普及の強化について

(昭和31年11月2日 閣議 了解)

一、趣 旨

従来,各 省庁 よ り刊行 されて いる図書 その他の官庁資料 は,国 の政治,経 済の実体 を知

る上に,ま た,各 種 の調査研究 に極 めて重要,か つ,貴 重 な資料で あるにもかかわ らず,

一般 にあまり利用 されていない実情で あ る。

よ って,一 般国民に とって この種 の官庁資料 の入手を容易 に し,国 の政府経済の実体を

認識 を深 め しあ,国 の施策の滲透 をはか る要があ る。

このため,政 府機関が編集す る印刷物で販売又 は頒布す るもの(以 下 「政府刊行物 」 と

い う。)に ついて,次 の措置を講ず る もの とす る。

二、措 置

1政 府刊行物サー ビス ・セ ンターの整備活用

政府刊行物の普及を一 層強化す るため,現 在設 置されて いるサ ー ビス ・セ ンターを整
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備活用 し,一 般 に販売 されて いる政府刊行物を展示,販 売す るとともに,販 売 を 目的 と

しない政府刊行物にっ いて も各省庁の協力をえて提 示頒布す るもの とする。

なお,今 後必要に応 じ,大 都市 に同様のサ ー ビス ・セ ンターを設け,政 府刊行物の普

及 に資す るもの とす る。

2政 府刊 行物 の発行

(1)総 理府 内に政府刊 行物 普及協議会をお き,政 府刊行物の発行,サ ー ビス ・セ ンター

の運営 その他,政 府刊行物 の普及 に関 し協議 する。

協議会 は,各 省庁 の関係官 を もって組織す る。

(2)各 省庁 は,政 府刊行物 として一般 に販売す ることを適当 と認 めた ものを事 前に協 議

会 に連絡す るとと もに,販 売を 目的 と しない政府刊行物その他の資料を協議 会に提 出

す る等,政 府刊行物の普及強化 にっ き協力す る もの とす る。

③ 協議会 は,政 府 刊行物の普及 に資するため,政 府 刊行物 目録(月 報及 び年報)を 編

集す るもの とす る。

(4}政 府刊行物 の印刷発行 については,各 省庁は大蔵 省印刷 局を活用す る もの とす る。

(5)な お,協 議会の 円滑な運営 を期 するため,協 議会 の運営 に関す る細 目は協議会 にお

てい これを定 める。

(備 考)

本件 について は,立 法,司 法各機関並びに政府関係機関 に対 して協力を求め るもの と

する。

(4)官 庁統計 に対す る民間ユ ーザ ーの要望

⑱全国統計協会連 合会で は,昭 和58年 度 に行 った 「統計 利用の促進に関する調査研究

((財)日本船舶振 興会 補助事業)」 において,大 企業を対象 とす る 「統計利用の実態 に関す

る調査」を実施 してい る。詳細 については,本 報告書IV章 で紹介 されて いるので,こ こで

は重複を避 けて,官 庁統計刊行物 に関連す るア ンケー ト結果 を要約 して お くこととす る。

なお,対 象企業 は,東 京証券取 引上場企業の約3分 の1の500社,有 効回答213社 であ

る。(以 下,⑭ 全国統計協会連合会 「統計利用の促進 に関す る結果報告書 昭和59.3」

p.175～)

ア.政 府統計資料の入手経路

調査対象が大企業であ るので,10%の 企業が資料室 ない し図書館 でデー タの完全 な集 中
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管理 を実施 し,90%以 上が,集 中型 との併用 も含 め,各 部課で分割保 管す る体制 とな って

い る。 それぞれ について,政 府統計 資料 の入手経路 は次の とお りであ る。

政府統計 資料の入手経路(MA)

入 手 経 路 別 資料(図 書)室 各 部(課 ・室)

△個別省庁 に直接 一 88(46.1)

個別省庁の外郭団体 52(39.4) 90(47.1)

地方公共団体(地 方統計協会)

'

29(21.9) 38(19.9)

政府刊行物セ ンター

一般書店

61(46.2)

46(34.8)
}164(85・9)

業界団体 42(31.8) 100(52.4)

△国,公 立の図書館
一 34(17.8)

△商工会議所の図書館
一 12(6.3)

○ 民 間の デー タベ ー ス ・サ ー ビス 17(12.9)
一

そ の 他 4(3.0) 13(6.8)

注:○:資 料(図 書)室 の み,△:各 部(課,室)の み,無 印:共 通,
パ ー セ ンテ ー ジ は回 答 数 に 対 す る比 率

これ に よ る と,資 料 室 及 び各 部 と も政 府 刊 行 物 セ ンタ ーの 利 用 が もっ と も多 く,次 いで

各 省 庁 の外 郭 団 体 とな って い る。 資 料 室 と各 部 との 際 立 った違 い は,資 料 室 が 一 般 的 な刊

行 物 収 集 に止 ま って い るせ い か,入 手 先 が比 較 的 限定 され て い る の に対 し,各 部 は具 体 的

な デ ー タを求 めて,巾 広 く収 集 活動 に努 め,と くに 各 省 庁 に 直接 当 た って い る こ とが 注 目

され る。

イ.公 表 形 態 につ いて の 意 見

次 に個別 統 計 の 公表 形 態 に つ いて の 意 見 で は,お よ そ81%の もの が 満 足 して い るが,不

満 と答 え た もの の うち,6っ と も多 いの が,「 解析 結 果 」 へ の ニ ー ズで あ り,次 いで 「サ

マ リー化 した デ ー タ」 「磁 気 媒 体 で の 公 表 」で あ る。 前2者 につ い て もいず れ もMT等 で

公表 す れ ば対 処 可能 な もの と思 わ れ る。
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公 表 形 態 へ の 意 見

点 数 全意見 に対
す る比(%)

満足 して いる 1,776 81.28

不
満
(

多
重
回
答
)

(1)解 析 結 果 も欲 しい

(2)サ マ リー化 した デ ー タが 欲 しい

(3)磁 気 媒体 で 公 表 して ほ しい

㈲ オ ン ライ ン ・フ ァク シ ミ リで 公 開 して 欲 しい

(5)マ イ ク ロ ・フ ィル ムで 公 表

175

99

88

44

3

8.01

4.53

4.03

2.01

0.14

計 2,185 100.00

ウ.刊 行物及 びその表章形式に対 す る意見

前節アの如 く,官 庁統計 の公表媒体 として刊行物が主流 をな して いる現状 にっいては一

応是 と しなが らも,そ の 内容 にっいて は45%の ものが 「不満 」を もって いる。 しか も,そ

の過半(不 満1,006件 中670件,67%)は 早期公表を訴えてお り,官 庁統計 に対す る従来

か らの批判 を裏 付けてい る。ただ し,2番 目に挙げ られてい る 「速 報値 と確 報値」のgap

をな くす要望 は,や や公表の早期化 の要望 と相容れない面 もあ り,統 計作成者 に とって は

頭 の痛 いと ころで あろ う。

刊 行 物 に 対 す る 意 見

満足 してい る 1,230 55.01

(D確 定値 の発表 を早 くしてほ しい 670 29.96

不

満
(

M

A
)

(2)速 報 と確 報 の くい ちが い縮 め て ほ しい

(3)調 査 回 数 を 増 して ほ しい

(4)複 数 の調 査 を 統 合 して 整 合 的 に して ほ しい

(5)複 数 の調 査 に 分 解 して詳 細 に して ほ しい

(6)プ レス ・ リ リー ス ・デ ー タが ほ しい

76

68

61

58

24

3.40

3.04

2.73

2.59

1.07

(7)〔 その 他 合 計) 49 2.19

計 2,236 100.00
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ま た,そ の 内 容(表 章 形 式)に つ いて は,次 表 の 「集 計 項 目」 「地域 区分 」 の く く り方

が 大 きい と い う意 見 が 多 く(不 満 件 数 の58%)を 占め て お り,こ の こ とは,個 票 レベ ル 又

は 中間 サ マ リー レベ ル で の デ ー タベ ー スへ の ニ ー ズ にっ な が って い く もの と思 わ れ る。 な

お,公 表 デ ー タの 集 計 項 目,地 域 区 分 が 細 か す ぎ る との 逆 の 意 見 もあ り,ユ ーザ ーが 多 様

性 を うか が わ せ る。

刊 行 物 上 の 表 章 形 式

点 数 全意見 に対

す る比(%)

満足 している 1,639 74.67

不

満
(

M

A
)

(1)集 計項 目の分類が大 まかす ぎる

(2)集 計の地域 区分が大 まかす ぎる

(3)集 計項 目の分類が実情 に合 な い

(4)重 要な クロス表が公開 されて いない

⑤ 集計項 目の分類が細かす ぎる

⑥ 集計の地域 区分 が細 かす ぎる

(7)〔 その他合計)

208

114

94

59

13

7

61

9.48

5.19

4.28

4.28

0.59

0.32

2.78

計 2,195 100.00

2.利 用促進 をはばむ カベ

(1)体 制上の問題

官 庁統計の一般利用促進 を阻害す る要 因は種 々考え られ よ うが,こ こで は体制上の問題

と して,予 算削減 による刊 行物 への影 響 と,刊 行物を含め,官 庁統計 デー タへの一般 ユー

ザ ーの アクセ ス方法が限 られてい るこ とを指摘 して おきたい。

① 予算削減 によ る刊行物への影響

統計に限 らないが,国 の財政難 か ら行政経費が削減 され・ その しわよせ が統計刊行物の

ペー ジ数,発 行部数の縮小 とな って い く傾 向が ある。

予算減の要因 には3っ ある。ひ とっは,シ ー リングの問題で ある。昭和57年 度概算要求

に際 し,各 省庁要求総額を前年度予 算額 に押え るゼ ロ ・シー リングが実施 されて以来,58

年度 マイナ ス5%,59年 度以降マイナ ス10%の 枠が はめ られた こと(昭 和63年 度について
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は と くに具 体 的 な数 字 は示 され なか った よ うで あ るが) 。1・ま1っ は,標 準 予 算 精 度 の 問

題 である。 「標準予算」 とは,毎 年度継続 して実施 され る事業 で,事 業内容 も同一な らば,

予算要求 に際 し財政 当局 に対す る事業 明細書の提出や説 明を要 しない制度であ る。毎年 周

期の統計調 査は標準予算 とな って いるケースが多い。 ただ この制度は,要 求側,査 定側相

方 に手 間が 省ける とい うメ リッ トが ある ものの,予 算額が前年同額 となるため物価水準の

上昇分を カバ ー しきれな いとい う大 きなデ メ リッ トがあ り,実 質 的に予算額の縮減 につ な

が る。

最後に,年 度途 中におけ る予算 カ ッ トが ある。 これは,人 件費以外の経費について,一

定額の削減を財政 当局 か ら命 じられ る もので ,こ こ数年7%減 が続 いてい る。

こうした予算上の制約 は,統 計調査費 にっいてみると,実 査経 費よ りは結果公表関連の

経費 に しわ よせ られ ることが多い。

(因 み に,英 国において も,サ ッチ ャー政権が財政改革 を行 った際 ,統 計関係 では職 員の

大幅削減の ほか刊行物 に も大 きな影響が あ った と伝え られ る。)

② 官庁統計への ア クセスの問題

「1(3)デ ータ提供 メデ ィア」で述べたよ うに
,官 庁統計流通 は特殊 なル ー トを とってい

るので,一 般ユーザーが アクセスす るには困難 な面が多 い。要約すれば ,

i－ 般 書店 では販売 していない。

i政 府刊行物 サー ビス ・セ ンターで も,す べての統計刊行物 を扱 っているわ けで はな

い。

撮 各省庁外郭団体だけで販売 してい るものがあ り,か つ,当 該省庁刊行物 に限 られ る。

iv承 認統計,届 出統計,業 務統計 などにつ いては,当 該作成機 関以外 では閲覧 も不可

能な ことが多い。

v情 報源情報が不充分で,官 庁統計の所在案 内や アクセス方法が周知 されて いな い。

などの問題があ る。

(2)公 表 データ上の問題

公表 され る官庁統計 は,卑 俗 な表現 とすれば 「レデ ィメー ド」の統計で ある。 コンピュ

ー タの飛躍 的なデー タ処理能力の向上 によって
,調 査事項の多種多様 なクロス表の作成 が

可能 にな ったが,予 算 ・公表時期等の制約 条件か ら,最 大公約数的 な統計表の公表 に とど

まざるを得 ないことは,前 にも述べ た。 その場合,行 政機関での利用ニーズが優先す るこ

とはい うまで もな い。 しか し,一 般ユ ーザ ーのニーズは多様 であ って1-(4)の 如 く,集 計
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項 目の分類 について 「大 まかす ぎる」 「細 かす ぎる」 とい う相互す る意見が出され ること

にな る。

その他,官 庁統計 に対 す るユ ーザ ーの要望は多 々で あるが,そ れ らをとり込み,集 約 し

たか たちで,昭 和60年10月25日,統 計審議会か ら出 され た答申 「統計行政の中 ・長期構想」

の第4章 「統計 データの利用の促進 」で述べてい る。 これ らは,改 善策 を示 した ものであ

るが,裏 返せば,公 表 データの欠陥 を指摘 したことにな るので,こ こにその骨子を記載 し

てお く,詳 細は資料一9を 参照 され たい。

① 公表の早期 化

② 結果報告書作成の在 り方 と統計 データの特性 に関す る情報提供

・結果報告書の内容の充実

・統計 ガイ ドブ ックの作成,統 計用語 の統一,な ど

③ 統計データの解析の充実 とその提供

・時系列統計 における誤差,連 続性等への配慮

・類似統計 との関連分析,多 変量解析 などの導入

・小地域統計 の開発

④ 統計 データの多角的利用の推 進

・中間サマ リーデ ータの活用

・MT等 によるデータ提供

・データ提供者 としての民間団体の活用

・統計 デー タ所在案 内機能の整i備

・データベ ースの構築

・OA技 術の活用

資料 一9統 計行政の中 ・長期構想

(昭60.10.25統 計 審議会答 申)

統計データの利用の促進

統計デー タは,国 民の大 きな負担の下 に作成 された国民共有の財産で あるので,広 く国

民一般の利用に供 され る ことが求 め られて いる。 この ためには,統 計調査結果 の公表の早

期化,利 用 しやすい結 果報告書 の作成,統 計 デー タの特性 に関す る情報提 供,利 用者のニ

ーズに応 じた統計の作成 ・解析 ・提供方法 の改善 ・充実及び多角的利用の推進 に努 めなけ
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れ ば な らな い。

1統 計調査結果 の公表 の早期化

最近 の変化の激 しい社会 ・経済情勢の下 においては,統 計データの価値 は,時 が経つに

つれ低下す る もので あ り,そ の公表 ・提供 は適時になされ る必要が ある。 したが って,統

計調査結果の早期公表 は,統 計調査実施者に与え られた基本的使命で あ り,統 計情報量及

び統計調査結果の精度を確保 しつっ,早 期 化のための改善努力 を重ねて い く必要 があ る。
}

(1)公 表の早期化の 目標

指定統計調査の第1報 にっ いて,今 後3年 以 内に月次調査 にっ いて は60日 以 内,年 ・周

期調査 については1年 以 内 に公表す ることを 目標 と して努力す るとと もに,指 定統計調査

以外の統計調査 について もこれ に準 じて公表 の早期化に努 める。

なお,こ の 目標 を既 に達成 してい る統計調査 にっいて も,更 に改善を図 るとと もに,上

記の 目標期 間以 降の早期化 にっいては,調 査手法,統 計 データ処理技術の進展 等を踏 まえ

て,新 たに改善の 目標を設定 し早期化 に努 める。

(2)公 表の早期化の具体 的な方法

上記の 目標の達成 に資す るため,① コ ンピュー タの有効利用等 の観点か らの一元的な統

計調査実施計画作成 による進行管理,② 統計調査 の各処理過程 における コンピュー タ及 び

OA機 器の導入 によ る改善や地方分査の導入等の具体的方法 を講ず る ことが必 要であ る。

2結 果報 告書作成 の在 り方 と統計データの特性に関する情報提供

統計デー タの利用の促進 において,統 計調査の結果が正確 に理解 され,か っ正 しく利用

され る措 置が講 じられ る ことは,「 正 しい統計利用」の点か ら不可欠の もので ある。

このため,統 計調査結果 の利用者 への提供 においては,早 期利用及び詳細 利用の観点か

ら速報,確 報,年 報及 び数年 報の作成 を行 うことが望 ま しい。 また,結 果報 告書の作成に

当た り,章 ・節だての統一,表 頭 ・表側の統一等に努め る必要があ る。

結果報告書 には,調 査の対象及 び範囲,調 査事項,調 査方法等の情報 を掲載 す るととも

に,統 計の質 に関す る情 報 として標本設計,回 収率,集 計 ・推定方式,標 本誤差等 にっい

て も可能な限 り提供に努め る もの とす る。

さ らに,統 計ガイ ドブ ックの作成及び統計用語等の統一 について も検討す る必要が ある。
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3統 計デ ータの解析 の充実 とその提 供

統計の利用の仕方 は多様 であ り,利 用者が独 自に統計 の解析 ・加工 を行 う場合 も多 いこ

とか ら,統 計作成機関は,統 計 の作成,解 析及び提 供 に当た って は,次 の諸点 につ いて改

善 ・充実す ることが望 ま しい。

① 時系列統計 について は,対 前月差(比),対 前年同月差(比)等 を公表 す るに際 し,

その誤差 の大 きさを的確 に評価す るなど,月 次統計等の公表方 法の見直 し,改 善等の

諸方策を講ず る こと。

② 長期 時系列統計 につ いて は,調 査事項や その概念 ・定義等を変更せ ざるを得ない と

きには,統 計 の連続性 を確保す るための措置 を講ず る こと。

③ 異種調 査での類似項 目間の関連性 等の多面 的な分析 を行 い,精 度の向上及 び情報量

の充実を図 るため,多 変量解析法 等新 しい統計手法 を積極的 に導入 し,関 連統計 も含

めた総合的な解析を行 うこと。

④ 地域再開発計画等のデー タと して利用 に供す るため,統 計調 査の結果の うち可能 な

ものにつ いて は,調 査区等の小地域 にっ いて表章 ・解析を行 うこと。

4統 計 データの多角的利用の推進

統計 データのよ り一層の有効利用 を実現 す るためには,現 に行われて いる利用あ るいは

顕在 化 して いるニーズに応 えるのみな らず,そ の潜在 的利用可能性 に も注 目し,新 たな利

用の開発,普 及を図 るとともに,高 度利用を可能 にす る情報処理上 の種 々の技術的手段を

駆使 し,初 歩的な利用か ら高度利用 まで各種の利用態様に応 じた内容,媒 体 での統計 デー

タの提供を行 う等,多 角的利用推進の ため,以 下の方策を講 じて い く必要があ る。

① 集計過程 におけるデータの活用等利用 し得 る統計デ ータの範囲の拡大

② 磁気テープ,マ イ クロフ ィルム等情報化社会 に即 した媒体 によ る提供等利用 しやす

い形でのデー タ提供 の推進

③ 利用者のニー ズに応え,統 計 データの提供を一層拡 充す るための民間団体(公 益法

人等)の 積極的活用

④ 統計データ所在案 内機能の整備

⑤ データベースの整備等 による統 計デー タの高度利用の推進

⑥ 統計 におけ るOA技 術の活 用

また,統 計 データの利用を一層 促進す る観点か ら,統 計利 用者の意見を広 く聴取 する場
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を設け る もの とす る。

(3)法 令上の問題(個 票デー タの 目的外使用制度)

上述のよ うに 「レデ ィメイ ド」の公表統計の欠陥を補 う方 法 と しては,調 査個票 レベル

のデー タを使 って,ユ ーザーの要求す る統計表を作成 し,提 供 す るほかはないであろ う。

しか しこの ことには,行 政側 にそれ に応ず るだけの体制(人,予 算)を 用意する余力が な

い とい う実体上の問題の ほか,法 令上の規制がある。

統計調査 に記載 され る個人 ・事業所等の情報 は,程 度の差 こそあれすべて報告者 にと っ

て秘密 に属す る事柄であろ う。 したが って,申 告義務を課 して(統 計法 §-5)収 集 した

データを第三者に洩 らすよ うな ことがあ っては,と うてい正 確な統計作成は期待で きな い。

そのため統 計法 弟14条 では,「 指定統計調査の結果知 られた人,法 人又はその他の団体 の

秘密 に属 す る事 項にっいては,そ の秘密 は,保 護 され なけれ ばな らない。」 と し,更 に,

第15条 第1項 において,具 体 的に 「何人 も,指 定統計 を作成す るために集め られた調査票

を,統 計上の 目的以外 に使用 して はな らな い。 」 と規定す る。

ここで,法 解釈上 しば しば取 り上げ られ るのは,「 統計上の 目的」の解釈で ある。一般

には,統 計上の 目的に対 立す る概念 と しては調査個票に記 載 され る個 々の客体 データを,

行政上の 目的に使用 す る た とえば,生 産調整の手段 とか,極 端な ケースで は徴税資料

と して利用 す るとかであ る。 こう した使用が とうてい認 め難 い ものであることは論 をまた

な いが,そ れ では,統 計 作成(集 計)の ためならばよいのか といえば,こ れ も否定 的で あ

る。統計法の主管官庁で ある総務庁統計局統計基準部の運用,解 釈で は,そ の前身であ る

統計委員会時代以来 「当該統計上の 目的」 とする ことで一貫 して いる。つま り,別 途第7

条で総務庁長官の承認を得て いる指定統計作成の場合 に限 られ るのであ って,そ れ以外 は,

た とい統計 作成部局の職 員であ って も認め られ ないのであ る。

しか しなが ら,当 該指 定統計作成 にのみ使用 し,そ の他一切 の使用 を禁 じるのは,貴 重

なデー タを有効に活用 す る上で大変な損失であ る し,か つ,重 複 ・類似の調査の実施 によ

って,国 民 にい らざる負 担を強い るおそれ もあ る。 そ こで統計法弟15条 第2項 にお いて ,

「前項の規定 は,総 務庁長 官の承認を得て使用の目的を公示 した もの にっいては,こ れを

適用 しない。 」 と規定 し,第 三者 を含め,調 査票使用の=途をひ らいてい る。通称,指 定統

計調査票の 目的外使用制度 といわれ るものである。 ただ し,「 総務庁長官 の承認」のため

の手続及び承認基準にっ いて は法令の定めはな く,総 務庁長 官の裁量 に委 ね られている。

以下,現 行の承認基準 と問題点 にっいて触れ ることにす る。
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ア.承 認基 準

承 認 手 続 及 び承 認 基 準 に つ い て は,昭 和40年2月26日,当 時 の行 政 管 理 庁 長 官 が 制 定 し

た 「指 定 統計 調 査 調 査 票 の 統 計 目的 外 使 用 の 承認 申請 に 関 す る事 務 処 理 要 領 」 が 現 在 もひ

き続 き適 用 され て い る。(資 料10)

① 基 本 的基 準

秘 密 保 護 に遺 漏 が な い こ と は 当然 と して,そ の 使 用 が 公 益性 の 高 い もの で あ る こ とが 要

求 され て い る。 この ことが,使 用 者 の 範 囲,使 用 目的 を 極 め て 限定 的 な もの と して い る。

② 使 用 目的

使 用 目的 は,i統 計 一 般 目的(再 集 計 な ど),li名 簿 作 成,血 学 問 的事 例 研 究,iv統 計

法 令 違 反 事 件 に必 要 な場 合,な どで あ る。ivは 別 と して,い ず れ も基 本 的基 準 と して の

「公 益 性 」の観 点 か ら,博 士 論 文 資 料 とか,民 間 企 業 の 委 託 研 究 な どの場 合 問 題 とな ろ う。

③ 使 用 者 の範 囲

公益 性 の観 点 か ら,i公 務 員 ま た は これ に準 ず る者,li研 究 施 設 勤 務 者,血 磁 気 テ ープ

等 の 取扱 い者,な どに 限定 され て い る。

イ.承 認 実 績

目的 外 使用 の57～61年 の承 認 実績 は 資 料 一11に 示 す とお り,昭 和57年202件,58年208

件,59年174件,60年150件,61年173件 とな って い る。 ま た,使 用 され た指 定 統 計 調 査

を61年 分 にっ いて み る と,工 業 統 計 調 査46件,商 業 統計 調 査31件,家 計 調 査13件,人 口動

態 統 計 調 査12件 が 使 用 頻 度 が 高 い 。 ただ し,3～5年 の周 期調 査 は公 表 直 後 の 使 用 ニ ー ズ

が 多 いの で,た とえ ば昭 和59年 度 で み る と事 業 所 統 計 調 査,農 林 業 セ ンサ ス な どの使 用 が

多 くな って お り,年 に よ って 傾 向 は多 少 異 な って い る。 更 に,こ れ ら個 別承 認 の ほか,調

査 実 施 機 関 等 にっ い て は,一 定 の 条 件 の も とで は,そ の 都 度 総 務 庁 長官 の 承認 手 続 を 要 し

な い 「包 括 承 認 」 制 度 が設 け られ て お り,実 際 の使 用 頻 度 はか な り この 数 値 を 上 廻 って い

る。

ウ.問 題点

統 計 法 が 制定 され た昭 和22年 当 時 にお いて,厳 格 な秘 密保 持 対 策 を と った こ とは それ な

りに評 価 され るので あ るが,今 日の よ うに,統 計 デ ー タを 公共 財 と して 認 識 し,多 角 的 な

利 用 を図 ろ う とす る時 に あ って は,運 用,解 釈 に つ いて 基 本 に か え った見 直 しが 必 要 で は

な い か と思 わ れ る。

(ア)「 公 益 性 」 の原 則 に つ いて
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.その第一は,と ういよ りほとん どこれ に轟 きる とい って もよいのであ るが,目 的外使用

におけ る 「公益性 の原 則」の再検討 である。統計法第14条 及び第15条 第1項 にお いて きわ

めて厳格 な秘密保護規定 を置 き,調 査票の 目的外使用 を例外扱 い と したため,積 極的 な利

用促進の運用姿勢が執 られて いない。かっ,事 務処理要領 による 「公益性 」につ いて も,

その定義 な り適用が極 めて困難 なところか ら,使 用者の範囲や使用 目的に しば りを掛け る

ことによ って,か らめ手か ら 「公益性」を担保 しよ うとす る。す なわ ち,使 用者 の範囲を

公務員が研究者に限定 した り,使 用 目的に 「高度 に専門的な学問的研究 」などをあげてい

る。 したが って,指 定統計調 査結果デー タを真 に国民の共有財産 と して多角的 に活用 する

ためには,「 公益性 」を文字 通 り 「国民一般 に開放 され る」公共的デ ータと して理解 し,

運 用 され ることが必 要であろ う。 もちろん,個 票の秘密 の保護が大前提 であ ることは言 う

まで もない。

(イ)使 用者 につ いて

前節で述べた とお り,公 務員及 びこれに準ず る者 に限定する ことも当然見直 さなければ

な らない。公務員以外で も,公 益性の高い使用 目的はあ り得 る し,そ もそ も 「公益性 」に

執着す ることに再 検討 の余地があ ることも既 に触れ たとお りであ る。

なお,行 政機 関側 の現在 の組織,体 制 で,目 的外使用制度を拡大す ることは,事 務処理

上相 当な負担可重が予想 され るので,そ れ な りの別途の仕組みが必要であ る。 その ことに

ついては後述 する。

(ウ)承 認手続 きにつ いて'

目的外使用の承認 申請手続 きは,次 図の とお りで,申 請書 は当該統計調査 の実施機 関を

経 由 して総 務庁長官に提 出され,承 認 ・不承認 を決定の後,申 請者及 び調査実施者 に通知

され る。 同時 に,承 認 の場合は官報 に指定統計の名称,使 用 目的,使 用者が公示 され る。

使用者が,実 際に調査票 の使用 が可能 となるの は官報公示のあ とであ る。
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問 題 は,承 認手 続 に要 す る期 間が 長 い こ とで あ る。 やや 古 いデ ー タで は あ るが,昭 和57
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年度 にお け るあ る指 定 統 計 調 査 の 目的 外 使 用 にっ いて の 資 料 に よ れ ば,申 請 か ら承 認(通

知書 発 送)ま で の平 均 所 要 日数 は51.6日,承 認 か ら官 報 公 示 ま で 々15.4日,計67日 間 を要

して い る。(「 統計 利 用 の促 進 に関 す る調 査 研 究 報 告 書 」59.3,全 統連,p.22)こ の こ と

にっ い ての ユ ーザ ー の不 満 が 強 い。

こ う した こ と もあ って,事 務 簡 素 化 の 一 つ の方 法 と して 「包 括 的 承 認 制 度 」 が 設 け られ

て い る。 これ は,使 用 目的 が 同 一 で あ って,中 央官 庁 ・地 方 公 共 団 体 等 に広 く使 用 され る

ことが 予想 され る場 合 に は,調 査 実施 者 が あ らか じめ 包括 的 な総 務 庁 長 官 の 承 認 を 得 て お

き,そ の 限 りに お いて 個 別 手 続 きを す る こ と な く,使 用 で き る制 度 で あ る。 この 制 度 の 拡

張 に よ って,か な り所 要 期 間の 短 縮 を 図 る こ とが 可 能 と思 わ れ る。

(エ)磁 気 テ ー プ の使 用 に つ いて

調 査 個 票 デ ー タは,現 在 ほ とん ど は磁 気 テ ー プ に入 力 され て お り,目 的 外使 用 に 際 して

も,磁 気 テ ープ の 転写 とい う形 を と るケ ー ス が多 い。 この場 合,① 客 体 識 別 は コー ド化 さ

れ て お り,コ ー ド ・ブ ック と照 合 しな い 限 り,個 体 識 別 は不 可 能 で あ る こと,② 転 写 に際

し,必 要項 目以 外 の 項 目を 見 な くて す む こ と等 秘 密 保 護 に つ い て,調 査 票 使 用 に な い メ リ

ッ トが あ る。 したが って,使 用 範 囲 の 拡 大 の 途 が あ る。

(オ)指 定統 計 以 外 の統 計 に つ いて

現 在政 府 で は,個 人情 報 保 護 法 制 定 の動 き が あ る。 これ に関 連 して,秘 密保 護 規 定 の な

い承 認統 計,届 出 統 計 あ るい は 業務 統 計 に つ いて,ど の よ うな法 規 制 が か け られ るか,そ

の 動 向 を注 視 して お く必 要 が あ る。

資料 一10指 定統計調査調査票の統計 目的外使用の

承認 申請 に関す る事務処理要領

昭和40年2月26日 行政管理庁長官制定

(1～VIは 手続 に関す る もので,省 略)

Vll承 認 の基準

1.基 本的基準

承認の基本的基準 は,調 査 票の使 用が申告者 の秘密保護 に欠け ることがな く,か っ,そ

の使用が公益性の高い ものであ ると認め られ る場 合 とす る。

個 々の承認申請 にっ いて は,申 請文書の各事項 ごとに承認基準 に基づ き審査 し,承 認す

るか否かを決定す る。
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申請文 書の各事項 ごとの承認基準 は以下 による。ただ し,行 政管理庁長官が止むを得な

い と認 めた ときは この限 りで ない。

2.調 査票 の使用 目的

使用 目的が,次 のいずれかであ ることが必要 である。

(1)統 計一般の 目的であ ること。

統計一般の 目的に該 当す るものを例示すれば,特 別集計,再 集計,他 調査の補完資料作

成,統 計地図作成,客 体 カー ド作成,調 査対象抽 出名簿作成等のための使用で ある。

使用 した結果が行政上 に利用 され る場合 は,原 則 として問題 はない。学問的研究に利用

される場 合は,そ の研究が高度 に専門的 な研究であ りかっ公益性 の高い ことが必要であ る。

(2)名 簿 の作成であ ること。

ここで い う名簿 とは,統 計 目的のために作成 され る名 簿以外の もの をい う。

作成 され た名簿が行政上 または学 問的研究 に利用 され る場合 にっ いて は,そ れぞれ(1)と

同様に考え る もの とす る。

(3)学 問的な事例研究 を行 な うに必要で あること。

ここで事 例研究 とは,統 計的加工 を行 なうことな く調査票をそのま ま研究分析 す ること

をい う。 この場合 には,そ の事例研究が高度に専門的な学 問的研究 であ り,か つ公益性 の

高 いこ とを要す る。

(4)統 計法 また は同法 に基づ く法令の規 定の違反事件 を処理す るに必要で あるこ と。

3.調 査票の使用者 の範囲

調査票を使用 す る者が,次 のいずれかで あ り,か っその者の職務 に関 して使用す る場 合

であ ることが必要で ある。

(1)公 務員 または法令 によ り公務 に従事す る職員。

公務員(警 察お よび税務機関の職員を除 く)の 身分を有 する者 は,基 準 に合致す る もの

とす る。

しか し,極 めて一時的かっ短期 間にのみ公務員の身分 を与え られ る者(例 えば統計調査

員,学 生 アルバイ トなど)に っいては,十 分 な監督措置が と られ ない限 り,秘 密保持の点

か ら承認 し難 い もの と思われ る。

法令 によ り公務 に従事す る職員 とは,他 の法律 によって 「法 令によ り公務 に従事す る者

とみなす」 と規定 されて いる職員であ る。例えば,国 鉄職 員,電 電公社職員,専 売公社職

員,日 本銀行職員,日 本 道路公団職 員な ど。
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(2)学 校,病 院,研 究所 その他 これ らに相 当す る研究施設 に勤務すひる(1)以外の職員。

これ らの研究施 設には,営 利企業 の施設,私 立学校,私 立病院 も含 まれ るが,そ の職員

が使用する場合には,基 本 的基準 の公益性の点で承認 し難 いことが多 い と思われ る。 また,

高等学校また は中学校 の職 員が 「学 問的研究 」に使用す ることは,極 めて例外的 と思われ

る。

(3)(1)ま たは(2)以外 の身分 を有 す るものの うち,せ ん孔 カー ドまたは磁気 テープを取扱

う作業員。 この場 合,コ ー ドブ ック等を同時 に取扱わせな い措置を必 要 とす る。

4.使 用する調査票 の名称 および範囲

調査票の範囲は,で きるだけ限定 す ることが望 ま しい。

5.使 用する調 査事項

調査事項 はで きるだけ限定す る ことが望 ま しい。

なお,調 査対象の名称に関する事項 は名簿作成の場合を除 き使用 しない ことを原則 とし,

例外的にのみ使用を認 め る。

6.使 用方法

通常,閲 覧後に転写す ることが一般 の使用方法で ある。 また,転 写 した ものを集計す る

場合が多い。従 って,閲 覧のみに使用す るとい う申請 に対 して は,特 に慎重な審査 を必要

とす る。

集計す る場合 にお いて,も し他の統計調査 の結果 を利用す る ことにより同様 の統計数字

を得 られ るときは,承 認 しない もの とす る。

7.使 用期間

使用期間は,で きるだけ短期間であ ることが望 ま しい。承認期 間は必ず しも申請 期間に

とらわれ る要はな く,指 定 しうるもの と考え る。

8.使 用場所

調査票を使用す る場所 は公務所 内 とす る。 この場合原則 として保 管場所か ら持出 して使

用す ることは認 めない。

ただ し,統 計法違 反事件の処理の ために使用す る場合には,こ の限 りでない。

なお,例 外 と して,せ ん孔 カー ドまたは磁気 テープによ って集計す る場合およびせん孔

カー ドの再生 カー ドまたは磁気 テープの副 テープを作成す る場合 には,そ のせん孔 カー ド

または磁 気テープを分類機,会 計機 または電子計算機の所在場所への持出 しを認 める。

9.結 果 の公表方法および公表 時期
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閲覧 また は転写 した結果 をそのまま公表す ることは,特 に認めた名簿を除 き,承 認 しな

い。

集計 した結果 を公表す る場合 には,個 々の調査対象に関す る事項が洩 れないよ うに措置

す ることまたは違法行為の表示等調査対象に直接不利 となる結 果を示す のでない ことが必

要で ある。

10.転 写書類の使用後の処置

転写書類 は,使 用 後直 ちに焼却 または返納 され ることを原則 とす る。

使用後 において相 当期 間保管す る場合 には,そ の場所お よび責任者が それぞれ公務所 内

お よび公務員である ことが望 ま しい。

期 間はで きるだけ短期 間に止 めるべ きであ る。

Vlll審 査後 の手続等

1.承 認 した場合

(1)承 認通知等

行政管理 庁長官 は,使 用 申請 者 に対 し,調 査実施者を経 由 して,承 認通知書(様 式第2

号)を 送付 す るとともに,調 査 実施者に対 して使用申請者 に対す る通知書写 を添付 の うえ,

承認 した旨の通知書(様 式第3号)を 送付す る。

申請事項 を変更 し,ま たは条 件を付 して承認 した場合 にはその事項 も併せて通知す る。

(2)公 示

行政管理庁長官 は,行 政管理庁告示 により,指 定統計の名称,調 査票の使用 目的お よび

調査票の使用者の範囲を公示す る。

公示のための官報掲載 は,原 則 と して,申 請文書受理後10日 以 内に行 な うこととす る。

(3)承 認後の使用状況の確認

承認後の使用 状況 を確 認す る必要がある場合 には,統 計法弟16条 の2に 基づ き報告を求

め ることがで きる。

2.承 認 しない場合

使用申請者 に対 し,調 査実施 者を経 由 して不承認 の旨を通知(様 式第4号)す る ととも

に調 査実施者 に もその 旨通知(様 式第5号)す る。

使用申請者(た だ し,行 政機 関および地方公共 団体 を除 く)に 対す る不 承認 通知 には,

行政不服審査法弟57条 第1項 の規定 に基づ く教示 をす るもの とする。
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資料 一11指 定統計調査の統計法第15条 第2項 に基 づ く目的外使用承認件数

指 定 統 計 の 名 称 昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年 昭和61年

合 計 202 208 174 150 173

国 勢 調 査 2 1 1 3 2

事 業 所 統 計 15 11 10 5 4

住 宅 統 計 4 1 2

労 働 力 調 査 2 2 1 2 1

家 計 調 査 17 17 17 17 13

就 業 構 造 基 本 調 査 1 4 1

全 国 消 費 実 態 調 査 3 1 2 2 8

全 国 物 価 統 計 1 1

社 会 生 活 基 本 統 計 3 1

(大 蔵 省)

法 人 ,企 業 統 計 5 4 6 5 5

(文 部 省)

学 校 基 本 調 査 4 6 7 4 3

学 校 保 健 統 計 1

社 会 教 育 調 査 1

(厚 生 省)

人 口 動 態 調 査 21 21 14 9 12

厚 生 行 政 基 礎 調 査 1 2 4

医 療 施 設 統 計 3 1 2

患 者 調 査 3 6 2

国 民 健 康 調 査 1 1

国 民 生 活 基 礎 統 計 2

(農林水産省)

農 林 業 セ ン サ ス 12 8 10 2 9

農 家 経 済 調 査 3 5 8 6 4

作 物 統 計 1 1 1
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指 定 統 計 の 名 称 昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年 昭和61年

漁 業 セ ン サ ス 1 1

米 生 産 費 統 計 4 5 7 6 4

(通 商産業省)

工 業 統 計 調 査 58 46 47 48 46

通 商 産 業 省 生 産 動 態 統 計 1

商 業 統 計 24 46 23 12 31

石 炭 等 需 給 動 態 統 計 1

石 油 製 品 需 給 動 態 統 計 1

貿 易 業 態 統 計 調 査 1

商 業 動 態 統 計 調 査 5 2

工 業 実 態 統 計 調 査 1 2 5 1 2

商 業 実 態 基 本 調 査 1 2 1

特 定 サ ー ビス産 業 実 態 統 計 1 2 3 3

商鉱工業 エネルギー消費統計 1

商 鉱 工 業 石 油 等 消 費 統 計 3 2

(運 輸 省)

港 湾 調 査 2 1 1 2

船 舶 船 員 統 計 1 1

造 船 造 機 統 計 3 3 2

自 動 車 輸 送 統 計 1 1

(労 働 省)

毎 月 勤 労 統 計 調 査 1 2 2 2 2

賃 金 構 造 基 本 統 計 3 1 3 3 3

(建 設 省)

建 築 着 工 統 計 2 2 1 4 1

建 設 工 事 統 計 1 1

(自 治 省)

地 方 公 務 員 給 与 実 態 調 査 1
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3.利 用促 進 へ の途

官 庁 統 計 の利 用 促 進 の 方 向 につ い て は,統 計 関 係 者 の コ ンセ ンサ スが 成 立 して い る とみ

て よ いが,各 論 に相 当す る具 体 的 方 法 にっ いて は,十 分 な っ めが な され て い る とは い い難

い し,実 際 上 種 々の ネ ッ クが あ る こ と も事 実 で あ る。 また,現 行法 令 上 の 扱 い もそれ に即

した新 た な対 応 か 必要 とな るか も知 れ な い。 しか し,幸 い に して,昭 和60年10月25日 に提

出 され た統 計 審 議 会 答 申 「統 計 行 政 の 中 ・長 期 構 想 に っ いて 」 にお い て,利 用 促進 策 に つ

いて 多 くの 提 言 が な され て い る。 と くに流 通 促 進 の 観 点 か ら 「第4章4統 計 デ ー タの 多

角 的 利 用 の推 進 」 に注 目 した い(前 出 資 料 一9参 照)。 この 答 申案 は,各 省 庁 統 計 関 係 機

関 だ けで な く,学 識 経 験 者,民 間 機 関 な ど幅 広 い 関 係 者 で検 討 ・作 成 され た もの で あ り,

それ だ け具 体性 が 強 い もの と考 え られ るの で,以 下,答 申の指 摘 事 項 を敷 え ん す る意 味 で,

若 干,気 が 付 い た点 を私 見 を 交 へ 述 べ て み た い。

(1)提 供 デ ー タの拡 大

官 庁統 計 が 刊 行 物 を主 体 と して 提 供 され て きた こ とは既 に述 べ た とお りで あ る。 しか し,

ユ ーザ ーが コ ン ピュー タ処理 能 力 の増 大 に と もな って 磁 気 テ ー プで の 提 供 が す す め られ て

い る。 この場 合 の 磁 気 テ ー プ は,前 述 の 統 計 法 施 行 令 弟7条 に よ る公 表 方 法 と して の 磁 気

テ ー プで な く,既 に刊 行 物 等 で 公 表 され た結 果 表 や 加 工 統 計 等 で あ って,公 表 後 の デ ー タ

提 供 サ ー ビス の1っ で あ る。 従 来 一 部 の 指 定 統 計 結 果 に限 られ て い た もの を,今 後積 極 的

に拡 大す るた め,統 計 審 議 会 情 報 処 理 部 会 で具 体 的方 針 を定 めて い る(資 料 一12参 照)。

しか し,こ こで 提 案 した い の は,こ う した 公 表統 計 デ ー タの 磁 気 テ ニ プで な く,個 票 レ

ベ ル,あ るい は 中間 集 計 レベ ル の デ ー タを 収 録 した 磁 気 テ ー プ の提 供 で あ る。 これ に よ る

メ リ ッ トは,次 の よ うに統 計 デ ー タの 高 度 利 用 が 可 能 に な る点 に あ る。

① ユ ーザ ー の希 望 す る統 計 表 の 作 成,加 工 が で きる。

② 他 の統 計 デ ー タ との統 計 的matchingや 多 変量 解析 な ど の手 法 に よ り,情 報 量 を 増 や す

こ とが で きる。

ただ,こ こで 配 慮 す べ き こ と は,こ う した 個 別 デ ー タ はた とえIDデ ー タを 除去 して お

い て も,個 体 の識 別可 能 性 が あ る こ とで あ る。 したが って,MTデ ー タを そ の ま まユ ーザ

ー に提 供 す るの で な く,次 に述 べ る第三 セ ク ター 的 な機 関で デ ー タベ ー ス と して フ ァイル

し,ユ ー ザ ーの オ ー ダー に よ り加 工 ・分 析 した 結 果 を提 供 す る とい う シス テ ムを 執 る必 要

が あ ろ う。

ま た,個 票 レベ ル な り中間 集 計 レベ ルの デ ー タ の提 供 に 当 た って は,デ ー タ内容,仕 様
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等 について,個 人,法 人,団 体等その調査対象の属性 に応 じた配慮 も必要であ る。

なお,参 考のたあ付 言すれば,ア メ リカで は人 口セ ンサスの百分 の一の抽出デー タが市

販 されて お り,カ ナダ統計法 では,病 院,教 育施設等の公共性 の強い施設 のデー タは公 表

で きること とな って いる3)。 国情の相違 もあ るが,一 律 に規制す るので な く,デ ータの性

質による使 いわ け も目的外使用制度の見直 しも含め,今 後考慮 に価 いす るので はないだ ろ

うか。

注:3)カ ナダ:統 計法(1971.2.11)

第15条(情 報漏 洩の禁止)

(1～2項,略)

3.統 計局長 は,命 令 によ り,次 の各号の情報 の公表 を許可す る ことができる。

一、個人,団 体又 は省が,そ れぞれ独 自の 目的で収集 した情報で,本 条 の効力発生以 前,

若 しくは以後 に統 計局 に通報 された情報。但 し,こ れ らの情報が統計局 に通報 され る

時は,そ の情報 を収 集す る時に必要 とされ たの と同様 の秘密が保たれなければな らな

い。又,統 計局 はそれ らの情報収集者及 び統計局長の 同意 を得 た方法及び同意 を得た

範囲でのみ公表す る ことが で きる。

二、公表す ることにっ いて,関 係者又は関係団体か ら文書で同意を得 た個人又 は団体 に

関す る情 報。

三、公表 す ることについて当時の企業所有者か ら文書 で同意を得た企業 に関す る情報。

四、該 当法令又 はその 他の法律に基づ き、一般に利用 させ る情報 。

五 、病院,精 神病施設,図 書館,教 育施設,福 祉施設又 は,そ の他 の これ らに類 す る非

営利施設 に関す る情報,但 し,個 々の患者,収 容者若 しくはその他施設の対象者 に関

す るものであ ると指 摘で きるよ うな詳細を除 く。

六、次に掲 げ る索引又 は名簿の形を とる情報

(1)個 々の事業所,商 店又 は企 業の名称及 び所在地

(2)個 々の事業所,商 店 又は企業が取扱 った生 産,製 造,加 工 ,輸 送,貯 蔵,売 買又

はサ ー ビス

(3)特 定の範囲の雇用者,又 は従事者の数若 しくは,労 働力か らなる個 々の事業所 ,

商店 又 は企業の名称及 び住所。'

七 、運輸 業又 は公益事 業 に関す る情 報。
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4.本 条において

一、 「運輸業」 とは,陸 上,海 上又 は航空輸送の いずれかの方 法によ って,人 又は貨物

を運搬又は移転 する事業 を所有,管 理又 は経営す る人又は人の連合体 を言 う。

二 、 「公益事業」 とは,次 に掲 げる事業 を所有,管 理又 は経営す る人又は人の連合体 を

言 う。

(1)輸 送導管 によ って 石油又 は石 油製品を供給 する事業

(2)ガ ス,電 気,蒸 気又は水 を供給,伝 送又 は分配す る事業

(3)ご み又 は下水汚物 の収集,処 理若 しくは公害 を抑制す る事業

(4)電 気通信 システムによ る情 報の伝送,発 信,受 信又 は伝達 する事業

(5)郵 便事業 に関す るもの

資料 一12統 計デ ータに係 る磁気 テープ等の対民 間提 供について

昭和62年4月17日

統計審議会情報処理部会

各省庁が作成す る統計調査結果 などの各種 の統計 データにつ いて は,こ れ まで は刊行物

によ って公表す るのが原則 とされ て きた。

しか し,コ ンピュータ化の進展 に伴 って磁気テープ等の コンピュータ可読型媒体 による

統計 データの提供 を望む声 も高 くな って きてお り,統 計審議会の昭和60年10月25日 付け答

申 「統計行政 の中 ・長期構想につ いて 」にお いて もその推進が図 られ るよ う求 めてい ると

ころで ある。

このため情報処理部会で は,各 種の統計 デー タが国民の大 きな協力の下に作成 され た共

有 の財産で あり,広 く国民経済社会 において 高度かつ多角 的に利用 され ることが望 ま しい

との観点か ら検討を進めて きたが,こ の程,統 計デー タに係 る磁 気テープ等の対民 間提供

につ いて,い わ ゆる第三者提供 に関す る取扱 いを含あて,下 記の要領 を取 りま とめた。

関係省庁が,今 後,こ れ に即 して具体的な実施 に移 して い くことを期 待す る。

記

1.提 供の対象 とする統計 データの範囲

各省庁が刊行物その他の方法 で公表 した統計 調査結果,指 数その他の加工統計及 び各種

の行政記録によ り作成 した統計 であ って,そ の内容が その まま又はそれ に準ず る形で磁 気

テープ等の ファイルに収録 されて いる ものを対象 と し,ニ ーズの高い もの及 び提供 の準備
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の整 った ものか ら,順 次,対 民間提供を開始す る。

2.提 供の体制 と方法

対民間提供は,原 則 と して各省庁が所管す る統計関係の 公益法人又 はこれ に準ず る機関

(以 下 「取扱機関 」 ζい う。)を 通 じて行 う・こととし,各 省庁 はそれ らの取扱機関 に対 し

て対民 間提供の対象 とな る磁気 テープ等の ファイルを無 償で貸与す る。

貸与 を受 けた取扱機関 は,当 該 フ ァイ ルを複製又 は編 集 ・加工す るとともに,必 要な仕

様書等 を用意 した上で具体的な提供業務を行 うもの と し,提 供に当た っては所管省 庁の承

認 を得 た額の実費を徴収す る。

なお,そ れ らのフ ァイルにっいては,総 務庁が関係各省庁 の協力を得て ,そ の名称及 び

収録データの概要,取 扱機関及 び提供条件等に関ずる所在情報案内を行 うことが適 当であ

る。 ・ ∴.・,

3.第 三者提 供 に関す る取扱 い

取扱機関は,第 三 者提 供を行 う旨を申 し出たいわゆるデー タベース業者等 に対 して は,

その まま又 はそのまま複製 した ものを第三者に譲渡又 は貸与す る場合を除 き,こ れ を許諾

す ることがで きる。

その際,取 扱機関 は,そ れ らの デ一夕ベー,ス業者等に対 しては ,所 管省庁 の承認 を得て,

その他の一般 の利用者 に対す る もの と提供価格 に差を設 け ることがで きる。

なお,こ こで 「第三者提 供」 とは,取 扱機関か らフ ァイルの提供 を受 けた者が その フ ァ

イルを さらに第三者 に対 して譲渡若 しくは貸与 し又 はその他の利用 を行わせ るこ とを い う。

(2)デ ータ提供機関 と機能分担

官庁統計 の提供機 関であ る各省庁外郭団体 は,自 省庁 のみの統 計刊行物等 を扱 っている

に過 ぎず,他 省庁の関連 統計の レファラ ンス ・サー ビスは期待 で きない。 また,各 省庁 に

またが るデータ提供機関 であ る政府刊行物サ ー ビス ・セ ンターには,本 来 この機能 はない。

したが って,官 庁統計の総合 的な提供サ ー ビス機関 として新た に,民 間デ ィス トリビュー

タと して第三セ クターを設立す るのが適当で あろう。そ して ,こ の機関の機能 と'して次の

諸点 を与え ることが考 え られ る。

① デー タベース,デ ータ ・バ ンクとしての機能

② 統計 データの解析 サー ビス

③ 各省庁統計部局外郭団体相互の連絡
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④ 統計デー タ所在源情報の提供(ク リア リングハ ウス機能)

⑤ 承認統計,届 出統計,業 務統計 な どの収集,編 集 ・加工,提 供

⑥ ユーザー ・ニーズの把握 と作成機関への提供

ここで,純 然 たる民間機関で な く第三 セ クター方式を挙げたの は,個 票 データを扱 う関

係 か ら秘密保護 について行政機関の チ ェック体制 を確立す る必要 がある こと,オ並 びに,各

省庁か らのデータ ・情報の 入手 と連 けいな ど行政機関 との緊密な協 力関係 を保 つ必要が あ

ることな どによる。 したが って,法 的な権限が付与 され る特殊法 人の形 態を とることが も

っと も望 ま しいか も知れない。

もちろん,こ の場合 にあ って も現 在の各省庁及びその外郭団体の データ提供機能 は保持

され なければな らない。た とえば,個 票 レベ ルの デー タベースをすべて第三セ クターに集

中す るのでな く,併 行 して行われて いて もよい し,あ るいは各省外郭団体の開発す るデー

タベース とネ ッ トワー クを形成 して もよいであろ う。

(3)地 方 にお けるデー タ提供 サー ビス

最後 に,地 方 におけるデー タ提供体 制の確立 も重要 な課題であ る。大学等の研究機 関は,

一橋大学の 日本経済統計文献 セ ンターその他の ものが活用可能で あろ うが(デ ータベ ース

の場合),一 般 ユーザーには開放 されて いない。

したが って,地 方にお ける総合的 な提供機関 として は,都 道府 県統計主 管部局 はその外

郭 団体 である統計協会を中核 として 開発 をすすめ ることが適当 と思われ る。 すなわち,多

くの都道府 県で は 「資料室 」を有 して統計 デー タの提供を積極的 に実施 してお り,中 には

データベー スを構築 し,計 画中の もの もあ る。今後は,こ れ らを母体 と して,中 央省庁及

び第三 セクター との協力体制の もと,強 化拡充 してい くことが望 まれ る。

なお,都 道府県のデータベ ースの現状 にっ いて は,次 第で触れ ることとす る。

4.都 道府 県における統計 データベ ースの現 況

昭和61年 度に⑭全国統計協会連 合会が実施 した 「都道府 県統計 デー タベ ースの構築 に関

す る調査研究」(総 務庁委託)の 一環 と して,都 道府県統計 主管課を対象 として,統 計 デ

ータベースの現状 について ア ンケー ト調 査を行 った。 その結果の うち,本 調査研究 に関連

す ると思われ る部分を資料的な意味 で紹介す る。

(1)統 計 デー タベースの保存 状況

昭和62年1月12日 現在で統計デ ータベースを保有 し,運 用中の もの14県,開 発 中の もの
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13県 で あ る。

運 用 中 … … 北 海 道,福 島,茨 城,栃 木,千 葉,神 奈 川,山 梨,静 岡,愛 知,

(14都 道 府 県)滋 賀,大 阪,愛 媛,熊 本,大 分

開 発 中 … … 青 森,宮 城,秋 田,埼 玉,東 京,富 山,岐 阜,三 重,福 井,奈 良

(13都 道 府 県)広 島,山 口,高 知

また,運 用 中の14県 に つ いて 開 発 時 期 を み る と,も っ と も早 いの が 昭 和54年(茨 城 県)

で,以 下 漸 次 増 加 して きて い る。

運用開始年度 54 55 56 57 58 59 60 61

都 道 府 県 1 3 1 2 2 2 1 2

な お,開 発 中 の13県 に っ い 二て,「 導 入 目的 」 及 び 「開 発 上 の 問 題 点 」 を調 べ た と ころ で

は,県 庁 内で の 行 政 目 的 及 び デ ー タ の共 用 化 が大 半 を 占め て い たが,一 方 で は ,問 題 点 と

して 「科 用 者 の ニ ー ズが は っ き り して いな い 」 を あ げ,デ ー タベ ー ス構 築 の か け 声 は あ る

ものの,具 体 的 な 運 用 目 的 に と ま ど いが見 られ る。 更 に,問 題 点 と して,「 デ ー タ入 力 等

の コス ト」 「デ ー タ標 準 化 作 業 」 に難点 を示 して お り,デ ー タ提 供側 と して,今 後 留 意 す

べ き点 で あ ろ う。 ,

導 入 目的別,都 道 府 県数

行政政策の決定,計 画立案等県庁内でのデータの有効利用,高 度利

他の行政 機関,民 間等への データの提供

事務処理 等の合理化,効 率化

経 費,要 員,時 間等の節減

データの共用化,一 元 化

注:複 数 回 答 に よ る。
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開発上 の問題 点(MA)

現 在,利 用 して い る コ ン ピュ ー タの 機 能 等 の 拡 張 の 必 要性

デ ー タの 分析 等 を行 う要 員 の 不 足

利用 者 の ニ ー ズ が は っき り して い な い。

県庁 内で の 合 意形 成 が 困 難 で あ る。

デ ー タ入 力,又 は デ ー タの変 換 に コス トが か か りす ぎ る。

デ ー タの標 準 化 作 業 が 大 変 で あ る。

デー タベ ー スの 導 入 ・開 発 手 順 が は っ き り して い な い。

開 発 ・運用 ・利 用 ・デ ー タ提 供 部 局 間 の 調 整 を行 う組 織 体 制 が 確 立

され て いな い。

そ の 他

(2)入 力 されて いる統計 デー タ

入力 され ている統計件数 は,下 表 の とお り都道府県によ って かな りの差が あ るが,一 般

的に業務統 計の比率が高 くな ってい る。次 いで指定統計であ るが,承 認統計 をま った く入

力 していな いもの5県,届 出統計 につ いて は3県 ある。

入力統計件数 別都道府県数

都道府県数 総 件 数 別 統 計 種 類 別

統計件数 都道府県数 指定統計 承認統計 届出統計 業務統計

0 一 5 3

1～10 0 4 7 9 4

11～20 2 7 1 3

21～30 3 2 1 0

31～50 2 3

51～100 4 1

101以 上 2 2

計 13 13 13 13 13

注:統 計 種 類 別 の 都 道 府 県 数(計)が14に 満 た な い の は,内 訳 不 明 な ものが

あ る こ とに よ る。
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入力 されて いる指定統計 は,当 然 の ことなが らセ ンサスが 中心 であ って,国 勢調査,事

業所統計,工 業統計が全県の14県,人 口動態調査及 び商業統計が73県,学 校基本調査及 び

農林業セ ンサ スが12県 とな っている。 これ らの入力データ内容 を,6指 定統計 についてみ

ると,ほ とん どは公表統 計をそのまま入力 してお り,加 工数値情報,サ マ リー数値 などの

入力は少 ない。

入力 データ別,調 査別,都 道府県数

事 業 所 毎月勤労
国勢調査 工業統計 住宅統計 商業統計

統 計 統計調査

1報 告書 に掲載 10 11 7 11
"
6 11

された統計数値
を入力

5 シ

2報 告書 に掲載 3 2 2 2 2 1
された統計数値 A

・を 加 工 した 統 計

数 値 を 入 力 ・

3個 票 を サ マ リ 1 2 1 2 1 2
一化 した統計 数

値を入力

4そ の他 1 0 0 0 0 0

(3)デ ー タベースの運 用

データベースの 開放状況 をみると,県 庁外の一般利用を認めて いるの は,14県 中8県 で

あ る。外部利用を認 めない理 由 として あげてい るのは次表の とお りであ るが,上 述の よ う

に1入 力 データに業務統計が多 いことが大 きな要因 と思われ る。なお,こ の回答 は例示方

式 を とって いるため表面 には表われて いないが,デ ータベー ス運用職 員の配置増の必要が

外部利用 に消極的な理 由の1っ で はな いか と推察 する。
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デー タを外部提供で きない理 由別,都 道府県数

法令,内 部規定等 によ り部外 秘 と してい るため

部 内データであ り,提 供の対 象 と していないため

個人のプライバ シー保護のため

原則 と して提供で きないが,一 定の条件が満た されれば提供 して いる。

その他(デ ー タが少 ない等)

次に,端 末機での表示状況 を外部提供 を行 って いる5県 の6統 計 につ いてみる と下表 の

とお りで ある。

統計デー タの端末機 での表示状況(内 部提供)別,都 道府 県数
(MA)

事 業 所 毎月勤労
国勢調査 工業統計 住宅統計 商業統計

統 計 統計調査

1報 告書の統計 8 7 6 7 5 6

数値を端末で表 へ

示

2加 工 した統計 8 8 6 8 5亨 7

数値を端末で表
示

3他 調 査 との ク 5 4 4 4 2 3

ロス した統計数

値を端末で表示

41,2,3の 6 6 6 6 3 5

グラフ化を端末

で表示

51,2,3の 5 5 5 5 2 4

地図化を端末で
表示

61,2,3の 1 1 0 1 0 1

メ ッシ ュ化 を 端

末で表示

な お,デ ー タ ベ ー ス運 用 中 の14県 の う ち,統 計 主 管 課 も しくは電 算 関 係 課 以 外 の 原 局 に

端 末 機 を 設 置 して い る もの は5県 に過 ぎな い。 ち なみ に,県 名別 に み る と,北 海 道(1台)・

神 奈 川(18),愛 知(71),大 阪(71),熊 本(1)で あ る。
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(4)国 へ の意 見 ・要 望

デー タベ ー ス運 用 中の14県 に つ いて の,国 に対 す る意 見 ・要 望 は 次表 の とお りで あ る。

(デ ー タ提 供 体 制 に関 す る もの)

・統 計 デ ー タの早 期 公 表 ・提 供(3県)

・MT等 コ ン ピュー タ媒 体 で の 提 供(4)

・提 供 手 続 の統 一 化 ,簡 素 化(4)

・国 と地 方 公共 団体 間 の 相互 利用 体 制 の推 進(1)

(デ ー ダ内容 に 関す る もの)

・利用 上 に お け る秘 匿 デ ー タの 問題(2)

・中 間処 理 デ ー タの 活 用(1)

・デ ー タ コ ー ド設 定 にお け る長 期 時 系 列 へ の配 慮(2)

・分 類 等 コ ー ドの 標 準 化(1)

・各 省 庁 テ ー ク フ ォー マ ッ トの 統 一 等(3)

・デ ー タベ ー ス標 準 マ ニ ュア ル 整 備(5)

まず,・デ ー タ提 供 体 制 に か か わ る もの と して,デ ー タの 早 期 提 供 の 要 望 は ,・デ ー タベ ー

スの性 格 上 当然 で あ るが,MTで の提 供 及 び その 提 供手 続 の 統 一 化 ,簡 素 化 も,早 期 提 供

に つ なが る もの で あ る。MTに よ る デ ー タ提 供 が な され て い な い場 合 ,結 果 報 告 書 か らあ

らた めて 入力 す る こ と に な るが,入 力 時 間,コ ス ト,入 力 ミス等 の 問題 が 生 じる。 したが

って,こ られ につ いて は,民 間 デ ー タベ ー ス業 界 か い も要 望 の 強 い もの で あ る。

次 にデ ー タの 内 容 に 関 す る もの と して,も っ と も多 い の は,デ ー タベ ー ス 標 準 マニ ュ ア

ル の 整 備 で あ る。 これ は,各 県 が 個 別 に 開発 す る ことの非 経 済 性 ばか りで な く,将 来 の 相

互 利用 の上 か ら も,緊 要 性 が 高 い もの と思 わ れ る。 秘匿 デ ー タ あ る い は 中 間処 理 デ ー タの

提 供 に っ い て は先 に も触 れ たが,利 用 者 が 直 接 端 末 機で ア ウ トプ ッ トす るオ ー プ ン利 用 シ

ス テ ム の場 合 に は,相 応 の 配 慮 を要 ず るで あ ろ う。
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皿 統計情報提供業者 か らみたデータベ ース

1.NEEDSの 情 報 提 供 を通 じてみ た 日本 に お け る情 報 産 業 の 歩 み と問題 点

(1)NEEDS小 史

NEEDSと は,NikkeiEconomicElectronicDatabankSystemの 略 称 で あ り,日 本

経 済 新聞 社 の 総 合経 済 デ ー タバ ン ク ・シ ステ ムの総 称 で あ る。 昭 和45年9月 の サ ー ビス 開

始 以 来,本 年 で18年 の 実績 を持 って お り,総 計 情 報 の提 供 機 関 と して は,最 古 参 の ひ とつ

に数 え られ て い る。

以 下 にお い て,NEEDSの 足 取 りを見 つ っ,統 計 情報 利 用 の 現 状 と問題 点 を考 え る材

料 と したい 。

・ 昭和45年9月NEEDS発 足

電算機 による総合経 済デー タサ ー ビスrNEEDS」 が ス ター トした。 ス ター ト当

初の提供情報 は,日 経財務デ ータ,株 価 フ ァイル,米 国Standard&Poor's社 の米国

主要企業財務 データお よび興銀財務 データを磁気 テープで提供。

・ 昭和47年10月NEEDS-T・S/1サ ー ビス開始。

タイムシェア リングによ る株価 および財務 デー タを重 々公社DEMOSを 通 じてサ

ービス開始。

・ 昭和48年10月NEEDS-TS/IIサ ー ビス開始

タイム シェア リングによるマ クロ経済 データと日経 マ クロ経済予測モデルをバ ロー

ス社の大型機B-5700を 使 ってサー ビス開始。

この マクロ経 済情報 サー ビスに向けて,日 本経済研究 セ ンターにおいて はエ コノメ

トリシャンの育成をはか り,日 本経済デ ータ開発セ ンターを設 立 して統計情報 の収集

・整備 に当 って きたのであ る。 この両研究機関の果 した役割 は,そ の後のNEEDS

の発展 に どれだ け寄 与 したか計 り知 れ ない もの があ る。 それ と当時 に米 国DRI社

(DataResources,Inc.)と 提携 した ことによ り,マ クロ経 済情報 サー ビスの ノウハ ウ

を吸収で きたの も,NEEDSの 発展 にはずみをつけた と言えよ う。

・ 昭 和51年9月NEEDS-TS/1・Oサ ー ビス開 始 。
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タイム シェア リングによる産業連関分析 システムの提供 を開始 したが ,そ れ まで産

業連関分析 は大学お よび一部の官庁での限 られ た分析手段で あ った ものを ,民 間企業

サイ ドに普及 させた。折柄の第1次 石油 シ ョックによる経済界 の混乱 に対処 して
,原

油値上 げの全産業 に及 ぼす価格 分析,エ ネルギー多消費型の いわ ゆる重厚長大産 業か

らの構造変化 を とげる過程 をいち早 く情報提供がで きたのであ る。

以上を数値情報バ ンク構築のNEEDSの 第1期 とすれば,次 か らは文章情報バ ン

クの構築のための第2期 と言え よ う。

・ 昭和53年5月NEEDS・IRを サー ビス開始

記事情報バ ンクを一般提供新聞,雑 誌記事 の多元的利 用 に道を開 く。

・ 昭和55年11月NEEDS・AMDを サー ビス開始
。

地域 ・マー ケテ ィ ング ・デ ータバ ンクをサー ビス開始。折柄 「地方 の時代 」 と も言

われた時期で あ り,提 供側 と して もこれ までの マクロ時系列 データを 中心 とす る数万

系列 のデータバ ンクか ら,3,400を 越え る地域 について,1,500項 目と言 った百万系列 台

の規模 にふ くれあが った。

・ 昭和56年4月NEEDS・IRの 全国 オ ンライ ンサー ビス開始
。

タイ ムシェア リングによ る記事情報バ ンクを漢字端末機で サー ビス開始 した。重 々

公社 のDEMOSを 通 じて情報提供。公衆回線を使 った漢字オ ンライ ンサー ビスの幕

を開いた。

パ ソコ ンが普及す る前の段階で あ り,ポ ー タブル端 末機 によ り漢字 出力が可能 とな

り,か っ公衆 回線 を使 って全国展開が可能 とな った ことによ り,そ れまでの中央官庁
,

金融 ・証券 を対 象 と した数 百のユ ーザー層を,数 千 のオ ーダーに拡大す る きっか けと

な った。

以上の時期が デー タバ ンクの拡充期であ り,来 るべ き情 報化時代 に向 けて基礎工事

が完了 した時期であ った。

・ 昭和57年6月NEEDSをVENUSで 米国へ情報オ ンライ ン

商業 データベ ースでわが 国初 の米国への情報 サー ビス開始 した。

・ 昭和58年4月 日経消費者 レーダーサ ビース開始

食生活 と金融資産 にいての消費者意識調査を実施す る ことによ り,こ れ までの デー
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タバ ンクが,公 表 され た情報 を蓄積 とい った タイプか ら,独 自の情報収集 に も着手す

ることにな った。

・ 昭和58年10月NEEDS-PORTFOLIOサ ー ビス開始

タイムシェア リングによ る株式投 資分析 システムをサ ー ビス開始 した。 ポー トフォ

リオの現論を これよ り20年 前 にほぼ完成 され た もの とな って いたが,こ の時期 にな っ

てデータベ ースの整備,コ ンピュー ターの大型化,高 速化 とも相 ま って二次計画法が

比較的容易 に解け るよ うにな った ことにな り,商 用 サー ビスが可能 とな った。

・ 昭和59年4月 日経 テ レコ ンサ ー ビス開始 ・NEEDS-NETス ター ト

パ ソコン端末で景気 ・投資情報をサ ー ビス開始 した。情 報化時代の到来 に伴 いNE

EDSの 大衆 サー ビスの幕明 けとな6た 。

・ 昭和59年4月NEEDS-BULKサ ー ビス開始

多種大量 の最新情報をNEEDSの コンピューターか ら,ユ ーザ ーの コンピュータ

ーへ一括伝送サー ビスを開始 した。 これによ り銀行 ・証券業界 に向けて,情 報の卸売

りを開始 した訳であるが,受 け手側で も本格 的情報 サー ビスが,自 前の データバ ンク

で全ての情報を管理 す る必要がな くな り,オ ンライ ン情報 サー ビスが容易 に展 開可能

とな った。

・ 昭和59年12月 日経 テ レコンの海外提供を開始

まず ニ ュー ヨー クへの提供 をVENUS回 線を通 じて サー ビス開始。NEEDSの

国際展開が本格化 して きた。

・ 昭和59年12月POS情 報 サー ビスへ進 出

米国POS情 報サー ビス最 大手IRI社 との技術提携 によ って,日 本で初 めて のP

OS情 報サ ー ビスへ進 出。

・ 昭和60年4月 日経テ レコ ン,本 格的 に展開

「景気 」 「投資」 にっづ き 「経営 」 「金融為替 」 「日経 ニ ュース ・テ レコン」の5

パ ッケージを提供 開始 した。 中で もニ ュース ・テ レコンが急速 な伸 びを示す ことにな

り,NEEDSユ ーザーが1万 端 末を突破 す る原動 力 とな った。

・ 昭和60年4月 世 界の有 力記事情報バ ンクサ ー ビス網完成

英 国FDSと 提携す ることによ り,欧 州の有力新聞,雑 誌の英文抄録記事情 報バ ン

クTEXTLINEの サー ビス開始。 これ によ り世界の有 力記事情報バ ンクが勢揃い

した。即 ち,米 国DowJones社 のNews/Retrieval,米 国MeadDataCentralのNEXIS,
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そ して カ ナ ダ のlnfoGlobeで あ る。

・ 昭 和60年9月NEEDS-NETニ
ュー ヨー クへ

NEEDSの 海 外 展 開 の一 環 と して ニ ュー ヨー クに専 用 回線 を 開 通 した 。 同 年 内 に

ロ ン ドン,ソ ウル に も専 用 線 を 開 通 した。

・ 昭和61年9月 日経 「英 文 テ レコ ン」 サ ー ビス開 始

日本 の経 済 情 報 を世 界 へ英 語 で提 供 開始 した 。 ジ』ヤパ ンタ イ ム ズ と提 携 し,同 記 事

情 報 を英 文 テ レコ ンに搭 載 した。 従 来 の 新 聞 業 界 にお い て は考 え られ な い提 携 で あ り,

我 々が 情 報 の マ タ イ効 果 と称 して 努 力 して きた成 果が 実 った 。 これ が,そ の 後 の 朝 日

新 聞,毎 日新 聞,有 力 地 方 紙 の デ ー タベ ー ス をNEEDSで 提 供 す る き っか け とな っ

た 。

・ 昭和61年12月 世 界 経 済 予測 サ ー ビス
,オ ンライ ン提 供

世 界 を8地 域 に分 類 した年 次 ベ ー ス長 期 モ デ ル(予 測 期2010年 まで)と ,先 進7ヵ

国 の 四 半 期 モ デ ル(予 測 射 程3ヵ 年)を,OECD,世 界 銀 行 及 びDRIの 各 社 フ ァ

イル を ベ ー ス と して 構 築 した。

・ 昭 和62年3月 朝 日新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス を 日経 テ レ コ ンで提 供
。

朝 日新 聞記 事 デ ー タベ ー ス 「HIASK」 を6月 よ り日経 ニ ュー ス ・テ レコ ンを 通

じて提 供 す る こ とを 両社 で発 表 。 同年 秋 か らは毎 日新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス も搭 載 した 。

・ 昭 和63年1月 、NEEDSの 顧 客 数1万5千 を突破

情 報 化 時 代 の 到 来 と,大 衆 商 品 の テ レコ ンの伸 び とが相 ま ってNEEDSの 契 約 者

数(パ ス ワー ド数)が 急 増 して い る。

米 国 の大 手 情 報 サ ー ビスに 比 べ る と,ま だ まだで あ る。 ダ ウ ・ジ ョー ンズ社 のNews

/Retrievalや コ ン ピュサ ー ブ社 のCompuserveInformationServiceの 顧 客 数 の推 移

をみ る と,次 の よ うに な る。 両 サ ー ビス と も1981年 に15,000ユ ーザ ー を突 破 して お り ,

この 時 期 よ り米 国 に お け る情 報 サ ー ビス の伸 び に弾 み が つ い て い る。

IDP'レ ポ ー トに よ る と,1988年1月 調査 時点 で,10万 のパ ス ワ ー ドを 越 え て い る

情 報 サ ー ビスは,こ の 両 社 の ほか に,Dialcom(BritishTelecom)の26万 と,Mead社 の

LEXIS/NEXIS/MEDISの20万 が あ る。

「日経 ニ ュー メデ ィア 」 の1月25日 号 に よ る と,1988年1月 現 在 の オ ンラ イ ン情 報

サ ー ビス業(デ ィス トリビ ュー タ)の 契 約者 数 ラ ンキ ングに よ る と ,

①QUICK20,900
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② 日本 経 済 新聞 社16,ll1

③TKClO,905

④ 日本 科 学 技 術情 報 セ ンタ ー6,900

⑤ 日本 電 気6,900

が ビ ッグ5で あ り,28社 合 計 で11万 強 とな って い る。 先 のIDPレ ポー トに よ る米 国

の 合計 が216万 で あ る こ とか らす る と,日 本 に お け る オ ンライ ン情 報 サ ー ビス は・ こ

れ か ら本 格 的 発 展期 を迎 え るで あ ろ う。

DJNews/Retreival Compuserve

1974 ス タ ー ト

1979 5,000 ス タ ー ト

1981(7/1) 15,000 15,000

1983(7/1) 85,000 61,000

1985(7/1) 216,000 225,000

1986(7/1) 235,000 280,000

1987(1/1) 250,000 330,000

1988(1/1) 260,000 402,000

(2)統 計情 報の利用の現状 と問題点

米国にお けるデータベースの開発,発 展の歴史は,

a)1970年 代の科学 技術振興策の一環 と してのデ ータベ ース振興策 の推進を起点 と し

て,

b)「 国民の税金で得 られた成 果は国民に還 元す る」 との フィロソフィーをバ ックボ

ーンに,

c)エ レク トロニ クス ・通信等の技術発展 と相 ま って,

今 日産業 としての地位 を確立 した といえ る。
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政 府 公 共 機 関 で 収 集 した デ ー タ,情 報 を積 極 的 に民 間 のVendor,Distributorを 通 じて 一

般 に提 供 して い る。

以 下,そ れ らの 実例 を3っ 。

a)農 務 省 情 報 の提 供 。

情 報 内容 は,、イ)農 業 統 計,ロ)農 産 物 収 穫 見直 し,ハ)品 目別 の マ ー ケ ッ トニ ュ

.-7ス,二)海 外農 産 物 情 報 な どで ,農 務 省 の 情報 を収 集,こ れ をMartinMarietta

DataSystemと い う民 間 の情 報 会社 を一 次 卸 と し,全 米 の 複 数 のVendorに 提 供 ,こ れ

らVendorの ネ ッ トワー クを通 じて一 般 に提 供 して い る。

b)証 券 取 引 委(SEC)・ 企 業 財 務 報 告 書 の デ ー タベ ー ス化 。

証 券 取 引 委 の フ ァイ ル をDisclosure社 が デ ー タベ ー ス化 し,こ れ をCompuServe社,・

DowJonesNews/Retrival,Dialogな どのVendorを 通 じて一 般 に提 供 して い る。

c)連 邦 政 府 の ニ ュ ー ス リ リー スの デ ー タベ ー ス化 。

テ レコ ミュニ ケ ー シ ョ ン会 社 のDialcom社 が,イ)陸 軍 の エ レ ク トロニ ク ス関連 ニ

ュ ー ス,ロ)国 勢 調 査,ハ)医 薬 品,食 品,行 政 ニ ュー ス,二)NASA,ホ)連 邦

通 信 委 ニ ュTス,へ)ホ ワ イ ト ハ ウ スニ ュー スな ど を デ ー タベ ー ス化,同 社 の オ ン

ライ ン ・ネ ッ トワ ー クを 通 じて 全世 界 に提 供 して い る。

一方
,日 本 においてはや っと昨年8月5日 に中央情報産業振興研究 会において,各 省庁

が民 間開放 に向 って積極 的に協 力す るとい うことにな り,一 歩前進 したかにみえ るが,具

体 的成果 は現段 階で は上 っていない。 この取 り決めの直前の7月 段 階ですでに通産省が統

計 デー タテープ第三者提供 を認 めてお り,こ れによ り欧米に比べて遅れ ているデータベ ー

ス産業を振興す る ことにな って いるが,即 直 に言 わせて もらうと して疑問 な点が多 いよ う

に見受 け られ る。

7年 がか りで 日本 データベ ース協会 より,官 庁統計の第三者提 供を認 めて もらえ るよ う

はた らきか けて きた結果,よ うや く重 い腰をあげて もらった点 は非 常 に感謝 しなければな

らな い。

で は,ど こに問題があ るのであ ろ うか。官庁側 としては,い ろんな障害を乗 り越え,や

っと実現 に こぎっ けたの にまだ文句があ るのか とい うのが本音で はないか と思われ る。私

の独 断 と偏 見で言わせて いただ くと,次 の3点 が障害で ある。

a)提 供 ファイルが細 分化 されす ぎてい る。
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b)そ の割 に価格が高い

c)デ ー タの接続性に配 慮がな されていな い。即 ち,時 系列 デー タとして期 間が短かす

ぎる。

私が こう主張す る背景 には,IMFのIFS,OECDのComputerDataServiceを 常

日頃使 ってい るか らで ある。OECDの 各統計 は確か に細分 化 されてい るが,時 系列接続

は満足で きる もので ある。 これ な ら,計 量経済 モデルを構 築す るに もす ぐ使用可能であ る。

このデータの実用性の高 さを考慮すれ ば,価 格的 に もさ して不満 はない。IFSに 関 して

は,国 別 に しか もデータの種類 も豊富で あ り,し か も月次,四 半期 さ らに年次 データまで

セ ッ トになって収録 され てい る。確 かにデー タの精度,接 続性 に関 して はや や荒 っぽ い点

もあ るが,実 用性 はかな り高い もの と評価 で きよ う。

米国のよ うに,民 間業者 がVendor,Ditributorと な って,採 算 を考慮 し,か つ市場ニ ー

ズを的確に把んで いれば,デ ータベー ス産業 と して立派に成立 っていけ るので はないだろ

うか。

現在 の企業サイ ドでの市場ニ ーズは,官 庁統計 に対 して必ず しも高い もので はない。 こ

れ らの情報は,な い と不便で あるが,料 金 を払 って まで必要 とす るか とい う点 になると,

悲観的にな らざるを得 ない。誰が見て もわか りやす い2章 情報 とか,証 券 ・為替 ・債券等

の データ,し か も目次はおろか,時 分秒(い わゆ るチ ェ ックデータ)の 蓄積情報 が要求 さ

れて いるので ある。官庁統計 に限界が あ ることはよ く理解 で きるが,こ のままで はます ま

す官庁統計 に対す る需要 が しぼんで行 くよ うな気が してな らない。

2.NEEDSユ ーザ ーに対す るマク ロ経済分析教育 につ いて

NEEDS-TSサ ー ビスで は,他 のNEEDS関 連の情報 サー ビスに増 して教育活動

を重視 して きた。 ここで は,官 庁統計 を最 も活用す るECONOMY(マ クロ経 済情報 サ

ー ビス)のTSセ ミナーについて報告 したい。

図2-1に 示す よ うにNEEDS-TSで は,6種 類の アプ リケニ シ ョン ・ソフ トウエ

アが あ り,目 的に応 じて使 い分 けて いる。 これ らの ソフ トウエアはNEEDS-TS独 自

のユーザーバ ンクを通 じで1青報 の互換性 を持 たせ ている。 これ らの ソフ トはデー タの特性

に応 じて利用 目的が変 って くる。

まず一般経済統計を対 象 と して は,デ ー タをベ ク トル と して扱 う"MARS"が あ る。

各種の デー タ加工,計 量経済分析,時 系列分析の機能を持 た してい る。
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図2-1

NEEDS-TSサ ー ビ ス 講 習 コ ー ス ソ フ ト ウ ェ ア

COMPANY(総 合 企 業情 報) 刀
臣＼̀

＼ 、

COMPANY初 級 コ ー ス

)"中 級 コ ー ス

＼

べ
/

/

,CAMP(COMPANY)

、 〃 上 級 コ ー ス 有

PORTFOLIO(株 式 投 資 分 析 システ山 ,4 )(特1)ポ ートフォリオ.コ ース ,` ,PORT

ECONOMY(マ ク ロ 経 済 情 報) 」4

＼

＼

`経 済 分析 初級 コ ース

,〃 中 級 コ ー ス

、

〃 上 級 コ ー ス
〔＼

エ ネ ル ギ ー` 〔
●

＼㌔

＼

,(特2)時 系 列 分 析 コ ー ス4 , ,MARS

(特3)日 系 マクロモデ1ロ ース ㌢

(特4)日 系 エネルギーモデルコース

MONεY(金 融 情 報)、 .` ,(特5)日 系 金 融 モデ1臼一ス

'

10(産 業 連 関 分 析)` ,10コ ー ス,4 4,4 DMERLIN

ψ

IFS4 ,` ,IFSコ ー ス` ,` ,AXIS

/甲ADB初 級 コ ー ス 車

ADB(地 域 情 報) /
＼＼

＼

》CAMP(AMb)

＼ 〃 上 級 コ ー ス /

一65一



次 にデータをマ トリックスと して扱 う"MERLIN"は 産業連関分析 を 目的 として,

行列 演算機能および行列 データの各種 出力機能を持たせた もので あ る。 同 じく"AXIS"

もマ トリックスデー タを取扱 う目的で開発 したが,こ の ソフ トはIMF(国 際通 貨基金)

のIFSデ ータのみを処理 す るために開発 されたが,国 別項 目別,あ る項 目の国別時系列

デ ータの処理 といったよ うな,2次 元 のデ ータを取扱 うもので,IFSデ ータの特性 を活

かすべ く,自 動的な ドル換 算表示 も機能 と して持 たせ てお り,国 際比較が簡単 に出来 る。

第3の タイプはデー タにセル と しての属性を持 たせ た,3次 元 タイプの データを取扱 う

ものであ る。企業情報では,ま ず会社 コー ドがあ り,次 に項 目コー ド,例 え ば経営利益,

週 間株価等 であ り,第3が 時系列属性 であ る。財務分析,株 価,債 券分析 や ランキ ング出

力,ス クリーニ ング出力等の機能を持 たせて いる"CAMP(COMPANY)"と,地 域 デー タ

分析 を 目的 と して作 った"CAMP(ADB)"の 両者を利用 目的に応 じて使 い分 けてい

る。

最 後にな ったが,"PORT"は 文字通 りのポー トフ ォ リオ分析専用 ソフ トウエ アであ

る。

経済時系列 データを取 り扱 うソフ トウエ ア"MARS"の 操作法 を習得 す るには,rT

S・ 経済分析 」初級,中 級およ び上級の3コ ースを順 を追 ってマ スターす る方式 を とって

い る。 それぞれ1日 で完結す るよ うカ リキ ュラムが組 まれお り,初 級 コースでは端末操作

実 習にウエ イ トを置いて いる。

「初級 コース」は,マ クロ ・産業分析 デー タバ ンクの初歩的 な利用方法 を説明す ること

な っている。具体的には,

■

●

■

●

●

各種 データバ ンクの解説 。

端末機 の取 り扱い方(実 習)。

MARSに お ける各種 フ ァイルの概念。

簡単 なデー タ検索 ・加工。

ユーザーバ ンクの作成 と利用。

各種 レポー トの作 成。

等 を中心に習得す ることを 目的 と して いる。

「中級 コース」は実践的利用方法 を修得す る ことを 目的 と してお り,い わゆ るアナ リス

ト向 けの コースである。 ここで は,

・ 各種演算例(組 み込 み関数 を含む)。
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・ 方程式 の推定(最 小2乗 法 による推計方 法 と統計量 の見方
,単 純 外挿)。

・ 変数 テーブルの作成方法 と活用方法や
,グ ループ簡 略指定。

・ グル ープ演算。

等のやや高度な分析 をす るための カ リキ ュラムとな っている。

「上級 コー ス」は計量 経済モデルによる経済分析のための コースで あ り
,こ の コー スの

受講者 は全体 の20%に す ぎない。

ここで は,

・ 計量経済 モデルの組 み立て方 と予測
。

・NEEDS提 供 モデルの操作方法
。

の2点 に絞 り,高 度 な分析 を志向す るコースである。

以上の"MARS"習 得のための基本3コ ースに加えて,

・ 「時系列分析 コース」。

・rlFSコ ース」。

・ 「グラフ出力 のたあの コース」。

等の特別 コースを必要 に応 じて開催 してい る。 これ らの コースに加えて,「 計量経 済学 そ

の ものを習得す るための計量経済基礎入門 コース」 も,春,秋 の人事異動期 に合せ て,2

～3月 間の コースを設定 して いる
。

以上紹介 した各種 コースは一般的,定 期 的なセ ミナーであ るが,わ れわれが最 も重視 し,

かっ力を入れ てい るのが 個別ユ ーザーに対す るOJT(オ ンザ ジ ョブ ・トレーニ ング)お

よび コンサルテ ィング活動 であ る。

特 に・計量経済 モデルの構 築やポー トフォ リオ分析 は,ユ ーザ ーサイ ドの機密保持 が必

要 な場合が多いので,コ ンサルテ ィング活動 が中心 となる。提携先の米国DRIで は,有

料 コンサルテ ィ ングが前提 とな って いるよ うで あるが,日 本で はこの制度 はな じまないの

で コ ンサルテ ィング活動 を通 じて,TS使 用料があがればそれで良 しと してい る。事実,

本格的なサポー トをすれば,数 十万円,時 には数百万円の成 果が あが るケースが多 い。

参考:NEEDS-TSMARSに よる レポー ト作成例

NEEDS-TSMARSの 初級テキ ス トには,簡 単 な コマ ン ドを入力す るだけでデ

ー タを引 き出せ,引 き出 したデー タを加工計算 し,ま たグラフ化す ることがで きるよ うに

システムが組 まれて いる。
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レポー ト作成 のペ ー ジの基本形の例1で 「GNPコ ンポーネ ン ト」の 出力の仕方が記載

されて いるので,参 考 まで に例を引いて見よ う。

「出力 したい変数 の期種,期 間 と名称を指定 します。特に指定 のない ときは期 間を縦方

向に とって出力 します。期 間を横方向 に とって 出力 したいときは出力方 向オプ シ ョン(F

ORM)を"H"(horizontal:水 平)と 指定 します。 」とあ り,デ ィスプ レイに表示 さ

れてい るCOMMAND?に 続けてア ンダー ライ ン部分 のよ うにキー入力す ると参考表1の よ う

に出力 され る。

rPRINT(P)コ マ ン ド

COMMAND?P:CQ,84:1TO85:4GNP80,CP80,CG80,180,J80,EXT80,MXT80

cq
1984

1984
1984

1984

1985
1985
1985

1985

CQ

1984

1984
1984

1984

1985

1985
1985

1985

1

2

3

4

1

2

3

4

1

2

3

4

1

2

3

4

GNP80

64778.1

66036.0

69355.9

77948.7

67761.6

69250.8

72664.3

81006.7

EXT80

11861.1

12956.3

13372.0

14175.5

13105.9

14336.5

13980.6

14040.4

参考表1

CP80

37447.8

38019.3

39164.5

43492.9

38424.2

39060.5

40252.5

44705.8

MXT80

10331.2

10462.9

11053.5

11037.7

10898.4

10854.1

10648.4

10767.9

CG80

6633.1

6871.8

6262.1

6704.2

6816.8

7041.9

6417.3

6877.7

180

20055.8

17786.5

21266.8

23159.7

20976.O

l8652.7

22467.5

24588.2

J80

●888.7

86S.0

341.9

1454.2

・662.9

1013.3

194.8

1562.5

Pコ マ ン ドの次 にさきに述 べたHコ マ ン ドを付 けてキー入力す ると参考 表2の よ うに形

を変え ることがで きる。
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「 出力方向オプシ・ン

COMMAND?P:(FORM=H)CQ,84:lTO85:4,GNP80,CP80,CG80,180,J80,EXT80,MXT80

参考表2

CNP80

CP80

CC80

180

J80

EXT80

MXT80

GNP80

CP80

CG80

180

」80

EXT80

MXT80

cq

CQ

1984:1

64778 】」

374478

6633i

200558

7●888

118611

103312

1985:2

692508

390605

70419

186527

10133

143365

108541

1984:2

660360

380193

68718

177865

8650

129563

104629

1985;3

726643

402525

64173

224675

1948

139806

410648

1984:3

693559

391645

62621

212688

3419

133720

i10535

1985:4

781006

447058

68777

245882

15625

140404

910767

ig84:4

779487

434929

67042

231597

14542

141755

711037

1985:1

667761

384242

86816

209760

9・662

131059

410898

「なお,出 力 された変数 は次のよ うな意 味です。 」とあ る。

GNP80

CP90

CG80

180

J80

EXT80

MXT80

実質国民所得

!ノ

〃

!ノ

〃

〃

〃

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

在庫品増加

財貨サービスの輸出と海外からの要素所得

財貨サービスの輸入と海外への要素所得

期種 を変 えて出力す る場合 は,

「変数 の期種 が暦 年四半期(CQ)で あ って も,PRINT(P)コ マ ン ドで他 の期種を指定 す るだ

けで変数 の値は 自動 的に集計 されて出力され ます。 これはMARSの 自動期種 変換機能 に
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よる ものですが,詳 細 はMARSの ソフ トウエア説 明書 の 〈2.1期 種 と期間 〉を参照 して

下 さい。」

とあ り,次 のよ うにキー入力す ると参考表3の よ うに出力 され る。

「 出力雛

COMMAND?P:CA,77TO85,GNP80,CP80,CG80,180,J80,EXT80,MXT80

CA

1977

1978

1979

1980

1981

ig82

1983

1984

1985

CA

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

GNP80

2077379

4218521

2300737

2399145'

2487260

2563952

2647036

7278118

2906834

EXT80

287773

285731

303561

357237

412870

427791

445556

523649

554634

参考表3

CP80CG80

1241028

1308316

1392703

14125S5

1430718

1489709

1537815

1581245

i624430

MXT80

340205

357533

405429

380488

399960

406847

386048

342885

431688

増減額や増減率を出力する場合は,

207996

218922

228482

234939

246203

250990

258383

264712

271537

180

466383

720547

375850

758761

782637

778893

786902

822708

866844

J80

1695

923

2291

1613

1479

1337

443

1772

2107

5

2

8

9

1

2

0

4

7

rPRINT(P)コ マ ン ドの 出力関数オ プ ション(OUTF)を 使用す ると増減額や増減率を 出力 さ

せ ることがで きます。 」

「出力関数の うちで も増減額や増 減率 は出力 ラグ関数 と呼ばれ次のよ うな ものがあ りま

す。」

RAW原 数値

VCL対 前年 同期増減

VCB対 前年増減
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%RCL

%RCB

%RCC

対前年同期増減率(%表 示)

対前期増減(%表 示)

対前期年率成長率(%表 示)

とあ り,出 力関数オプ シ ョンをPコ マ ン ドの後に付 けて次のよ うにキー入力す ると参考表

4の よ うに出力 され る。

「 出力関数オプシ・ン

COMMAND?P:(OUTF=(%RCL))CQ,84:1TO85:4,GNP80,CP80 ,CG80,180,J80,EXT80,MXT80

L対 前年同期増減率

参考表4

ZRCL

cq

1984

1984

1984

1984

1985

1985
1985

1985

1

2

3

4

1

2

3

4

GNP80CP80CC80180J80EXT80MXT80

内」

9
」

'0

7
.

●

●

●

●

3

9
6

1

う
－

hO

【
」

【
」

'
0

●

■

●

●

西
乙

う
6
う
一

2

4

0

6

4

●

●

●

●

(」

3

2

2

6

7

R
U

O
O

●

■

●

●

9
6

9
6
う
亀

う
`

0

3

5

4

●

●

●

●

5

エ」

4

5

6

0
'
R
∨

9

●

●

●

●

4

4

4
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原数値 と増減額や増減率 を並 べて出力す る場合 は,

「出力関数 オプ ション(OUTF)で 出力 ラグ関数をカ ンマ(
,)で 区切 りなが ら複数個指定

す る こと もで きます。 この とき原数値(RAW)を 指定 してお けば,原 数値 と増減額 や増減率

が一緒 に出力 されます。 」

とあ り,次 のよ うにキー入力す ると参考表5の よ うに出力 され る。

原数値丁 「 ㌻ 鶏麟蹴 率

COMMAND?P:(OUTF;(RAW,VCL,%RCL),FORM;H)CQ ,85:1TO85:4,GNP80,CP80,CG80,180,"

CONTINUB?J80,EXT80,MXT80
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cq

GNP80
VCL

ZRCL

CP80

VCL

ZRCL

CG80

VCL

ZRCL

I80

VCL

ZRCL

J80

VCL

ZRCL

EXT80

VCL

ZRCL

MXT80
VCL

ZRCL

ま た,グ ラ フ 作 成 コ マ ン ト

参考表

198S:1

67761.6

2983.5

4.6

38424.2

976.4

2.6

6816.8

183.7

2.8

20976.0

920.2

4.6

-662.9

225.8
.25.4

13105.9

1244;8

10.5

10898.4

567.2

5.5

5

1985:2

69250.8

3214.8

4.9

39060.5

1041.2

2.7

7041.9

170.1

2.5

18652.7

866.2

4.9

1013.3

148.3

17.1

14336.5

1380.2

10.7

10854.1

391.2

3.7

1985:3

72664.3

3308.4

4.8

40252.5

io88.0

2.8

6417.3

155.2

2.5

22467.5

1198.7

5.6

194.8

●147.1

●43.O

l3980.6

608.6

4.6

io648.4
.405.1

・3.7

1985:4

81006.7

3058.0

3.9

44705.8

1212.9

2.8

6877.7

173.5

2.6

24588.2

1428.5

6.2

1562.5

108.3

7.4

14040.4

●135.1

"1.0

10767.9

●269.8

-2.4

'"GR"を 使 い
,次 の よ うにキー入力す ると参考図1の よ う

な 「実質GNPと 経済成長率 の グラフを作成す ることがで きる。

グラフ コマ ン ド

「
COMMAND?GR:(YAXIS=LEFT,XAXIS二NO.DP=1

CONTINUE?=UNDERBARM,%RCL(GNP80)

0-12,1-8LINE,GNP80:0-12,8-12(XAXIS"

次のよ うにキ ー入力す ると参考 図2の よ うな

れ る。

rGNP構 成積 み上 げ棒 グラフ」が 出力 さ

↓一

グ ラ フ コマ ン ド

COMMAND?GR:(DP=0)CA,77TO85BARP,CP80,CG80,IP80,IPUB80,J80,EXT80,-MXT80
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参考図 1

実質GNP
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参考図 2
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晒IP80.民 間固定資本形成

ESこ≡こi]IPUB80'政 府間定資本形成
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旺III田lEXTθ0"輸 出等
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3.情 報 サー ビスにおける官庁統計有効利 用に関す る私見

先に紹介 した 日米両国 のオ ンライ ン情報 サー ビス調査をみ ると,証 券 ・金融情報 と,新

聞記事 および文献検索等 の文章情報が 中心 とな っている ことがわか る。

有償ベースでの情報サー ビスの提供分野 はかな り,絞 られて いる。専門分野での官庁統

計の活用は活発で あるが,大 型情報 サー ビスでの位置づけは必ず しも高 くはない。オ ンラ

イ ン系の情報 サー ビスで は,証 券 ・金融情報の よ うに使用頻度が高 い ものか,新 聞記事や

文献情報のよ うに大量の情報の 中か ら系統的 に検索す るタイプの情報 でない と,い わゆる

「お金を出 してで も」 とい う要求 に答え きれないのが現状であ る。官 庁の経 済統計 は必要

ではあ るが,せ いぜい月に数 回であ り,統 計 その ものの数 もさ して多 くない。更に,こ れ

までは,第 三者提供が認 め られてお らず,入 力 コス トの負担 に耐え られ ない事情 もあった。

しか しなが ら,「 官庁経済統計」 は,情 報 サー ビスの柱 にな り得 な くとも,な くてはな

らぬ情報であ る。 せめて入力 コス トの負担だ けで も軽減 されれば,こ れまで以上 に活用 さ

れるで あろ う。

官庁統計 に対 して筆者 の私見 を列挙 してみ る。

① デー タの概念調整,時 系列接続 に留意 して欲 しい。

磁気テープで提供 されてい る統計で,月 次で10年 以上のデー タは数 少ない。 よ しん

ばあ った と して も,提 供形態が ヒス トリカル ・データ編 と,毎 月提 供のテ ンポラ リー

編 に分かれている場 合が多 い。 この方式 だ と,分 析 に不便であ るの に加えて,価 格的

に もかな り割高な もの とな る。 この点IMF(国 際通過基金)のIFSフ ァイルは便

利であ る。長期時系列のデー タが,月 次,四 半期および年次統計 に加工 して収録 され

てい る。

② 日次統計の整備 に も配慮が欲 しい。

官庁統計の性格 か ら して,難 しい点 もあろ うが,少 くと も電力統計,新 車登録台数,

大型店 販売動 向等 は提供可能 であ ろ う。某電力会社の大口電 力使用動 向を月次で分析

す る機会 に恵まれ たが,景 気観測 に非常 に有益で あ った。中で も昨年10月 の株価暴落

の影響が,メ ーカーの生産計画 に強 く影を落 してい るのが明確で ある。 これが回復基

調にな るのはll月 中旬以降であ った。 この間の動 きを,月 次統計 でみ ると・11月 にや

やかげ りが見 られ るにす ぎない。車 の統計 も今や国民全体 に大 きな影響 を及 している

だけに,業 界統計 に とどめてお くのは惜 しい気がす る。消費関連の大型店販売統 計に

っいて も,ぜ ひとも欲 しい統計 であ る。NEEDSで サー ビス して いるPOS情 報で
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みて も,日 々の売上 高の推移 は貴 重な情報であ る。最近 のよ うに大型店の ほとん どで

POSを 採用 してい ることか らして も,デ ータギ ャザ リングに はさ して困難を伴わな

いであろ う。

③ 季節 変動調整 には細心 の注意 を払 って欲 しい。

本年 は 「うる う年 」であ るが,年 率3～4%の 安定成長経 済下で は,う る う年の影

響が無視 で きない状 況によ る。 この問題にっいては,1984年 の第52回 日本統計学会の

共通 テーマ 「季節調整 法の現状 と発展」で筆者が 「各種季節調整法の比較検討」報告

の際問題提起 し,同 年9月3日 付 日本経済新聞 の 「経済教室 」で景気判断狂わす季節

調整(参 考 資料参照)で 再度指摘 して,大 きな反響が あ った。

図3-1は1984年 に作成 した 「うるう年 」の2月 の特異 な動 きを示 した ものであ る。

同 じよ うに1988年 の2月 も 「うる う年」の影響が顕著 に出ている ことがわか る。

図3-1鉱 工業生産 日数 ・季節調整 と日数調整 一セ ンサ ス局法 によ る季節調整 一

84年2月

(う る う年)

ii5.0

110.0

105.0

tOO.0

95.0

90.0

85.0
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図3-2鉱 工 業生産 日数 ・季節調整 と日数調整

115.0

1985年=100
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図3-3大 口電力使用量 ・季節調整 と日数調整
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参考資料:景 気判断狂 わす季節調整

(1)ま えが き

景気動向を知 るに は景気関連指標を利用 する。 それ らの指標にはたいてい季節変動 を取

り除いた調 整が されて いる。 この季節調整 は高度成長期 に大幅な数値 の変動 にか くれ てほ

とん ど問題 にな らなか ったが,低 成長時代 に入 って景気 判断に大 きな影響 を与え る要 因 と

して浮 き彫 りにな って きた。

(2)計 測期 間の と り方 で差 出る

現在使われて いる主 な季節変動調整方法は4っ ある。① セ ンサ ス局法ll・X-11

(米 商務省),②EPA法(経 済企画庁),③MITI法(通 産 省),④X11・

ARIMA(カ ナダ統計局)で あ る。

わが国で は公式 統計 は原則 と してセ ンサス局法U・X-11を 採用 す ることにな ってい

ていて,大 部分が この方法を採用 しいてる。 ただ通産省 の鉱工業指数指数関連の統計 にっ

いては,多 数 の系列 に短 時間で季節調整を施 さなければな らない ことい う理 由 もあ って
,

MITI法 が利用 され いて る。EPA法 もかつては一般 的に使用 されて いたが,石 油 シ ョ

ック直後の大 きな変動 に対 する調整 に混乱を生 じたので,現 在 は公式統計 にはほとん ど採

用 されて いない。 しか し計算処理時間が短 い こと,他 の方式だ と4～5年 以上 の期間が必

要なのに短 期間(3年 以上)の データに季節調整が施せ ること もあ って,企 業 などで は今

で も使われてい る。4種 の うち最 も新 しく開発 されたのがX-11・ARIMA 。従来 の

調 整法の欠点 であ る最新 時点の動 きが不安定 となる点を改良 す るため事前 に次期 の値 を予

測 してお くもので最近,米 国で も注 目されて いる。

しか し,季 節調整が 問題 にな るのは手法の違いによる もので はない。 たとえば景気動向

指数 に採用 されて いる代表 的な11種 の指標 について,こ こ1,2年 の動 きを4っ の手法で

比較 してみて も決定的 な差 はでて こない。

季節調 整が問題 にな るの は,季 節調整 を施す 際の計測期間の取 り方 だ。各統計系列 につ

いて① 昭和57年 までの データで季節調整 し,58年 にっいては推 定季節指数で調整 した結

果 と,②58年 までのデ ータで調整 した ものを比べ ると,58年 の季節変動調整済み指数の

注:本 参考 資料 は,昭 和59年9月3日 付 『日本経 済新聞』 「経済教室」欄 に掲載 した も

の に若干手を入れ た ものであ る。
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前 月比増減率の プラスとマイナスが逆 にな る場合 さえある。前月比伸 び率が マイ ナスだ っ

たのが統計期 間の と り方 によ ってプ ラスにな って しまうので ある。季節調整 によ って前月

比伸び率が マイナスか らプ ラスに変 わ ったので は景気判断を狂わせ る ことに もな る。

その一例 が景気動 向を判断す る際,最 も一般的 に使われ る鉱工業生産指数。 これ は毎月

発表 され る月次統計で,翌 月末 には速 報ベ ースの結果が判明す る。 この鉱工業生産指数 の

季節変動調整済みデー タの前月比増減率 につ いて,計 測期間を変 えて58年 の動 きを比較 す

ると,2月,4月 および10月 時点で プラス とマイナスが逆転す る。(表 参照)

昨年公表 された鉱工業生産統計 によ ると,前 月比伸 び率 は2,4,10月 がマ イナ スであ

る。 ところが59年 にな って58年 までの デー タを使 って季節調整す ると,2月 は前 月比0%

だが,4月 および10月 はプ ラスに転 じてい る。

昨年 の前半,今 回の景気循環 の谷(現 在 では58年2月 で ある ことが確定 して いる)が い

っかをめ ぐって判断が分かれた。鉱工 業生産 の伸びが2月,4月 とマイナスだ った こと も

その原 因だ った。 しか し,1年 後に は昨年の生産が2月 を底に直線 的に伸 び,景 気回復が

急テ ンポであ った ことが はっきり した。 この ような結果を もた らす のは何 もMITI法 だ

けで ない。 ほかの手 法を用 いて も結果 は大 同小異だ。景気動向を素早 く,し か も正確 に判

断す るには,至 近 時点の動 きを的確 にっかまなけれ ばな らない。1年 後 にな って明確 にな

って もあま りに遅す ぎるといわ ざるをえない。

計測期間の違いによる調整結果の違い

(鉱工業生産指数の前月比増減率,%)

セ ンサス局 法X-11 MITI法

～57年 ～58年 ～57年 ～58年

58年1月 一 〇
.1 0.3 0.4 0.3

2 一 〇
.2 0.2 一 〇

.6 0.0

3 1.7 1.2 2.3 1.4

4
一 〇

.3 0.3 一 〇
.2 0.2

5 1.3 1.0 0.2 1.0

6 0.4 0.3 1.0 0.4

7 0.0 0.4 0.2 0.1

8 3.5 2.3 2.7 2.4

9 1.3 1.0 1.8 1.0

10 一1
.5 0.6 一1

.2 0.1

ll 2.7 0.8 2.1 1.3

12 0.6 1.0 0.5 1.2
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(3)予 測で重要 な最新 時の動 き

季節調整 対象期 間の とり方 によ って,ど うして このよ うな違いが生 じるのだろ うか。先

に も述 べたよ うに,わ が国で使 われ ている季節調整方法の多 くはセ ンサス局法 タイプ と呼

ばれ ている もので,移 動平均を用 いるのが特徴である。 これは隣 り合 う12ヵ 月の デー タの

移動平均 を とる ことによ り,1年 周期の一定 したパター ンを消去す ることを基本 と してい

る。

12ヵ 月移動平均を とると,当 然 なが ら前後の6ヵ 月が欠落す る ことにな る。前の6ヵ 月

はと もか く,至 近時点の6ヵ 月の欠落 は情 報量 の損失 としては計 り知 れない ものが ある。

さ らに官庁か ら発表 され る季節変動調整済み統計 は,前 年 までの デー タによ り季節変動調

整を施 し,あ らか じめ前年 と前 々年 の季節 変動要因を使 って機械的 に近 時点 を算 出す る も

のであ るか ら,か な り不安定 であ ることは否めない。 したが って翌年 にな って再 計算す る

と対前月 の増 減率 が逆転 す るケースが起 こるわ けだ。

ところが景気観測で は最新 時点 の動 きが最 も重要 だ。 しか も季節調整済み統計 の対前月

増減率が問題 となるだ けに面倒で ある。公表ベースの季節変動調 整済み統計で足元 の動 き

をみ る時 は前月比で判断す るよ りも,2な い し3ヵ 月の スパ ン(間 隔)を とって観測す る

方が的確であ る。 なるべ くな ら毎月統計発表のたびごとに,観 測者 の側 で季節変動調整の

計算をや り直す方が望 ま しい。わずか1ヵ 月のデータ追加 による季節調整結 果につ いて も,

機械受注や新車登録台数 のよ うに1%以 上の違 いが出 るものさえ ある。鉱工 業生産指数 は

数 ヵ月のデ ータ追加 な らかな り安定 してい る。

経 済企画庁 が こと し6月 に発表 した59年1～3月 期の国民所得統計速報 によ ると,こ の

期 間の実質経 済成長率 は1.8%,年 率換算 した"瞬 間風速"で7.4%だ った。 企画庁 は今

年が うる う年 で活動 日が1日 多 く,こ れ を調整 した後の実勢でみ ると4.9%～5.7%と な

る と説明 して いる。'

かつての高度成長時代の よ うに年率10%前 後の伸 びを示 してい る時代な ら 「うる う年分 」

と してわざわ ざ断 る必 要 もない。だが3,4%の 低成長期 ではた った1日 の うる う年の影

響が重要なのだ。単純 に計算 して も2月 の 日数が1日 増 えただ けだけで1～3月 で は90日

が91日 とな り1%強 ふ え る。年率換 算す ると4.4%強 となる。

こう してみ ると1～3月 期の実質成 長率7.4%(年 率)は か な り割 り引 く必要 があ る。

9月 に発表 予定の4～6月 期の成長率 について著者が試算 してみ ると,年 率 ベー スで1%.

であ って も4%成 長水準 を維持 している とみ るべ きで,こ れが2%だ と5%成 長 ライ ンに
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到着 した と考えて よさそ うで ある。

四半期ベースの統計でみて もうる う年の影響 が大 きいのだか ら,月 次ベ ースでみた場合

なおさ らである。2月 の各種の統計数字 は前月比 で3%強 の影響 を受 けて いることにな り,

3月 はその反動で マイナスの伸 びにな って いることは容易に想像で きる。

発電量の全国計 と百 貨店売上高(全 国)に ついて,日 数調 整を して季節変動調整 を施 し

てみ ると,う る う年 の2,3月 の動 きがか な り変わ って くる(図1,図2参 照)。55年 と

59年 の2月 は点検部分が突 出 しているが,日 数調整を しな いことのよ うになる。実線 は 日

数調 整を施 してい るので2月 の動 きが滑 らかで ある。わが国の季節変動調整済 み統計 は 日

本銀行の一部の統計 を除いて大部分 は 日数調整を していないので注意す る必要が あ る。

第1図 電力発電量の季節調整 と日数調整

億 キロワット

昭和55

日数調整済み

日数未調整

(4)休 日数増えて も統計 に違 い

日数調整 に加 えて曜 日調整の問題 も季節変動を調整す る際の大 きな要因であ る・曜 日調

整問題 は欧米では重要 な変動要因 と して取 り扱わ れているが,日 本で は商慣習のや月給 制

な どによ って ささいな問題 と して片 付 け られて きた。最近で は週休二 日制の普及な どのた
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めに無視で きな くな って きた。 この点 も高度成長期 では大 きな上昇 トレン ドのか げにか く

れて 目立 たなか ったが,低 成長期で は無視で きな くなって きた現象であ る。

今年の4月 は 日曜 日が5回 あ った。その うえ天皇誕生 日が 日曜 日と重な り振 り替え休 日'

が加わ って いるので,日 曜祝 日に活動を停止 する生産統計 な どはかな り数字が低 くな る。

逆に百 貨店や スーパ ーなどの売上 統計の伸 びは高 くなる。

第2図 全国百貨店売 り上げの季節調整 日数調整

嚇 円

6.000

5.500

5・oel
和55 56 57

59年2月 うるう年寸

日数調整済み

日数未調整

59年

文部省統計数理研究所の赤池弘次氏が開発 したベイズ型季節調整モ デルを利用 して,通

産 省の大型小売店販売統計の百貨店売上高(対 象は全国の百貨店)が 曜 日の変動に よって

どれだ け違 うかを計測 してみ よう。それによ ると日曜 日が月 に1回 多 いことによ って30億

円ふえ る。逆 に百貨店の休 日が多い水曜 日が通常 よ りも1日 多ければ全国百貨店売上高 は

19億6千 万 円減 少す る。 このよ うにその月 の曜 日が どうな ってい るかで考 えない と,消 費

動 向を知 るための指標であ る百貨店 の販売動 向を正 しくっ かむ ことはで きない。

このよ うにみてい くと,今 年前半 の統計数字 はかな り注意深 く読 み取 る必要が ある こと
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が わかる。1月 は異常気象 による豪雪 と低温 の影響,2月 は うる う年,3月 はその反動,

そ して4月 は休 日の増加要 因を考慮 しなけれ ばな らない。単純 に季節調節ベ ースの統計を

みて景気動向を判断 したので は本当の情勢 を見誤 る危険が あ る。

季節 変動調整済みの統計 にはこれまで指摘 したよ うに さまざまな問題が ある。わが国 は

これ についての研究が立 ち遅れて いると も指摘 されてい る。季節調整が正 しく行われ ない

と,景 気動 向を見誤 るだ けで な く,統 計その ものの信頼 さえ損なわれ ることにな りか ねな

い。

一82一



IV民 間データベ ース事業者か らみた官庁統計

1.デ ータベ ース事業 の動向

(1)デ ー タベ ース業界 の構図

デー タベース は,「 デー タを整理統合 し,コ ンピュー タ処理が可能 な形態 に した情報 フ

ァイルまたはその集合体 」であ る(日 本 データベース協会)。 デー タベ ース産業 は,こ の

デー タベースを生産 し,さ らに流通す るこ とを業 とする産業であ る。

デー タベースは,コ ン ピュー タ利用技術の中核 と して,さ まざまの分野で使用 され てい る。

とくに企業 内 システムにおけ る普及 は一般的であ る。 また,最 近 はパ ソコンの性能 向上 と

ともにパ ー ソナルに も利用 される例が増えて きた。現在,企 業内 システム としてのデー タ

ベースは10の5乗 のオーダーで存在す るはずであ る。 また,パ ー ソナルの データベ ース も

あまね く存在 してい る。

商用 データベ ースは これ らに比較す ると数 は少ない。その数 は10の3乗 のオ ーダーで ある

にす ぎない。

しか し,商 用 データベ ースは,現 在,情 報産業 のなかで市場 を形成す るまで にいたって

いる。

データベ ースを生産か ら流通,さ らに消費にいたる流れでみ ると,図1の よ うになる。

ここで,生 産 にかかわ る事業者をプ ロデ ューサ,消 費にかかわ る事業者をデ ィス トリビュ

図1デ ー タベ ー ス ・システ ム の概 念

コンピューター可読型情報

＼ 麟 三え
入力装置

/.ン ピ。一,一

劃 一=端
一 ーーノー

デ一夕ペース作成 データベース流通
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一 夕 とい う。 プ ロデ ュー サ は工 場 制 手 工 業 的 な,ま た デ ィス トリ ビュー タは装 置工 業 的 な

事 業 形 態 を と る。

日本 の事 業 者 は,『 デ ー タベ ー ス 台 帳総 覧 』 に よ って業 態 別 にみ る と,「 プ ロデ ュ ー

サ 」24社,「 プ ロデ ュー サ 兼 デ ィス トリ ビュー タ」49社,「 デ ィス トリビュ ー タ」41社,

「リテ ーラ 」21社,計135社 とな る(昭 和60年)。

こ こには,さ ま ざ まの 業 界 か らの 参 入 者 が あ る。 出 身 母 体 は,新 聞 社,通 信 社,出 版 社,

書 籍 取 次会 社,書 籍 販 売 会 社,印 刷 会 社,シ ンク タ ン ク,ソ フ トウ ェアハ ウ ス,計 算 セ ン

タ ー,コ モ ンキ ャ リア,VAN会 社,銀 行,証 券 会 社,商 社,メ ー カー,予 備 校 な ど に わ

た る。

したが って,こ こに は専 業 者 が 少 な い。 日本 情 報 処 理 開 発 協 会 の 「デ ー タベ ー ス ・サ ー

ビ スに 関す る調 査 」(昭 和60年 実 施)に よれ ば,総 売 上 高 に 占め る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ

スの 売上 高 は,回 答32社 の う ち,50～90%で3社,90～100%が1社 にす ぎな い。

現 在,デ ィス ト リビュ ー タの 流通 サ ー ビ スは,主 と して オ ン ライ ン ・サ ー ビス に よ って

お こ なわれ る。 この ほか,セ ンター で ハ ー ドコ ピー,フ ロ ッ ピー ・デ ィス クあ る い はCD

-ROMを 通 じてユ ーザ ー に郵 送 す る方 法 な どが あ る。 また ,文 字多 重 に よ る放 送 もあ る。

(2)日 本のデー タベース市場

日本のデータベ ース市場 の大 きさは,「 特定 サー ビス産業実体調査 」によれば,1,008億

円(60年 度)で あ る。 これは情報 サー ビス産業全体 の6.4%に す ぎない。 また,毎 年24.3

%の 伸びを示 して いる。

お な じ時点で実施 した上の 日本情報 処理開発協会の調査 によれば,売 上高 は総計で395

億 円,1社 あた り平均で9.5億 円にのぼ る。細 目でみ ると,最 頻値 は1～5億 円のあいだ

にあ り,こ こに19社 が集 中 している。

以下,日 本国内でサー ビスされているデー タベースの状 況につ いて 「デ ータベ ース白,

書」 に したが って紹介す る。 まず,市 場 に流通 してい るデ ータベースは昭和60年 度で1,2

89に 達 している。 うち1,008(78.2%)は 海外製であ る。 この数は年 々急増 してお り,60

年 における対前年比増加率 は39.5%で ある。

つ ぎにオ ンライ ン化 の状況 をみる と,総 体で は92.4%に のぼ ってい るが,国 籍別で示す

と,日 本製の もの は59.5%,海 外製 の ものは99.5%で あ る。

情報分野別 にみ ると,も っとも多い ものが 「自然 化学 ・技術」で621(サ ー ビス数)で
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あ り,つ ぎに 「ビ ジネ ス 」 の557と い うこ とに な る。 官庁 統 計 は,ビ ジネ スの 一 部 を 構 成

して い る。

ま た,表 現 様 式 別 にみ る と,「 文 献情 報(要 旨主 体)」908(サ ー ビス数),「 文 献 情

報(全 文 情 報)」338,「 数 値 情 報 」239と い う状 況 で あ る。官 庁統 計 は 「数 値 情 報 」 に

入 る。

なお,日 本 市 場 の 大 き さ は,米 国 の約1/5,欧 州諸 国 の約1/3で あ る。

2.デ ー タベ ース事 業 にお ける官庁統計 の必要性

デー タベー ス事業者 が官庁統計の磁気 テープによ る提供 を望ん だ理 由は,こ の分野 にデ

ー タベースの市場 があ ると予想 したか らである
。現に,米 国で は官庁統計を加工 したデ ー

タベースを扱 う業者 は数百 社 も存在 し,そ の売上高はデータベース市場全体の1/4に も

達 す るとい う報告 もあ った。

このために 日本 で もデー タベース事業者 は,官 庁統計の磁気 テープの形態での民 間提供

と,そ の第三者へ の再販売 を認 めて ほ しいということを求あ た。前者 につ いて はすで に部

分的 には実施 され ていたが,そ の全面的 な公開を,ま た,後 者 にっ いて はその制度化 を期

待 したので ある。

もし,こ れが実現す る と,第1に,在 来お こな っていた冊 子体か らの入力 コス トを削減

で きることとな り,第2に,デ ータ加工の容易 さと柔軟 さを実現で きる,と 考えたか らで

あ る。

3.デ ー タベ ース事業 者の官庁統計 に対 する要望

(1)経 緯

デー タベー ス ・サー ビスを業 とす る民 間企業 は,現 在,100数10社 にのぼる もの と推 定

され ている。 この うち105社 が,日 本 デー タベ ース協会(当 初,デ ー タベ ース ・サー ビス

業連絡懇談 会)と い う任 意団体に属 している。

この協会 の 目的は,「 日本におけるデー タベ ース ・サ ー ビス産業の確立を 目指 し,会 の

諸活動を通 じて各会員 の事 業の発展 に寄与す ること」であ る。

この会 は55年 に,「 デー タベース ・サー ビス業振興のための提言書」(資 料1)と い う

ものを まとめ,関 係の官庁,報 道機関 などの理解 と協力を訴 え た。

この ときの提言の 内容 は,次 のよ うになる。
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① 通信 回線利用の 自由化

② 情報 の権利 の制度的保証

③ 官民の役割分担

④ データベース構築 にかかわ る公的支援

⑤ 官庁統計 の磁気 テープで の提供

これ らの課題の うち,第5項 の官庁統計 の磁気 テープによる提供 は官側の対 応が遅れた。

これ に対 して,会 は,そ の後,第2次 の提言,第3次 の提言,さ らには,統 計デ ータ ・セ

ンター構想 とい うものを提案 した。 これ らにっいて も,内 容 を資料1に 示す。

ただ し,こ の課題 は昭和62年 に至 り,情 報 産業議員連盟 ・デー タベ ース対策委員会等 の

支援 により一応の 目処がつ き,各 省庁 は公開の線で準備を は じめ るに至 っている。

また,海 外の官庁統計の民間への提供状況 につ いて は,資 料2に 示す。

(2)具 体的な要望

デ ータベース事業者が官 庁統計 の利 用について期 待 している ことは,さ まざまの点 にわ

た る。 これにつ いて,日 本デー タベ ース協 会では公機関デー タベース委員会 を設 け,意 見

の集約 にっ とめた。

まず,提 供手続 きなどに対す る意見 を集約 した ものを資料3に 示す。 これを要約 す ると

っ ぎのよ うにな る。

① 第三者提供の認可

② ク リア リングハ ウス情報 の提 供

③ デー タ様式の標準化

④ 提供の公平性

⑤ 適性な価格 による提供

⑥ 提供の迅速性

⑦ 官側提供窓 口(外 郭機関)の 機 能充実

⑧ 官民 の役割分担の明確化

つ ぎに,統 計 ファイルに対す る個別的 な要望を 資料4に 示す。

資料3～4を 通 じていえ ることは,こ れ らの要望 のなかには,実 態 に即 した もの もある

が,実 情 と異な る もの もあ る,と い うことであ る。 これ は専 門事業者 といえ ど も,官 庁統

計 の実情把握の ために十分な情報を入手 しに くいとい う状況を反映 している。
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4.提 供 にか かわる問題点

統計 資料の磁気 テープによる利用 にっいて は,こ れ まで も民 間事業者か ら公式,非 公式

に各官庁窓 口に折衝 して きた。 この折衝の過程で,官 側 か らは,公 開を実現す るために は

さまざまの困難の あることが伝え られてい る。 これ らの困難性 は ,公 開が原 則的に ヨシと

い うことにな った今 日にお いて も,か な らず しも消えて といないであろ う。 したが って,

公開を定着 させ るために は,今 後,こ れ らの問題を個々に解決す る必要が ある。

これ らの問題 が どんな ものであ ったか。以下,こ こで紹介 してお きたい。

① 制 度

もともと法律で,磁 気 テープによる提供が規定 されてい るわ けで はない。

② 予 算

法律にな いために,提 供を実施す るための予算がない。

③ 他 目的利用

磁気 テープによ る提 供 は,統 計 の他 目的使用 とな り,法 律 に違反す る。

④ 会計制度

提供の ための実 費を か りに受益者か ら徴収 して も,担 当部門の収入 にな らず に,大 蔵

省へ雑収入 と して吸 い取 られて しまう。

⑤ プ ライバ シー保護

秘 匿デ ータに対 す るプライバ シー保護 の扱 いが複雑で あ り,民 間には簡単 に提供 で き

ない。

⑥ 信頼性

磁気 テープ とい うメデ ィアで は信頼性の面で扱 いが面 倒 とな り,民 間の利用者 に誤解

を与え る ことがあ りうる。

⑦ 公平性

磁気 テープの提 供 は,結 果的に は特定の民 間業者を益す るのみであ り公平性 に背 く。

⑧ 不必要性

民間 にはすで に紙 の メデ ィアで情報を提 供 している。それで十分で あ り,そ れ以上の

利用能力 は民間 にはないはずであ る。

⑨ 実績

提供 せよ,と い うの は一部 の声にす ぎない。現実に提供を お こな った実績 はない。
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5.統 計デ ータ ・センター構想

統計データ ・セ ンター構想 は,日 本 デー タベース協会(当 時,デ ー タベ ース ・サー ビス

業連絡懇談会)が 昭和59年 に提 案 した もので あ る。 これは,統 計情報の磁気テ ープに よる

民 間への提供 のために,一 つの専門セ ンターを設置 してはど うか とい う構想であ った。 そ

の全文 は資料5に 示す。

この構想の骨子 は,こ こに現行方式(外 郭団体経 由)に 並行 して,新 しいルー トを設 け

るとい うものであ った。っ ま り,こ こに新 しいセ ンターを設立 し,提 供 フ ァイルの作 成を

集中処理 し,こ れによ って規模の経済 を確保 しよ うとい うものであ った。また,外 郭 団体

のな い省庁 につ いて は,こ こで その機能 を代行 させ るとい うものであ った。

この組織 は,公 共的性格 を もつ ことが望 ま しいが,当 面 は,官 庁の共同利用施設で も,

第三 セクターで も,ま た既存の非 営利 団体 によ る代行で もよい とされ た。

この構想 は,現 在 は提案 されたの ちにと くに検討 はされていない。事業者 のほ うは,現

在 では,と りあえず現行方式下での状況をみて,必 要 とあれば,あ らためて構想 を提示 し

たい という考え方である。

6.若 干 の私的意見

統計情報 の情報処理 につ いて まわ る もの は,プ ライバ シー保 護の問題で ある。 これが,

統計情報の柔軟 な利用を抑制す る大 きい条件 とな って いる。

現在 は,こ の条件 を統計情報 の処理 を官庁 内に とどあるとい うことによ り,保 持 して い

る。 これ はプ ライバ シー保 護を統計法 と公務員 の守秘義務 の傘の もとにお くためで あろ う。

しか し,プ ライバ シー保護 とい うもの は,本 来,官 であれば ヨイ,民 で あれ ばダ メ,と

い うもので はないはずであ る。プ ライバ シー保護の本義 に即すれば,個 人 のプ ライバ シー

保護 は政府機 関に対 して なさるべ き もの なので ある。

とすれば,プ ライバ シー保護 の原則 をゆ るがす ことはな らぬ と して も,そ の枠組み は,

現在 と異 なる視点 より見直 され るべ きであろ う。

資料1懇 談会が これ まで に発表 した4つ の提言

デー タベー ス ・サー ビス業振興の ための提言(昭 和55年5月)
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1.デ ータベ ース産業の確立 と発展の ため,次 の点を中心 に,広 範な基 盤整備が はか られ

ることが必要です。

① デ ータベ ース ・サ ー ビスにかかわる諸権利の明確化 とその保護

② 各種 の標準 化の促進

③ 通信 回線利用制度 の改善

2.デ ー タベースの構築 ・維持 にっいて,次 の点を中心 に強力 な助成が はか られ ることが

必要です。

① データベ ースの構築 ・維持への直接 の助成

② データベ ース関連技術開発の促進

③ イ ンフ ォメー シ ョン ・スペ シャリス トの育成

3.デ ータベ ースの流通 ・利用促進のため,次 の点を中心 に強力な振興策が はか られ る こ

とが必 要です。

① 政府保有 デ ータの適切 ・早急な公開

② 公機関 のデ ータベー ス利用機運 の醸成

③ ネ ッ トワー クの構築 と有効利用

④ 公共 ・民 間サー ビスの適切 な分担,協 力関係の樹立

⑤ データベ ースの ク リア リング機関の実現

データベ ース ・サ ー ビス業確立への第二次提言(昭 和56年8月)

1.各 種 デー タベ ースの早急 な構築

2.政 府保有 デ ータ公開の促進

3.公 機関取扱情報 の流 通体制の整備

(イ)情 報 の流通 に関 し,民 間デ ータベース ・サ ー ビス業者の創意 と工夫 を活用す る路を

検討す ること

(ロ)公 機関 と外国政府 または公機関 データベ ースとの間の いわ ゆる排他的情報流通契約

を避 け,上 記(イ)の 路 を必ず開 くこと

4.公 共団体等 につ いて も,前 項 と同様の流通体制の整備の実現

5.通 信 回線利用制限の完全撤廃

政府保有データ流通方式整備への提言(昭 和58年4月)
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民間で利用可能なデ ータベース ・リス トの作成提供

政府 および政府関係機関保有 デ ータベ ースの流通方式 の整備

特に利用 を希望す るデ ータベー ス

統計 デー タ以外の政府および政府関係機関保有情報 の流通体制 の整備

統計 データ ・セ ンター構想(抄)(昭 和59年7月)

◇ 目 的

コンピュータ可読型媒体 による官庁統計の一般利用者への提供 にっいて は,現 状 はか

な らず しも十分ではない。 この提供 を積極 的に推進す る ことは,情 報資源の有効利用の

点か らも重要 な課題 であ る。 ここで は,こ の流通組織 の整備 につ いて,ひ とつの考え方

を提案す る。

(中 略)

◇統計デー タ ・セ ンターの機能

① あ る統計 か ら,必 要 な部分を検 索 し,提 供す る。

② 各種 の統計 を,総 合的 に参照す る。(特 定統計の年度間の比較,あ る統 計 と他の統

計 の項 目間の比較,複 数統計 にわ たる条件検索 など。 ただ し処理 は利用者 が行 う。)

③ 提供 データの レベルに高度 の 自由度 を与 え る。(デ ータの レベ ルとは,地 域,業 種,

品 目,職 業 などの範 囲,あ るカテ ゴ リーの抽 出な ど,集 計単位 をい う。)

④ 統計 の追加(種 類,年 度)に 柔軟 に対 応で きる。

⑤ デー タの秘匿 に必要な処理を行 う。(秘 匿 もX表 示だけでな く,ラ ンク値 な ど も考

慮す る。)

⑥ 必要なデー タが どの フ ァイルにあるか,所 在情報の案内を行 う。

資 料2米 国 政 府 お よび 国 際 機 関 の デ ー タ ベ ー ス提 供 状 況

A.米 国 の例

米 国 で は,政 府 保 有 情 報 は国 家 機 密 や プ ラ イバ シー に抵 触 しな い限 り,"情 報 公 開 法"

(1966年 制 定)の 理 念 に基 き公 開 され,そ の 利 用 促 進 に も積 極 的 で あ る。

1)NTIS(NationalTechnicalInformationService)
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・商務省所管 の機関で,科 学技術情報の ク リア リング(照 会)サ ー ビスを中心 に行 って

いる。41カ テゴ リー,1,000を 超え るファイルを保持 し,こ れ らの情報 をオ ンライ ン,

磁気テ ープ等で提供 して いる(別 紙料金表参照)。

・民間のデ ィス トリビューターの機能
,有 用性 を認め,料 金面で も第2次 利用 の付加料

金を設定 せず,デ ー タの流通 ・利用増大 に重 きを置 いてい る。

・海外 の利用者へ の提供 料金 は,納 税者保護の観 点か ら国 内料 金の2倍 を設定 してい る。

2)BOC(BureauoftheCensus)商 務省国勢局

・国勢調査 をは じめ政府統計調査の ほとん どを扱 ってお り
,デ ータの収集 ・配布 を積極

的に行 って いる。

・統計デ ータの利用の ため国勢局の支所(12ヵ 所)
,州 のデ ータセ ンター ・支所(1,352

ヵ所)を 通 じてデ ータサー ビスを行 うほか民間業者 を通 じてのサー ビス も行 って いる。

上記1),2)の ほかに もNLM(国 立医学図書館)やACS(AmericanChemical

Society)のCASな ど,多 数 のデータベ ース ・サー ビスが行 われ米国のデ ータベー ス利

用度 は極あて高 い。

これ らの原因 と して は,必 要 な情報を政府が進んで出 して いるほか ,民 間機能を認 めっ

っ,適 正な価格で情報提供 を して いることが考え られ る。

B.国 際機関におけ る提供例

・国際機 関 はデー タベ ース構築および磁気媒体 によるデー タ提供 に積極 的で あ る
。 また,

収録 デー タは各国 の代表機関経 由の ものが多 く,デ ー タの信頼性 も高 い。

・利用 につ いて は,タ イ ムシェア リング業者 によ る第三者提供 を認めてお り,そ の利 用

料金(単 独利用料金 の4～5倍 程度)も 明示 している。

・データの利用契約,配 送 などの態勢が整 ってお り,そ の利用実績 は国内の政府統計 の

磁気テ ープ利用実績 を しの ぐもの もあ る。

・国連で はデー タベ ース利用のため ダイ レク トリーも刊 行 してい る
。
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デ ータフ ァイルの料金 は価格 コー

料金表 (カ ナ ダ,

ドの 形で 示

合衆 国,メ

して あ る。

キ シ コ)

NTl Sの 提供料金
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〈国際機関の主要統計提供例の一部 〉

発 表 年間利用料金(ド ル)
機関 統 計 名 媒 体

サ イ クル
一 般 TS業 者

InternationalFinancialStat三stics MT 月次

1

BalanceofPaymentsStatistics ノノ ノノ 1,500 7,000

M

DirectionofTradeStatistics 〃 ノノ 4本 と も

同一料 金 (同 左)
F

GovernmentFinanceStatistics 〃 〃

MainEconomicIndicators MT 月次 4,350 17,400

(FD)
0

QuaterlyNationalAccounts 〃 四半期 1,500 6,000
E

C EconomicOutlook ノノ 半年次 2,000 8,000

D

AnnualNationalAccounts MT 年次 1,000 4,000

上 記 を 含 め18Files 一般料金

の4倍

世界 WorldDebtTables MT 年次 56万 円 90万 円
銀行 (1.6倍)

資料3

61.ll.14.

官 庁 統 計 の磁 気 テ ー プ利 用 に 関 す る デ ー タベ ー ス業 者 の 要望(メ モ)

A社

① 磁気媒体 で提供 して ほ しい。(現 在,磁 気媒体で入手 してい るものは,生 産動態統計 ,

鉱工業指数,通 関統計 くらいである。)
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〔ほかに,(紙 ベースで入手 してい る統計 と して は),労 働力調 査,消 費者物 価指数,

家計調査,第 三次産業活動指数,毎 月勤労統計,一 般職業紹介統 計,法 人企業統計,対

内対外証 券投 資,財 政対民間収支,景 気動 向指数,国 民経済計算体系,建 設工事受注,

建築着工,国 際収支統計,マ ネーサプ ライ統計,各 種金利,主 要 金融機 関勘定 があ る。〕

② データ公表 日の迅速化を図 って ほ しい。

③ と くに支障のないか ぎり,第 三社提供 を認 めてほ しい。(現 在,第 三社提供を事実上

認 めているの は,通 産省保有 デー タ くらいであ る。)

④ デー タ発表 日の公表(米 国のよ うに,ま え もって公 表 してほ しい)。

⑤ デ ータ提供の公平化(マ ス コ ミに は提 供 して も,発 表 日に一般 には資料提供 され ない

ものがあ る。例,新SNA)。'

B社

① 入手方 法 と してMTま た はオ ンライ ンが よい。

C社

① どんな統計 を,ど んな形 で,い くらで,ど こで買え るか。その案内情報が ほ しい。

② どの統計 デー タが,自 分のかかえて いる問題解決 に適切か。その案内情報が ほ しい。

D社

① 第三社提供を認め る結論 を早 急 にだ して ほ しい。

そのためには,自 己使用のばあ いに比 し,若 干 の価格差 もやむをえない。

② データにかんする付属情報(属 性 一系列名称,単 位,数 値状況 など)も,(必 要な も

の は コー ド化 した上 で)提 供 して ほ しい。

③ 現在,日 本貿易月表な ど大蔵省 所管統計,お よ び機械統計 月報 な ど通産 省所 管統計 を

MTで 購入 している。

E社

① 標準化 されたデー タ ・フォーマ ッ トで磁気テ ープ に入力 した ものが望 ま しい。 で きれ
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ば,国 際間で相互流通で きるよ うな フォーマ ッ トであ ることを希望す る
。

② ハ ー ドコピーの出版 と同時 に磁気 テープの形で も発表 され ることが望 ま しい。 データ

ベ ースと して は,デ ータの新鮮 さが必 要であ る
。

③ 当社 と して は,国 外 への情 報提供 とい う観点 に関心が あ り,と くに英文化 された統計

情報が入手 で きれば と思 う。

④ 現在,官 庁統計 は,必 要 のつ どハ ー ドコピーで購入 し,入 力 して いる。 なお,あ る官

庁 データベ ース(非 統計)に っ いて は,外 郭 団体 と業務提携 して ,海 外ヘオ ンライ ン ・

サ ー ビス して いる。

F社

① 通信 事業者の立場 と して,官 庁の データベース ・セ ンターへのオ ンライ ン接続がで き

るよ うに願 いたい。.これによ って,ネ ッ トワー ク ・サー ビスの提供 およびユ ーザ ーヘデ

一 夕ベ ー スを仲介 したい
。 このために,官 側の既存の提供 セ ンターの拡充,ま たは共 同

セ ンターの設置 を希望す る。

② 磁気 テープなどによる情報提供のばあいには,デ ィス トリビュー タの売上高 に リンク

(売上 高の何%)し た料金を購 入価格 と して支払 うよ うな方法 に してほ しい。

G社(利 用経験 な し)。

① 公開 につ いて は公平であ るよ うに願いたい。

② 原始 デ ータの ままで はな く,フ ァイル化 していること。 さ らに,フ ァイル ・フォーマ

ッ トなどが 明確 に ドキ ュメ ン ト化 している こと。

③ 低料金で利用 で きるよ う願 いたい。

④ 現 に稼働 して いるデータベ ース ・システ ムがあれば,民 間企業 に も流用 させて いただ

きたい。

H社

① 迅速性 を優先 させて ほ しい。

② デー タベー ス業者に は,そ れな りの配慮 を希望 したい。

③ 従来実施 されていた小地域別集計が廃止 され る事例 もあ るが,極 力 ,小 地域別集計結

果の公表を願 いたい。
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④ 中央集計は公表までに時間がかか りすぎる。

1社

① 統 計法 に定め るプ ライバ シーを侵害す る もの は要求 しない。

② 受益者負担 と して公平な条 件の下 で適正 な料 金を支払 う。

③ 情報処理 システ ムの官民接 続 イ ンタフェー スを実現す るために,ソ フ トウ ェア開発 に

は民間サイ ドか らも協力 した い。

④ つ ぎの ものにつ いて は,第 三者利用の弾力化を望みたい。

国勢調査地域 メッシュ統計,事 業所統計調査地域 メ ッシュ統計,消 費者物価指数,労

働 力調査,人 口動態調査,医 療施設調査,石 油等消費構造統計調査,生 産動 態統計 調査,

全国貨物純流動調 査,大 都市交通 セ ンサス。

⑤ つ ぎの ものについて は,磁 気テ ープ販売 および第三者利用 の弾 力化を望み たい。

国勢調査,事 業所統計,住 民基本台帳人口移 動報告,国 民所得統計調査,法 人企業統

計調査,学 校基本調査,毎 月勤労統計調査,建 築着工統計 調査,'建 築工事統計調査,地

方財政状 況調査,公 共施設状況調査。

⑥ つ ぎの ものについて は,オ ンライ ン販売 および第三者利用 の弾力化を望み たい。

就業構造基本調査,機 械受 注実績統計調査,法 人企業投 資動 向調査,消 費者団体基本

調査,医 療施設調査,医 師 ・歯科 医師 ・薬剤 師調査,薬 事工 業生産動態統計調査,商 業

動態統計調査,中 小企業経営調査。

⑦ つぎの ものにつ いて は,県 別 ・地域別だ けで はな く,全 国版 サマ リー ・フ ァイルの提 ,

供など,利 用面 を配慮 したサー ビスを追加 して ほ しい。

国勢調査地域 メ ッシュ統計,事 業所統計調査地域 メ ッシュ統計。

J社

① 所在の確認,内 容 の告知,入 手 の可否,手 続 き,窓 口,費 用,期 間,そ の他の条件な

どにつ いて,問 いあわせがで きるよ うに,窓 口の整備 および情報 の集約を願 いたい。

② 咄 して もよいが窓 口が ない」 とい う官 庁について は,既 存の外郭 団体 などで扱 え る

よ うに願 いたい。

③ 利用促進 に民 間の能 力を利用願 いたい。 た とえば,提 供可能 レベ ルや提供条件 などに

っいて,業 界に問題提起 していただ き,業 界 にサー ビスの品 目,市 場の大 きさなどにっ

一96一



いて企画案 を作成 させ ていただ きたい。

④ 外郭団体 の役割 を明確化 してほ しい。単な る窓 口であれば民間をよ り活用 していただ

きたい。官庁統計の普及 を企画実施す る機関であれば,そ のよ うに指導願 いたい。

⑤ 集計 ・公表 の時期を現在の1/3程 度 に短縮 してほ しい。

K社

① 第三者提供 の基準,範 囲,料 金を決めてほ しい。第三者提供が認 め られ るばあいで も

(現 状で は不可が大部分で はあ るが),各 省庁 の裁量 に幅が あ り,混 乱 があ る。

② 料金の建て方 も統一 されて いない。磁気テープを 自家用 に買 い切 るばあい も,第 三者

提供を前提 と して買 うばあ い も,差 がない。

第三者 提供のばあいの売上げ中よ り,当 該官庁 に支払 うべ き ロイヤ リテ ィにつ いて も,

支払基準 を決めてほ しい。

③ 米国政 府のサー ビス水準 を理解 してほ しい。その うえで,日 本の現状 の可 否を判断 し

て ほ しい。

L社

① 全省庁 について,ク リア リング ・サー ビスの早期実施 を願 いた い。

② サー ビス体系 につ いて明示 して ほ しい。第三 者利用の可 否。媒体(磁 気 テープ,フ ロ

ッピー ・デ ィス ク,オ ンライ ン,印 刷物)の 種 類。 コ ピー ・サ ー ビスの可否。料金体系。

③ 官民の役割分担の明確化。米国方式の導入など。

④ 現在 は,ほ とん ど印刷体で入手。
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資料4 〔主要統計調査への要望項 目〕 一 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス 業 連 絡 懇 談 会
,1983年7月 一

巨.フ.イ ル中欲 しい レ・一 ドLMTの内容 のイ メ　ジ
1項 目 ,集 計単位の レベル

3.MTの 提供 単位 4.提 供 機関 の窓 口,手 続 き等 5.提 供 価 格 等
6.MT提 供 を うけ るにあた っ

ての費 用負担
7.そ の 他

①冊子体の レベルで可 ①全 フ ァイル でよい 販売窓口について 実費が望ましい 原価+α(但 し冊子体の10倍 ①官庁は情報提供者の主導者た
冊子体のままでよいi

② 、レコー ド項 目,集 計単位 を次 ②選 別 したファイルが欲 しい ①政府刊行物センターで直接 ①MT作 成にかかる実費のみ 以下) る認識をもって情報活動に取
改善して欲 しい

①時系列(例:過 去10年)イ のように *フ ァイルの内容 を分割 して 販売 して欲 しい。 で提供 して欲 しい 。 ケ ー ス ・パ イ ・ケ ー ス(デ ー タ り組 み,よ りオーブンな姿勢

メージがベ ター。修正 も過去 *消 費地別消費擁 十。 適宜分割,必 要 な ファイル ② テープ作成,窓 口,手 続 き ②民間提供は実費ていどが好 の内容価値による) にな ることを願 う。

に さかのぼ って して くれれば *追 加電力 ・石炭 ・石 油 ・ガ を購入できることが望まし について統一した専門機関 ま しいがreasonableな 5万 円/月 以内 ②入手したデータを第三者へ提

ス ・原子 力 ・水 力も各 発電 いo を設置 して欲 しい。 価格であれば可。 その他 供する権利について特に規制
利用者 にとって メンテナ ンス

の手間がはぶける。 量,燃 料消費量,需 要先別 *ユ ーザが デ ータの範 囲(特 手続きを簡略化 して欲 しい 、実費以上 で もよい ①現段階で明記することは不 しないで欲 しい。(海 外 も含

②冊子体そ のままのイ メージの 電力消費料(9電 力管内及 定品 目,特 定月,特 定地域 ①手間はできるだけ簡単に。 ①実費以上でもよい力但 し冊 可能(使 用条件,フ ァイル む)

MTと 項 目ごとに時系列 デー び沖縄) など)を 選択できるのが望 ②契約は年契約 とし,MTは 子体 の10倍 以下。 内容等の諸要因により対応 ③ コー ド体系の標準化 が必要。

タを検索できるMTの2種 類 *大 分類,中 分類,小 分類 の ま しい。 自動的に配送されるように ②冊子体の頒布価格プラスM がかわる) ④MT記 録密度は1600BPl。

石油製品需給
が必要。 す べての データが欲 しい。 *時 系列 デ ー タは期別,年 別 して欲 しい。 T代 金程度を希望(産 業連 ②費用負担はMT価 格に含ま ⑤MTで な くても過去 のデー タ

動態調査
③k6,ナ,m3等,各 固有単位 *当 月分 のみでな く,当 月分 であれば尚可。特定品目, 関表など現在提供されてい れ るものとす る。その上 で を接続した刊行物が望 ましい。

以外に統一単位も付記された までの年度累計値も付記さ 特定月,特 定地域別であれ るMT価 格が一つの基準 前項5の 価格が基準 となる. (四半期単位,年 次単位,地

いo れたい。 ば尚可 。 な る)。 域別,収 入階層別に)。

④誰もが検索 プログラムを作れ ③ 原 データを次 のように ③その他 多様性のある料金制に ⑥オンライン再販を可能にして

るような標準形式であれば冊 *で きるだけ細か く。 *鉱 ユ業 生産統計,そ の他経 ①企業内利用と再販利用の価 欲 しい。

子体 とは異 な って よい。 *基 本的に は原 デー タで。 済関係統計と照合可能な形 格を当初から明示 して欲 し

⑤DB形 式 で。
が望 ま しい。 い。IMFやOECD統 計

は再販利用の場合,企 業内

利用の4倍 の料金を課して

い る 。

①冊子体のイ メージで良い。 θ レコー ド項 目としては, ①全 データ,全 ファイル 窓P ①提供必要経費程度 ①20万 円/回,月5万 円以内 商業統計についての要望

②時系列データ ①冊子体の全項目 ② ユ ーザが選択 で きること ①所轄官庁(通 産省)で の直 ②但 し,冊 子体の10倍 以下 ②現段階では,明 記不能。(使 ①調査実施から,結 果の公表

*項 目ごとに時系列検索可能な ②基本的 には,原 デー タ(個 ③地域別,業 種(あ るいは品目) 接販売 ③冊子体頒布価格にMT代 金程 用条件,内 容等により変わる) さらにMT化 までの期間を

MT 票) 別等の特定 ファイル ②政府刊行物販売所 ・民間の 度 短縮する。

*例 過去10年 間の調査分 ③大型小売店販売額シェア等 指定窓口 ④現在提供されているMT(産 ②量販店,CVS,外 食等に

③個票データ ④新業態(コ ンビニエ ソスス ③統一した専門機関の設置 業連関表等)価 格程度 おける新業態について,時

*DM等 に利用できる漢字MT トア,デ ィスカ ウンター等) (テ ープ作成,窓 口,手 続 ⑤企業内利用と再販利用の価格 系列データの整備を。

(通商産業調査会DMサ ーピ に迅速に対応した分類 き) を当初から明示する。 ③ コー ド体系 の標 準化

スのMTに よる提供) ⑤市区町村で公表 しているデ 手続き ⑥IMF,OECDで は,再 販 ④英文テープの作成

商業統計調査 *所 在地 産業細分類,取 扱品 一タが
,MTで は秘匿デ ー ④できるだけ簡単な手続 きが 利用は,企 業内利用の4倍 と その他

目の他,売 場面積,従 業員数, タにな るケ ースがあ る。 こ 望ま しい。(許 認可無 しで) 決 ってい る。価格が高 くなる ⑤入手 したデ ータの第3者 へ

年間商品販売額等秘匿すぺき の ようなデ ータは 収録 し
一

⑤購入申込みから,MTの 入 場合,貸 出 し制度を望む。 提供する権利にっいて,制

データは ラン ク値 てほ しい。 手までの期間を短かく。 眠しないこと(海外も含む)

*コ ー ド及び数値のみ のカー ド (・)集計 単位 としては,
⑥官庁は,情 報供給者の主導

イ メージで ①町丁目別,調 査区別等の小 者であるとの認識をもち,

地域のもの より提供にオーブ ンな姿勢

②商圏別集計(商 店街,駅 周 にな ることを願 う。

辺)

③市 ・県単位
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商業動態統計

調査

工業実態

基本調査

工業統計調査

特定サービス

業実態調査

LMTの 内容の イメージ

①冊子体

②時系列イメージ(過 去10年

間程度)

③集計前の原データ(原 票)

①冊子体のまNで 可

②使い易い形式で

③時系列でほしい

項目ごとに

過去(10年)の データ修

正済のもので

①冊子体のま入で可

②使い易い形式を希望

③時系列で

④個票希望

⑤メッシュ情報

⑥産業連関表の項目体系に組み

替える

⑦出荷データの品目別配列

①冊子体のイメージ(固定長形

式の順編成ファイル)

②項目毎に時系列 データのMT

が望ましい

2.フ ァイル中欲 しい レコー ド

項目,集 計単位の レベル

(・Oレコー ド項 目として}L

①全 項 目

② スーパ ーマーケ ッ ト(大 型

店)の 市区町村 別集計

(ロ)集計単位

① スーパーマーケ ッ ト(大 型

店)の 市区町村 別集計

②基本的 には原デ ータ(個 票

③ マクロな単位(国,県)で}

民間では利用で きない

①冊子体 レベル

②原データ,全 レコード

③できるだけ細か く

*売 上規模別集計

*市 区町村別集計

① 冊子体 レベルで可

② 出来 るだけ細かい レベル希望

特 に希望 する項 目(例)

*産 業編のみでな く品 目編 ,

用工用水編,市 町村編 も

*市 町 村別,産 業細分 類集計

フ ァイル

*製 造品 出荷額 規模 別集計 フ

ァイル

*従 業員数,出 荷額,付 加 価

願

*工 場名,郵 便番 号,住 所 ,

住所 コー ド,業 種,業 種 コ

ー ド
,品 目 コー ド,従 業員

規模等 ……

②市区別単位1600BPI

3.MTの 提 供単位

①全 デ ータ,全 ファイル

② ファイル内容 をグル ープ化 し

て,適 宜分割購入 で きるこ と

③年別,季 別,月 別,特 定業種

別の特定 フ ァイル

① 全 フ ァイル

② 分割,選 分 フ ァイル

③ 特に希 望 フ ァイル

*特 定品 目,特 定地域の選択

サ ービス

*類 別,年 別の時系列 データ

*特 定 品 目,特 定月,特 定地

域別

①全ファイルで可

②選別ファイル

③特に希望ファイル

*家計消費材/企 業消費材/

耐久材/消 費材/中 間材/

建設材等の分類毎の ファイ

ノレ

①全 データ

4.提 供機 関の窓 口,手 続 き等

㈲窓口

①所轄官庁(通 産省)で の直

接販売

②政府刊行物販売所

③統一した専門機関の設置

(テ ープ作成,窓 口,手

←)手続き

①できるだけ簡単な手続きが

望ましい

ω提供方法

①年間契約とし,MTが 自動

的に配信されるシステム

〔窓 口〕

①官庁直接販売

② 一本化専門機関

③政府刊行物販売所

〔手続き〕

①許認可の手続きな く,自由

②簡単な手続き

〔条 件〕

①年契約

②自動的配送

〔提供窓口〕

①当該官庁(通 産省)

②一本化

③政府刊行物販売所

④民間り窓口指定

〔手続き〕

①許認可等の手続 きな く自由

②簡単な手続きで

①窓口の一本化が望ましい(専

門機関)

5.提 供 価 格 等

①提供するに必要な直接経費程

度

②冊子体の頒布価格プラスMT

蹴

③現在程供されているMT代

(産業連関表等)程 度

④企業内利用と再販売利用の価

格を当初から明示する。

⑤提供価格がかな り高くなるな

ら,貸 出し制度を。

①MT作 成の実費程度

②利用 し易い適正価格(例 えば

原価+α)

③冊子体価格+実 費

④現行程度(産 業連関表MTを

基準にした価格)

⑤その他(企 業内利用と再販利

用の価格明示)

①実費,直 接経費程度

②適正価格 〔例えば原価+α

(冊 子体の10倍 以下)

公的機関であること,利 用 し

易い価格であること〕

③冊子体価格+MT代 金

④現行程度(産 業連関表MTの

現行価格を基準にした価格)

⑤その他:企 業内利用価格と再

販利用価格を当初から明示 し

てほしい

①直接経費程度の価格

6.MT提 供 を うけ るに あた っ
ての費用負担

①月5万 円又は5万 円/回

②現段階では,明 示不能(使 用

条件,内 容等により変わる)

① データ内容により判断

②負担条件

*5万 円/回or月

*原 価+α(冊 子体の10倍

以下)

*MT価 格に含めて

*提 供価格程度

① ケース ・パ イ ・ケースに よる

② 負担 限度

*20万 門/回

*5万 円/月

*原 価+α(損 し冊子体 の

10倍 以下)

*MT価 格に含む

*冊 子体か ら再 インプ ットの

コス トを上廻 らな い

①5万 円/1フ ァイル

7.そ の 他

①入手 したデータの第3者 へ提

供する権利 について,制 限 し

ない こと

②官庁は,情 報供給者の主導者

であるとの認識 をもち,よ り

提供 にオープ ンな姿勢になる

こ とを願 う

③ コー ド体系の標準化必要

④MTの 記録密度は,1600BPI

①官庁への要望

*よ り主導的に,よ りオープ

ンな姿勢を望む

② コード体系の標準化

③MT記 録密度は1600BPI

④ テープの貸出制度

⑤第三者へ提供する権利を規制

しないで欲 しい

①官庁への要望

*よ り主導 的に,よ りオ ーブ

ンな姿勢 を望む

*産 業分類が実情に合 ってい

るかチェ ックを希 望(IC

産業,パ ソコン,VTRな

ど)

②英文テープの作成

③ コード体系の標準化

④MT記 録密度は1600BPI

⑤テープの貸出制度

⑥第三者へ提供する権利を規制

しないで欲 しい

① データの再 販売権を規制 しな

し・
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1.MTめ 内容の イメージ
2.フ ァイル中欲 しい レコー ド

項 目,集 計単 位の レベ ル
3.MTの 提 供単位 4.提 供機関 の窓 口.手 続 き等 5,提 供 価 格 等

6,MT提 供 を うけ るにあた っ
ての費用負担

7.そ の 他

①冊子体 のイメージでよい ①出身地別人口移動(町 丁別集 ①全ファイル(都 道府県単位) ①各省庁機関を合わせ,窓 口, ①提供に要する直接経費程度に ①明示できない(使 用条付,フ ①MTの 公表時期を早くしてほ
、

②項目ごとに時系列データが検 計) でよい 手続 きを一本化してほしい 安 くしてほ しい アイルの内容 な どに より対応 しい

索で きるMTも ほ しい ② 市区町村 メッシュをで きるだ ② 県単位 と同 じフォームの全国 ②許認可の手続きをな くし,当 ② リズナブルで,利 用 しやすい が変わ る) ②英文テープを作成してほしい

③秘匿処理されていても構わぬ け細項目で 集計がほ しい 該官庁で直販 してほしい 価格をのぞむ ②実費負担 ③M↑ の記録密度は1600B

ので,出 来 るだけ細か いク ロ ③従 業地ベ ースの メッシ ュデ ー ③ ファイルの内容を適宜分割, ③民間の窓口を指定 してほしい
1

③冊子体の頒布価格プラスMT ③MTな らば価格に添加。任意 PIで

スのとれるものを望む タ グル ーピイグ して利用で きる ④総理府統計局または統計協会 代金程度 の情報提供 なら実費負担の原 ④提供価格が高 くなる場合は,

④集計前の原 データを コー ド及 ④県を単位とした年齢別,就 業, 選択 サ ービスも望む で提供してほしい ④産業連関表など,現 在提供さ 則でよい 貸出制度を望む

び 数値 のみの コー ドイ メージ 産業別,世 帯類型別の各人 ロ ④時系列データがあればなおよ ⑤必要な情報を任意に検索でき れているMT価 格がひとつの ④(現 在の)提 供価格程度がの ⑤ オ ンライ ン再販 を可能 にして

で の時系列デ ータ い る システムを作 ってほ しい 基準になる ぞ ま しい ほ しい'

国 勢 調 査 ⑤小地域区分での集計(町 丁目 ⑥政府刊行物販売所で随時買え ⑤再販利用の価格を明示 してほ ⑤冊子から入力するのと同じ程 ⑥再販利用を規制 しないでほし

または調査区)調 査区の場合 る体制を しい 度の費用 な ら,ユ ーザ ーが均 し・

は地図の写 し ⑦購入手続 きの簡素化を望む ⑥県別ファイルの価格が高すぎ 等に負担すぺきだ ⑦マ イコン用のデ ィスケ ット販

⑥前回調査と比較した増減率 ⑧MTを 統計書並みに公開し, る ⑥1回50万 円以下 売を検討してほしい

(メ ッシ ュ単位 で) 利用目的に制限を加えないで ⑦1巻10万 円未満 ⑦1回30万 円 ⑥情報公開について,官 庁のオ

⑦市町村レベルで職業分類を ほ しい ◎1巻5～6万 円(必 要な もの
一プンな姿勢をのぞむ

(中分類) ⑨MTの 提供時期を早めてほし を選択 コピー してもらえれば,

い(冊 子と同時期に) もっと高くて も)

①現状のまS(現 提供の内容) w)レ コー ド項 目と して は, ①全 ファイル,全 デ ータ 窓 口 ①提供に要する直接経費程度 ①5万 円/月,5～10万 円 家計調査に対する要望

つ ま り,冊 子体のイ メージ

②月報を,年 報の項目内容 で提

①全項 目,で きるだけ細か ぐ

基本的 には,原 デ ータ(個

② ユ ーザが選択 で きること

③ フ ァイルをい くつかに区分 し

①現状(日 本統計協会)で 良

し'o

②冊子体価格 プラスMT代 程度

③現在提供されている価格程度

②現段階では,明 記不能(使 用

条件,内 容等により変わる)

① サンプル数の増 加(現 在の

8千 世帯では,デ ータの信

供する 票)レ ベルで。 具体的に あ て,そ れぞれを選択購入し得 ②所轄官庁(総 理府)で の直 ④現行の価格は,月 別購入が割 び よう性に疑問)

③個票 ベース(プ ライバシ ー項 げられた項目としては,収 ること 接販売。 高 とな って いるので,月 次単 ②デ ータを実質 ベースに直す

目については,な ん らかの処 録範囲を拡大する意味で 例)品 目ベース,用 途分類 べ ③政府刊行物販売所 位で低価格(5000円 凋:用 計算手順の明確化

理する) *都道府県所在都市別収入 一ス
,地 域 別等 ④民間の窓 口を指定 途 別 の み,フ ロ ッ ピ ー ベ ー ス ③一般世帯の収入の補足

④年報データの提供 と支出 ⑤各省庁,機 関統一の窓口の として)で 提供 されたい。 ④総理府の統計である消費者

⑤現在提供されている 「月次系 *品 目別購入数量,平 均値 齪 ⑤企業内利用と再販利用の価格 物価 とリンクしたデータが

列 テープ」 では,地 域区分, 格 手続 を当初から明示する。 欲 しい。(品 目ごとに対応

項目が荒いとい う指摘があるc *企業規模別収入と支出 ①出来 るだけ簡単な手続(許 させる)

⑥項目ごと時系列データ *家 族構成 認可無 し,刊 行物の購入と ⑤英文テープの作成

家 計 調 査 ⑦項目を自由に組替え利用でき

るようコー ド体系を付与するc

(ロ)集計単位

①集計不要(個 票レベル)

同等)

②購入申込みか らMTの 入手

⑥昭和55年 「品物分類変更1

の処理が容易に可能となる

②品目分類を市町村別,あ る までのタ イム ラグを極力少 よ うな工夫が望 ましい。

いは,都 市別集計で な く。 (時系列比較が可能なよう

提供方法について も, に)

①契約を年間契約として,月

次テープが自動的に配送さ

れ る ように。

再販の禁止につ いて,

①ONLINE再 販を可能に

して欲 しい。

②再販を禁止しているが,こ

れの解除。
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1.MTの 内容の イメージ
2.フ ァイ ル中欲 しい レコー ド

項 目,集 計単 位の レベル 3.MTの 提供 単位 4.提 供機関 の窓 口,手 続 き等 5.提 供 価 格 等
6.MT提 供 を うけ るにあた っ

ての費用負担
7.そ の 他

冊子体のままでよい ①冊子体のレベルで可 ① 全 フ ァイル で もよい 販売窓口について 実費負担.実費が望 ま しい ①官庁は情報提供者の主導著た
改善 して欲 しい ② レコード項 目 集計単位を次 ②選別 した ファイル が欲 しい ①当該官庁で直接販売 し,か ①MT作 成にかかる実費のみ 原価+α(但 し冊子体の10倍 る認識をもって情報活動に取
①時系列(例:過 去10年) のように *都 道府県別に つ,許 認可等の手続きなし で提供 して欲 しい。 以下) り組み,よ りオープンな姿勢

イメージが ベタ ー。修正 も 一地域 別に 一 *希 望に応 じて選択できるの に購入 できる ように して欲 ②民間提供は実費ていどが好 ケ ース ・パ イ ・ケ ー ス(デ ー タ に なることを願 う。
過去 にさかのぼって して く *地 域別 デ ー タが欲 しい。 が望 ましい。 しい 。 ましいがreasonableな の内容価値による) ②入手 したデータを第三者へ提
れれぽ利用者に とって メン *都 道府県別集計にして欲 し *フ ァイルの内容を分割 して ②各省庁機関を合せ,窓 口を 価格であれば可。 5万 円/年 供する権利について特に規制
テナ ンスの手間がはぶ け 石 いo 適 宜分割,必 要な フ ァイル 一本化 して欲 しい

。

、

実費以上でもよい 5万円/月 以内 しないで欲 しい。(海 外 も含
②冊子体その ままのイ メージ *用 途分類 のうち基本的な も を購入できることが望まし ③政府刊行物センターで直接 ①実費以上でもよいが但 し冊 その他 む)

のMTと 項 目ごとに時 系列 の,品 目分類,貯 蓄 ・負債 いo 販売 して欲 しい。 子体の10倍 以下。 ①現段階で明記することは不 ③ コー ド体系の標準化が必要 。
データを検索 できるMTの の各項,耐 久財の各項につ *ユ ーザ が データの範囲(特 ④ チーフ作 成,窓 口,手 続 き ②冊子体の頒布価格プラスM 可能(使 用条件,フ ァイル ④MT記 録密度は1600BP[。
2種 類が必要 。 いて都道府 県別,さ らに市 定 品 目,特 定月,特 定地域 について統一した専門機関 T代 金程度を希望。産業連 内容等の諸要因により対応 ⑤MTで な くても過去 のデータ

消費動向調査 ③集計前の原 データを コー ド 町村単位であればなお よし、 など)を 選択できるのが望 を設置 して欲 しい。 関表など現在提供されてい がかわる) を接続 した刊行物が望ましい。
及び数値 のみ の カー ドイ メ *大 分類,中 分類,小 分類 の ま しい。 手続きを簡略化して欲しい るMT価 格が一つの基準と ②費用負担はMT価 格に含ま (四半期単位,年 次単位,地
一ジ で

。 すべ てのデ ータが欲 しい 。 *時 系列 デ ータは期別,年 別 ①手続 きはできるだけ簡単に。 なる。 れ るもの とす る。その上で 域別,収 入階層別に)。
④誰 もが検索プログラムを作 ③原 データを次 のよ うに であれば尚可。 ②契約は年契約 とし,MTは 多様性のある料金制に 前項5の 価格が基準となる、⑥ オ ンライ ン再販を可能 に して.
れるような標準形式であれ *で きるだ け細 か く。 自動的に配送 されるように ①企業内利用と再販利用の価 欲 しい。
ば冊子体 とは異 な って よしb *基 本的には原 データで 。 して欲 しい。 格を当初から明示 して欲 し

*調 査表の全部を収録 してほ 販売方式について い 。IMFやOECD統 計

し い 。 ①近時,速 報 ベ ースの消費動 は再販禾lj用の場合企業内利
*集 計不要 。 向調査(冊 子体)が 貸出形 用の4倍 の料金を課 してい

式となったが,提 供MTに る 。

ついては有料 でもいいか ら

売 り切 り方式 と して欲 しい。

①冊子体と同じ。 ① レコー ド項 目は,現 在冊子体 ①基本的に全 ファイル ①窓 口については,で きるだけ ①MT作 成に要する実費ないし
② 冊子体と同 じイメージの もの で提供している最 も細 か い 便利 な方 法がよい。(例 えば, は,そ れに少額の手数料を上

と,別 にデータの中身が検索 単位まで供給され 利用者の 政府 刊行物 サ ービス ・センタ 乗せした額で頒布されること
できるような形のMTを も提 ニーズに応 じて組み合 せや集 一など) がのぞまいb

供 してほ しい。 計 して使える ことが のぞま し ②政府統計 データベースMTの ②企業内利用と,再 販利用の場
③ また過去に遡 っての データ修 いo 専門頒布機関を設けてほしい。 合で異なった価格設定をする

景気動向調査
正があった場合これがMT上 べ きである。

に直ちに反映されるよう時系
③もし提供価格があまり高 くな

列(例 過去10年)で の提供 るときは,貸 出制度 も検討さ

④またMTで な く,集 計 前の原1 れた い。

データを‥ ド'イ ・⇒ で・1 ④第3者 への再販が可能になる

1 よ う考慮 してほ しい。



1.MTの 内容の イメージ
2・窟 羅 楊:㍍ ド ・・MTの 提供単位 4提 供機関の窓 口,手 続 き等5.提 供 価 格 等

6・磯 路鶴 ける筋 たっ ・… 他
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貿 易 統 計

①冊子体の イメージ ① 基本的に原 デ ータの ま 入で よ

いo

②分類単位 につい ての希望

*税 関別 ・港別,大 陸別

*品 目別 ファイル(品 目番 号

号 の2桁 レベル)で の ファ

イルを作成 してほ しい(例,

化学,繊 維,食 品,機 械編

等)

*速 報性 を重視 した粗い分類

での ファイル,例 えば,

「外国貿易概況」 ベースの

集計 フ ァイルがほ しい。

*新 旧品 目分類の リンク,時

系列整理が で きる ような品

目別フ ァイルがほ しい。

③集計 項 目につ いての希望

*商 品構成の変化を反映す る

こと,例 えば 「その他」 の

中に入 っている急成 長商 品

を独立 させ るなど。

①全 フ ァイルで よい。 しか し利

用者がデータの範囲を選択 で

きる方 式の方が よ り望 ましし

①テープ作成 窓口,手 続きに ①民間提供はマシン費用又媒体

っいて統一的な専門機関を作 実費程度が望ましいが,

ってほ しい。(貿 易統計につreasonableな 価格であれ

いては,現 在大蔵省関税局輸 ば よい。

出課が窓 口)② 原価+α(但 し冊子体の10

②民間の窓 口を指定 してほ しい 倍以下)

③政府刊行物販売所 ③冊子体の頒布価格プラスMT

④出来るだけ簡単な手続きにし 代金程度

てほしい。又契約は年契約と ④企業内利用と再販利用の価格

し,.M/Tは 自動的tC配送さ を当初から明示してほしい。

れるようにしてほしい。IMFやOECD統 計は,再

⑤提供時期を早めてほしい。現 販利用の場合には,企 業内利

在翌々月の5～7日 であるが,用 の4倍 ときめている。

翌月の下旬確報発表時に提供 ⑤1/O表 など現在提供 されて

できるようにしてほしい。 いるM/T価 格がひとつの基

準となる。

① 冊子体のイ メー ジ

② 時系列(ex・ 過去10年)

イメー ジが よい。

① 集計項 目についての希望

*地 域区分を もう少 し詳 し く

して ほしい。例 えば 現在の

県 ・市 レベルでなく,市 町

村別

①全 フ ァイルで よい。利用者が

項目を自由に組み替え られ る

ような ファイルに してほ しい。

② 速報デ ータにつ いてはMTに

よる利用価値は少 ない。

①テープf乍成 窓口,手 続きに

ついて統一した専門機関を設

置してほしい。

②当該官庁で直接販売 し,か つ

許認可な どの手続きなしに購

① 貿易統 計等他の ファイルに同

じ。

②提 供価格がかな り高 くな る場

合には,貸 出制度が あってよ

いe

*年計,年 度計の時系列 入でき るように してほ しい。 ③データを第3者 に提供する権

建築着工統計 *メ ッシ ュ単 位(1㎞ メ ッシ 利につい ては,特 に規制 しな

調査 ユ)の 着工統 計

*マ ンシ ョンに相当す る項 目

いでほ しい(海 外を もふ くめ

て)。

による集計

*規 模別,用 途別集計を最低

の集計単位まで下してほし

しb

①冊子体のイメージ(固 定長形 ①市区町村単位の 「出生」 「死 ①全ファイル(月 別提供も可で ①窓口の一本化(専 門機関)が ①直接経費程度 の価格 ①10万 円/年 ①1600BPI

人口動態調査 式の順編成 フ ァイル) 亡」 「婚姻」[離 婚」 あればなお望ましい) 望 ま しい

(1600BPI)
1 1 1

`



LMTの 内容 のイメージ 2.フ ァイル中欲 しい レコー ド

項 目,集 計単位 の レベル
3.MTの 提供単位 4提 供機関の窓口,手 続き等 5.提 供 価 格 等 6.MT提 供 を うけ るに あた っ

ての費用負担

1
7,そ の 他

学校基本調査

①冊子体の イメージで よい

②項 目ごとに時系列 データ(例

えば10年)が 検索で きるM

Tも ほ しい

③過去に遡 ってデ ータが修 正さ

れた場合,修 正の施 され たM

Tの 提供 を

①大,中,小 分類のすべてのデ
ータ

②進学率

③基本的には原データのままで

よい

④地域分類は市町村レベルまで.

ほしい

①全 ファイルで よい

② ファイルを グルー ピング して,

必要 な ファイルを購入 できる

ように してほ しい

③時 系列 デ ータは類別,年 別で

あれぽ なおよい

④特 定品目,特 定月,特 定地域

①許認可の手続きをなくし,当

該官庁で直販してほしい

②民間の窓口を指定 してほしい

③ テープの作成,販 売窓口,購

入手続きについて統一された

専門機関の設立を

④政府刊行物販売所で随時,買

①提供に要する直接経費程度に

安 くしてほしい

②冊子体の頒布価格プラスMT

代金程度

③産業連関表など,現 在提供さ

れているMT価 格がひとつの

基準になる

①現段階では回答できない(使

用条件,フ ァイルの内容など

により対応が変わる)

②ある程度の負担はやむを得な

し・

③実費負担

④年5万 円

①英文テープの作成をのぞむ

②MT記 録密度は1600BP

Iで

③提供価格が高 くなる場合は,

貸出制度をのぞむ

④再販の権利を規制 しないで

ほしい(海外 も含む)
別であればなおよい える体制を ④ リズナ ブルで.利 用 しやすい ⑤月5万 円以内 ⑤ コー ド体系の標準i化が必要

⑤MT購 入は年契約とし,自 動 価格をのぞむ ⑥情報公開について,官 庁の
的に配送 してほしい ⑤企業内利用と再販利用の価格 オ ーブ ンな姿勢をのぞむ

⑥必要な項目を従量制料金でオ を当初から明示してほ しい
ンライ ン検索 で きる体制を (IMF,OECD統 計 では

'

⑦購入手続きの簡素化をのぞむ 再販は4倍)
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資料5昭 和59年7月

デ ータベ ース ・サ ー ビス業連絡懇談会

統計 デー タ ・セ ンター構想

1.目 的

コ ンピュー タ可読型媒体 による官庁 統計の一般利 用者への提供 については,現 状 はかな

らず しも十 分ではない。 この提供を積極的 に推進す る ことは,情 報資源の有効利 用の点か

らも重要な課題である。 ここで は,こ の流通組織の整備 にっ いて,ひ とつの考え方を提案

す る。 ここで,

① 官庁統計 とは,

1)現 に,冊 子体 またはその他の媒体で民間 に公表 されてい る ものを指 す。

n)た だ し,可 能 な らば集計 の中間フ ァイルにつ いて も含む。

② 一般利用者 とは,民 間の ほか,他 省 庁,自 治 体,大 学を含む。

③ コ ンピュータ可読型媒体 とは,磁 気テ ープ,磁 気デ ィス クな どを指す。

2.本 案 の骨子

1)現 行方式

現在,統 計デー タの処理過程 はつ ぎのよ うにな って いる。

データ収集→集計 ファイル作成→提供 ファイル作成→提供

ここで,集 計 フ ァイル とは集計段 階の最終 フ ァイルを指 し,提 供 フ ァイル とは結果表 イ

メージのフ ァイルを指す。(こ の両者 は一致す るば あい と,そ うで ないばあい とがあ る。)

この業務 は集計 フ ァイル作成 まで は各省庁,そ のあ とは外郭団体が実施 してい る。

現行方式 の問題点 は,

① 官庁側 に,提 供 フ ァイルを作成 し,保 管 し,提 供す るための予算の手 当が ない こ

とが多 く,し たが って,民 間へ の ファイル提供 は,種 類 がか ぎられて いる。

② 外郭団体が利用者 に提供す る フ ァイルは,

1)標 準型 ファイルのみに限 られ,

H)提 供 ファイルの利用 には一 定の制限があ り,

皿)し か も,そ の利用にはかな りの技術 と費用 とを要す る。

③ 外郭 団体のない省庁 もあ り,こ のばあいに は,民 間の利用 は不可能 であ る。
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④ ① ～② の理 由によ り,フ ァイルを利用す るばあいには,最 終 利用者が,個 別 ジ ョ

ブ ごとにすべての費用 を負担す る こととな り,コ ス トが割 高 とな る。 したが って,

フ ァイルの利用頻度 は低 い状態 にとどまる。

2)望 ま しい方式

望 ま しい方式 とは,提 供 フ ァイルの作成 と提供の段 階で ,現 行方式を さ らに柔軟 にす る

ことであ る。 このために は,・

①'こ の部分 をで きるだけ共 同化,集 中化 して処理 し,規 模 の効果 に よって経 済性 を

確保で きるよ うにす る。

② 提供 フ ァイルを多様化す るか,ま たはそれが可能 な形式で提供す る必要が ある。

このためには,提 供 フ ァイル はで きうれば集計段 階の中間 フ ァイ ルで ある ことが望

ま しい。

3)統 計 データ ・セ ンターの設置

この よ うな処理 をお こない,か っ このよ うな ファイルを提供す る組織 を
,こ こで は 「統

計デ ータ ・セ ンター」 と呼ぶ。 この組織 はっぎの ような性格 と役割を もっ もの とす る。

① 提供 ファイル作成 の過程(3項 参照)を 集中 して処理す る。ただ し,こ の業務を

すで に外郭団体が実施 しているばあ いには,そ の団体の機能増 強を支援 す る形 とす

る。

② 外郭団体のな い省庁のばあ いには,そ の役割を代行す る。

③ この組織 は公共 的性格 を もっ ことが望 ま しい。 したが って,官 庁の共同利用施設

で も,第 三 セ クターによ る機関で もよい。 当面 は既存の非 営利 団体に委託 して もよ

い。

④ 最終利用者の個別要求 に基づ くデ ータベ ース利用は,デ ータベ ース業者が 自己の

負担 で,自 由に競 争 して行 うもの とする。

⑤ 本組織 の利用者 には,民 間の専 門業者,最 終利用者,大 学 の研究者 ,他 省庁の利

用者 を含む。

⑥ 本組織の開発 にかん して は,公 的な資金の支援を仰 ぐ。運用 にかん しては,独 立

採算 とす る。

本 開発 に必要 な予算 は,概 算 つ ぎのとお りである。

事前調査2,000万 円(10ヵ 月)

ソフ トウ ェア開発3億 円(2年,90人 月)
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3.統 計デー タ ・セ ンターの機能

① あ る統計 か ら,必 要 な部分を検索 し,提 供す る。

② 各種の統計 を,総 合的に参照す る。(特 定統計の年度間の比較,あ る統計 と他の

統計の項 目間の比 較,複 数統計 にわた る条件検索 など。 ただ し,処 理 は利用者が行

う。)

③ 提供 デー タの レベ ルに高度の 自由度を与え る。(デ ータの レベル とは,地 域・業

種,品 目,職 業 などの範囲,あ るカテ ゴ リーの抽 出な ど,集 計単 位をい う。)

④ 統計の追加(種 類,年 度)に 柔軟 に対応で きる。

⑤ デー タの秘匿 に必要な処理 を行 う。(秘 匿 もX表 示 だけで な く,ラ ンク値 など も

考慮 す る。)

⑥ 必要なデー タが どのフ ァイル にあるか,所 在情報の案内を行 う。

シ ス テ ム 概 念 図

競争領域

デ ー タベ ー ス ・

サ ー ビ ス 業 者

本提案の流通路

従来の流通路(存 続)

一106一



Vユ ーザーか らみた官公庁統計データベ ースについて

1.デ ー タベー ス産業 と利 用の現状

(1)デ ー タベ ース産業 の概要

日本 のデータベ ース産業 も1千 億 円を突破 して急激な成長を遂げつつあ るが,デ ー タベ

ース産業の先進国であ るアメ リカ と比較す るといろいろな点で劣
って いるところが多 い。

まず始め に日本のデ ータベ ース産業の現状 をアメ リカな どと対比 してみよ う。

1985年 の 日本 におけ るデ ータベ ースの流通数 は表1の 通 り,1 ,702本,前 年 に較べて37

%の 増加 とな っている。重複部 分を除いた実数では,1,289本 ,前 年比40%も の増加をみ

てい る。 アメ リカにおけるデー タベース産業の市場規模 は,日 本の約30倍,ヨ ーロ ッパで

も日本の3倍 の規模を持 って お り,日 本のデー タベ ース産業 は急成長を遂げてい るとはい

え,ま だ規模にお いて欧米並 にはな っていない ことを示 してい る。

表1日 本 にお けるデータベ ース数の推移

年 度 1982 1983 1984
1

1985

流 通 総 数

流 通 実 数

604

456

916

679

1,242

924

1,702

1,289

国 内 製% 26.8 23.1 21.5 21.8

出所:藤 井 邦 彦 「国 産 デ ー タベ ー スの現 状 と将 来 」,

情 報 管理Feb.1987,小 池 英 二 郎 「デ ー タベ ー

ス産 業最 前 線 」。

従来か ら繰 り返 し言われ ている ことは,日 本 にお ける国内比率が非常 に低 く,80%近 く

のデ ータベ ースが外 国製で あるとい うことであ り,こ の傾 向が改善 してい る兆候 はみ られ

ない。確 かにアメ リカの場合をみ ると,1983年 の調査で もア メ リカ製 のデータベ ースが ち
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ようど2/3を 占めてお り,こ の面で 日本の高 い外国依存度 と際だ った対照 をな して いる。

いま流通総数 について 日本国 内で作成 され た ものの比率を とると,1985年 度 において17.7

%と な ってお り,実 数 に較 べて も低 い水準 とな っている ことが分か る。 この ことは・ 日本

製のデ ータベースが小数の企業か らしか提供 されていない ことを示 して お り・輸入比率の

絶対的 な高 さとあわせてみ ると,日 本 のデータベー ス産業 がまだ需要 にマ ッチ した ものを

充分提供で きるだけの力 を持 って いない ことを示唆 して いよう。

例 えば,日 本 におけ るデー タベース業者 の内容 をみてみ ると,1985年 度 にお いて企業総

数135社 の内プ ロデューサ ーと して独立 して いるものの数 は21社 に しか過 ぎない。最 も多

いのはプ ロデューサーとデ ィス トリビュー ターを兼ねてい る場 合で,企 業数 に して49社 と

全体 の1/3を 占めている。 こう して,日 本 におけるプ ロデ ューサ ーの 自律性が まだ低い

ことが明 らかになる。 しか も独立 したプ ロデ ューサーが作成 しているデー タベ ース数 は40

に過 ぎず,平 均1社 当 り2本 とい う少な さで ある。確 か に後か ら触 れ るよ うに,デ ー タベ

ースの作成 には多 くの コス トが かか り,こ れがプ ロデ ューサーの数 と作成本数の少な さに

反映 してい ること も事実 であ るが,一 方 で上 に述 べたよ うに充分需要 に見合 った ものを提

供 して いない とみ る こと もで きる。

次 に,ア メ リカと日本の代表 的なデ ィス トリビューターを取 り上げて,そ れぞれが保有

してい るデー タベ ース数,デ ー タ蓄積 量の比 較を してみよ う。世界 的に も最 も利用度 の高

いとされてい るダイアログ社の場合 には,デ ータベ ースを200近 く有 し,件 数 では8,000

万件 を超えてい る。 デー タの提供期 間は原則 としてすべて初版か らとな ってお り,平 均15

年分 の蓄積が ある。S.D.C.やB.R.S.も100種 類近 くのデー タベースを持 ち,そ れ ぞれ3～

4,000万 件 もの蓄積量を誇 ってい る。 これ に対 して 日本の代 表的デー タベー スとされ るも

のは,デ ータベース数でせ いぜ い20種 類,蓄 積量で もアメ リカの半分か ら6分 の1と い う

状 況であ る。 こうして,マ クロ的にみて も,ミ クロ的にみて も日本 のデー タベース産業が

アメ リカに較べて いかに規模的に小 さ く,多 様性 に欠 けてい るかが理解 され る。

こうした背景には,ア メ リカにお いてはそ もそ も政府主導で国策 としてデ ータベ ース産

業の育成が進 め られた事 や,コ ンピューター,特 にパー ソナル コンピュー ターの普及 が 日

本 よ りはるかに進んで いた事があげ られ るが,加 えて 日本 にお ける通信事業の 自由化が近

年 にな ってよ うや く実施 され たばか りで あ り,オ ンライ ンサー ビスを中心 とす る この分野

の発展 はむ しろ今後 に期 待 され るとい う事情 もあ る。
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表2代 表 的デ ィス トリビューターの 日米比較

ダイ ア S.D.C. B.R.S. 日本科学 日本特許

機関名 ログ社 技術情報 情 報

セ ンター セ ンター

システム名 DIALOG ORBIT BRS JOIS PATOLIS

デ ー タ 150以 上 80以 上 78 17 7

べ ー ス数 (196) (81)

データ蓄積量 8,100万 件 4,000万 件 2,700万 件 1,500万 件 1,500万 件

(av.15年) (av.10年) (av.10年) (maxl1年) (av.18年)

注:デ ー タベ ース数 の()内 数値 は1984年,日 本情報通信協会資料 による。

資料:科 学技術庁 「企業 と情報活動」1983,日 本情 報通信協会 「欧米情報通信 シス

テム調査報告書 」

出所:名 和小太郎 「最新 データベ ース事情 」,小 池 英二郎 「デ ータベ ース産業最前

線」

デ ータベース産 業の持 つ特 徴の1つ に,「 マタイ効果 」 とい うのが あ る。 これは ,新 約

聖書 のマ タイ伝 中の言葉 に 「持 て る人は与え られていよいよ豊 な らん。 され ど,持 たぬ人

はその持 てる もの を もとらるべ し」 とある事か らきている もので,言 い換 えれ ばスケール

メ リッ トが働 くことを こう表現 している ものであ る。 デ ィス トリビュー ターか らみ る と,

売上がユ ーザ ーの検索回数 に比例 して増え るので,ユ ーザ ー数が多 いほど,利 用回数の多

い ほどよい。そのため には,ユ ーザ ーにとって魅力ある もの,つ まり網羅性の大 きい巨大

なデ ータベ ースに した いとい うことにな る。

一方,ユ ーザーに とってみれば,ネ ッ トワー クが広域 的に張 られ ていて,ど こか らで も

利 用で き,一 つの検索 システ ムで様 々なデータベ ースにア クセス出来れ ば最 も効 率的であ

ろ う。 また,プ ロデ ューサーか らみて も,自 分の作 ったデータベ ースを一般 のユーザーに

提供 したい と思 った場合,大 手 のデ ィス トリビュー ターに持 ち込 もうとす る。 この様 に し

て,デ ー タベ ース産業,特 にデ ィス トリビューター,で は次第 に特定の業者 にデータベ 一
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スが 集 中 して い く傾 向が あ る と いえ る。

ア メ リカ につ い て デ ー タベ ー スの ユ ー ザ ー数 を調 べ た もの に よ れ ば(IDPレ ポー ト),

1984年 末 に上 位30社 で100万 人 の大 台 を 突破 した の に対 し,1985年 時 点 で はわ ず か10社 で

これ を 達成 して い る とい う。 この様 な 状 況 にな った背 景 に は,市 場 全 体 の 急 速 な拡 大 とい

う要 素 もあ るが,基 本 的 に はデ ー タベ ー ス産 業 の集 中化 作 用 に よ る もの と思 わ れ る。

「モニ ター 」誌(1983年10月 号)は,247の デ ー タベ ー ス,15の ベ ンダ ー につ いて 売 上

の シ ェアを掲 載 して い る(名 和)。 デ ー タベ ー ス にっ い て み る と,上 位3シ ステ ム で44.3

%を 占あて い る。上 位3シ ス テ ム とい うの は,rLEXIS」(法 律),rMEDLINE」(医

学),「CAS」(化 学)で あ る。 一 方 ベ ン ダー につ いて み る と,上 位2社 で81.8%,上

位5社 で98.0%と 非常 に寡 占 的 な状 態 に な って い る ことが うか が わ れ る。 こ こで の5社 と

い うの は,ミ ー ド・デ ー タ ・セ ン トラル 社(rLEXIS」 の プ ロデ ュー サ ー),ダ イ ア ロ

グ ・イ ンフ ォ メー シ ョン ・サ ー ビス社(文 献 デ ー タベ ー スの デ ィス トリ ビュー ター),国

立 医学 図書 館(「MEDLINE」 の プ ロデ ュー サ ー),ビ ブ リオ グ ラ フ ィ ック ・リ トリーバ

ル ・サ ー ビス社(略 称B.R.S.,文 献 デ ー タベ ー ス の デ ィス ト リビュ ー タ ー),シ ステ ム ・

デ ベ ロ ップ メ ン ト社(略 称S.D.C.文 献 デ ー タベ ー スの デ ィス トリビ ュー ター),ニ ュ ー ヨ

ー ク ・タイ ム ズ社(新 聞記 事 デ ー タベ ー ス 「イ ンフ ォ メー シ ョン ・バ ン ク」 の プ ロデ ュー

サ ー)を さ して い る。

特 に ア メ リカに お いて は企 業 の吸 収 合 併 が 日常 的 に行 わ れ て お り,こ の ことが デ ー タベ

ー ス産 業 にお け る寡 占化 に拍 車 を か け て い る。例 え ば,デ ー タ リソー ス社 とイ ンタ ラ クテ

ィブ ・デ ー タ社 は,い ず れ も経 済産 業 統 計 分 野 で ベ ンチ ャー ビ ジネ ズ と して ス ター トして

い るが,前 者 は マ グ ロ ウ ヒル社 に,後 者 は チ ェー ス ・マ ンハ ッタ ン銀 行 に 買 収 され て い る。

この ほか,バ ロー ス社 が システ ム ・デベ ロ ップ メ ン ト社,テ ィ ッセ ン ・ボル ネ ミ ッサ は ビ

ブ リオ グラ フ ィ ック ・リ トリーバ ル ・サ ー ビス社 とプ レデ ィキ ャス ト社 を 傘 下 にお くな ど,

非 常 に合従 連 衡 が 激 しい。

日本 につ い て 日経 ニ ュ ー メデ ィ アが 調 べ た と こ ろ によ れ ば,1987年1月1日 時点 のユ ー

ザ ー パ ス ワ ー ド数 で 最 も多 いの はQUICK,日 経(含 む,日 経 テ レ コム,NEEDS-

IR/TS,DRI)が 第2位,以 下TKC,丸 善(DIALOGを 含 む),等 とな って

い る。上 位3位 まで の シ ェ ア は43%と な って お り,こ れ は3年 前 の58%に 較 べ る と集 中 度

が 低 下 した とみ る ことが 出来 る。 上 位5社 を と って み て もこ う した パ ター ンは 同 じで あ り,

日本 の場 合 は まだ デ ー タベ ー スが よ うや く本 格 化 し始 めた 段 階 で あ るた め ・ 新 規 参 入 が活
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発で ある ことに もよ って いるか も知れないが,現 在の状況ではアメ リカのよ うに集 中が進

行 して いるとい う証拠 はみ られないのは注 目され る。

表3 オ ンライ ンデ ィス トリビュー ター のパ ス ワー ド数

提供企業 システ ム名

パ ス ワー ド数

1985.1.1 1987.1.1

QUICK

日本経済新聞

TKC

丸 善

日本電気

日本科学技術

情報センター

紀 ノ国屋

日 経 テ レ コ ム

NEEDS-IR/TS,DRI

DIALOG

C&CMN

JOIS

DIALOG,INFOLINE

10,850

3,956

3,825

-

-

2,300

2,987

15,800

10,892

9,050

5,350

4,610

4,300

3,653

上位3社 計

上位5社 計

29社 計

18,631(58.1)

23,918(74.6)

32,071(100.0)

35,742(42.9)

45,702(54.8)

83,331(100.0)

資 料:「 デ ー タ ベ ー ス 白 書 」,1987。

(2)デ ー タベース産業 における官公庁の役割

政府部門が データベース産業の 中で果たす役割 を考え ると,ま ず第一 にプ ロデ ューサ ー

と しての位置付 けが あげ られ る。政府部門は政策的 な要請か ら,多 種 多様 な統計 を常時収

集整 理 して いる。 この蓄積を利用す ることは,新 たに統 計を作成収集 す ることよ りはるか

に コス ト安 であ り,こ れ までの成果をそのまま活用で きるとい う点で非常 にメ リッ トが大
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きい。政府資料が各国の データベ ースの中で どの程度 利用 されているかを,ア メ リカの情

報科学協会(ASIS)の 資料 によ ってみてみよ う。

表4国 別 ・政府 資料寄与率別 デ ータベース数

政府資料 米国 英国 フ ラ ンス 西独 カナダ 日本 その他 世界計

0% 130 9 23 15 15 一 12 204

1～5 38 33 7 1 4 1 9 93

6～10 18 25 1 5 一 一 7 56

11～20 16 3 6 2 5 1 9 42

21～50 30 3 1 5 4 一 6 49

51～100 71 5 2 6 38 3 14 139

不 明 76 9 58 11 9 11 16 190

合 計 379 87 98 45 75 16 73 773

政府資料 173 69 17 19 51 5 45 379

利用分

〃% 45.6 79.3 17.3 42.2 68.0 31.3 61.6 49.0

注:単 位 は 「個 数 」。

資料:小 池 「デ ー タベ ー ス産 業 最 前 線 」 に よ る。

これ は1982年 につ い て の 数 字 で若 干 古 い が,一 応 の 傾 向 は うか が え よ う。 収録 され て い

る デ ー タベ ー スの数 は,全 部 で773あ り,そ の 内 訳 は ア メ リカが379と ほぼ 半 数 を 占め,

フ ラ ンス98(13%),イ ギ リス87(11%),カ ナ ダ75(10%),西 ドイ ツ45(6%),日

本16(2%)の 順 とな って い る。 政 府 資料 を デ ー タベ ー スに利 用 して い る数 を み る とイ ギ

リスが69で79%も の 高 い 比 率 を示 し,つ いで カ ナ ダの51(68%),ア メ リカ の170(46

%)と 続 き,日 本 はわ ず か5(31%)に 過 ぎ な い。 これ を 特 許 を 除 い た ベ ー スで み る とイ
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ギ リス53%,ア メ リカ34%,西 ドイツ33%と なるが,日 本 はカナダ ・フラ ンスの後で よ う

や く6%に しか過 ぎない。さらに科学技術分野だけを抜 き出 してみ ると,世 界平均で35%が

政府資料を利用 して いるの に対 し日本 は6%の 低 い率に とどまっている ことが分 かる(小 池)。

この様 に,日 本の データベ ースに は政 府資料が余 りに利 用 され ていない とい う印象 を強

く受 けざるを得 ないのが実態であ る。従 来か ら日本においては多 くの政府 資料が,月 報 ・

年報 などの冊子体で提供 されて きた。 この面 に関 しては恐 らく世界的 に も進んだ情報の公

開が行われて きた もの と考え られ る。 しか しなが ら政府が収集 して いる多 くの資料 は膨大

なデ ータ数 か らな る もので,政 府 自身 内部 で コンピュー ター処理 によって フ ァイル作成を

行 ってい る もの も多 く,そ のよ うな資料が 直接ユーザーにオ ンライ ンで提供で きるよ うに

な ることは冊子体に基づ いてユーザー 自身が改めてフ ァイル作成を行 うのに較べて はるか

に効率 的で あ ることはまちがいない。 この ことが欧米 に較べて遅れの 目だつわが国のデ ー

、タベースの補 強強化 にっ なが ることは間違 いな く,国 際的 な整備の遅 れによる情報面 での

高い海外依存度 の引 き下 げに も貢献す ると期待 され る。

日本 にお ける政府保有の データベ ースの現状 にっ いて は総務 庁が1985年10月 にま とめた

調査があ る。 それ によれば,各 省庁が保有 す るフ ァイルの総数 は1,785と な ってお り,4

年前の1981年11月 時点の805に 較べて2.2倍 の増加ぶ りで,こ の間急速 にデー タベ ース化

が進んで いることを伺わせ る。 しか しなが らこれ らのふ あいす すべてがオ ープ ンな形で利

用で きるわ けで はない。 法令 ・内部規定等 により部外秘 とされ ているケースや,個 人の プ

ライバ シーに関わ るデー タであ る場合 のほか,未 公開 ・未公表 データがあ る,も と もと部

内デー タで あ る,等 の理 由で,実 際に提供可能な ファイル数 は554と 全体のわずか31%へ

と低下 して しま う。

さ らに この うちフ ァイルの形態 と して は利用可能であ って も,プ ライバ シーの保護,内

部的 な手続 き(例 え ばデー タ管理者の承認,法 令 に基づ く交付請求,等)な どの条件 を付

した上で利用可能 な もの は上表 にみ られ る通 り403と な る。 こう して民 間部 門が利用可 能

なフ ァイル数 は211で 全 フ ァイルの12%,提 供可能 フ ァイルの38%ど ま りとな って い るこ

とが分か る。

一方1984年 度のデ ータベ ース台帳によれば
,利 用で きる公的なデー タベ ースの数 は39件

に過 ぎず,こ れ と上記 の211と の間には非常 に大 きなギ ャ ップが存在す る。 これにっ いて

は様 々な理 由が考 え られ るが,1つ には商用化 して も採算が とれ ないことがあげ られ る。

他方で は,ユ ーザーのニ ーズに対応 した形で出すよ うにな っていないとの指摘 もあ る。確
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表5相 手別提供可能 ファイル数

他省庁 地方公共団体 民間等

提供可能ファイル

条件付きで可能

同上%

554

(403)

(73)

528

(386)

(73)

342

(211)

(62)

注:条 件付 きで提供可能 というのは,個 人 ・企業が識 別 しうる

データにつ いて ダ ミー化 ・サマ リー化 ・削除等の処理 を し

なけれ ばな らない もの,及 び内部規定等 に基づ きデー タ管

理者等 の承認が必要 とされ る ものを さす

出所:「 情報管理 」1987年2月 。

かに余 りに特殊す ぎる,な い しは政府部 内のみ に通用す るよ うな資料であ る,等 そ もそ も

商用 化 して も市場が ほとん どない とい う もの もあろ う。 しか しなが ら,ユ ーザ ー側か らも

入手の希望の強 い公的 データと して,住 民統計 ・通 産生産動 態統計 ・建築着工統計 ・法人

企業統計 ・国勢調査 ・事業所統計 ・商業統計 ・工業統計調 査,等 があげ られて いる ことは,

基本的 にユ ーザーサイ ドのニ ーズが ないので はな く,提 供の仕方 に問題が あ ることを示 唆

して いよ う。提供 され るデー タの分類が粗す ぎる,デ ータ自身の収集が項 目的に時代遅 れ

にな って いる,入 手す るための手続 きの意味が不明,等 細かな対応を うま くしていけば,

ユーザーの ニーズに もよ り的確 にあい,そ の ことが市場価値を持 たせ るよ うに働 く可能性

もないわけで はない と思われ る。特 に,未 公表 ・部 内デー タ等 の理 由で公開 され ないと言

うの は余 り説得力を持た ないといえよ う。その背景 と して,日 本 における統計 に対す る姿

勢の問題を指摘す る声 もある。つ ま り,日 本 において は政府の統計 は,特 定 の政策 目的以

外 には使用 してはいけない とされて いるのに対 して,例 えば アメ リカにおいて は,政 府の

持つ情報 は公開す るもの とい う原則が存在 してお り,こ れが両国 にお ける政府統計の利 用

度 の格差 の1っ にな ってい るとい うのであ る。 この議論 の正否 は別 に して も,よ り柔軟な

形 で政府統計が一般 に利用 され ることは国民経済 的にみて も情報 資源 の効率的利用 とい う

意味で望 ま しい もの と思われ る。
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この様 なプ ロデューサ ー としてばか りでな く,政 府 はデ ィス トリビューター としての役

割を も勤め られ る。その典型的な例 は,ア メ リカの商務省 である。 アメ リカの人 口セ ンサ

スは商務省統計局 が実施 してお り,コ ンピューターで ファイル化 した後 ,人 口の ほか,経

済 ・貿易な どに関するテ ープ と共 に,様 々な様式 に編集 して,こ れをユ ーザ ーに1巻 当 り

110ド ルで販売 してい るとい う(名 和,1985年 現在)。 また,統 計 だけでな く,解 析用 の

ソフ トや,PR誌 など も発行 してお り,民 間デー タベース事業者か らクレームがつ くほどの

もの と言われ る。 日本で は政府部 門が直接デ ィス トリビューターを兼ね てい るケースは見

あた らないが,日 本特許情報機構や,日 本科学技術情報セ ンターゐよ うに,関 係外 郭団体'

が こうした機能を受 け持 って いる場合があ る。 ただ,資 金力が弱 い,需 要家 に対 す るサ ー

ビスが悪 い,等 の指摘 もあ り,必 ず しも充分機能 してい るとはいいが たいよ うで あ る。

こう してみ ると実態的 には政府部門はデータベ ースに関 してプ ロデ ューサ ー と しての機

能 を果た して きてい るとい ってよい。政府部門がデ ィス トリビューターを兼ね る とい うこ

とに関 しては,例 えばア メ リカにおけるCASの 例を挙 げて,余 りに情報 の独 占化 を許す

ことになる として反対 の声が強 く,日 本 にお いて もこの点 について充分 の認識 と配慮が必

要で あろ う。つ ま り,政 府部門 は情報を独 占的に収集で きるわけで民 間部 門がそ もそ も収

集整理不可能 な情報を持 った上,さ らに情 報の流通 に もそ うした独 占的な地位 を もっ とい

うことは,政 府部門の持つ情報の公共財的性格 か らいって非常 に大 きな問題 とな るとい う

ことであ る。少な くと もデータベ ースの構築 にかか るコス トか ら考え ると,民 間部 門よ り

は政府部 門の方 がプ ロデ ューサ ーと してよ り適格であ ることはほぼ まちが いない と思 われ

るので,政 府部 門 は原則 と してプ ロデ ューサーと しての機能を果たす と考え るのが妥 当で

あろ う。 この コス トの問題 については別途改めて検討す る。

2.ユ ーザ ーか らみ た統計 データベースの問題点

本節で は,現 在 日本で利用 されて いる各種 のデータベ ースに関 してユ ーザー側か らみて

どの様な問題 があ るかを整理 してみたい。

(1)検 索 に伴 う問題

ユーザ ーが デー タベー スに対 して最初 に種 々の問題を感ず るの は検索 の段 階 にお いてで

ある。 まず 自分 の知 りたい ことは明確で あると して,そ れを どのデー タベースで検索すべ

きかが,少 な くとも熟練 していない もの にとっては全 くと言 っていいほど分 か らな い,と
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いうことが ある。経 済統計 のよ うな統計数値 の場合 には当初か らどの様な仕様で どの くら

いの期間利用可能か,と い うことは大体把握可能 であ り,余 り問題が ないよ うであ るが,

文字情報の検索 に当たって は,ど のデ ータベ ースを用いれ ば当該 目的に とって最 も望 ま し

い情報が手 に入 るかが事前 に分か らな い。特 に,同 じデー タベー スであ りなが ら,複 数の

デ ィス トリビュー ターが競争 してサ ー ビス して いる場合に はなお さ ら識 別が難 しい。実 際,

次表 にみ られ るよ うに多 くのユーザ ーが複数の データベ ースを併用 してい るのであ る。 資

料の時点 は1985年2月 で あ るが,多 い業種で は1企 業 当 り7シ ステム も利用 してい ること

が分か る。

表6利 用 中のデータベ ース ・システ ム数

企 業 数 利用 システム 企 業 数 利 用 システ ム

数(平 均) 数(平 均)

商 業 8 7.0
一 般 ・精密 6 5.2

化学工業 48 6.8 運輸 ・倉庫 3 4.9

電気機械 15 6.7 調査 ・研究 8 4.9

金 融 13 6.5 情報処理 16 4.8

鉄 鋼 11 6.3 電 力 ・ガス 3 4.6

輸送機械 7 6.2 食 品 4 4.5

繊維 ・紙 4 6.0 窯業 ・土石 4 4.5

建 設 7 5.9 全 産 業 一 5.2

i

資料:デ ータベ ース振興 セ ンター

出所:小 池英二朗(1986),一 部 は概数を挿入 してあ る

この様 な問題の解決のために提 唱 されているのが,ク リア リングサー ビスで あ る。現在

「データベース台帳」 とい う形で一 応,個 別のデ ータベ ースが どの様 な内容 の ものをサー

ビスで きるのか とい うことが分か るよ うにはな っている。 しか しなが ら,こ れ は非常 に古

典的な台帳閲覧形式 を とっているため,例 え ば端末利用 に当た って直 ちにその場で確認す
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る ことが出来 ない。デ ータベ ースが端末を用 いて検索す ることを前提 と して いるのであれ

ば,ク リア リングサー ビス自体 も当然端 末によるオ ンライ ンサー ビスで 行われ るべ きであ

ろ う。

データベース振興 セ ンターの調査 によれ ば,ク リア リングサ ー ビスにおいてユーザーが

特 に強 く要望 しているのは,「 デー タベ ースの内容」 ・ 「データベ ースの内容評価 」 ・

「利用料金」 ・ 「デー タベ ース名 」 ・ 「コ ンタク ト先」等 とな ってお り
,サ ー ビス形態 に

関 して は,オ ンライ ン方式 とディ レク トリ方式 が望 まれてい る。現 在の デー タベ ース台帳

もデ ィ レク トリ形式を とって はい るが,ユ ーザーか らみる とまだ不十 分だ とい うことにな

ろ う。

次 に複数 のデー タベー スを利用 している場合 それ らの間で,検 索時 の コマ ン ドの相違や,

検索可能項 目 ・キー ワー ドが違 っているためにそれぞれ に応 じた検索方法 を覚 え る必要が

ある ことに対す る問題で ある。 ユーザー自身があ る程度熟練 して くれ ばそれ ぞれ のデー タ

ベ ースに適応で きるよ うになるこ とも事実であ るが,そ もそ もは じめか ら統一 的な形 に整

理 されていれば不必要であ ることは自明であろ う。 この対策 と して は,コ マ ン ドの共通化

また は標準 コマ ン ドの設定,な い しは相異 な るコマ ン ド相互 間の翻訳,が 考え られ る。例

えばユー ロネ ッ トで は標準 コマ ン ド化が既 に一部 なが ら実現 して いる とい う。異種 コマ ン

ド体系 間の翻訳 とい う考 え方 はア メ リカで現在研究中であ り,日 本 において も郵 政省のサ

ポー トの下で研究が進 め られ ている。

この件 に関 して は,複 数 コマ ン ドをマスター しないと うま くデ ータベ ースにア クセ ス出

来な いとい うことに加えて,目 的の情報 に ヒッ トするまでの時間 ・コス トが かか りす ぎる,

特 に未熟練者 の場合 にこ うい うケースが多い,と の指摘 も多 い。 。デ ィス トリビュー ター

によ る講習 ・訓練な どがユーザーに対 して行 われ ていることも事実 であ るが ,実 態 的には

それ らの検索 を効率 的に行 うサーチ ャーをユーザ ー自身が持 った り,外 部 のサ ーチ ャーに

依頼 した りしてい る。 この様 に,い わ ば専 門家で あるサーチ ャーに任せ るとい う方式 は今

後 も次第 に定着 してい くと思われ るが,よ りユ ーザ ーに便利な仕組み とい う点 か ら,例 え

ば,デ ィス トリビュー ターはユ ーザ ーと契約を結んだ後一定期 間 ア クセス料金 を無料 ない

し低料金にす るとい うこと も考え られて よい。 アメ リカでは こうす ることによ ってユーザ

ー 自身が 当該 データベ ースになれ
,ア クセ ス量 の拡大を もた ら してい るど も言われて いる。

これは検 索 に伴 う問題 とい うよ りデ ィス トリビューター側の 問題 と思 われ るが ,蓄 積 デ

ー タが少 ない とい う批判 が多い
。 よ り具体 的には,カ バ ー して いる分野数 が少 ない,過 去
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へのぞ きゅう期間が短 い,蓄 積 ス トックが少 ない,全 文 データベ ースが少ない,等 で,今

後の改善が望 まれ る。

(2)デ ータ提供 に関す る問題

データベースにアプ ローチ した結果が どの様な形でユ ーザ ーに利用可能 にな るか とい う

点 について考 えてみよ う。上記(1)の 検索 に伴 う問題 とい うの は,デ ィス トリビューター

に対 する端 末によ るオ ンライ ンでのア クセスに関わる もので あ ったが,デ ータベ ースの利

用 は必ず しも常 にこ うした形で行われ る必要 はない。 オ ンライ ンで ア クセス して,そ れを

フロ ッピーや テープにダウ ンロー ドす るとい うの も一 つの方 法であろ うが,政 府部 門が 自

ら有 している統計 につ いて デ ィス トリビューターを通 さず直接ユーザーに対 してデ ータサ

ー ビスを行 うとい う従来型 のサー ビス もあ りえ よ う。っ ま りデ ィス トリビューターに対す

るオ ンライ ンアクセ スではな く,プ ロデ ューサー としての政府部 門が直接 フロ ッピーやテ

ープの コピーをユ ーザ ーに対 して販売 す るとい う形式 であ る。 どの様 な種類の デ一夕ベー'

スか にもよるが,例 えば経済の数値デ ータの場合で考え ると,一 般 的なユーザーの場合 に

は,個 別デー タにつ いて さほど詳細 にわた る もの は必要で な く,む しろ幅広 く各種の系列

が用意 されていれ ば概ね事足 りる もの と思われ る。 こうしたケースで は,一 般向 けと して

各種 の系列を入れた比較 的容量 の小 さいフ ロッピーデ ィス クを提供で きるよ うにな ってい

れば充分で あろ う。 しか しなが ら,専 門的に経済統計を解 析 しよ うとしてい るよ うな人の

場合 には,当 然各種の データが幅広 く揃 ってい る ことは必 要であ るが,そ れに加 えて,個

別 に も詳細 にわたるデー タが利用可能であ る ことが望 ま しい。 もちろんその よ うなデータ

にっいて も光デ ィスクな どによ ってサー ビスす る ことが出来 ると思われ るが,現 在時点 に

お ける普及の度合及び容量の大 きさか らい って,ラ ンダムアクセ スはで きないに しろ この

様 な場合にはむ しろ詳細を含んだテ ープの市販 とい う形を とることになろ う。 この とき通

常 のやり方 は,一 般 のニーズに見合 ったデ ィス クの方 は安価 に提供 され易 くなるの に対 し・

詳細データを含むテープ については市場が小 さいな どか ら高めに値段がつ け られ ることに

なるとい うことであ る。 しか し,政 府部門が こう した形で データの提供 を図 ることの意義

は,い ずれ の場合で も割安で あるとい うと ころにある と思 われ る。 コス トの問題 にっ いて

は後 ほど触 れ ると して,い ずれに して もユーザ ーの個別 ニ ーズにマ ッチ した媒体 による多

様 なサー ビスが提供 され ることが望 ま しい とい うことであ る。

次 にどの程度 の情報 まで コンピューター処理 によって提供 され るのか とい うことがあ る。
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政府部 門が従来 か ら保有 している各種 の統計 フ ァイルにっ いて既 に述べたよ うに現在多 く

の ファイルが提供 され ないままにな っている。経 済データに関 していえば,経 済企画庁 ・

通産省 ・科学技術庁 など多 くの政府部 門で,日 常 業務 ばか りでな く毎年発 表 され る白書 の

ためにア ンケー ト調査等が実施 されて いる。 これ らの資料 も含めてデー タベース化 され,

一般 に提供 されれ ば
,こ れ まで政府部門内に留 ま っていた資料 も広 く効率 的に利用 され る

よ うになる可能性が高 い。 もちろん個別のデー タにっ いて は秘密保持 のために,ダ ミー化

・サ マ リー化,場 合 によ って は削除 などの処理が必要であ ることは当然で あ る。

さ らに重要な ことと して,デ ータ提供の速報性が ある。最 も速報性 の高 い提供方法が オ

ンライ ン方式であ る ことはい うまで もない。 しか しこれ はアクセスに対 しての速報性で あ,

り,統 計 自体 よ り早 く正確 な形で収集 ・整理が 出来 るとい ういわば 「一般的速報性 」の重

要性 を見過 ご して はな らない。オ ンライ ンによ り収録 されたデー タにア クセスす る ことは

早 くな った と して も,も との統計 の収録 ・統計処理 に時間が かか り,現 実判断 に遅れを来

すよ うでは意味がな いとい う事であ る。 この一般 的速報性 の中には,こ れ らデータの アク

ゼス,入 手 に当た って地域的格差が 極力ないよ うにす るとい うこと も含 まれ よ う。

また,プ ロデ ューサ ーと してデー タをデ ィス トリビューターに渡す に際 して データの収

録方法 について どう考え るべ きか とい うこともあ る。現在多 くの政府部門がそれぞれの方

法 に基づ いてデー タフ ァイルを有 しているが,当 然の結果 と して フ ァイル毎 にその技術的

特性(フ ァイル形式,レ コー ド形式,コ ー ドな ど)が バ ラバ ラであ る。 従 って,デ ィス ト

リビューターが それ らを入手 した場合 に自 らの コ ンピューターに合わせて フ ァイル特 性の

変換が必要 になる。 これを完全 に統一 して デ ィス トリビューターに渡す とい うの は理 想的

と もいえ るが,一 方で そのために膨大 な コス トと手間がかか ることにな る。現在 で はこう

した フ ァイル形式 の相違 などの変換 は コンピュー ターサイ ドで比較 的簡単 に行 うことが可

能 にな ってお り,む しろ こうした変換 ・統一的処理はデ ィス トリビュー ター側 で行 うこと

に した方が政府部 門内部 で統一形式を まとめ るよ りも様 々な コス トを考 えた場合安上 が り

にな る可能性 もある。

む しろその よ うな ことよ りも政府部門が積極 的に取 り組むべ き課題 としては,統 計 自体

の改良 とい うことが あろ う。例えば産業分類 ・地域 区分 ・項 目の定義が 同一 の統計 にっ い

て も過 去 と必ず しも同 じ分類で利用可能にな っていないばか りで な く各種 の統計調査 の間

で も相互 に比較可能 にな って いない ことや,サ ンプ リング調査等の結果の集計値 は表示す

るものの,そ れ に基づ く国全体の集計 された推計値を出す ことが ないため,統 計調査上若
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干の変更があ った場合 に もそれ までの系列 と連続性がない,と い う不 自由が発生す る こと,

等が あげ られ る。

(3)デ ィス トリビュー ターの育成

既に指摘 したよ うに,デ ータベース産業 において はスケールエ コノ ミーが作用 し易 い条

件があ る。言 い換えれば,大 手の特 定業者 に様 々なデ ータベ ースが集中す るとい うことで

ある。 もしこう した事態が進展す ることになれば,大 手寡 占業者 は,様 々な情 報を独 占的

に所有す ることとな り,こ れ による弊害 は決 して無視す る ことはで きない。 これを回避す

るためには,政 府が 自らプ ロデ ューサー としての機能 を果 たす一方で,そ の情報 に関わ る

デ ィス トリビューターをな るべ く多 く育成す るよ うな方策 を とることが望 ま しい。 その よ

うないわば公平 な競争条件の確保のために は,日 本 国内のみでのデ ィス トリビュー ター育

成 とい うことで な く,海 外か らの参入 も充分可能 にな るよ うに条件整備 を してお く必要 が

ある もの と思 われ る。

日本の民間企業におけるデー タベ ースの利用度 に関 す る三菱総合研究所の調査 によれ ば,

科学技術 ・特許関係では,JOIS,PATOLISの 利 用頻度が高 いほか,一 般 ・経済

関係ではNEEDSの 頻度が抜 きんでて高 くな ってい る。 アメ リカのDIALOGも 製造

業で は比較 的高 い人気を持 って いることが分か るが,い ずれ に して も比較的小数のデ ータ

ベースに利用が集中 して いるのが実態であ ろ う。

この様 に情報が集中す ることはある意味 で リス クが増 大す ることに もな りかね ない。 す

なわち,コ ンピューターの事故によ るア クセ スの断絶 ・情報の喪失 や,情 報独 占の弊 害で

ある。特 に後者 に関連 して最近注 目されてい るのが アメ リカのCAS(ケ ミカル ・アブス

トラ ク ト)の 動 きである。

CASは アメ リカ化学会 の情報部 門で,世 界最大 の化学 分野情報 サー ビス機 関 と して,

世界中の論文 ・雑誌 ・図書 ・技 術 レポー ト等 を収集,こ れをCAフ ァイル と してサ ー ビス し

ているプ ロデ ューサーで ある。 この フ ァイルの 中には,化 学物質だけで も700万 点を上回

るデータが蓄積 されてい るとい う。CASは 年 間で約6,500万 ドルの売上が ある といわれ,

内50%が 印刷物 による売上で,残 りの50%が オ ンライ ンによ るデー タサー ビスと推定 され

て いる。

このCASが,ア メ リカを中心 に,日 本 ・ヨー ロッパ に大型計算機 を持 つ情報 セ ンター

を設置 し,専 用通信回線で結んで デー タを提供 しよ うとい う構想(「STN構 想 」)を 打
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ち出 してい る。 このSTNで は,化 学情報だ けでな く,自 然科学や技術情報 も利用で き,

デー タベースの運用 ソフ トや検索 コマ ン ドを統一 することによ って世界中か ら簡単 にデー

タベースにア クセス出来 るよ うにな り,オ フライ ンプ リン トも短 期 日で入手で きるよ うに

なる。 しか も,専 用回線の ため世界中 どこか ら利用 して も料 金は同 じにな って いる。ユ ー

ザ ーか らみ るとすば らしく見え るこの計画 もこれ までオ ンライ ンで協 力 して きたデ ィス ト

リビューターに対 して抄録部分の提供 を廃止 したため,従 来 これ らのデ ィス トリビュータ

ーに依存 して きたユ ーザーが逃 げ るな どの損失を もた らして いる上
,独 占的な形 態にな っ

てい ることか ら利用料 金が毎年値上が りするなどの弊害 も具体 的にあ ることが指摘 され て

い る。 プ ロデ ューサーが それを利用 してデ ィス トリビューターになる と問題が生ず る とい

う一つ の典型 的な例で あろ う。

次 に,デ ータベ ース産業 の裾野を広 げるとい う観点か ら考 え られて しか るべ き事 として,

第2次 ベ ンダーの問題が ある。第2次 ベ ンダー とは,大 手 のデ ィス トリビューターの先 に

あ って,よ り小規模の個人ユ ーザ ーに密着 する形で必要 なデー タを安価 に提供す る役割を

担 ってい る業者 であ る。 より具体 的にい うと,例 えば経済 デー タを用 いて何かの分析 を し

よ うとす る とき,大 手 のデ ィス トリビューターと契約 を結ぶ と,確 かに必要 なデー タは充

分す ぎる くらいに入手 可能であろ うが,個 人で負担するには非常 に コス ト高にな るとい う

ことは大 いに有 り得 る事 である。 その とき,自 分の持 って いる ソフ ト,例 えばRATS ,

TSPな どが効率 よ く走 るよ うにデー タベ ース化 された ものが利用可能で あれ ばデー タベ

ース産業の普及上 も非常 に役立つ と思われ る
。 これは大規模であ る必 要 はな く,ま た,専

門の業者でな くて も,デ ィス トリビューターが兼業 して も差 し支えないが,ア メ リカな ど

では こうい う形 で小規模 データベー スの普及が進展 してお り,こ う した個人 レベルでデ ー

タベースの利用普及 が進む ことが 全体 と しての データベ ース産業 の成長 に とって も重 要な

もの とな るとの認識 は必 要であろ う。 日本 にお いて もいずれ こうしたサー ビスが発達 して

くる と思われ るが そ う したニーズのある ことを知 ってお くの は決 して無駄 な ことで はない。

3.料 金 の 問 題

デ ー タベ ー ス産 業 に お け る料 金 シ ステ ム を み る と,プ ロデ ュー サ ー の コ ス ト ・デ ィ ス ト

リ ビュ ー タ ーの コ ス ト・及 び最 終 ユ ー ザ ー の コス トと様 々な段 階 で議 論 す る こ とが 出 来 る。

ま ず プ ロデ ュ ーサ ーサ イ ドの コ ス トにつ いて 考 え よ う。 プ ロデ ュー サ ー は,既 に述 べ た

通 り,デ ー タベ ー スを 作 成 す るのが 仕 事 で あ るが,デ ー タベ ー スを 作 成 す る とい う こ との
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内容 はまず データの収集か ら始 ま る。通常 は経済統計 などにおけるア ンケー トや面接,科

学技術関係で は資料を精製 し,条 件を一定 に して測定 をす るとい うデ ータ収集の出発点 ま

で さかのぼ って行 うことはな く,そ れ らの統 計値 ・観測値 を外部で保有 して いる機関か ら

購入 して くる事か ら始 まる。

次 にその内容 につ いて適 当な評価を行 う必要があ る。経 済統計な らば,各 種統計 間の分

類 の共通性,複 数 の統計 に基づ いた新 しい指標の作成 に関わ る問題 や留意事項,等 で あ り,

文献 であれば書誌事項 を抽 出 し要 旨を作成す る。

この様 に して評価 したデー タは コンピュー ターに格納で きるよ うに しな ければな らな い

が,そ のためにはこれを カー ドにパ ンチ し,コ ンピュー ターを介 して磁気 メデ ィアに移す

必要がある。 またデ ータが 日々更新 されてい くものがあ り,プ ロデ ューサ ーは こうした変

更 も遅滞な く行わ なければ な らない。

以上の事 はデー タベ ースの 日常的 な運営 に関 して要請 され る事務処理 であ るが,そ もそ

もデータベ ースを作 り上 げ るまで にはよ り大 きな初期投資が必要であ ることはい うまで も

ない。 この様 に してデー タベースの作成 ・運用 には非常 に多 くの手間がかか ることが理解

され るが ここで具体的に どの程度 の コス トがかか るものかについてみてみ よ う。

やや時点 は震 いが,海 外の フ ァク トデ ータベー スにっいて調 べた例か ら引用 してみる。

表7デ ー タベ ー ス作 成 コス ト(ア メ リカ)

機 関 分 野 デー タ蓄積量 蓄 積 期 間 作成 コス ト

非営利機関

民間会社

政府機関

材 料

石 油

地 学

33万 件

130万 件

350万 件

20年

20年

18年

5.2万 ドル

350万 ドル

8,000万 ドル

注:数 字 は1981年 ない し若干それ よ り以前(旭 リサーチ

セ ンター調べ)。

出所:名 和小太郎

これでみ ると,作 成 コス トはかな りば らつ きがあ り一般 に どの くらいかか るか とい うこ

とは難 しいが,少 な くと もデ ータ蓄積量 が大 きい もの ほど開発 コス トが 高 くな るとい うこ
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とが いえよ う。表 の中で最 も高 い8,000万 ドル というコス トは,現 在 の レー トで換算 すれ

ば90億 円 とい う数字 にな るわ けで いか に膨大な金額がかか るかが理解で きる。 ちなみに,

日本の代表的 なマ クロデータベ ースであ る日本経 済新聞社の 「マース」 は全部で20万 ステ

ップか らな るが,1ス テ ップの構築 に約1万 円かかるといわれてお り,こ の計算で い くと

開発 に20億 円を投 入 した事 にな る。

この様 に 巨額 の開発費がかか るとい うことは,も し民 間企業 が事業 化 しよ うと考え る と

して も,回 収 には相当の長期 を要 す る事 にな らざるを得 ない とい うことを意味す る。従 っ

て,欧 米 において もデー タベースの作成 には政府部門ない し非営利機 関があた ってい るケ

ースが多 い。 アメ リカでは50%,ヨ ー ロッパで は25%が 非営利機関 によ って行 われ てい る

とい う調査が それ を裏付 けて いる。政府部門 は既 に述べ たよ うに自 らの業務上 の必要 に基

づ き多 くの フ ァイルを有 してお り,民 間のデ ータベース業者 はこ う'したデー タを積極 的に

活用 したい と考えて いる ことが多 い。いわば政府部門内で副産 物 と して作成 され たデー タ

ベー スの利用 であ る。 アメ リカで は官庁 デー タベースの50%が ,ヨ ー ロ ッパで は25%が そ

う したデー タベー スを民 間に無料 で提供 しているという。 この ことに は既 に述べた よ うな

政府部 門の保有 してい る情報 は原則 と して国民 に公開され るべ きとす るスタ ンスの問題 も

絡んで いる ことはまちが いない。

次 にデ ィス トリビュー ターにつ いて考えてみよ う。 デ ィス トリビュー ターは,プ ロデ ュ

ーサ ーか らデータベ ースを入手 し
,こ れをユ ーザーが興味を持つよ うに再編集す る。多 く

のデ ータを常時保管で きるよ うに,巨 大な記録装置(磁 気テ ープ ,デ ィス ク,等)と,多

くのユ ーザーか らの アクセスに対応す るために高速処理可能 な演算装置を備え る必要が あ

る上,デ ー タベ ース管理用 にソフ トも持 っていなければな らない。 こう してみ ると,デ ィ

ス トリビュー ター は,プ ロデ ューサー と異 な り,巨 大な コンピュー ターを備 えて ,か な り

資本集約的 なサー ビス形 態を とると考え られ る。従 ってデ ィス トリビュー ターの価格付 け

と して は,プ ロデ ューサーか ら購入 したデータベ ース料 に対 して なにが しか のマ ージ ンを

上乗せす るよ うな形 でユーザー料金を設定す るとい う方法を採用す ると考え られ る。 ア メ

リカでの例を表8に あげ ると,最 近で は半分弱が デ ィス トリビューターの収入で,プ ロデ ー

ユーサ ーの取 り分が上昇 しているよ うに見受 け られ る。
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表8ユ ーザー料金 に対す る業者の取 り分(ア メ リカの例)

ユ ーザ ー料 金 デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ー プ ロデ ュー サ ー 通信業者

バ ー ロ ー

B.R.S

80ド ル

(100%)

(100%)

50ド ル

(62.5%)

(43%)

20ド ル

(25%)

(43%)

10ド ル(1978)

(12.5%)

(14%)

注:バ ーローの数字 は検索1回 当 りの平均費用。

出所:名 和小太郎。

最後 にユーザーに とっての コス トをみてみ よ う。ユ ーザ ー側か らみたデー タベース利用

にかか るコス トは次 の3種 類 に分かれ る。 まず第1は データベ ース利用料 金であ る。 つい

で,通 信料金,そ して最後 に端末等の設置費用 となる。 ここで はデ ータベ ース利用料金 に

ついて取 り上げてみ る。 デー タベースの利用料金 は基本 的には,固 定料金 と して毎月の基

本料金 と,従 量料金 と して1分 間(あ るいは1時 間)当 りの使用料金の2本 だて を採用 し

てい るところが多 い。 この他,入 会 金 ・マニ ュアル代 な どを別途徴収す るケース もあ る。

日本の場合 につ いて い くつか例をあげてみよ う。

次頁の表9に よ ってみ ると,ど のデ ータベ ースを利用す るか によ って料 金 はまちまちで

ある ことが分 か る。 ダイア ログにつ いて は利用可能 なデー タベ ースの数が非常 に多 いため

金額 的に も相 当のば らつ きが あ るの はやむ を得 ない として も,日 本の データベ ースと比較

して もかな り安 くな ってい るよ うに見 える。 また 日本 国内において はデー タベースの内容

が異な るため確定的 なことはいえないが,日 経の経済デー タは割高 とい う印象 を受 け る。

少 な くとも,個 人が ユーザ ーにな って大いに利用す るとい う料金 と して は無理 があ り,従

って企業を中心 とす る法人需要が中心 とな らざるを得 ない。 日経 自身は,も っと個人ベ ー

スでの利用を促進 す るために,よ り小回 りの効 くデー タベ ースサー ビスの開発 に努力 は し

て きてお り,NEEDS-TSの 場合 には公衆 回線 で利用可能 に した上,検 索 も簡易型 に

す るなどの措置を とって いるが,依 然 と して使用料金が非 常に高い レベ ルにセ ッ トされて

お り,個 人 とい うよ り基本的 には大企業を対象 と したデータベ ースにな ってい るとい って

よい。
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表9デ ータベース利用料 金の例

デ ー タベ ー ス名 サ ー ビス内容 当初料金 基本料金 使用料金

日経 ニ ュー ス

テ レ コ ン

株 価,企 業 概 要,

ニ ュー ス

5万 円 1.5万 円/月 30円/分

日経NEEDS-TS 経 済 デ ー タ

(NEEDS-ECONOMY)

有料 20万 円/月 4,800円/分

(5千 秒 以 内)

3,900円/分

(1万 秒 以 内)

経 済 デ ー タ

(NEEDS-MONEY)

有料 13万 円/月 同 上

口外 ア シス ト 人物情報,出 版情報 有料 1,000円/月 200円/分

ダイ アログ 25$/Y 35～300/H

注:ダ イ ア ロ グ は 日本 の代 理 店 に対 して 支払 う額 。

資料:デ ー タベ ー ス ジ ャー ナ リス ト協 会(1987),他 。

アメ リカの クワ ドラ社 の調査 によれば,フ ァイル接続料金 は1時 間 当 り平均65ド ルかか

って いるとい う。 これ は現在 の レー トで円換算 すれ ば,約8,500円 とい うことになる。 日

本の場 合につ いて は,JOISに おけ る料 金を1時 間当 りとす るとほぼ12,500円 程度 とな

る(科 学技術庁編 「科学技術情報の機械化」 における例か ら単純 に換算 して計算)。 また

別の調査 によ ると接続 時間平均10分,出 力30件 とす ると,平 均 的な 日本 のユーザー はだ い

たい1件 当 り5,000～9,000円 かけている とい う。 これを非常 に単純 に30件 ,60分 で計算

してみ ると,日 本 の場 合は90～150万 円とい う非常 に膨大 な金額 になる。但 し,こ の後者

の数字 は日本のユ ーザーがア メ リカの データベースを利用 した場合を前提 と して計算 した
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もので あり,前 提が異 なるためにこの数字をそのまま比較 す ることが危険であ ることはい

うまで もないが,日 本の場合 のデータベ ース利用料 金が アメ リカ辺 りと較べてユ ーザ ーに

とって負担の高い もの とな っている様子が窺えよ う。

こうしてユ ーザーに とって料金 システムのあ り方 は特 に個人の場 合には非常 に大 きな関

心事 となる。デー タベース産 業の料金 システムにつ いて の理論 と もい うべ きものはまだな

いよ うだが次 に節を改めて この問題 を取 り上 げてみ よ う。

4.デ ータベース産業 にお ける料金体系 のあ り方 について

データベース産業の構造 にっ いて経 済学 的な分析 を加 えた例 はあま り無 いよ うで あるが,

例え ばプロデ ューサーにお けるデータベ ース開発 コス トの高 さ,デ ィス トリビューターの

場合 に大型 コ ンピュー ター処理が必要 な一方で需要の増大 に伴 う限界 費用が非常 に少 ない

ことなどい くっか経 済分析 を加 えるための手がか りもあるよ うに思われ る。 そ こで,こ こ

では特 に価格付けの問題 について少 し理論的 な考察 を して みたい。

(1)プ ロデ ューサ ーのデ ィス トリビューターに対 す る価 格付 け

以下で は公共 サー ビスの価格付 けの理論を援用 して話を進めてみ ることにす る。 この考

えが適用可能である と考え た1つ の理 由は,す で にみた よ うに,プ ロデ ューサーに とって

の開発 コス トが非常 に高 く固定費負担が大 きいとい うことに加え,限 界費用 はコ ンピュー

ター処理 を してい ることを考 えれ ばか な り低 いと思 われ る ことか ら,理 論的 には平均費用

逓減の可能性が高 くこの点か らデー タベースのプ ロデ ューサー として は公的部門の方が よ

り適性を有 するといえ る事であ る。一方,事 実 と して もプ ロデ ューサーの多 くが基本 的に

公的色彩を強 く持 って いる とい うことであ る。っ ま り,以 下で はプ ロデ ューサーを公共 サ

ー ビスと して扱 うことにす るとい うこ とで ある。 なお,以 下の議論 は日本 開発銀行設 備投

資研 究所 レポー ト(1987年6月)の モデルにほぼ基づ いて いる。

と ころで,公 的部門がプ ロデ ューサー と して機能 す ると して,こ れを購入す るの は民間

のデータベー ス業者で ある。デ ータベ ース業者 に とって,プ ロデ ューサーか ら提供 され る

フ ァイルは重要ないわば生産要素 と もみ るべ き もので ある。一般 に生産要素 を供給 す る産

業を川上(upstream)と 呼び,そ れを需要す る産業 を川下(downstream)と 呼ぶ。従 って,

デ ータベース業者 は川下,プ ロデ ューサーで あ る公 的部 門は川上 とい うことになる。'この

関係 は通信 の場合 にお いて,回 線 を所有 してい る企業が川上 であ り,こ れ を利用す るVA

－126一



N業 者が川下で あるとい う関係 と同 じに理解 され る。川下 の企業に とっての限界費用 は
,

彼 らの生産 にとって不 可欠の生産要 素である川上の供給 す る財(デ ータベース)の 価格 に

決定的 に依存す る。従 って,公 的部 門が データベ ースのプ ロデ ューサーと して価格 付けを

行 うことは実質的に川下 の産業 の,価 格 ・生産量 ・企業数を規制 してい るの と同等 の効果

を有す ることになる。

いま,川 下の データベ ース産業(x財 産業)で は密接な代 替財(x
,i=1,2,…,

n)がn種 類生産 されて いるとす る(n>1) 。社会全体 の生産量がX=(XI,X2,…,

X,で 与え られ ると社 会的便益 は次式 の様 にCESタ イプで与え られ ると しよ う
。

V(X)ニ[Σnk=1αXkβ]θ

(た だ し,0<α<1,0〈 β〈1,0<θ<1)

i番 目の財への需要価格P、 は上式をx,に ついて偏微分す ることによ って求め られ る
。

P、=V/X、

次に川下のデ ィス トリビュー ターの費用構造を特定化 してお こう。第i財 の生産 には,

y財 のほかに も生産要素が必要で あ り,そ の費用 はwxi+hで あ ると し,一 方y財 の投

入 に対 してはrxi+fと い う料金(二 部料金,現 実の場合に は基 本料金 －f－ と使用料

金 －r-)が 課せ られ るとす る。 いま,x財1単 位の生産 にy財 が1単 位必要 になる とい

うよ うに単位を変更すれば,第i財 の生産 にかか る総 費用 は次の よ うになる。

(r十w)xi十(f十h)

ここで川下 の企業 はそれ ぞれ1種 類の財だけを生産 して独 占的競争を展 開 してい ると し
,

企業 はすべて対称的 と仮定す る(symmetricfirm)。 さ らに,企 業は 自らの主観的需要 関

数(P1=φxiβ 一1,需 要価格 を 自らのxiの みの関数 と見 なす)を 有 し,利 潤最大

化を もた らすxiを 選択 す るもの とす る。 この時得 られ る1階 の条件 は次のよ うになる
。

P=(r+w)/β

これ は企業数が一定の短期 にお ける均衡であ るが長期的 には利潤が正である限 り参 入が

続 きnが 増大 して φが低下す る。従 って長期均衡 において は企業の利潤 は0に なる。 この

条件か ら長期均衡 にお けるnとxが 次のよ うに求め られ る。

x=β/(1一 β)*(f+h)/(r+w)=x(r,f)

nニ βA(f+h)一(1一 βθ)/(1一 θ)(r+w)一 βθ/(1一 θ)

=n(r ,f)A>0

この様 に,y財 の価格付 けは川下の産業の長期均衡 におけ る価格 や生産量 ,さ らに企業
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数 に も影響 を及 ぼす ことが理解 され る。限界価格r及 び固定価格fに 関す るx及 びnの 弾

力性を計算 する とその符号 は次の ようにな る。

r/x*dx/dr<0,r/n*dn/dr〈O

f/x*dx/df>0,f/n*dn/df〈0(dは ラウン ドdの 意味)

固定料金が高 くなると各企業の生産量が増え るのは,各 企業の固定費用が増大す る結果

参入が困難にな りまず企業数が減少す る。その結果産 業内の各企業 の需要 は大 き くな り生

産量が拡大す るとい うことを意味 して いる。

最後 にy財 生産企業の費用 につ いて特定化を してお こう。 いま,固 定費用をFと し,限

界費用 をcと しよ う。 また,川 下 の企業がy財 の供給 を受 けるために接続費用がgだ けか

かる ものとす る。 この結果y財 の生産 にかか る総費用 は,

cnx+gn十F

と現 す ことが 出来 る。

いま社会 的総余剰をTSと すれば,こ れ は個別生産量xと そのバ ラエテ ィnの 関数 と し

て次のよ うに書 ける。

TS=V(x,…,x)一(c十w)nx-(9十h)

このTSを 制約無 しに最大化 したときの解(x*,n*)は 最善の資源配分 を表 して いる。

これを達成す るよ うなr,fの 組合せを求め ると,そ れぞれc,gに 較 べて小 さい値 にな

って いる ことが分か る。 この ことは,社 会的 に最適な状況 にお いて も,バ ラエテ ィが過 小

にな らないよ うに一種 の補助金 が川下 のデ ィス トリビューター産業 に支給 され ると考 えて

よい ことを示 してい る。

も しy財 の限界価格 を限界費用に等 しくさせ(r=c),固 定料金を顧客費用 に等 しく

させ(f=g)た 場合の価格,生 産量,バ ラエテ ィ数 は最適 な ケースと次の よ うな大小関

係 にな ってい る。

P>P*,x=x*,n<n*

これをみ ると最適 の場合 に較べ て,バ ラエ テ ィ数が少な くな って しまうが,こ の解 は実

は川下 のデータベース産 業の収支が均衡す る とい う条件の下で社会的余剰を最大化 した と

きの解 に等 しくな ってお り,い わば次善 の配分 にな ってい るといえる。

ところで これ まで にみて きた状 況 において川上 のプ ロデ ューサーの収支 がどの様 にな っ

て いるかに は特 に制約が付 いていな い。そ こでプ ロデ ューサーの収支 が均 衡す るとい う制

約 をおいて社会的総余剰 の最大化を図 ってみ よ う。 これを もた らすrとfに ついて は,r
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>c,f>gの いずれ かが成立 しなけれ ばな らないことが分 かる。 そ して,生 産 量xは 最

適 な生産量x*に 等 しくな るが,デ ィス トリビューターのバ ラエ テ ィの数 は次善 の配分 に

較 べて も少 な くな って しま う事が示 され る。

以上のよ うに価格付 けは最適であ る場合 において もデ ィス トリビュー ターに補助 金を与

え ることとな るが,最 大のバ ラエテ ィを もた ら し,ユ ーザ ーにとって も非常 に望 ま しい状

況 にな ってい る。 これに対 して次善 の場合 にはデ ィス トリビュー ターの収支 は均衡 して安

定化する とはいえ,バ ラエテ ィが少な くな って しま うとい う欠 陥を有 す る。一方 プ ロデ ュ

ーサーの収支 を均衡 させ よ うとす るとバ ラエテ ィはよ り少 な くな
って しま うことになるの

で,社 会全体 としてみれ ば,デ ィス トリビューターに助成金 を渡 して もユーザー にとって

最 も好 ま しい形で価格付 けが行われ る ことが望 ま しい。

(2)デ ィス トリビューターのユ ーザーに対 する価格付け

次にデー タベ ースのデ ィス トリビュー ターの価格付けについて考えてみよ う。既 に述べ

たよ うにデ ィス トリビュー ターは大型 の コンピューターを備 え付 けて数 多 くのユ ーザ ーか

らのア クセスに対応 しなければな らない。 この様な設備装置 に加 えて,プ ロデ ューサ ーか

ら購入 したデー タベ ースをユーザーのニ ーズにマ ッチす るよ うに編集 ・追加等 を行わな け

れ ばな らな い。 これ らに要す る費用 は,ユ ーザーへのサ ー ビス頻度 と独立的 にかか る もの

であ り,そ の意味で固定性の強 い費用であ るといえ る。 これに対 して,ユ ーザーか らのア

クセ スに関わ る費用 は,特 にオ ンラインを前提 とすれば,コ ン ピューターの稼働 と,通 信

回線 の使用 に関わ るコス トにな る。 この様 な費用構成のあ り方 は,比 較 的少な い限界費用

とか な り高い固定費用 の組 合せ とな り,プ ロデューサー と同様 に費用が規 模に関 して収穫

逓減的 な産業 とい う性格 を帯 びている。従 って,デ ィス トリビュー ターの価格付 けに当た

って もプ ロデ ューサ ーの場合 と同様 に公共サ ー ビスの価格 付 けの考え方を適用 す ることが

出来 る。

デ ィス トリビューターにつ いて ももしその価格が 限界費 用原理 によ って設定 されて いる

とす ると当然 固定費を カバ ーす ることが出来 な くなる。 しか しなが ら,こ こに二部料金制

度 を導入 す ると,こ の問題を解決 す ることが 出来 る。 しか も,固 定 費の回収 のために平均

費用 に基づ く価格設定 に比較 して もよ り高 い厚生を もた らす ことが知 られ てい る。 そ こで

以下で は最適 な二部料金制度が どの様 に して得 られ るかを考えてみ る ことに しよ う。

い ま,ユ ーザ ーが負担す る費用が基本料金f(加 入料金)と 使用料金pか ら成 る とす る。
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ユーザー数をNと す るとこれ はpとfに 依存 してN(p,f)と 書 ける。ユ ーザ ー数が非

常 に多 く,そ れぞれの需要曲線 は少 しず つ異 なる とし,Nは 微分可能で あると仮定す ると

一般 に次式が成立す る。

dN/dp<0,dN/df〈0(dは ラウ ン ドdの 意味)

ユ ーザー として データベ ースを利 用す るか しないかが無差別 とな る限界的な消 費者 の需

要関数をx=X(p)と す ると次式が成 り立つ。

∫px(s)ds-f=0

加 入者全体の需要 をD(p,N)と す ると,加 入者 の限界的な増加 によるDの 増加 は,

最後 に加入 したユ ーザーの需要量 に等 しい。

dD(p,N(p,f))/dN=x(p)(dは ラウ ン ドdの 意味)

最後 にデ ィス トリビューターの限界費用をc,シ ステムに加入 す るためにかか る端末設

置等 の顧客 費用をg,ま た固定費用をFと お くと総余剰TSは 次の よ うに求め ることが出

来 る。

TS=∫pD(s,N(p,f))ds十(p-c)D(p,N(p,f))

-gN(P ,f)

この総余剰 を,デ ィス トリビューターが収支均衡 させ るとい う条 件の下で最大 化を図 る

と,次 の条件式 が得 られ る。

(p-c)/p={1-x(p)/[D(p,N(p,f))

/N(P,f)]}m/ε

{f-9十(P-c)x(P)}/f=m/η

ここに εはDのpに 関す る弾力性,η はNのfに 関す る弾力性 を表 してい る。 この両式

か ら,デ ー タベースの消費 と加入 とを別のサ ー ビス とみて,pとfと を それぞれの価格 と,

みな して価格付けを行えばよい ことが分 かる。基本料金 を引 き上 げて もか入者の減少が少

ないな らば限界価格(使 用料金)を 低 くして消 費を拡 大 させ ・基本料 金によ って総 費用 の

回収 を図ればよいとい うことにな り,逆 に加入需要が基本料金 に関 して弾力的な らば,基

本料 金を抑えてお く方が望 ま しいとい うことが いえ る。

ここで は主 に二部 料金制度 に基づ いて議論 を進 めて きたが,よ りきめの細か な料金体系

(多 段階料金,multi-parttariff)の 方 が,社 会 的厚生 を高め ることが知 られ てい るの

で そ うした方 向で価格付 けが行われ る ことが望ま しいといえよ う。例えば・ 日本経 済新 聞

社 のデータベ ースではすで にみ たよ うに料金体系 は多段階的 とな って いるの もそ うした議
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論の有効性 を間接 的に示 している とい うことが出来よ う。 アメ リカな どで は,望 ま しい料

金体系 を実 際のデー タによ って求 める とい うよ うな試み も既に行われてい る。

5.結 び に代えて

データベ ースに関 して はプ ロデ ューサ ー ・デ ィス トリビュー ター ・ユーザ ーな ど各層 に

わ たり非常 に多 くの問題点を抱えて いるとい うのが 日本の現状で あろ う。 ここでは,こ の

産業の産 業組織的な面 に触れ,そ の中で政府部 門が果たす べ き役割 とい うよ うな観点か ら

デ ータベー ス産 業のあ り方 について若干議論 を した。

一方 ユーザー と しての立場 か ら
,現 在 のデータベ ース利用 に当た っての問題 の中か らい

くつか を ピ ックア ップ してみ た。特 に料金体系の あり方 にっいて は,従 来余 り議論 されて

こなか ったよ うに思われ るので,今 後実証分析 も含あて進展を期待 した いと ころであ る。

その ほか多 くの問題が,未 解決 になってい るが,今 後の経験 を蓄積 してい く中で,逐 次

社会的 に も望 ま しい形で解決への糸 口を見いだせ るよ うにな ってい こう。
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VI統 計 デ ー タの デ ー タ ベ ー ス構 築 必要性と可能性

1.は じめに

情報化時代 といわ れ,政 策科学 の時代 といわれて久 しいが,統 計情 報の集計 と利用 にか

ん して は我が国の現状 は未 だにあるべ ぎ姿 との 間にギ ャップが大 きい。そ して残念 なが ら

そのギ ャップが解消 され る方 向へ の進展 ははなはだ遅 々と して いる。それ は必 ず しも必要

なテ クノロジーがまだ利用可能で なか った り,統 計情報 に関す るデ ータベ ース形成 のニー

ズがないためではない。 む しろテ クノロジーは既 に存在 し,ま た社会的ニ ーズが高いに も

かかわ らず,発 展 の方 向づ けやそのために必要 な制度化がな されて いな いことに原 因があ

るよ うにお もわれ る。いまや衆知 を結集 して統計 デー タベ ースの形成 と高度利用のための

システム作 りが要請 され る時期が きてい る。

統計 データを利用す る場 合の問題点 と して しば しば指摘 され る ことは次の よ うな もので

あ る。

① 磁気 テープで統計 デ ータが入手 で きるよ うにな って きたが,結 果表 の種類 ごとにフ

ォーマ ッ トが異な るため,コ ン ピュー タ上 で利用で きるよ うにす るためには熟練 し

た人手 と膨大な労力が必要 であ る。

② 利用可能 な統計デ ータの所 在案内な どが極 めて不備 であ る。若干 の印刷物が あるが

統計調査内容を個別 に リス トしてい るのみで,類 似統 計,関 連統計,相 互 の相異 な

どの比較 は もっぱ ら利用者の経験 に待つ ことにな る。

③ 磁気 テープなどマ シン ・リーダブルな媒体で公表 されな い統計 デー タがあ り,入 力

作業 に多大 な労力,時 間,経 費を要す る。

④ 統計 デー タの作成過程 とデータベ ース構築 システムの リンケージが図 られて いない。

⑤ 統計 デー タに不可欠 な時系列 と クロスセ クシ ョン ・データを同時 に管理す るDBM

Sが ない。

⑥ 統計 に関す る書誌情報 や定義情報 など,い わゆ るメタデー タは,統 計 デー タその も

の とは分離 されてい る。

⑦ 分類体系の改定,指 数の基準 時改定な どのため,時 系列 的に不連続が生 じる。

⑧ 金額,人 数その他の単位が不 揃 いであ る。

このために,利 用可能 な民間の有力 な統計デ ータバ ンクにお いて も収録統計 は十 分体系
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化 されていない。 またメ タデータは システ ム上 にはな く印刷物 によ り知 る必要があ る。ま

たデー タ管理 は1系 列 ご とになって お り,系 列名や コー ドナ ンバ ーか ら検索す る形式 を と

って いる。

また筆者が総 括班事務 局をつ とめ た学術 目的の 「多 目的統計 デー タバ ンク」において も

次の よ うな困難 に直面 した。

① デー タ ・フ ォーマ ッ トが不統一 である。

② 磁気 テープが年次 ごとに市販 されて いて時系列 的整理が なされ ていない。

③ 基準改定 ・分類変更 ・単位変更 ・表象形式 の変更 など種 々の不連続が突然あ らわれ

る。 こうした状況で は統計の利用者 は,一 品料理的 にデ ータフ ァイルを作成 し(そ

の ために は技術者の手を借 りる必要がある),そ の うえで体系的な利用 態勢 を整え

る必要があ る。 しか もこの場合 も統計 データに適 したデー タベ ース管理 システムは

世の中に存在 しないため,こ れを 自力で開発 しなけれ ばな らない ことになる。 そ し

てそれに成功 した と して も,適 当な制度化がなされ ていないため,他 の利用者が こ

れにア クセス した り,利 用 に必要 な トレーニ ングを うける機会が存在 しな いとい う

事情が ある。せ っか くで きあが った システムは孤立 して しま うのであ る。

このよ うな手間暇をか け られ ない利用者 は統計 データを印刷 物か ら転記 す るな ど して,

しのが ざるをえな いのが現状であ る。

一方
,統 計デ ータをデ ータベ ース管理で きた場合 には,次 のよ うな メ リッ トが期待で き

る。

① デー タベースに蓄 積 したデー タを多 目的に利用で きる。 た とえ ば,種 々の統計 を横

断的 ・学 際的 に利用 す ることが容易 にな る。

② 統計 データその もの とな らんで,メ タデータ も単一の システ ムの上 で蓄積 ・利用で

きる。

③ 異な る統計調査 も同一の整理法(統 計 データモデル)で 整理 され る ことになるので,

扱い方法 と して個 別の統 計表に固有 の事情を考慮す る必要が ない。

本稿 では このよ うな統計 デー タ利用 の現状をふまえ,統 計情報の高度利用 と統計流通促

進 のための方策を さ ぐる ことに したい。
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2.統 計データベース ・ニーズ調査

統計 データをデー タベ ース化す るこ とに関 して は,現 在 まで にい くつかのニ ーズ調査 が

なされてい る。 そ こで まず既存の調査 を検討す ることか らは じめたい。

ここで取 り上 げるの は次の調査で ある。

(1)『 統 計利 用 の促 進 に関 す る調 査 研 究 報 告 書 』,全 国統 計 協 会 連 合 会。

(2)『 学 術情 報 デ ー タベ ー ス化 の 方 法 と利 用 に関 す る研 究 』,研 究 代 表者,千 原秀 昭,大

阪 大 学 理学 部 。

(3)『 日本 の社 会 経 済 統 計 デ ー タベ ー ス需 要 動 向 調 査 結 果報 告 書 』,(概 要 編),松 田 芳

郎 編,一 橋 大 学 経 済 研 究 所 。

(4)r学 術情 報 デ ー タベ ー ス基 本 調 査 報 告 書 』,学 術情 報 セ ンタ ー。

(5)rデ ー タベ ー ス利 用 動 向 調 査 報 告 書 』,学 術 情 報 セ ンタ ー。

(6)r統 計 情報 の ニ ー ズ調 査 と統 計 調 査 に関 す る調 査 研 究 』,統 計 研 究 会 。

(7)「 統 計 デ ー タベ ー ス と計 量 モ デ ル に関 す る ア ンケ ー ト」,r統 計 デ ー タバ ンク研 究

一 課 題 と方 法 一』
,筑 波 大 学 。

(8)"ASurveyonEconometricModelsandStatisticalDatabases",KimioUno.

(1)ま ず第1のr統 計利用の促進 に関す る調査研究報告書』であ るが,こ れ は企業を

主 たる対象 と した調査で ある ことに特徴が あ る。調査対象 は東京証券取引所(1部 および

2部)上 場の企業1,425社 の うちか ら500社 を抽 出 してお り,本 社の組織部 門を単位 とす

る統計利用の実態を明 らか にす る ことを 目的 としている。 また補足的 に国,地 方公共団体,

業界団体,民 間デー タベース ・サー ビス業界 における状況 につ いて も触れて いる。

統計情報 は企業に とって も効果的 な経 営計画 および業績評価 を行 な ううえで不可欠であ

る。 と くに情報化の進展 は統計情報 の利用の高度化 を もた らす もの と思 われ る。企業内で

は統計 デー タは企業情報 システム(ManagementInformationService,MIS)の 一環 と

して利用されている。社 内情報 と異 な り統計情 報の大部分 は政府 ・地方 自治 体などによっ

て調査集計 されてお り,一 種 の公共 財 と して生産 され るもので あ る点 に特徴 があ る。

企業 におけ る統計利用調 査をお こな う上で留意すべ き点 と して,報 告書 は,必 要 とされ

る統計デ ータが企業の所属す る産業に よ って異 なり,ま た企業 内の部 課 によ って も異 なる

ことを あげてい る。そのため調査 にあ た っては特定の産 業にかたよ らずかな りの業種 にわ

た って調査す る必要があ る。留意すべ き第2の 点 と して,企 業の調和部門が拡大 し,独 立
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した調査機関 と して情報の収集,蓄 積,加 工,販 売 を行 な うよ うになってい ることであ り,

この よ うな広義の情報処理産業 について は別個 に調査す る必要があ ると してい る。

調査によ って得え られた知見の うち,注 目す べき点 は下記の とお りであ る。

① 企業 の意 見 と して,政 府 ・地方 自治体 の調査 は,社 会経 済の変化 に即応 した調査概

念 ・分類体 系の改定が行 なわれ ていない。その点,業 界 団体 は こうした対応が迅速

に行われ るだけで な く,調 査の公表が早 いので,政 府統計 よ りむ しろ重要であ ると

い う指摘が ある。 したが って,政 府統 計のかな りの部分が ,業 界団体 などの非政 府

統 計で代置で き,そ の ほ うが調査能率 が上 が り必要 なデータが得 られ るとされてい

る。

② モ ノか らサ ー ビスへの転換 に対 して現行の統計調査 は対応がで きてお らず,サ ー ビ

ス業統計が欠 け る,運 輸 ・輸送統計や建築統計が不足 であ る,と い った指摘があ る。

こうい った難点 は既存 の統計調査の速報性の向上 や調査 内容 ・集計方法の改善で は

解決で きない。

③ 欧米諸国,特 にアメ リカ合衆国 と接触 の多 い企業か らは,ア メ リカ合衆 国におけ る

統計 デ ータとデ ー タ案内情 報に対応す る質的向上を要求す る声が あ る。

④ 実態調査 によ ると10年 以上 にわた っての データの利 用の頻度がか な りみ られ る。

⑤ 調査時点 と公表 時点で1な い し2年 の差があ り,と くに大型標本調査 の場合の よ う

に調査周期が3な い し5年 の場合 にはデ ータが古 くな り過 ぎる。

⑥ 市販の デー タベ ースの利用を行な ってい るケースは少 ない。

⑦ 一般的 には統計調査 データの利用度 は低 く,と くに統計調査報 告書デ ータを利用 す

ることは少な い。そのかわ り重要視 され るのが新聞切 り抜 きであ る。新聞記事化 さ

れ た場合 には,単 な る数値 だけで な く図表 と文章 によ る解説 のあ ることが役 に立 っ

ている と考 え られ る。

⑧ 政府官庁へ の電話 による問 い合わせが多 い。 しか し明確 な回答がえ られ ない ことが

指摘 されて いる。実査部局 に質問す る際 は,完 全 に特定の統計調査の枠組 みに直 し

ての質問で なけれ ば回答がえ られず,少 しで も多 くの統計調 査に関連 す るよ うな一

般 的な質問形態 にす ると回答が得 られ な くなる。

企業 の利用 してい るデ ータを類型化す ると次の7種 類にな る。

① 政府 ・地方 自治体 が作成 する統計。

② 編集 ・加工 され た政府 ・民間の統計 また は民 間のデー タフ ァイル。
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③ 国際機関 または外国政府が作成す る統計。

④ 業界団体か ら得 られ る統計。

⑤ 企業が調査 会社 に依頼 して作成す る統計。

⑥ 上記 に準ず る 自社作成の統計。

⑦ その他。

この調査 による と,最 も多 く使用 されて いるの は①(85.6%,多 重選択)で あ り,つ い

で②(75.8%),④(65.7%)と な って いる。⑥,⑤ が これ にっ ぐ。調査 では,業 界 団体

か ら得 られ る統計が極 めて重要 な位置を 占めて いる ことに注 目 してい る。統計情報 の高度

利 用 と流通促進 を図 る場合,政 府 ・地方 自治体の統計調査 に範囲を限定す ることは片手 落

ちであ ることが示 唆され る。

統 計デー タ利用 の 目的 として は表1の よ うな回答がえ られてい る。① 需要 予測,② 景気

予測,③ 業界動 向調査が上位を 占め,い ずれ も景気動 向を反映 した もの とな ってい るのが

特徴で ある。 これ を統計調査の分野別 にみ た ものが表2で ある。 また編纂統 計(統 計月報,

年報類)で は使用 頻度は表3の よ うにな って い る。 これ らの統計 にたいす る需要動 向 は商

業用統計 データベー スであ る日本経済新聞社 のNEEDSの 提供す るサ ー ビスに反映 され

て いるといってよい。

表1 目 的 別 集 計

政 府 地 方 自 治 体 調 査 統 計 その他の統計調査
順 位

目的 コ ー ド 目 的 件 数 件 数 目的 コー ド

1 1 需 要 予 測 918 一 1016 1

ワ'

3

2

8

景 気 予 測

業 界 動 向 調 査

857

804 ×
850

799

8

2

4 (9 そ の 他 406) ← 一 一 一 一 → (507 9)

5

C
O

7

3

人 事 ・労 務 管 理

新製品 ・新規計画

168

157 ×
106

158

3

.

7

7 4 設 備 投 資 111 一 128 4

8 5 工場等新設計画 99 一 89 5

9 6 在 庫 計 画 28 一 56 6

累 計 3548 3763

出所:全 国統計協会連合会 「統計利用の促進に関する調査研究報告書」p .194。
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表2 使用統計デ ータ(政 府 ・自治体 の調査統計類)〉

使用の

順 位
分 野 コ ー ド 分 野 名

一 統 計 当 り

平均使用部課数

利用部課

延 総 数

分 野 内

統 計 数

1 B 景気動向 49.3 148 3

2 M 家計 ・物価 41.8 377 9

3 K 企画 ・経営 41.7 292 7

4 C 人 口 36.0 144 4

5 A マク ロ統計 34.7 139 4

6 F 鉱 工 業 ・電 気 ・ガ ス 30.8 247 8

7 G 建設 ・住 宅 24.8 149 6

8 1 貿 易 24.0 96 4

9 D 労働 ・賃金 2LO 147 7

10 L 金 融 14.0 42 3

11 H 商 業 12.6 126 10

12 P 教育 ・文化 7.0 14 2

13 N

Q

社 .会

その他(エ ネルギー) }日
15

5

3

1

15 E 農 林 ・水産 3.5 21 6

16 J 運 輸 ・通信 2.8 20 7

17 O 健康 ・衛生 2.4 12 5

X 〔自由記入 〕 7.9 119 一

出所:表 一1と 同 じ。p.195。

表3返 幕統計等 の利用状況(コ ー ド化分のみ集計)

順 位 調査 名 コー ド 編纂統計等の名称
統 計 当 り

使用部課数
構 成 比

1 9 経済企画庁 「経済白書」 117 5.52%

2 30 東洋経済新報社 「東洋経済統計月報」 99 4.67

3 29 同 上 「経済統計年鑑」 75 3.54

4 32 朝 日新 聞社 「民力」 71 3.35

5 16 通商産業省 「通商白書」 56 2.64

6 31 東洋経済新報社 「地域経済計統総覧」 51 2.41

7 15 通商産業省 「通産統計」 50 2.36

8 7 経済企画庁 「国民所得統計」 47 2.22

9 27 日本銀行 「経済統計月報」 47 2.22

91
0 26 同 上 「経済統計年報」 31 1.46

事 前 末 コ ー ド 化 分 1149 54.22

合 計 2119 100.00

出所:表 一1と 同 じ。p.196。
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統 計利用上 の問題点 につ いて は,探 して いる統計が ど こにあ るか分 か らない,調 査年次

が異 な るとき調査概念の変更 によ り数値 に断層があ る,異 なった調査 で分類や調査 概念が

相互 に食い違 う,な どが指摘 されて いる。 その解決策 と して は,別 のデ ータを利用 した,

ほかの説明資料 を調べ た,利 用を断念 した,調 査 した官庁 に問い合 わせた,業 界 団体 に問

い合 わせた,の 順 にな って いる。

(2)以 下 に検討す るニ ーズ調査 は学術 目的の統計利用を対象 と してお り,企 業 の利用

を調 査 した上記 の もの と幾つかの点で対照的 となって いる。 まず 「学 術情 報デー タベ ース

化 の方法 と利用 に関す る研究」であ るが,こ れ は文部省のバ ックア ップをえて,化 学 ・医

学 ・経済学 の3分 野 を選んで学術情報 データベ ースが どの程度作成 され利用 されてい るか

を調 査す ることを目的 と してい る。

回収 された調査表 は,

① 経済学 ・経営学 ・商学系 データベ ース97

② 医学 ・歯学 ・薬学系 データベ ース128

③ 化学 系デー タベース50

合計275

とな って いる。 したが って3分 野の なかで経済学の分野 におけるデータベ ース利用 は特 に

進 んで いるわけではないが遅れて いるわ けで もない。(な お,筆 者が継続 してお こな って

い るデ ータベ ースおよび ソフ トウエ アの所在調査で は,300以 上の存在が知 られてお り,

しか も本報告書記載 の もの と重複 して いない ものが多数 にのぼる。本調査で回収 され た調

査表 はその意味で網羅 的な もの とはな っていない と判断 され る。)

所見 と して指摘 されてい る点 を列挙 すれ ば次の とお りで あ る。

① 一般的 にいえば,多 数 の利用者 がい るデー タセ ッ トについてはデー タベ ース化 し,

利用者 は少ないが価値 のある ものは ファイルの所在 案内をデー タベース化す る こと

が期待 され る。 しか し,大 学 の研 究者 と企業 の利用 者では利用 され るデー タの種 類

その ものが違 ってい る。

② 経済系 と関連 ある社会調 査デー タは本調査の対象で はないが,所 在情報 をデー タベ

ース化す る必要があ る。

③ 産業連 関表,時 系列 マクロ ・デ ータにつ いて は重複開発部分,未 開発部分,の 整理

が必 要である。
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④ 学術 的デー タベ ー スはその開発組織が研究者個人で強固 とはいいがたい。

本調査 によるデータベースの名称 および作成機 関については上記報告書を参照されたい。

(3)「 日本の社会経済統計 データベ ース需要動向調査結果報告書 」は一橋 大学 日本経

済統計文献 セ ンターによ り取 りまとめ られた ものであ り,内 容 は次 の3項 か らな ってい る。

① 研究者が どのよ うな統計デ ータの必要性 を感 じているかを,面 接 および シ ンポジウ

によ り検討。

② 既存の調査の結果 にっ いて文献調査。

③ ア ンケー トによ るニ ーズ調 査。

ここで はこの うち③ ア ンケー ト調 査にっいて取 り上げる ことに した い。 これ は昭和53年 度

に実施 された調査結 果の概要を内容 と している。 日本の社会科学研究者の うち,大 学等 の

研究 ・教育機i関の研究者 約8,000名 の中か ら,日 本の社会経済の実証分析 に関連 した研究

をお こな っている と思 われ る約2,000名 を対象 と している。回答 はその うち約1,000名 か

ら得 られた。本報告書 は潜在 的需要 の検討 も含めてデータベ ースの需要動向を調査す る こ

とを 目的 と した もので あ る6

調査票 は実証分析 をお こな った可能性のあ る1,828人 にたい して送 付 された。 「これ ま

で 日本 の社会経済統計 デー タを利用 された ことがあ りますか」 とい う問い にた い して,有

効回答者861名 中730人(84.8%)が 利用 していると回答 している。

既存統計 データ(本 調査で は 「自分で設計 ・調査 した以外 の統計 」 と称 す る)を 使用 し

た人 は741人 であ った。統計 データの対象期 間別 にみ ると約8割 が現状分析 的であ り,約

2割 が歴史統計の分析で あるとい う。すなわち,

① 明治以降現 在 までの長期分析的なデータ利用1割

② 明治以降第2次 大戦 まで,お よび明治以前1割

③ 第2次 大戦以 降8割

デー タの利用手法 は時系列分 析が圧倒的 に多 く,3,627件 の調査統計名の うち3,102件

(85.5%)と な ってい る。 クロス ・セ クション分析は1,923件(53.0%),ロ ンジチ ュー

デ ィナル分析 は114件(3.1%)で あ った。 データ処理 にあた って計算機可読 に変換 して

い る比率 は33.9%と な ってい るが,調 査者 は他の項 目への回答か らこれ は過小であ る とし

て,約4割 が計算機処理 を している としてい る。手計算のみ,あ るい は手計算併用が78.5

%と な って いる。

調査者が述べて いる知見 の うち主 な点 はっ ぎの とお りであ る。
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① 自然科学者 に比 して計算機 の利用 に抵抗感が ある とされ た社会科学 者の間で も計 算

機利用 の有効性が認知 されてい る。

② マシン ・リーダブル な媒体によ る統計デ ータの入 手は有 力大学 に限定 され る恐れが

ある。

③ 民間の統計 データベ ース ・サ ー ビスは内容,価 格の点で大学 のニーズに合 わない。

④ 研究 目的のためには現状分析的 なデー タとな らんで,長 期デー タ(第2次 大戦前,

明治期 におよぶ)の 需要が ある。

⑤ デ一夕フ ァアイルを研究者 間で共用 しよ うとい う意識 は希薄であ る。

⑥ その理 由は,特 定パ ッケー ジ用 の フ ァイルを変換 する ことが必要 になること,お よ

び,

⑦ 使 用す るデータはテ ーマに応 じて変わ って くるので,一 過性 のデー タ使用 とな って

いる。

⑧ 編集 された統計書,2次 統計書 に依存す る利用者がかな り多い。 この ことは使用上

の注意等の注釈のつ いた統計 デー タベースに対す る需要が潜在 して いることを示唆

している。

表4 利用統計(「 自分で設計 ・調査 した以 外の統計 」)の デ ータ対象分野

デ ータ対象 分野

順 位 (重 複 記 入) 延 点 数 相 対 比 重

1 人口 ・労働力 1,207 13.95

2 企 業 ・経営 791 9.14

3 家 計 ・物価 778 8.99

4 鉱 ・工業,電 気 ガス 699 8.08

5 商業 ・貿易 691 7.99

6 賃 金 674 7.79

7 農 林 ・水産 639 7.39

8 財政 ・金融 630 7.28

9 国民経済勘定(マ ク ロ) 520 6.01

10 社 会 447 5.17

11 運輸 ・通信 334 3.86

12 建設 ・住宅 305 3.53

13 文 化 ・教 育' 290 3.35

14 〔その他 〕 273 3.16

15 保健 ・衛生 221 2.55

16 環 境 151 1.75

計 8,650* 100.00

注:*重 複記 入を許 して いる。総計点数 は3,811点 。

出所:松 田芳郎編 「日本 の社会経 済統計 デー タベ ース需要動向調 査

結果 報告書 」p.39。
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(4)「 学術情報デ ータベ ース基本調査報告書 」は,次 に検討 す る 「デ ー タベ ース利用

動 向調 査報告書」 とともに,学 術 情報セ ンターによる もので ある。 この調査 によると,デ

ー タベー スの構 築者 は
,個 人,グ ループ,研 究会 といった私的 な ものが 全体の56%を 占め

る。機 関 ・組織 による とす るものは40%で ある。 データベ ース作成費用 の出所 は,大 学 ・

機関等 の予算 による ものが74%を 占めて いる。公開にっいて は,51%が 「公 開」 と してい

るが,利 用対象者 を学 内や研究 グループ内部に限定 してい る ものがか な りあ る。 「非公

開」の もの は39%で あるが,そ の理 由は未整備や人手不 足があげ られてお り,条 件が整 え

ば公開 され る見込みが高 いことが伺われ る。

デー タベ ースの分野 は,理 学 ・工学 ・農学 ・複合領域 に集 中 してお り475件(62 .7%)

とな ってい る。 これにたい して商用デー タベ ースは自然科学 ・技術が635件(37 .3%),

ビジネスが630件(37.0%)と な ってお り,ビ ジネスがか な りの割合 を占めてい る(図1

参照)。

図1 データベ ースの分野別作成状 況

学 術情 報 デ ー タ

ベ ー ス基 本 調 査
文 学141

(18.6%)

「 法学14(18%)

回

答

フ39二i

5.1%5.7%)回 答 数:758

ス

覧

一べ
総

タ
帳

一デ

台

図 一1出 所:学 術情 報セ ンター 「学術情報デ ータベース基 本調査報告書 」p .5。

件 数:収 録

デ ー タ ベ ー ス

そ の他30(1。8%)

データベ ースの種類 と して は,数 値が52%を 占めてお り,数 値情報 の多 さが 目にっ く

(表5)。 次いでおおいの は書誌が25%で ある。 これに対 して 商用 デー タベ ースで は書誌

が36%,全 文 が32%,抄 録28%な ど,文 書 を内容 とする ものが殆 ど とな ってお り,数 値 は

28%に とどま っている。1

(5)同 じく学術情報 セ ンターによる 「データベース利 用動向調査報告書 」は昭和61年

度 にお こなわれ た調査 に基づ いて いる。
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表5デ ー タ の 種 類 図2デ ー タ ベ ー スの 利 用 状 況

一
応

1

(多重回答)

種 類
学 術 情 報 デ ー タベ ー ス デ ー タ ベ ー ス 台帳 総 覧*

件 数 % 件 数 %

文

書

全 文 76 10.0 378 31.5

圭 三士
臼 ロ心、 190 25.1 427 35.6

抄 録 94 12.4 331 27.6

そ の 他 106 14.0 156 13.0

無 回 答 52 6.9 0 0.0

数 値 397 52.4 335 27.9

図 形/画 像 90 11.9 66 5.5

映 像 17 2.2 3 0.3

立 士
日 戸 13 1.7 0 0.0

プ ロ グ ラ ム 38 5.0 27 ・2
.3

そ の 他 92 12.1 0 0.0

無 回 答 29 3.8 0 0.0

合 計 758
.

100.0 1,200 100.0

注:*JIPECで 独自に重複 を除き,DB化 した フ ァイルで カ ウン ト。

出所:学 術情報セ ンター 「学術情報 データベース基本調査報 告書 」p.8。

無 回 答

25(62.5)

『
7(ユ7,5)

,8(2α0)

40(28)

法 学48(3.3)

45(88.2)6(1L8)

そ の 他

農 学 、7,9,i3.9,a)lll

経 済 学

複合領域

理 学

医 学

工 学

文 学

0

20(20.8)

96(6.7)

113(7.8)

45(19.5)

100

囲 ・未利用

巨 ヨ ・DBを利用

羅 ・無回答

数 字:回 答数

〔}内:%

231(16.0)

3(1.2)

ii73(31.0)ii242(16.8)

58(23.9) ,

200

274(19,0)

300件

出所:学 術情報 セ ンター 「データベース利用動向調査報告書」p.6。



これ による と,
.デー タベ ースを利用 して いる教 員や研究者 は全体の20%(回 答数1,440

の うち283)で ある。研究 分野 べっ にみ ると医学が件数(75),利 用率(31%)と も最 も

多 い。(図2参 照)ち なみに経済学で は回答数102の うち15(約15%)が デ ータベースを

利用 してい ると してお り,85(83%)が 未利用 と回答 して いる。 デ ータの種 類について

は,書 誌 デ ータが54%,抄 録 データが51%と な ってお り,数 値 データベースは12%と な っ

て いる。構 築面で は前記の 「学術デ ータベース基本調査」 によると数値 デー タが もっとも

多か った ことと対照 的で ある。

(6)統 計研究 会によ る 「統計情報 のニ ーズ と統計調 査に関す る調査研究 」。本調査 の

目的は,① わが国 の統 計制度,統 計機構 統 計予算 と先進 諸国のそれ との国際比較的分

析,② 統計情報 に関 す る社会科学研究者,研 究機 関および政策立案者のニ ーズの把握,

③ 統計調査の各種利用 目的に照 らしての現行統計 システムの有効性 ・弱点な どの究明,

にあるとされて いる。全体 はわが国 の統計制度,ア ンケー ト調査,各 分野別の統計 に関す

る検討,か らなって いる。分野別 に取 り上 げ られ ている項 目は,新SNA,産 業連 関表,

工業統 計,消 費,人 口 ・労働力,賃 金,サ ー ビス統計であ る。

ここで は分野 別の検討 には立 ち入 らず,統 計ニ ーズ に関す るア ンケー ト結果 につ いて概

観す ることに したい。

アンケー トの調査 対象 は団体および個人であ る。団体 には中央官庁,地 方 自治体,企 業

(一部上場),民 間研 究機関,業 界団体等が含 まれ る。個 人 は日本統計学会,理 論 ・計量

経済学会 の メンバ ーか ら選 定 した ものであ り,主 要 な統計利用者 をカバ ーす るよ う選ばれ

ているので,ラ ンダム ・サ ンプルではない。対象は団体1,197(回 収386),個 人670

(回 収167)と な ってい る。

統計の利用頻度 は表6に 示 され ている。 ここに リス トされ た以外で回答 された統計 名は

'の べ700
,統 計の種類で200以 上 にのぼ った。 そのなかで比較的多 くあげ られ たのはエネ

ルギー統計,国 民生活実態調査等であ った。

表7は 利用主 体別 に主 な統計の利用頻度を示 してい る。 これについて本報告書で は,利

用主体別 の頻度 には極端な差 は見 られないと して いる。(こ の点 に関 して,前 記 「学術情

報 デー タベ ース化 の方 法 と利用に関する研究」が大学 の研究者 と企業の利用者で は利用す

る統計 デー タその ものが異 な ると述 べて いる。)地 方 自治体 の利用す る統計 が比 較的均一

で,全 体の90%が 国勢調査,事 業所調査,工 業統計,商 業統計をあげてい る。統計 の うち

で は,国 民所得統計が最 も広 く利用 されてお り,個 人の90%,中 央官庁,会 社,団 体 のぞ

一143一



れ それ70%が 利用 してい ると回答 して いる。

統計に関する要望としては,調 査時点と公表時点に時間差がありすぎることを指摘する

表6 統計 利用度数(100以 上 の もの)

統 計 名 度 数 統 計 名 度 数 統 計 名 度 数

家言禰 査 229 法人企業投資実績統計 127 輸出認証統計 127

小売物価統計 187 法人企業投資予測調査 116 輸入承認統計 122

国勢調査 363 国際収支表 157 雇用動向調査 116

事業所統計 289 財政投融資統計 104 職業紹介統計 103

就業構造基本調査 193 日本外国貿易統計 162 賃金構造基本調査 125

住宅統計 191 法人企業統計 196 毎月勤労統計 246

消費者物価指数 369 民間給与実態調査 110 建設工事受注統計 103

全国消費実態調査 166 学校基本調査 175 建設工事着工統計 118

全国推計人口 201 人口動態調査 ユ97 建築着工統計 184

全国物価統計調査 121 農家経済調査 178 地方財政統計 124

貯蓄動向調査 148 農林業セ ンサス 166 県民所得統計 242

労働力調査 220 稼働率指数 173 卸売物価指数 311

産業連関表 219 原材料指数在庫指数 166 資金循環勘定 104
,

機械受注実績調査 125 工業統計 337 主要企業経営分析調査 143

国富調査 138 鉱工業生産指数 284
主要企業 ・中小企業

短期経済予測調査
117

国民所得統計 422 生産者製品在庫指数 135 輸出入物価指数 127

景気動向指数 209 商業統計 255 労働生産性指数 109

消費者動向予測調査 148 百貨店販売統計 179

その他度数50以 上のもの …… 科学技術研究調査,個 人企業経営調査,ビ ジネスサーベイ,

厚生行政基礎調査,海 面漁業生産統計,米 生産費統計,作 物統計,農 村物価賃金調査,

食糧需給表,工 業実態基本調査,商 業実態基本調査,商 業動態統計,通 産省生産動態統計,

自動車輸送統計,賃 金労働時間制度総合調査,労 働生産性統計,道 路統計,国 有鉄道統計,

職種別民間給与実態調査,通 貨統計,預 金 ・貸出統計,金 利統計

出所:統 計研究会 「統計情報のニーズと統計調査に関する調査研究」p.76。
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表7主 体別利用度数(計200以 上 の もの)

統 計 名 中 央 官 庁 地方自治体 会 社 団体研究所 個 人 計

家 計 調 査 35 66 69 44 106 320

国 勢 調 査 47 90 71 52 103 363

事 業 所 統 計 32 85 56 45 71 289

消費者物価指数 42 74 93 45 115 369

全国推計人口 30 41 47 31 52 201

労 働 力 調 査 31 37 42 31 79 220

産 業 連 関 表 27 18 49 57 88 219

国民所 得統計 51 62 102 57 150 422

景気動向指計 20 20 81 28 60 209

工 業 統 計 33 85 69 48 102 337

鉱工業生産指数 34 33 89 40 88 284

商 業 統 計 27 86 54 38 50 255

毎 月勤労統計 27 53 52 31 83 246

県民所得統計 27 77 46 29 63 242

卸売物価指数 32 52 90 37 100 311

回 答 票 数 68 95 139 84 167 553

出所:表 一6と 同 じ。p.77。

意見が多い。 また地域区分が不十分である とす る意見が 目立 ち,市 町村単位 までの細か い

数字を求 め る利用者 があ ることが示唆 され る。(表7参 照)

統計相互間の問題 と しては,類 似の項 目につ いて2種 類 の統計が著 しく異 なる数字 を与

えて いるケース,統 計 間の定義 ・カバ レッジ ・期 間等の整合性の問題が指摘 されて いる。

(表8参 照)

(7)「 統計 デー タベ ースと計量モデルに関す るアンケー ト」は筑波大学 におけ る多 目

的統計 データバ ンク ・プ ロジェク トが行な って いるもので,こ れ まで に検討 した各 調査 と

異 な り,継 続的 に実施 され ている点が異な る。 また,ア ンケー トの回答 にっ いて はデー タ

ベ ース化 されてお り,一 般の利用が可能 とな って いる点 も特徴 といえよ う
。
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この ア ンケー ト調査の経過について略述す るとっ ぎの通 りで あ る。 まず ア ンケー ト調査

が行なわれ るにいた った きっか けは,文 部省科学研究費特定研究(1)「 多 目的総合統計

デ ータバ ンクの開発」が昭和58年 ～60年 の3ヵ 年 にわた って実施 された ことに始ま る。 こ

表8 主要な統計に対する批判
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㎏
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。っ

9
円
皿
騨
+順
蝋
来
聴
臨
細

N

穂
水
纂

面
部
鰍
細

[

批判点注

統計名
1 2 3 4 5 6 7 8

家 計 調 査 6 9 11 8 14 4 14 2

国 勢 調 査 9 5 9 12 8 8 82 6

事 業 所 統 計 4 3 7 9 0 4 36 4

消 費 者 物 価 0 1 0 3 1 4 3 4

労 働 力 調 査 3 3 7 15 1 3 5 3

産 業 連 関 表 0 0 3 2 1 0 20 18

国 民 所 得 8 3 10 3 1 6 21 40

工 業 統 計 9 17 14 21 5 15 67 9

商 業 統 計 6 9 11 12 17 8 63 4

毎 月 勤 労 統 計 4 1 7 5 1 0 5 2

県 民 所 得 0 1 2 3 0 1 18 20

卸 売 物 価 1 1 0 2 0 1 6 3

出所:表 一6と 同 じ。p.79。
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表9 統計 間の利用上 の問題点、
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問題点注

統計名
1 2 3 4 5 6 7

家 計 調 査 7 3 9 7 4 10 3

国 勢 調 査 16 25 5 26 6 7 0

事 業 所 統 計 12 35 12 6 8 8 1

就業構造基本調査 5 6 4 12 7 2 1

労 働 力 調 査 12 4 6 4 10 4 2

国 民 所 得 5 1 5 3 5 13 11

工 業 統 計 5 31 18 4 6 12 4

商 業 統 計 2 32 8 1 7 10 2

毎 月 勤 労 統 計 11 4 8 7 4 6 0

出所:表 一6と 同 じ。p.79。

の研究プ ロジェク トは統計 デー タセ ッ トの開発,計 量分析,ア プ リケー ション ・ソフ トウ

エアの開発,統 計 デ ータベ ース用 コンピュー タ ・システ ムの導 入など幅広い分野 に及んで

お り,ま た参加 メンバ ー も全国20大 学 ・研究機関に所属 す る100数10名 に及んでいた。 そ

こで研究を進 める前提 と して,研 究成果の所在を確認す る目的を もって,研 究 メンバ ーを

対象に したア ンケー ト調 査がお こなわれたのであ る。 この第1次 ア ンケー トの結果 は,

r統 計デー タバ ンク研究 の課題 と方法(3)一 ア ンケー ト調査結果 一』筑波大学,
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昭和60年8月,と して刊行 され ている。 第2次 ア ンケー トは理論 ・計量経済学会の メ ンバ

ーを対象 として行な った ものを中心 と してお り,協 力 を得 られ た研究機関,官 庁等 によ る

ものを含んでい る。結果 はrデ ー タベ ース と計量 モデル ー 第2次 ア ンケー ト調査結 果

－S筑 波大学社会工学系 多 目的統計 デー タバ ンク報告書No
.54,昭 和61年12月,と し

て刊行 された。なお1次,2次 ア ンケー トは総括報告r統 計 データバ ンク研究 一課題 と

方法 一』筑波大学,昭 和62年,に マイ クロ ・フィッシュと して添付 されて いる。第3次

ア ンケー トは昭和62年 に 日本統計学会 および 日本計画行政学会の メ ンバ ーを対象 にお こな

わ れた。結果 は現在 のと ころまだ印刷物 とはな って いないが,オ ンライ ン ・サ ー ビスによ

り利用可能 とな っている。総収録件数 は300を こえてお り,社 会経済分野 にお けるデー タ

や ソフ トを対象 と した もので はか な り大 きな もの とな りっっあ る。

対象 は次の5つ に大別 されて いる。

① 統計 データ。

② 計量 モデル。

③ 非数値情報(統 計調査 の概要 リス ト,統 計 の分類体系 など)。

④ アプ リケーシ ョン ・ソフ トウエア。

⑤ その他(特 殊機器の 開発 などを含 む)。

これ まで の統 計 デ ー タベ ー ス の サ ー ベ イ が統 計 数 値 そ の もの を対 象 と して い た こと と比

較 す る と,こ の プ ロ ジ ェ ク トで は よ り高 度 な加工 を施 した計 量 モ デ ル体 系 や,デ ー タベ ー

ス構 築 や分 析 の 手 段 とな る ソ フ トウエ ア開 発,さ らに は統 計 デ ー タベ ー ス にふ さ わ しい シ

ミュ レー タ ・シス テ ムや グ ラ フ ィ ック ・シス テ ム,コ ミュニ ケ ー シ ョン ・シス テ ム な どの

設 備 面 まで を含 ん で い る こ とが注 目 され る。 これ らを一 体 と して整 備 す る こ とが 統 計 デ ー

タベ ー ス開 発 に あ た って必 要 で あ ろ う。

(8)「 計 量 モ デル と統 計 デ ー タベ ー ス に関 す るサ ー ベ イ(ASurveyonEconometric

ModelsandStatisticalDatabases)」 は筆 者 自身 の 手 に よ る もの で あ り,タ イ トル の

示 す とお り,我 が 国 にお け る計 量 モ デ ル お よ び統 計 デ ー タベ ー スの 現 状 を 明 らか に す る こ

とを 目的 と して い る。 した が って 対 象 分 野 は経 済 お よ びそ の 隣 接 領 域 と な って い る。 トピ

ックス はつ ぎの 通 りで あ る。

①4半 期 計 量 モ デ ル:そ の ほ とん どが短 期 マ ク ロ予 測 に もち い られ る。

② 多部 門 産 業 モ デ ル:中 ・長 期 分 析 に 用 い られ る。
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③ 多地域 モデル:全 国を幾つ かに地域分割 したモデル。

④ 多 国間モデル:世 界経済 を対象 と し,主 要国 ・主要地域 ごとのモデルを貿 易

の流れ などで リンク したモデル。

⑤ 特定分野 に関す るサブ ・モデルない し計量 分析:例 と しては,イ ンフレー シ ョン

為替 レー ト,金 融市場,労 働市場,社 会保障,財 政,所 得,

分配,エ ネルギー,公 害,生 活時 間,な どが あげれ る。

⑥ 統計のオ ンライ ン ・データベ ース ・サー ビス:こ れにっ いて は提供主体 をa.政

府,b.民 間企業,c.学 術 目的,の3っ に大別 して検討 してい

る。

この うち商用 のデー タベ ース ・サー ビスを多用 しているの は,①4半 期計量 モデルに限

られ るとい って も過言 ではない。

統計 に関 していえば,計 量 モデルの構築 は最 も高度な利用形態 といえる。 また計量 モデ

ルの構築 にあた っては,必 要 な統計 データの体 系的整備 が行なわれ るのが通例で あ り,そ

の意味で はモデルはデータベ ースを と もな っているといえよ う。

しか しなが ら,実 際 には統計デ ータを ファイル化 して用 いてい るのがせ いぜ いであ って,

データを体系 と して整備 し,デ ータのみな らず方程式につ いて もデ ータベ ース管理 し,さ

らにはモデルの解 について もその前 提 とともに管理するとい う段 階に はい まだ に到達 して

いない。 と くに統計 デー タにっいては これを個別の時系列 と して管理 してい る例が殆 どす

べてであ り,統 計 の特徴 であ る勘定体系すなわ ち 「表」 と して扱 ってい る例 はみ られ ない。

また,統 計 の定義,カ バ レー ジ,分 類体系,加 工 方法その他の,い わ ゆる 「メタデータ」

に関 して も,現 状で は変数 リス トの段階 にとどま り,デ ー タベ ース化 され ている例 は少 な

い。

3,統 計デ ータベ ース構築の可 能性

提供側 か ら見 ると,統 計デー タは今 日その ほとん どが磁気 テープ化 されてい る。他方,

利用 の側 で は統計 デー タをデー タベース化 した いとい う要望が強 ま ってい る。 このよ うに

見 ると統計 デー タのマ シン ・リーダブルな形での流通 とデ ータベ ース化へ の態勢が整 った

よ うに思われ る。 しか し,コ ンピュータを利用 して統計 デー タの集計を行 な うことと,デ

ータベ ースを形成す る こととの間 には大 きな距離がある
。 この距離 を いか に して埋あ るか

が統計 データベ ース構築の可能性のか ぎをにぎる といえ よ う。 なかで もデ ータベ ース理論
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の統計 データ分野への応用 ば重要 な課題で あ る。

経済 ・社会 ・政治などの研究領域 において,行 政 の実務 において,あ るい は民間企業の

経営 にあた って,各 種 の統計 を入手 し,こ れ を 目的 に即 して高度加工 した うえで分析 す る

ことが きわあて重要 である。 しか しこれ には長期 間にわた るデー タの蓄積,デ ータの入力

や信頼性 チェ ック,コ ンピュー タ ・システムへ のア クセスの確 保,分 析用 ソフ トウエアの

開発 や入手,結 果の評価 ・伝達 など,多 様 な機能を こなさな ければな らない。現状で はこ

うした障壁 を克服 で きる統計 データ利用者 は極 めて 限 られてい る。

統計 デー タベ ースが実現す るため には次の よ うな課題があ る(鵜 野1987)。

① デー タテ ープの購入 と標準 フ ォーマ ッ ト化。

② デー タ開発用 と利用 のための ソフ トウエアの体系的開発。

③ デー タの高度加工 と実証分析。

④ 統計 デ ータファイルのオ ンライ ン ・デー タベ ース化。

⑤ 官庁等 によ り行 なわれ ている統計調査 に関す るメタ ・デー タベースの作成。

⑥ アプ リケーシ ョン ・ソフ トウエ アに関す るメタ ・データベ ースの作成,お よびユ ー

ザ ・イ ンター フェースの向上。

⑦ 統計デ ータ開発,計 量 モデル開発,ア プ リケー ション ・ソフ ト開発の現状調査 と所

在案内 データベースの作成。

⑧ データ ・コミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー クの形成。

⑨ シ ミュ レー ション装 置,画 像処理装置,デ シジ ョン ・サポー ト・システ ムなどのハ

ー ドウエアの開発 ・導 入。

⑩ 実証分析論文 ・報告書,マ ニ ュアルな どの蓄積 と閲 覧の ための システ ムの導入。

本節では,ま ず統計デー タの体 系的収集 と高度利 用のためにはデータベ ース理論 との架

橋が必要で ある ことを明 らか に し,っ いで他 のデー タに比較 した場合の統計 デー タの特徴

にかんがみて統計の データベ ース化にあた って どのよ うな ソフ トウエアの体系が要求 され

るかを利用上 の立場か ら明 らか に したい。上 記の課 題 に即 してい うな らば,最 初 のテーマ

は①⑤ に関連 し,第2の テ ーマは② に関連す る。

(1)統 計分野におけるデ一 夕ベ ーk理 論の応用

統計データをデー タベ ース管理 した場合 には,次 の よ うなメ リッ トが期待 で きる(穂 鷹
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1987)。

① デ ータベ ースに蓄積 したデータを多 目的に利用で きる。

② デ ータのみな らず書誌的事項 もデー タベ ースのデー タと して蓄積で きる。

③ 異 な る統計表 も同一の整理 法で整理 されて いるので,扱 い方法 に統計表固有 の事情

を勘案す る必要が ない。

事実,デ ータベ ース化 の メ リッ トは大 き く,ビ ジネス目的の データベ ースや書誌情報を

は じめ,デ ータベ ースの発達 は著 しい。それに もかかわ らず ,統 計分野 において はデー タ

ベ ース化 の声 は聞かれて も現実の構築例はほとん どない
。 その理 由 としては,現 状 におけ

るシー ケンシャルな フ ァイル管理 に対 して これをデー タベース管理 したときの メ リッ トが

明確 でない こと,デ ー タベース管理 システムを統計分野 に応用す る場合の方法が確立 して

いない こと,な どが あろ う。

統計デ ータに関す る問題点 と して佐藤 ・穂鷹(1987)は 次の点 をあげている。

① 既存 の統 計デー タの整理の仕方は場 当た り的であ る。

② 合計値 の扱 いが不統一 であ る。

③ データの共有の メカニ ズムの表現方法の理論的考察がで きて いない。

④ 表現 の方法 に一意性が ない。

⑤ 統計表 をその まま関係表 と見た ときの属性が不揃 いで ある。

⑥ 金額 の単位 が不統一 であ る。

⑦ 定義情報(メ タデー タ)は データ本体 と離れて別 に存在 す る。

⑧ 時系列 デー タと クロス表が別の扱 いにな っている。

⑨ 分類 体系の基準改定が頻繁 にお きる。'

このよ うな混乱 が実 際に は殆 ど問題 にな らず にすんでいることは,統 計の利用が未成熟

である ことの反映 である と思 われ る。 すなわ ち,統 計作成者 は 自己の責任領域 内の統 計の

み を(他 との整合性 に関 する明白な問題意識な しに)作 成 してお り,利 用者 は潜在 的ニー

ズを満たせず にいるかあ るいは統計を利用 しないで済 ませて いる ことを示唆す るものであ

ろ う。

統計審議会 は 「統計 デ ータの解析 の充実 とその提供 」に関 して は,公 表方式の見直 しな

どの項 目とな らんで,異 種統計で の類似項 目間の関連性等 の多 面的な分析 を行 なうことが

必要であ ると して いる。

また 「統計 デ ータの多角的利用の推進 」につ いて は次の よ うに論 じられてい る。 「統計
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デー タのよ り一層の有効利用 を実現す るためには,現 にお こなわれてい る利 用あ るいは顕

在化 しているニ ーズに応 えるのみ な らず,そ の潜在 的利用可能性 に も注 目 し,新 たな利用

の開発,普 及を図 るとともに,高 度利用 を可能 にす る情報処理上の種 々の技術的手段を駆

使 し,初 歩的 な利用か ら高度利用 まで 各種 の利用態様 に応 じた内容,媒 体での統計デ ータ

の提供 を行 な う等,多 角 的利用推進 のため,以 下 の方策 を講 じて い く必要があ る。」 そ

の うえで6項 目を示 してい るが,そ こに は統計 デー タ所在案 内機能の整備,デ ー タベ ース

の整備等 による統計デー タの高度利用 の推進,な どが含まれて いる。

このよ うな要請 に応え るたあには,前 述のよ うな統計に関す るデー タモデルの開発 とそ

れ によ るメタデータのデー タベー ス化,お よ び統 計デ ータその もののデー タベ ース ・シス

テ ムによ る管理が不可欠であ る。

統計分野 において データベ ースを形 成す るにあた って は,一 般 のデー タベ ース理論 を単

純 に援用す ることで はす まな いことが明 らか にされて いる。

通常の応用 分野 において はデータベ ースの設計 ・作成 はつ ぎのよ うな手順 をた どる(国

土庁1986)。

① データに対す る 「ユ ーザ ーの要求仕様 」を調査す る。 これを 「外部 スキー マ」 と称

す る。

② 外部 スキ ーマに対応 しうるデー タベースの 「論理構成 」を検討す る。 これ をrDB

スキーマ」 と称 す る。

③ データの物理編成(デ ー タの物理 的位 置,デ ー タ圧縮法,デ ー タへの ア クセス経路

など)を 考え る。 これを 「内部 スキ ーマ」 と称 す る。

④ 実際にDBス キーマに基づいてデー タを収集 し,内 部 スキーマに従 って デー タベー

ス化する。

このよ うな管理方式を3ス キーマ ・アプ ローチ と称す る。

これに対 して最近,佐 藤 らは4ス キーマ ・アプ ローチを提唱 してい る。 この提 案で は,

デ ータベースに関す る論理 的記述 としての 「DBス キーマ」 とは別途 に,対 象世界 を記述

す るモデルを構想 し,こ れを 「概念 スキーマ」 と称 してい る(図3参 照)。 これを統計 に

即 していえば,現 実のデ ータ入手可能性 とは別 に,対 象世界において概念上考え る ことが

で きる統計 データをモデル化 した ものであ る。 これが必要 にな る理 由は,現 実 の統 計調査

が対象世界である経済社会をその ままと らえて いるので はな く,特 定 の視点 か ら一 部分を

切 り取 ってい るに過 ぎないか らで ある。その ため現実 の統計調査か ら出発す るので はな く,
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図3 デ ー タベ ー スス キ ー マ

a.3ス キ ー マ

1
1

一外 部 ス キ ー マ

一

DBス キ ーマ

(ANSIの 概 念 ス キ ーマ)

内部 ス キ ー マ

/〆 ＼ ＼
＼＼ ノノ

DB

＼ ノ

b.4ス キ ー マ

対象世界

概 念 ス キ ー マ

外 部

ス キ ー マ

出所:国 土庁計画 ・調査局編 「国土情報の知識管理 」
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まず対象で ある経済社会その ものを モデル化 して体系的に とらえ ることが要請 され る こと

にな る。 この場合DBス キ ーマ は,ど の部分が実際にデー タベ ース化 され てい るかを明 ら

か にす る。通常のデー タベ ース構 築 にあたって は,ま ずDBス キ ーマの設計 を行 ない,そ

れ に したが ってデ ータを収 集す ることがおお いため,こ れ まで余 り取 り上 げ られ ることが

なか ったのであ る。

このよ うな佐藤 らの主張 はデ ータベ ース理論の分野で唱え られた ものであ るが,統 計 デ

ータの利用者 と しての立場か らも支持 され る。 なぜな らば この部分 こそが,統 計デー タ自

体 とデータベースとをつな ぐ架橋部分 に相 当す るか らであ る。 この部分の コ ンセプ トが広

く受 け入れ られ,統 計 に即 して具体的 に体系化が お こなわれ ることが統計 デ ータベース構

築 の大前提で あるといえ よ う。佐藤 らによれ ば,「 これ によ り,DB利 用者 は,自 分 の欲

す るデータ表現法 を理解 し,外 部 スキーマを定義す る ことがで きる。 また,DBに 新 たに

デー タを登録す るデータ収集者 は,自 分が登録 しよ うとす るデ ータのそのDBに おけ る表

現法 を概念 スキーマよ り知 り,DBス キーマをユニー クに定義す る ことがで きる。 これ に

よ り,DBス キーマの標準化が実現で きるので ある。 」

この際デ ータベース専 門家 に望 まれ ることは,通 常 のデータベースと統計 に関す るデー

タベ ースの相違点 を明確 に認識す る ことであ る。既存 のデー タベースに関す る理論 をその

まま統計分野に応用す る ことには限界があ る。 この ことの認識 の うえに立 ってデー タベ ー

ス理論の統計分野へ の応用 を行 な ってい く必要 があ る。

穂鷹(1987)は 統計 デー タモデルの標準形 の必 要性 を主 張 してい る。標準 化を果 たさな

いままデータの蓄積がお こなわれ ると,同 じデ ータを同 じとは見抜 けず に冗 長 に蓄積 され

た り,あ るいは一方の形式でデ ータを検索 した とき他方の形式 で蓄積 されてい る ものを見

落 とす,と い った障害を もた らす ことになる。 したが って,デ ータモデルの開発 は長い時

間をかけた合意形成 とテ ス トの プ ロセス とな らざるをえ ない。

統計表は様 々な形態 に整え られて公表 されて いるが,論 理的 にはつ ぎの よ うな形を して

い る。

1)S(Cl,C2,…,CmlSl,S2,…,Sm)

ここでC,(i=1,…,m)は カテゴ リ項 目,Sl(j=1,…,n)は サマ リ項 目

と呼 ばれて いる ものであ る。た とえば,地 域別産業分類別の事業所数 と言 った場合,C1

=地 域 ,C、=産 業分類,Sl=事 業所数で ある。

カテゴ リ項 目の と り得 る値 は次の よ うな分類 階層を なす もの とす る。
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Ω

/1＼
VlV2V3

/＼/＼
VllVlzV31V32

Ωはカテ ゴ リ項 目の とり得 るすべての値 の全体を表現 し,VI,V、,V,は それ らの

とりうる値 の細分類で あ る。V,,V2,V、 が Ωの分割(partition)に な って いること

は,階 層分類 として望 ま しい ことで はあるが,こ こで はそれ を必ず しも仮定 しない。 同様

にVil,Vt2はVlの,V31,V32はV3,の 細分類であ る。

データを共有 して多 目的 に利用す る ことがデー タベ ースを形成す る目的であ るが,そ の

ため には次の よ うな条件を満 た して いる必要が ある。

① デ ータベ ースと して蓄積 されて いる統計 データの構成要素 の意 味が一意 に定 まって

い ること。

② デー タの構成要素 を組 み合 わせ る方法が一意 に定 まって いる こと。

実 際にはど うか とい うと,① にっいては,名 称が類似 してお り一見 して同 じ性格 のデー

タであ って も,厳 密 には意味が同 じで はないことが しば しば見受 け られ る。上記 のデー タ

ベ ースの用語で いえば,カ テ ゴ リ項 目,サ マ リ項 目がバ ラバ ラに定 め られてい るために生

じた結果であ る。 この よ うな問題 は統計調 査を行 なった時点で生 じて しまっているわ けで

あ り,す でに存在 す る統 計 にたい して は事後 的な対策 はない。統計作成者 が事前 に打 ち合

わせ をす ることが必要 であ る。

穂鷹 は,② の条件が必 ず しも満足 され ない例 と して次の2例 をあげ ている。

[例1]

F4(地 域,産 業分類1男 性従業者数)

F5(地 域,産 業分類1女 性 従業者数)

[例2]

F9(地 域,産 業分類,性 別1従 業者数)

上記2例 はいず れ も同 じ統計 デー タを表 して いると考え られ るが,形 式上 は一致 してい

ない。っ ま り,蓄 積 デー タの意味 につ いて不一致 はな くて も[例1]流 に表現す るか,

[例2]流 に表現す るかで依然 と して異 なったデータ表現 の下 にデ ータが蓄積 されて し
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ま う。 このままデータベ ース化が進行す る と同 じデ ータを,同 じとは見抜けずに冗長 に蓄

積 した り,あ るいはデータの利用者が,一 方の形式で データを探 したときに他方の形式 で

蓄積 されてい る同 じデータに気付かな い とい った不都合を生 む。

②の種類の問題 は,統 計デ ータの組み替え によって一意な表現を得 ることがで きる。穂鷹

は以下の5ス テ ップによ り既存統計を標準形 に整え ることが可能であ るとい う。

① グルー ピング

② サマ リ項 目の純粋化

③ カテ ゴ リ項 目の直交化

④ 水平統合

⑤ 垂直統合

いずれにせよ,誰 が設計 して も同 じデータベ ース設計が得 られ るような設 計手続 きを確

立す る必要がある。そ してその よ うな設計方法 につ いて,わ が国の統計関係 機関が合意 に

至 る必要があ る。

(2)統 計デ ータベ ースの ための アプ リケー ション ・ソフ トウエ ア体系 一一つの例示 一

統計 データベースの形成 と利用 にあ た って は,デ ータ開発 と利用の ための ソフ トウエ ア

を体系 として整備す る ことが重要であ る。世 の中には各種の アプ リケー ション ・ソフ トが

市販 されてい るが,そ れ らはいずれ もデー タが きれ いなフ ァイル と して準備 されて いるこ

とが前提 とされている。 しか し統計 デー タの利用者 な ら誰で もしって いるよ うに,利 用可

能 な形 にデータを整備す る前処理,あ るいは分析結果 を表示 した り保存 した りす る後処理

な どが,作 業全体 のなかで大 きな比重 を 占めるので あ る。 したが って既存の アプ リケー シ

ョン ・ソフ トウエアを利用 しなが らも前処理 ・後処理 をお こな う部分を体系的 に開発 して

い く必要があ る。

ここではそ うした開発 の実例 を示す ことによ って,上 記 の意味 す るところをよ り具体的

に明 らかに したい。

多 目的統計 データバ ンク ・プ ロジェク トにおけ るアプ リケー シ ョン ・ソフ トウエアの開

発状況 は次の通 りであ る。

[デ ータ開発系統]

①EDIT(EmpiricalDatalnputandTransformationSystem)

機能:時 系列 デー タ入力 ・加工 ・編集,フ ァイル編集,分 析。
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①'VOICE音 声 入 力 出力(EDITと 統 合)

②MAT(MatrixAutomaticTransformer)

機 能:3次 元 の 表 形 式 デ ー タの入 力 ・加 工 ・編 集,マ トリッ クス演 算,任 意 の マ

トリ ック スの 出 力,時 系 列 ・ク ロ スセ ク シ ョンの 出力 。

③lo(lnput-OutputAnalysisProgram)

機 能:マ トリ ックス入 力(メ ッシ ュ ・デ ー タを 含 む),産 業 連 関 分 析。

[計 量 モ デ ル 開 発 系 統]

④MODEL(ModelEstimationLibrary)

機 能:大 規 模 モ デ ル(方 程式3,000本)開 発,ク ロ ス ・レフ ァ レンス,方 程 式 レ

ポ ー ト出 九 プ ロ ッター 出力 。

[グ ラ フ ィ ッ ク表 示 系統]

⑤PLOT(PlotterOperationManual)(Editと 統 合)

機 能:プ ロ ッ ターへ の時 系 列 ・ク ロス セ ク シ ョ ンの デ ー タ作 図,日 本 地 図 へ の地

域 デ ー タ作 図 。

⑥ 端 末 画 面 表示(EDITと 統 合)

機 能:グ ラ フ ィ ック端 末 へ の時 系 列 ・ク ロス セ ク シ ョン ・円 グラ フの 表 示,グ ラ

フ ィ ッ ク ・プ リ ンター に よ るハ ー ド ・コ ピー 出力 。

⑦GRAF(GraphicResponceAnalyzerandForecastingSystem)(MODELと 統 合)

機 能:カ ラー ・グ ラ フ ィ ック端 末(高 密 度1台+4台)へ の シ ミュ レー シ ョン結

果 の表 示,デ ー タ系列 の表 示,メ ッシ ュ ・デ ー タの表 示 。

[セ ン ター ・ア プ リケ ー シ ョ ン系統]

⑧FICS(FileConversionSystem)

機 能:デ ー タバ ン ク標 準 ラ ォー マ ッ トを仲 介 とす る デ ー タ ・フ ォー マ ッ ト変換 プ

ロ グ ラ ム,TSP,SPSS,SAS,OEPPを サ ポ ー ト。

⑨ 簡 易JCL(SimplifiedJCL)

機 能:コ ン ピ ュ ー タ言 語 お よ びパ ッケ ー ジ ・プ ロ グ ラ ムのJCLを 会 話 形 式 で 作

成 す る コ マ ン ド ・プ ロ シ ジ ヤー。

ソ フ トウ エ ア相 互 間 の 関連 を 図4に 示 す 。

分 析 の 手 順 に した が って 図 を説 明 す る と,ま ず デ ー タ テ ー プが 入 手 可 能 な場 合 が 左 端 に

示 され て い る。 テ ープ の フ ォー マ ッ トはそ れ ぞれ 異 な るの で,統 計 デ ー タバ ン ク と して は
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これ を標 準 フ ォー マ ッ トに 変換 す る こ と によ って,利 用 の効 率 化 を 図 る必 要 が あ る。 標 準

フ ォー マ ッ トは現 在,時 系列 な い しク ロ スセ ク シ ョ ンデ ー タ と,マ トリ ック ス形 式 の デ ー

タに つ いて 定 め られ て い る。 前 者 に つ い て は図3に 示 す 。後 者 は1行 目に マ トリ ックス の

デ イ メ ン ジ ョ ンを示 し,2行 目以 下 は デ ー タを フ リー ・フ ォー マ ッ トで もつ もの で あ る。

この形 式 は広 範 に用 い られ て い るサ イ エ ンテ ィフ ィ ッ ク ・サ ブ ル ー チ ン ・パ ッケ ー ジ と コ

ンパ チ ブ ルで あ る。

図4 多 目的統 計 デ ー タバ ン クユ ー テ ィ リテ ィ ・ソ フ トウエ ア

外部機関

時 系 列

ク ロスセク ション マ トリックス

サ ンプル メ ッシュ

デ 一夕入 力

EDIT

MAT

利用済データ
の格納

FICS

デ ータ1 ノ

テ ープ,

1'

統計記述
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パ ッケ ージ

へ の接 合
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結 果 ・デ ータ の

出 力 ・表 示
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PLOT

VOICE

デ ータフ ァイル

相 互 交 換

FICS

出所:鵜 野 公 郎 「統 計 デ ー タバ ン クの シス テ ム構 成 一 ソ フ トウ ェア とハ ー ドウ エア ー 」

分 析

〔パ ッケージ群 〕

TPS

SPSS

OEPP

KGEL

SAS

JCL
簡易JCL

○ 印 は機 能 を示 す。

略 号 は ソ フ トウ ェ アを示 す 。
… は開 発 中 。

デ ー タ開 発 の 必要 が あ る場 合 に は,研 究 者 が デ ー タ入 力 を お こな う必 要 が あ る。 そ こで

デ ー タ の種 類 に対 応 して,デ ー タ入 力,編 集,お よ び簡 単 な分 析 を お こな う ソフ トウ ェ ア

を 開発 した。 大 別 す る と,第1は 時 系 列 な い しク ロ スセ ク シ ョンの デ ー タ時 系 列 に対 応 す

るた め の もの(EDIT,EmpiricalDatalnputandTransformationSystem),第2は

3次 元 の表 形 式 の デ ー タを 時 系列 に蓄 積 し,マ ト リック ス と して もあ るい は 系列 と して も

取 出 す こ とがで きる もの(MAT,MatrixAutomaticTransformer)と な って い る。

分 析 の 段 階 で は既 存 の パ ッケ ー ジ ・プ ロ グ ラム に依 存 す る こ とが 便 利 で あ る。 しか しパ
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ッケー ジはそれぞれ特定の フ ァイル編成法 をとっている。 そ こで標準 フォーマ ッ トか らそ

れぞれ のパ ッケー ジが要求 す るフォーマ ッ トへ 自動的に変換 ・接合す るプ ログラム(FI

CS,FileConversionSystem)が 用意 されて いる。 このプ ログラムはまた,パ ッケー ジ

・プ ログラム内部の デー タフ ァイルを他のパ ッケー ジでの利 用のため に相互交換す ること

がで きる。

セ ンターマ シ ンの利用 にあた って は,研 究者 は コンピュー タの専 門家で はないか ら
,J

CLの 切 り方 に とま どうことが 多い6そ こでJCLの ライブラ リー ・ファイルをつ くり
,s

利用者 は ジ ョブの種類 によ って必要 な ものを呼び出 して使 うよ うに した。

利用者の作成 したデー タ ・フ ァイルはパ ッケー ジの中で さ らに加 工 一開発 され ,保 存に

値す る もの も多い。そ こで標準 フ ォーマ ッ トに変換の うえ,.デ ー タバ ンク側 に格 納す るこ

とにな る。分析結 果 につ いては,従 来 のよ うなプ リンターへの 出力 だけでな く
,各 種 の も

のが利用可能で あ る。第1は グラフィック表示(GRAF ,GraphicResponseAnalyzer

andForecastingSystem)で ある。ハ ー ドウエアの ところで触 れた よ うに,カ ラー ・グラ

フ ィックへのデ ータや シ ミュ レー ション結果 の表示をお こな うことがで きる。第2は プ ロ

ッターへの出力であ る。第3は 音声出力である。第4は コンピュター出力を直接 マイ クロ

・フィ ッシュ化 す るシステムであ る
。

将来的 には統計 の定義 や加工法 にっ いて も同一 の システ ムの上で コンピュータ ・フ ァイ

ル化す ることが必要であ る。現在の ところこの機能 はパ ソコン上の ワー ドプ ロセ ッサ ーを

利用 してい る。 また統 計デ ータのデ ータベース的管理にっ いては,IBMSystem38を

利用 して別途研究 が進行 中であ る。

現状 にお ける統計 デー タの管理 はその多 くが シー ケンシャル なフ ァイルの形 を とり検索

はデータ系列 にたい して行 なわれ る。統計データベースの概 念を構成す るにあ たって も
,

このよ うな現状 を暗黙の 内に是認 して これを出発点 とする ことが しば しば行なわれ るが
,

これ は間違 ってい る。 統計 データのデー タベ ース化 にあたって は,統 計 の利用者 は統計 デ

ー タ管理 のあるべ き姿 を明 白に描 いてお くべ きであろ う
。デ ータベ ースの専門家 はそれ を

うけてあるべ き姿を実現 しうる統計 データモデル とデータベ ース管理の方式を実現す るよ

う努め るべ きであ ると考え る。

統 計デ ータの特徴 はそれが明 白な構造 を もって いる点 にある。 それ は単一 の系列 と して

認識 するべ きで はない し,ま して単一 の数値に還元するべ きでで はない。 データベ ースの

専門家が い うと ころのDBス キーマや内部 スキーマが いかな る形を とろうと利用者 と して
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は これに反論す る もので はない。 しか し,デ ー タベー スの機能 と しては,構 築や利用 にあ

た り統計デー タが もつ構造を明示 しこれを手掛 か りにす るもので なければな らない。

以上のよ うな意味で,統 計デ ータベ ース ・システ ムは(管 理 システムの内部 において は

いざ知 らず)利 用者 にたい して は表形式のデ ータを単位 と して提供す るべ きで ある。

統計デー タのデータベ ース上への蓄積およ びデ ータベースの検索 は表形式 を維持す る こ

とが重要であ る。 そ して,デ ータベ ース機能の次の段階 と して整備 され るべ きデー タ加工

・分析用アプ リケー ション ・ソフ トウエ ア(こ の部分 は既存 の ものが利用可能で ある場合

もあろ うし,統 計 データベ ースに付随 させ る場合 も切 り放 して別のモ ジュール と して考 え

ることが適当であ る)も そのよ うな機能を 内包す る必要があ る。

表形式の統計デ ータを明確 に意識 した システムのいわば プロ トタイプ と して ここでは1,

2の 具体例を検討 してお きたい。

まず第1に 紹介す るのは,イ エール大学 ラグルス教授の手 になる ものであ る。彼 はこれ

を"Table・ 一一〇rientedReferenceLibrariesforEconomicandSocialResearch"す な

わ ち社会経済研究のための表指向の レフ ァエ ンス ・ライブ ラ リー と称 して いる。 コンピュ

ータ ・テープで提供 され るデータは,一 般 にプ ログラムによる処理や メイ ンフ レーム ・コ

ンピュータへ のア クセスが必要なため,し ば しば加工が困難 であ った り,高 い費用がかか

った りす る。

そ こで表指向の レファレンス ・ライブラ リー開発 の 目的 は次の2つ にま とめ られ る。

① 統計 デ ータをその ドキ ュメ ン トとともに収録 し,印 刷物に して読 む ことも,デ ータ

加工の ため にコンピュー タで読 む ことも可能 な,電 子 出版の形式を開発す ること。

② 所望の データをア クセ ス し,加 工 し,印 刷 す ることので き ソフ トウエ アの提供。

この システムにお ける表および ドキ ュメ ン トの基 本構成要素 は次 の とお りで ある。

表識別子

短縮形 の表題

表 題

現バ ージ ョンの 日付

頭 注

表頭のフ ォーマ ッ トおよび タイプ

表側 の フォーマ ッ トおよ びタイプ

表頭 ラベル
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表 側 ラベ ル

stubラ ベ ル

行 番 号

デ ー タ項 目

脚 注

典 拠

デ ー タ欄 の 注

スプ レ ッ ド ・シ ー トの 関 係

ソ フ トウエ アの機 能 は次 の とお りで あ る。

① レ フ ァ レンス ・ライ ブ ラ リー お よ び その メ ンバ ー の リステ ィ ン グ。

② ドキ ュ メ ンテ ー シ ョンの リス ト。

③ 表 の リス ト。

④ 表 の 拾 い読 み 。

⑤ 表 の 印刷(a.デ ィス ク上 に 印刷 フ ァイル を つ くる,b.プ リン タに 直 接 印 刷 す

る)⑥ 表 の変 換(a.Lotusl-2-3,b.SPSS-PC,c .SAS)

な お,ス プ レ ッ ドシー ト処 理 に お いて は ,通 常 の機 能 の ほか,レ フ ァ レ ンス ・ライ ブ ラ

リー内 の他 の 表 や,他 の レフ ァ レ ンス ・ライ ブ ラ リーの表 の デ ー タを 指 定 す る ことが で き

る。 これ に よ って利 用 者 は シ ェル を っ くって複 数 の 表 か らデ ー タを も って くる こ とが で き

る。 ま た年 次 の ク ロス ・セ ク シ ョン集 計 か ら時 系 列 デ ー タを 作 成 で き る。

第2に 紹 介 す るの は筆 者 自身 が 仕 様 を 書 いた3次 元 マ トリ ック ス入 出力 ・加 工 プ ロ グ ラ

ムMAT(MatrixAutomaticTransformer)で あ る(筑 波 大 学 社 会工 学 系1984)
。MA

Tは3次 元 の統 計 デ ー タセ ッ トを入 力 ・抽 出 ・加 工 す る た めの ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ

ラ ムで あ る。 統 計 デ ー タ は,た とえ ば産 業 ・項 目 ・年 次,あ る い は地 域 ・項 目 ・年 次
,年

令 階 層 ・項 目 ・年 次 な ど,3次 元 の 構 造 を もつ こ とが 多 い。 もち ろん そ れ 以 上 の多 次 元 に

お よ ぶ デ ー タセ ッ トもあ るが,表 形 式 で公 表 され て い る統 計 デ ー タを利 用 す る立 場 か ら考

え る と3次 元以 上 を扱 う こ との意 味 は少 な い。 この プ ログ ラ ム は そ の よ うな 利 用 目的 に対

応 して ・ 次 の よ うな機 能 を有 す る(図5参 照)。.

①3次 元 の 属性 を もっ デ ー タを 入 力 か ら演算,出 力 に至 る まで 一 貫 して 扱 う ことが で

きる。

② 行 列 に ラベ ル を付 す こ と,お よ び デ ー タ項 目に注 を 付 す ことが で きる。
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③ あ る1属 性 を 固 定 して,他 の2属 性 につ い て任 意 の マ トリ ック スを取 り出 す こ とが

で きる。

④ 抽 出 した マ トリック ス につ いて は,マ トリッ クス演 算機 能 を 有 して い る。

⑤3次 元 マ トリッ クスか ら任 意 の ベ ク ターを 取 り出 して,時 系 列 デ ー タあ るい は ク ロ

スセ ク シ ョン ・デ ー タと して 統 計 デ ー タ編 集 用 ソフ トウエ アEDIT(Empirical

DataInputandTransformationSystem)へ 引 き渡 す こ とが で き る。 その 際,系 列

名を 付 す こ とが で き る。EDITで は系列 の加 工,系 列 の リン ク,デ ー タ変 更,名

称変 更,統 計 処理,フ ァ イル編 集(新 しい フ ァイ ルへ の 出 力,複 数 フ ァイ ル の マ ー

ジ),音 声 出力,プ ロ ッタ ー出 力,な どの 機 能 を 有 す る。

⑥ す べ て の操 作 がTSS会 話 型 で 処 理 で き る。

図53次 元マ トリックス入 出力 ・加工プ ログラム概念図

→ 分析用プログラム

↑マトリ・クス出力

3次 元 マトリックス入 カー
注釈文

↓系列出力

川 一
出所:図4と 同 じ
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実 は,こ の プログラムはデータベ ース理論 にの っとった本格 的なデー タ ・ハ ン ドリング

・プ ログラム出現 のつな ぎと して開発 され た ものであ り
,デ ー タベ ース理論 を応 用 した も

のではない。

それ に もかかわ らず,数 年 にわた る実用 テス トでは十分 その役割を果 た して きた。 既存

のアプ リケー シ ョン ・パ ッケー ジがデータ開発が終了 した と ころか らス ター トし,時 系列

データの計量経済学的分析 を行 った り(例 えばTSP) ,ク ロスセ クシ ョン分析を行 った

り(例 えばSPSS,SAS)す るの にたい して,統 計 の利用者 は統計 を体 系的 に整理す

るいわば前処理段 階 にかな りの力を注 ぐのが現状であ り,こ の部分を サポー トす るソフ ト

ウエアの開発は不十分 であ る。 その意 味でMATは データの体系的整理を サポー トす る道

具 とな っている。

4.結 語

統計デ ータの収集 と利用の現状 は,か な りの混乱をみせている。 その混乱が統 計利用の

拡 大 と深化 を妨 げてい る。 しか し,こ の混乱 は実 は統計 の作成者 に も利用者 に も意識 され

ていない。 その理 由は,1つ の調査 の枠内 にとどまらず,統 計を多 目的に横断的 に利用す

る方法が十分定着 して いない ことにあると思われ る。統計の収集に当た る担 当官庁で はデ

ータベ ースの形成 と利用 とい う観点が十分認識 され るに至
っていない。 また,統 計の利用

者 にとって もデ ータベ ース理論 はな じみのない分野であ り,た か だか市販 のデー タベ ース

・ソフ トウエ アの利用 が意識 され るにす ぎない
。現象世界 を統計 データモデルによ って体

系的に記述 し,そ れに対応 させて特定 の統計調査を位置づ け,あ るい は自分の必要 とす る

統計 デー タをそれ に対応 させて理解す るとい うアプローチは,統 計 の作成者 に と って も利

用者 にとって もいわば これか らの段階 にあ る。

上述 した ところか ら明 らか な通 り,統 計 デー タベ ース ・システムは将来構想 で はな く,

既 に現実 の もの とな ってい る。 このよ うな システムが全国各地 にで きあが り,相 互 にDD

X網 を通 じてネ ッ トワー クを形成 す ることも近 い将来 に予想 され る。産 官学の 間のデー タ

・コ ミュニ ケー シ ョンは,政 府統計の磁気テ ープやオ ンライ ンでの提供 な どに関 し若干の

制度的調整が残 されて いる他 は,技 術的には何 ら問題が ない。海外 との デー タ ・コ ミュニ

ケー ションは,今 や全 く日常の もの とな っている。

こう したデー タベース機能やネ ッ トワー ク機能を前提 に した場合,統 計利用の形態 は大

き く変化 す るであろ う。 まちまちのデータ ・フォーマ ッ トが標準化 され(あ るいは少 くと
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もユ ーザ ーがわず らわされ ることが無 くな り),各 種の フ ァイルか ら必要 ま部分を抜 き出

してユ ーザー ・フ ァイルを作成 し,加 工 を施 し,分 析をす ることが極めて容易にな るであ

ろ う。高度のデー タ開発の産物 と して生 み出され たデータセ ッ トや ソフ トウエ アには論文

や著書 と同等 の価値 があるが,こ れ について も所在情報のデ ー タベース化が進 もう。 適切

な利用のルールに合意が成 り立て ば,各 種 のネ ッ トワー クを利用 したデータ ・コミュニ ケ

ー シ ョンが行われ ることは確実で あ る。

か くして統計 デー タは,官 庁等が提供 する素材 の段 階での流通 に とどま らず,フ ォーマ

ッ トを標準化 した り系列 を編集 した形 で,あ るいは特定の分析 目的に則 して高度加工 した

形 で,あ るいは論 文の形で,流 通 す ることになろ う。 これ によ り研究効率が高 まることは

疑 いない。大型の実証分析,学 際的な実証分析 な ど,従 来行われ に くか ったタイプの研究

が これによ って促進 され ることにな ろ う。
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「

W計 量モデルのたあのユーザ ー参加型の

デ「タベ ース形成 とその波及効果

1.デ ー タ ベ ー ス管理 シ ス テム を も った 計 量 経 済 モ デ リング シ ステ ム の標 準 化

(1)ま え が き

計 量 経 済 モ デル に関 す るデ ー タ フ ァ イル の す べ て の 内 容 は,い ま や端 末 か らセ ンタ ー に

あ る メイ ンフ レー ム コ ン ピュー タへ の ア クセ スが 可 能 で あ る。 多 数 の経 済 時系 列 等 か ら始

ま って計 量 モ デル(推 定 式 及 び 定 義 式 の 集 合)そ の もの,及 び そ の モ デル を用 い た標 準 的

な 予測 結 果 に まで 至 る。 さ らに,提 供 され た モ デ ル を 解 くこ と も,ま たユ ーザ の 私 見 に沿

って 条 件設 定 を 自 由に 変 え な が ら予 測 計 算 を 許 す サ ー ビス もあ る。 しか し,ユ ーザ の 参 加

可能 な範 囲 は,与 え られ た 基 本 的 モ デ ル の もとで の 部 分 的 変 更 に限 られ る こ とが 多 い。 以

上 の よ うな サ ー ビスは,日 本 経 済 新 聞 の 商 用 シス テ ムNEEDS-TS/ll等 に よ って 提

供 され て い る。

計 量 モ デ ルの 提 供 者 お よび 主 た るユ ーザ は,計 量 経 済 学 会 の メ ンバ及 び政 府 機 関 の エ コ

ノ ミス ト,日 銀 お よび 都 銀,地 銀,あ る い は民 間 の シ ンク タ ンク に属 す る人 々で あ る。 ユ

ーザ は ,経 済 計 画 や 予 測 を 行 う立 場 に あ る政 府 機 関 が 出 した予 測 や 計 画 の 数字 を評 価 した

り,コ メ ン トをす るが,当 事 者 も し くは関 係 者 を 除 き,そ れ らの モ デ ル へ の ア クセ ス は極

度 に制 約 さ れ る。 モ デル の 詳 細 につ いて は,そ の 発 表 時 期 が 半 年 以 上 遅 れ,当 事 者 も し く

は その 関 係 者 を 除 く一 般 人 は大 変 な 努 力 を は ら って も,精 々遅 す ぎ る事 後 的 な評 価 しか行

いえ な いの が現 状 で あ る。 そ こで 筆 者 は,計 量 経 済 モ デ ル に関 す る デー タベ ース形 成 を,

ユ ーザ 参 加 型 にす る支 援 シス テ ム と して のEMS(EconometricModellingSystem)を こ

こに提 案 し,形 成 され た計 量 経 済 モ デ ル に 関 す る デ ー タベ ー ス を学 界,官 界 が 共 通 に 用 い

る こ との で き る公 的 な共 有 資 産 とす る こ とを念 願 と して い る。

新 デ ー タ網DDX内 でN-1プ ロ トコル に 基づ く,図 一1の よ うな国 立 の 大 型 計 算 機 セ

ン タを結 ぶN-1ネ ッ トワー クが 存 在 す る。 さ らに,最 近 文部 省 は,学 術 情 報 セ ンタ ー設

置 に伴 い,文 部 省VANを 構 成 し,大 型 計 算 機 セ ンター のN-1ネ ッ トワー クを組 入 れ,

再 構 成(F)と して い る。 学術 情 報 セ ン タ ー は,基 本 を 図 書館 ・文献 情 報 を主 体 に考 え ら

れ て お り,わ れわ れ の 関 心 事 で あ る数 値 情 報 等 につ いて は,次 の 段 階 と して い る。 したが

って 我 々は,こ の よ うな 動 き に対 して 積 極 的 に参 加 し,研 究 者 間,コ ン ソー シア ム を形 成
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し,共 通 の デー タベ ー スを 保 有 す る構 想 を 打 ち出 そ うと して い る。 経 済 デ ー タが,そ の ソ

ー スを 官 庁 提 供 に100%依 存 す る 「受 身 的 な デ ー タ」 で あ る こ とを考 慮 す る と
,こ の研 究

者 間 ネ ッ トワー ク に官 庁 の 関 係 メ ンバ を も加 え て,官 庁 間 の情 報 ネ ッ トワー クに 結 合 す る

と と もに,官 界 と学 界 との 接 触 を はか る交 流形 式 が 最 も現 実 的で あ ろ う。

図 一1文 部 省VAN及 びDDXのN-1ネ ッ トワー ク
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図 一2デ ー タ ベ ー スの 構造 とユ ー ザ ・タ イ プ
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(2)デ ー タベース形成機能への要望

実用規模の計量 モデルの作成 にあた って,経 済 時系列 データの提供 ばか りで な く,作 成

者の経験 と判断に基づ くモデ リングの プ ロセスを有 効に支援 する ことが重要で ある。 また,

出来上 った計量モデル,及 びそれ に関連 す る各種 のデー タが 自由に取 り出せる環境 も不可

欠である。 したが って,こ こに提案 され るモデ リングシステムは,計 量経済 モデル,及 び

それ に関連 の各種デー タを,デ ー タベ ースと して編成す る機能を備えてい る。地域 のモデ

ル,及 びその関連情報 は,そ の地域の人 々が最 もよ く熟知 してお り!関 連デー タベースは

その地域の人 々によ って維持管理 され,か つ評価 され る方が地域の事情を知 らず に中央 集

権的に評価運営 され るよ りよい結果 を もた らす とい う考え方が ある。 この考え方が正 しい

とすれば,地 域的に分散 された遠隔地 の拠点 において作成 され たデー タベ ースが,ネ ッ ト

ワークを通 じて相互に利用可能 であ ることは,さ らに望ま しい。国 内の各地方か らは もと
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よ り,国 際 的 に分 散 した各 国 の 計 量 モ デ ル,及 び その 関連 デ ー タベ ー ス の維 持 管 理 を 各 国

の エ コ ノ ミス トが 行 い な が ら,各 国 モ デ ル が 国 際 的 に相 互 に結 合 され る 国 際 リン クモ デ ル

の 形 成 に も役 立 つ 。 この シ ステ ム に,外 国 に お け る作業 者 の 参 加 ,利 用 を許 す よ うな グ ロ

ーバ ル な性 格 が 備 わ って い るな らば
,そ れ は よ り一 層好 ま しい と いえ よ う。

(3)参 加 型 デ ー タベ ー ス形 成 とその 利 用 方 式

これ まで,デ ー タベ ー スの 代 表 とされ た文 献 情 報型 デ ー タベ ー ス ,あ る い は数 値 情 報 型

デ ー タベ ー ス は,オ ンラ イ ンネ ッ トワ ー クを通 じて デ ー タベ ー ス ・デ ィス トリ ビュ ー タが

利 用 者 に一 方 的 に情 報 を 提 供 す る と い った 形 の1対nの ス ター型 の サ ー ビス 形 態 で あ るの

に対 して,こ こ に提案 され る参加 型 の デ ー タベ ー ス は,個 々 の利 用 者 が モ デ リ ング及 び モ

デ ル の利 用 を通 じて 自然 に組 み入 れ るよ うに付 加 価 値 を創 造 し,デ ー タベ ー スの プ ロデ ュ

ー サ ー に な る こ とを期 待 して い る とい う と ころが 大 き く異 な る
。 しか し,利 用 者 が付 加 価

値 を創 造 す るプ ロセ ス に お いて,第1次 デ ー タベ ース,及 び 自分 自身 が 創 出 した私 的 デ ー

タベ ー ス に頻 度 多 くア クセ スす る こ と に な るが,そ の間 に試 行 錯 誤 の プ ロ セ スが あ って,

付 加 価 値 が 確 定 す る まで に相 当 の 試 行 錯 誤 の 実 施 期間 が 必 要 で あ る。 そ の 間 の 私 的 デ ー タ

ベ ー スは,利 用 者 相 互 で 共 同 利 用 す る こ と も,ま た排他 的 に利 用 す る こ と もあ って,公 表

に値 す る第2次 デ ー タベ ー スが形 成 され た ζ き,デ ィス トリビ ュー タに 申 し出 て ,デ ィ ス

トリビ ュー タあ るい は利 用 者 グル ー プ が委 託 した機 関が,一 定 の 査 定 プ ロ セ ス を経 て 公 式

デ ー タベ ー ス と して 登録 し,そ れ を 一般 の メ ンバ ーの利 用 に供 す る こ とが 望 ま しい。

この よ うな利 用 者 参 加 型 の デ ー タ ベ ー ス にお いて,デ ー タベ ー スの 利 用 頻 度 は,第2次

デ ー タベ ー ス以 降 の デ ー タベ ー スの 比 率 の 方 が 第1次 デ ー タベ ー スに 比 べ て は るか に大 き

な ウエ イ トを 占 あ る よ うに な るで あ ろ う。 そ の結 果,全 体 と して利 用 者 に よ るデ ー タベ ー

ス ・ア クセ ス頻 度 が 昂 ま り,ま た 利 用 者 の デ ー タベ ース依 存 度 も従 来 の それ に比 べ て 飛躍

的 に増 大 す るで あ ろ う。

さ らに,計 算機 間 を結 ぶ ネ ッ トワー クが 従 来 に比 べて,太 い情 報 の 通 信 回 線 を もつ に至

り,ネ ッ トワー クの存 在 意 義 を 高 め つ っ あ る。

さ らに,高 性 能,大 量 情 報 の フ ァイル が 可 能 なパ ソコ ンの 普 及 す るっ れ て さ らに異 な る

展 開 を見 せ る に い た るで あ ろ う。
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図 一3シ ス デ ム構 成 図
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CDB… 公 的 デ ー タ ベ ー ス(CommonDataBase)

1)国 ・公立大学間ネ ッ トワー クにおける問題点

国立大学間相互のネ ッ トワー クにっいては,国 立 の大型計算機 セ ンター間のネ ッ トワ

ークに準 じた利用でよいので,利 用者 と して もサーバ としての立場 も自由であ る。 これ

に対 して公立大学の場 合は私大の場 合以上 に複雑であ る。 国の予算 と地方 自治体の予算

の決済は複雑かっ困難であ る し,か つ地方 自治体間での金銭 の授受 はさ らに複雑 となる

であろう。 この辺 りにつ いて は,行 政改革的な事務の簡素化が必要で あろ う。

国立大学 の利用者か らの料金収入 は,大 型計算機セ ンタでプール して セ ンタの運営 に

利用で きるのに対 して,公 立 ・私学 に属す る利用者,ま たは文部省科学研究費の利用者

か らの料金収入 は大蔵省 に返還 させ られて,セ ンター側の メ リッ トが得 られ ない。 した

が って,公 ・私立 の利用者 は歓迎 され ざる客 と して遇せ られて いる。
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2)私 大 ネ ッ トワー ク内 に お け る参 加 型 デ ー タベ ー ス形 成 の意 義

私 情 協(私 立 大 学 等 情 報 処 理 教 育 連絡 協 議 会 の略 称 で140大 学 が 加 盟 して い る)内 に

新 た に 設 置 され た 「私 大 ネ ッ トワー ク ・セ ンタ ー」 に お いて,国 の 大 型 計 算 セ ンタ ー を

含 め,私 大 の大 型 計 算 機 を ホス トとす る ネ ッ トワー ク形 成 が 可 能 か ど うか,技 術 的 ・制

度 的 に検 討 中で あ り,全 ホ ス トで標 準 プ ロ グ ラ ムを試 み に計 算 し,ネ ッ トワー ク内 公 定

価 格 の 表 示 等,基 本 的 な参 考 資料 を作 成 した 。 そ の結 果,私 大 間のN-1ネ ッ トワー ク

の 利 用 は,電 子 掲 示 板 お よ び電 子 メ イル に 限 られ る こ とが 明 らか にな っ た。

これ は技 術 の 制 約 に よ る もの で はな く大 学 内の 事情 か ら来 る問 題 で あ って 資 源 の 共 同

利 用 が 独立 した 私 大 間 で は予 想 外 に 困難 で あ る ことが わ か った 。結 果 と して ,資 源,特

に デ ー タベ ー ス の共 同 利 用 の 意 味 の理 解 が 十 分 に行渡 って い な い こ とを意 味 して い る。

大 学 間 ネ ッ トワー ク形 成 が成 立 した暁 に は,各 大 型 計 算機 セ ンタ ー の設 定 テ リ トリー

内 に い る研 究 者 の 数 と質 と意 欲 の 差 によ って個 性 化 と多 様 化 が 進 み ,他 の テ リ トリー に

い る利 用 者 が テ リ トリー 内公 表 デ ー タ(第2次 以 降 デ ー タベ ー ス)へ の ア クセ スを 行 う

よ うに な る。 そ の 結 果,セ ンタ ー間 の通 信 量 又 は利 用 者 負 担 の 直 接 ア クセ ス通 信 費 が 増

加 す る。DDXの パ ケ ッ ト交 換 が可 能 なN-1ネ ッ トワー クに加 盟 す れ ば ,距 離 に よ る

負担 が 減 少 す る こ とは確 か で あ るが,通 信 の絶 対 量 は増 え る。 通 信 費 の コス トが ,あ る

セ ンタ ー内 の フ ァイ ル料 金 よ り大 とな った と き,そ の セ ンタ ーが 中央 の デ ー タ.ベ ー ス と

同一 の デ ー タベ ー スを もっ よ うにす るの が よ い といえ る。 す べ て の セ ンタの 当 該 デ ー タ

ベ ー スを 統 一 的 に コ ン トロ ー ルす る こ とを委 託 され た デ ィ ス トリビ ュー タが
,各 プ ロデ

ュー サ の 了 解 を得 て,第2次 以 降 の デ ー タベ ー スを定 期 的 に編 集 す る こ とが 望 ま しい。

この よ うに すれ ば,利 用 者 は原 則 的 に最 寄 りの セ ンタ ーで デ ー タ ベ ー ス に ア クセ スで き

るの で,地 域 較 差 の 解 消 に 役立 っ で あ ろ う。

3)学 会 活 動 又 は コ ン ソー シア ム形 成 に お け る参 加 型 デ ー タベ ー スの革 新 的 意 義

利 用 者 参 加 型 の デ ー タベ ー ス形成 が学 会 活 動 に関連 す る と き,革 新 的 な 意 義 を もっ こ

とを指 摘 した い。

技 術 が 進 歩 し細 分 化 が 進 む と と もに,他 方 に お いて 研 究 の 大 規 模 化 や シス テ ム化 が 進

み,大 量 の デ ー タを 有 効 に掲 示 しな い限 り,研 究論 文 あ る い は研 究 報 告 が 成 立 しな い ケ

ー スが あ る。 それ に もか か わ らず,従 来 の学 術 雑 誌 で は ま さ に コマ 切 れ の 論 文 しか 掲 載

で きず,論 文 の情 報 伝 達 能 力 が 著 しく欠 け る こ と,ま た学 術 研 究雑 誌 の論 文 処理 能 力 が

下 が って,投 稿 後2年 を 経 て ば論 文 の掲 載 が 不 可 能 で あ る な どの弊 害 が 出て い る。 そ こ

一171一



で,詳 細 な デ ー タ はデ ー タベ ー ス に 保 管 し,検 索 番号 っ きの 論 文 を 基 本 的 な 事 項 とあ ら

ゆ る レベ ル の主 張 の み を ま とめ て掲 載 す る こ とに よ って,レ フ ェ リー及 び 読 者 に対 して

詳 細 な情 報 を必 要 なだ け 提 供 で き るの で,い か に大 規模 かつ 詳 細 な研 究 に対 して も 「的

を射 た評価 」 が で きる よ う にな る と期 待 され る。 この こ とは,デ ー タベ ー スの ア クセ ス

が 出来 な くて は学 会 の 会 員た りえ な.い こ とを 意 味 す る。 それ と同 時 に,い か な る僻 地 に

あ って も最 新 か つ詳 細 な デ ー タを 検 討 で きる とい う大 きな メ リッ トを得 る こ とが で き よ

う。 大 部 な 書 物,特 に専 門書 ほ ど 出版 され た と きはす で に古 す ぎ る とい う愚 か な こ と も

解 消 され る。 学 会 又 は コ ン ソー シア ム が ネ ッ トワー クを もって デ ィス トリビ ュー ターの

役 割 を果 た し,学 会 会 員 又 は コ ン ソー シア ム の メ ンバが プ ロデ ュ ーサ に な る とい う分 担

に な る。 さ らに有 力 な デ ィス トリビ ュー タが 出現 す れ ば,成 果 と して の この 公 開 デ ー タ

ベ ー スが,学 会 の サ ー クル以 外 へ もデ ー タベ ー スサ ー ビスで き る こ とにな ろ う。

(4)利 用 者参 加 型 デ 一 夕ベ ー スオ ーガ ナ イザ と して のEMS

EMS(EconometricModellingSystem)利 用 者 参 加 型 デ 一 夕ベ ー ス オ ー ガ ナ イ ザ と し

て のEMSの 側 面 につ いて 述 べ て み よ う。 この シス テ ムの 本 質 は参 加型 の計 量 経 済 モ デ ル

デ ー タベ ー スの オ ーガ ナ イ ザ と して の 機 能 を もつ とい うこ とで あ る。

EMSは 斉 合 性 の 高 い マ ク ロ経 済 時 系列 を1次 デ ー タ とす るが,そ の1次 デ ー タ は各種

の デ ー タバ ン ク,例 え ば 日経 の マ ク ロ経 済 時 系 列 デ ー タバ ン クや 外 国 のIMFデ ー タ,そ

の 他 入 手 ソー ス の異 な る各 種 デ ー タバ ンクを 取 り込 ん で 経済 的意 味 の あ る変 数 に加 工 され

る。 その 加 工 プ ロセ ス 自体 が 出 来 上 っ た系 列 の 意 味 を 左 右 す るの で,そ の 系列 の 再 現 性 を

保証 す る ため に,一 定 の モ デ リ ング言 語 に よ って 手 続 きを 記 述 し,そ れ を 出来 上 った 系列

と一 緒 に デ ー タベ ー スに 変数 フ ァイ ル と して 凍結 保存 す る。 各 デ ー タバ ン クは そ れ ぞ れ の

タ イ ミン グで 更 新 され るの で,第2次 以 降 の 加工 に際 して は凍 結 保 存 の 意 味 が あ る。 以 上

を処 理 す る コマ ン ド群 は,「 ス ー バ 変 数 処 理 コマ ン ド群 」 と して ま とめ られ て い る。(図

一3参 照)

さ らに計 量 モデ ル の基 本 単 位 で あ る構 造 方 程 式 に つ いて,推 定 の た め の 式 の特 定 化 が 行

わ れ る。 そ の入 力 は 「フ ィ ッシ ング 」 とい う 「推 定 を行 う コマ ン ド群 」 に よ って 処理 さ れ

る。 その 結 果 は,ま ず 利 用 者 メ ンバ ご と に 自動 的 に生成 され る方 程 式 作 業 フ ァイル に収 納

され る。 そ の 時,中 間 的 な加工 変 数(回 帰 式 の 被 説 明 変 数 ま た は説 明変 数)が 加 工 変 数 作

業 フ ァイル に生 成 され,継 続 利 用 の 便 に供 せ られ る。 こ う して い くっ か の推 定 式 が 集 積 さ
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れ た ところ で,そ の推 定 式 の 経 済 的 意 味 と統 計 量 によ る統 計 的検 定 を行 い なが ら,一 定 の

構 造 方 程 式 名 の も とに 優 先 順 位 を っ け なが ら,方 程 式識 別 番 号 を付 して 私 的 デ ー タベ ー ス

の 方 程 式 フ ァイ ル に収 納 され る。 この処 理 は 「方 程 式 処理 コマ ン ド群 」 に よ って行 わ れ る。

こ こ にい う作 業 フ ァイ ル とは,通 常 の オ ンラ イ ン フ ァイ ルで あ って,利 用 メ ンバ ご とに シ

ステ ム が割 り当て る フ ァイ ル で あ り,デ ー タベ ー ス 管理 シス テ ム下 にあ る デ ー タ ベ ー ス フ

ァイ ル と異 な り,大 き さ に 限度 が あ り,か っ 保全 も十 分 に行 わ れ て いな い し,大 き くなれ

ば 検索 に要 す る 時間 も幾 何 級 数 的 に増 大 す る。 したが って,デ ー タベ ー スの フ ァイ ルへ の

収納 が 終 了 す れ ば,不 用 な作 業 フ ァイル は抹消 され るべ き性 質 の フ ァイ ル で あ る(図 一4

参 照)。

こ う して 私 的 デ ー タベ ー ス(PDB)と して方 程 式 名 の もとに収 納 され た 方 程 式 フ ァイ

ル は,い わ ば 第3次 デ ー タベ ー スで あ って,利 用 者 の 経 験 と創 意 の結 実 で あ る。 これ は他

の利 用 者 に と って,検 索 した り,そ れ を利 用 した りす る価 値 を 有 す る もの で あ る。 そ こで ,

然 るべ き登 録 を済 ま せ た の ち,必 要 な ら審 議 機 関 に提 示 して公 的 デ ー タ ベ ー ス に 登録 す る

か,あ るい は そ れ まで は 私 的 サ ー クル で情 報 交 換 あ るい は貸 与 の形 で 利 用 を促 し,利 用許

可 与 え る こ とは研 究 の 急 速 な 発展 を促 す うえ で 有 効 で あ る。

以 上 の よ うに,図 一5に 示 され た構 想 の もとに私 的 デ ー タベ ー スか ら公 的 デ ー タベ ー ス

(DCB)へ の 移 転 や 地 域 セ ン ター間 の 転 送 を行 う 「デ ー タベ ー ス管 理 コマ ン ド群 」が 別

に用 意 され て い る。 これ は以 下 に述 べ る,更 に高 次加 工 デ ー タベ ー スに つ い て も適 用 され

るべ き もの で あ る。

モ デル は,武 名 とそ の も とにあ る数 本 の候 補 式 か ら選 ば れ た 式 を集 め て 構 成 され るが,

利 用 メ ンバ が メ イ ンテ ナ ンス して い る私 的 デ ー タベ ース 内 の 方程 式 フ ァイ ル か ら先 ず 検 索

され,次 に 公 的 デ ー タベ ー スか ら必 要 な式 を検 索 し,最 後 に指 定 され た他 の研 究 者 所 有 の

私 的 デ ー タ ベ ー ス の 中 か ら許 可 され た式 が 検 索 され る。 と き と して,あ る武 名 の も とに,

あ る数本 の候 補 式 を含 ん だ ま まモ デ ル を構 成 し,実 際 に モ デ ル を解 く際 に代 替 式 の うち か

ら利 用者 が 指 定 す る一 本 を 選択 して 用 い る。 プ ロ グ ラム はEMSに よ って 代 替 式 を含 ん だ

まま 自動 生 成 され る。 構 造 式 は,利 用 者 に と って意 味の わ か る数 式 に似 た モ デ リング言 語

で記 述 され て い るの で,モ デ ル を 出力 す れ ば,そ の 出力 が そ の ま まモ デ ル の 文 書 と な り う

る。 同 時 に,そ れ はそ の ま まEMSの 数 式処 理 ル ー チ ンの 入 力 形 式 に もマ ッチ して いて,

その モデ ル を 解 くた あ の プ ログ ラ ムが生 成 され る。 この よ うに,ス ーバ 変 数 処理 コ メ ン ト

群 で 経 済 的 に意 味 の あ る変 数 が 生 成 され た あ と,推 定 を行 う コマ ン ド群 に お い て入 力 され
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図 一4 処 理 モ ジ ュー ル 系 とPDB及 び 作業 フ ァイ ルの 関 係
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図 一5 シ ス テ ム マ ネ ー ジ ャ,管 理 者,メ ン バ,PDB,CDBの 関 係
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た式 の スペ ックに始 ま って,推 定 式 の 表示 とモ デ ル化,さ らに そ の プ ロ グ ラ ム化 まで,一

貫 して 利 用 者 の 意 図 は最 初 の入 力 か ら最 後 まで生 か され 保持 され 続 け る とい う点 にEMS

の 特 徴 が あ る。 モ デ ルが 構 成 され る と,モ デル作 業 フ ァイ ル が 構 成 され るが,そ れ に付 随

して そ の モ デ ル の プ ロ グラ ムが,ソ ー ス ま たは オ ブ ジェ ク トの 形 で 保持 され て い る こ こま

で の 処理 は 「モ デ リン グ コマ ン ド群 」 に よ って 行 われ る。

プ ロ グ ラム とな った モ デ ル は,そ の 妥 当性 が さま ざ まな形 で テ ス トされ るが,最 初 に 観

測 期 間 の 内 挿 テ ス トが 行 われ る。 それ に よ って モ デル の 妥 当性 が 確 か め られ る と,次 に 将

来 へ の外 挿 期 間 にっ いて 予 測 力 の テ ス トが,入 手 可 能 な外 挿 デ ー タに基 づ い て 行 わ れ る。

こ ごで欠 陥 の あ る モ デル は厳 し く選 別 され る。 こ こで あ る程 度 の成 功 を収 め れ ば そ の モ デ

ル は予 測 に用 い られ る。

予測 を行 うに際 して,各 種 の 仮 説 と シナ リオが 提 示 され る が,そ れ を織 り込 ん で 実行 さ

れ る。 それ らの予 測 結 果 にっ いて,グ ラ フ,作 表,文 書 等 の形 で,仮 説,シ ナ リオ を織 り

こん だ,よ り有 効 な 表 示 が 望 まれ る。 モデ ル の テ ス ト,及 び予 測 に伴 う これ らの処 理 は,

「予 測 コマ ン ド群 」 に よ って 行 わ れ ,生 成 され た予 測結 果 は,「 解 処 理 コマ ン ド群 」 に よ

って デ ー タベ ー ス化 され る。

(5)EMSコ マ ン ドの 全 体 像

高 水 準 コマ ン ドと低 水 準 コマ ン ドの 区別

EMSに は,2っ の レベ ル の コマ ン ド群 が 用 意 されて い る。1つ は高 水 準 コマ ン ドで あ

り,こ れ は,図 一4に お け るモ ジ ュー ル に対 応 して い る。 これ らは,論 理 的 順 序 に よ って

上 か ら下 へ と処理 を進 め て ゆ くの が 原 則で あ る。 しか し,手 戻 りその 他 の 理 由で,必 要 と

あ れ ば,ど こか らで もス ター ト出来 るよ うにな って い る。 た だ し,高 水 準 コマ ン ドを 求 め

た 時 に,そ れ に対 応 して,シ ス テ ム は 資格,そ の 他の チ ェ ックを 行 った 上 で,必 要 な デ ー

タベ ー ス 群 を オ ー プ ンす る。 ま た,そ の高 水準 コマ ン ドを 終 了 す る時 は,オ ー プ ンされ た

デ ー タベ ー ス群 を クロ ー ズ す る とい う手 続 きが 不 可欠 で あ る。

デ ー タベ ー スが オ ー プ ン され た ま まの 状 態 の 時 に回線 の 断線,そ の他 の事 故 に よ って ジ

ョブが 中 断 した 時,デ ー タベ ー ス管 理 システ ム の事 故対 処 機能 に コ ン トロー ル を渡 して 被

害 を最 小 限 に喰 い とめ る。

も う一 方 の低 水 準 コ マ ン ドは,特 定 の 高 水準 コマ ン ドの も とに お いて オ ー プ ン され た デ

ー タベ ー ス
,そ の 他 を 用 いて 初 あ て 機 能 す る もので あ る。 したが って 低 水 準 コマ ン ドは,
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定 め され た ジ ョブ を あ る作 業 か ら入 力 し,あ る デ ー タベ ー ス に 出力 す る とい った形 式 の も

の が 多 く,コ マ ン ド名 も次 の よ うな形 式 に な って いて わ か り易 い。

コマ ン ド名=動 詞 の 省 略形+入 力 フ ァイル+出 力 フ ァイル

と き には,フ ァ イル の代 りに,キ ー ボ ー ド入 力 や グ ラ フ 出力 な どが 対 象 とな る こ とが あ

る。 低 水準 コマ ン ドに慣 れ な い人 の場 合,シ ス テ ムが 利 用 者 に入 力 の 指 示 を順 次 与 え るの

に対 して,習 熟 した 人 に対 して は,す べ て を入 力 出来 る短 縮 形 が 用 意 され て い る。 誤 入 力

が あ った場 合,そ の 箇所 か ら初心 者 向 け に切 り換 わ る。 さ らに,コ マ ン ドの 詳細 に つ い て

知 りた い場 合 に は,各 高水 準 コマ ン ドご とにHELPコ マ ン ドが 用 意 され て い る。 この よ

うに,利 用者 は,端 末 の前 に 坐 って い るだ け で,大 筋 が 分 って いれ ば,マ ニ ュア ル が 手 許

に な くて も,必 要 な処理 を 完 成 出 来 る よ うに配 慮 され て い る。

付録1モ デ リング標準言語設定 と回帰式の スペ ック入 力

計量経済モデルは,連 立差分方程式の系 と して表わ されてい るが,そ の各項の表現形式

にはおおよそのパ ター ンがあ る。 したが って,数 式そのま まか,あ るいは数式の原型 を容

易 に想 像で きる記述用の モデ リング標準語を準備 した。以下 に述べ る推定プ ログラムの入

力 スペ ックは,推 定結果 を出力 した と して,そ の 出力がモ デル に関す る推定 された各構造

方程式 についての詳細 な記述文書 と して利用で きるだ けで な く,こ の詳細な記述 その もが

モデルを解 く為のプ ログラムの入力情報 と して利用可能 な形式で もあることが望 ま しい。

したが って,モ デ リング言語 で記述 された ものは,さ らにデー タベ ースに登録 して収納

して お くことも必要であ り,か っ可能 でなければな らない。 したが って この言語で記述 さ

れた もの は,文 書,入 力,保 存 の3っ の機能を もつ情報 と して使 え るはずで ある。モ デ リ

ング言語で用いる関数名 は,フ ォー トラ ン言語の組込 関数 名 と同 じに してあるので,EM

Sの モデ リング言語 はFortran文 法を知 る人 にとって理解 しやすい形式にな って いる。

計量経済 モデルを構成 して いる各式 は,推 定 され た式,あ るいは定義 された式 か ら成 っ

て いる。推定式 は回帰 によ って求 め られ るが,回 帰式の被説明変数,並 びに説明変数 は,

多 くの場合,原 型列を さまざまに加工 して意 味を与 え られ たいわ ゆる加工変数か ら成 って

い る。 この種の加工系列の数は,原 系列 に比べては るかに多 くな る。加工形式が複雑であ

れば,回 帰式の入力 スペ ックといえ ど も誤 りな く行 う為にはかな りの注意力が要求 され る。

したが って,こ の種の入力を繰 り返 して行 うことは決 して楽で はない。 そ こで システム設

計上の基本原則 と して,一 度行われ た入力 は再 び利用で きる形式で システ ムの内部 に保存
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され る こ と にな って い る。 したが って,一 度 入 力 された 被 説 明 変 数 や 説 明変 数 の 各 項 は,

す べ てZと い う頭 文 字 に連 番 が っ け られ て 保 存 され るの で,2回 目か らの 入 力 は簡 単 か つ

敏 速 に 行 い う る と同 時 に,結 果 も最 寄 りの オ ンライ ンフ ァイル に保 存 され て い るで,ま ず

第1に デ ー タベ ー スか らの 検 索 の 時 間が 不 用 とな り,か っ 加 工 に 要 す る プ ログ ラ ムの 作 成

と コ ンパ イ ル,さ らに その 計 算 の 実 行 と保 存 に 要 す る時 間 が節 約 され るの で,極 あて 短 時

間 の うち に利 用 可 能 と な る。 さ らに各 変 数 は最 長 で12文 字 か らな り,12文 字 以 内 の 変 数 が

い くつ か重 な って 加 工 され る と,1っ の 項 は ゆ うに数十 文字 に も達 す る。Z形 式 で は,そ

の 項 の 文 字 数 はせ いぜ い4文 字 以 内 で 入 力 可能 に な る。 この方 式 は入 力 情 報 を 節 約 す るだ

けで な く,誤 入 力 を も さ け う る。Z形 式 と元 の項 との対 応 関 係 は,必 要 な らい つ で も端 末

に 出力 し うるの で 混 乱 の 恐 れ は な い。 式(1)に その 例 が示 され て い る。 しか しな が ら,回 帰

の 出力 はZ形 式 で は な され ず,必 ず 元 の加 工 記 述 形 式 に戻 して 出力 さ れ るの で,こ こで も

混 乱 の 恐 れ はな い 。

推 定 式 の 入 力 ス ペ ッ クは,例 え ば投 資関 数 の 場 合,次 の よ うに書 か れ る。

ALOG(1/K(-1)=F(ALOG((YC/Pl)/K(-1)))(1)

す る とZ1・ALOG(1/K(-1))(2)

Z2=ALOG((YC/PI)/K(-1))(3)

と置 かれ,そ れ は(2),(3)式 が 処 理 され たの ちは,(1)式 は 次 の(4)式

Zl=F(Z2)(4)

と全 く等 価 とな る。(4}式 の 意 味 は

ム へ
Zl=αo十 αIZ2(5)

ム ム
と い う回 帰 式 を 推 定 す る とい う こ とを 意 味 し,eは 残差,α 。 α は そ れ ぞ れ定 数 項,及

びZ2の 係 数推 定値 で あ る。(1)式 が 入力 され た と き,最 初 か ら=の 前 ま で を被 説 明 変 数 の

項 と してZに 登録 す る。 そ の結 果,1とKが 変 数 で あ る こ とが わ か る とデ ー タベ ー ス の変

数 フ ァ イル の 中 か ら1とKを 検 索 に ゆ く。 指 定 され た期 間 の 数 値 の 系 列 を1とKか ら取 り

出 し,1/K(-1)を 実 行 し,組 込 関 数ALOGに 代 入 して そ の 結 果 をZ1に 代 入 す る

プ ロ グ ラム は,EMSの 数 式 処 理 プ ログ ラ ム によ って 生 成 され,そ れ が コ ンパ イ ル され て

か ら実 行 され る。 その 結 果 は,EMSの 利 用 メ ンバ ご とに 割 り当 て られ るZ－ フ ァイ ル に

格 納 され る。 同 様 に して 計 算 され たZ2も フ ァイ ル に収納 され る。 しか るの ち に,回 帰 式

⑤ の 推 定 が 実 行 され る。
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も う1っ の 例 を 示 そ う 。 式 の ス ペ ッ ク は 次 の と お り で あ る 。

EX=F(SIGMA(O,1,PEC/PEIW)/2,KBOT(-1),KBCL(-1),(KBOTUS)(-1),

SIGMA(1,4(1十IGBF/400)/(1十IGBUS/400)*PGNPUS/PGDP/4)

ALOG(EC)=F(ALOG(SIGMA(0,3,PEC/EX)/4),ALOG(SIGMA(0,2PEIW)/3),

ALOG(SlGMA(0,3,TWMJU/4),ALOG(GNPUS),ALOG(KJP(-1)/C十IH十IP))

付 録2モ デ ル を解 くプ ロ グ ラム の 自 動 生 成

モ デルが 線 形 で あ れ ば,構 造 式 を解 くこ と は線形 代 数 の 処理 と して ご く一 般 的 に処 理 可

能 で あ る。 しか しなが ら,計 量 経 済 モ デ ル は非 線 形 な モ デ ルが 普 通 で あ るか ら,モ デ ルを

一 般 的 に解 くプ ログ ラ ムを 作 る こ とは で き な い。 した が って,個 別 の モ デ ル に対 応 した解

を得 る為 の プ ロ グラ ム は個 々 に作 る こ とが 要 求 され る。 これ ま で モ デ ル 作成 者 は,個 々の

モ デ ル を解 く為 のFortranプ ロ グ ラ ムを 書 いて き た。 しか し,EMSで は 数 式 処理 プ ロ グ

ラム が あ って,モ デ リング言 語 で 記 述 され た もの はす べ て,そ の 式 が 受 け 持 つ 変 数 す な わ

ち,正 規 化 変 数 に っ いて 陽 形 式 に解 き ほ ぐ し,し か る後 にFortran語 に翻 訳 され る。 す な

わ ち,第1に,以 下 に述 べ る よ うな陰 形 式 の推 定 式,な い しは定 義 式 を 指 定 され た正 規 化

変 数 にっ いて 陽 形 式 に解 きほ ぐす こ とを 行 う。 第2に 陽形 式 をFortran語 の3っ の 定 型 サ

ブル ーチ ンに書 き下 す こ とで あ る。 例 え ば 投 資 関 数 の 推定 式 を以 下 の よ うな形 で 与 え られ

る。

ALOG(1/K(-1 .))=0.5678十 〇.345*ALOG((YC/PI)/K(-1)十U(6)

た だ し

1:実 質 民 間 設備 投 資,K:設 備 資 本 ス トッ ク

KC1):一 期 遅 れ,即 ち前 期 末 のKを 示 す 。

YC:法 人 所 得(名 目)Pl:投 資財 デ フ レ一 夕

U:撹 乱 項 また は推 定 式 の 残差 の項

ALOG:自 然 対 数 の フ ォー トラ ン組 込 関 数 名

この式 にお いて,変 数1が 正 規 化変 数(normalizedvariable)と して 解 か れ た次 の 式(7)式

を 陰形 式(implicitform)(6)式 の 陽 形 式(explicitform)と い う。

1=K(-1)*EXP(O.5678十 〇.345*ALOG((YC/PI)/K(-1))十U)十CA(7)
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EXP:指 定 関 数 の フ ォ ー ト ラ ン 組 込 関 数 名

CA:予 測 に 際 し て,あ る い は シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に 際 し て 調 整 に 必 要 な 常 数 修 正 項

陰 形 式 お よ び 陽 形 式 を 一 般 的 に 書 く と 次 の 通 り で あ る 。

陰 形 式;

f‖(ylt,・ ・・・・・…,y1、 ,・・・…,yGt,

ylt-1,'",ylt-L"●yGt_1,

ylt－ τ1,'",ylt－ τ1,'",yGt_τ1,

Xlt,'"・'"・.,Xkt'''''''",Xkt,

X1【_τ2,・ ・・…,Xk、_τ2.… ,Xkt_τz)ニUIt(8)

(i=1,2,…,G;t=1,2…T)

た だ し,

G:モ デ ル 中 の 式 の 数,T:解 を 求 め る 期 間 数

y:内 生 変 数,x:外 生 変 数

陽 形 式:

y(t=91(yiし,・ ・・…,y‖_|t,yl+1t,…,YGt,

y【t_‖,・ ・・…,y1、_1,・ ・t・・・…,YGt_l

yl、_τ1,…,y】 、_τ1,・ ・・…,YG、_τl

Xl、_,・ ・・…,Xk、.・ ・一 ・・,Xkt,

Xlt_τ2,…,Xk,_τ2 ,・・・…,Xkt_τ2,UIt)+CAIt(9)

(i=1,2,…,G;t=1,2,…,T)

陽 形 式 に 書 か れ る に は 陰 形 式 の 式 中 の ど の 変 数 に つ い て 解 く べ き か,す な わ ち 正 規 化 変 数

が ど れ か に っ い て の 指 定 が 必 要 で あ る 。 ま ず,正 規 化 変 数 に 指 定 さ れ た 変 数 は 内 生 変 数 と

し て 登 録 さ れ る 。 し た が っ て,最 後 ま で ど の 式 に お い て も 正 規 化 変 数 に 指 定 さ れ な か っ た

変 数 は 外 生 変 数 と し て 分 類 さ れ る 。 し た が っ て,す べ て の 式 が 読 み 込 ま れ た の ち に 変 数 の

基 本 分 類 が 完 成 す る 。 そ の 分 類 は 陰 形 式 と 陽 形 式 に ほ ど く と き に 必 要 と な る 。 す な わ ち 陽

形 式 は3っ に 分 割 さ れ る 。
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第1の 範晴 は,式 中で外生変数,撹 乱項,お よび定数修正項の3っ のみか ら成 りたつ項

を選 び出す ことであ る。

第2の 範躊 は,定 数修正項 を除 く上記2種 の変数 に先決内生変数(遅 れのある内生変数)

の加わ った項か ら成 っている。

第3の 範疇 は,さ らに上記3種 の変数 の他 に同時 内生変数の加わ った項か ら成 る部 分で

あ る。

付録3

ハ イ レベ ル コマ ン ド一 覧

ハ イ レベ ル コ マ ン ド

現 名 略称 機 能

VEDIT V 変 数 の 登 録,加 工,修 正,出 力 を行 い ま す 。

FISHING F 単一方程式 の推定 を行 います。
EQEDIT E 方程式の推定結果 をデー タベースに登録 します。
MODELING M モ デ ル構 築 を行 い,シ ミュ レー シ ョ ン用 プ ロ グ ラム を

作 成 します 。

TEST T モ デ ルの シ ミュ レー シ ョンテ ス ト及 び予 測 を 行 い ます 。

END

HELP ハ イ レベ ル コマ ン ド一 覧 を リス トします 。

将 来 次 の ハ イ レベ ル コマ ン ドを 予定 して い ます 。

MEDIT

FORECAST

SEDIT

LINK

モ デル の 編 集,登 録 等

現 在 の シ ミュ レー シ ョ ンと予 測 を 別 に し予測 部 分 はFORECAST

で 行 い ます 。

解 の 編 集 等
モ デ ルの リ ン ク
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ハ イ レベ ル コマ ン ドVEDIT

V

N

ρ
)

P
じ

川
W

C

HELP

GENV

GV

WKV

LV

CDV

MITV

MV

DV

CV

PAV

PAV

WDV

カ ー ドか ら変 数 を登 録 しま す。
セ ンサ ス局 法 に よ り季 節調 整 を行 い ます 。

(調 整 済 系 列 は デ ー タベ ー ス に登 録 され ませ ん)
セ ンサ ス局 法 に よ り季節 調 整 を行 い ます 。

(調 整 済 系 列 は デ ー タベ ー ス に登録 され ます 。)

機 種 変 換 を 行 い ます 。

変 数 の デ ー タ値 を 出 力 します 。

変 数 の 属 性 の 出力 を 行 う。
VEDITを 終 了 してハ イ レベ ル コマ ン ドに戻 ります 。

EPA法 によ り季 節調 整 を行 い ます。

(調 整 済 系 列 はデ ー タベ ー スに登 録 さ れ ます 。)

VEDITで 使 用 で きる コマ ン ド一 覧 を リス トします 。

季 節 調 整以 外 の 加工 を施 しデー タベ ー ス に 登 録 します。

変 数 の デ ー タ値 を グラ フで 出力 しま す。
キ ー ボ ー ドか ら変数 を登 録 します 。

変 数 名 の一 覧 を 出力 します 。

変 数 の 属性 部 分 を修 正 します。
MITI法 に よ り季節 調 整 を 行 い ます 。

(調 整 済 系 列 は デ ー タベ ー ス に登 録 され ま す。)

変 数 の デ ー タ の一 部 期 間 の 変更 を 行 い ます 。

変 数 を削 除 します 。

変 数 名 を 変 更 します 。

変 数 の デ ー タ値 を 表 形 式 で 出力 す る。

他 シス テ ムの デ ー タベ ー スか ら変 数 を 登 録 します 。

ハ イ レベ ル コマ ン ドFISHING

コマ ン ド名 機 能

ASQM 推定 時の期種 を変更 します。
DZ 加工変数作業 ファイルの初期化を行 います。
PEW 方程式作業 フ ァイルの内容を出力 します。
DEW 方程式作業 フ ァイルの初期 化を行 います。
END FISHINGを 終 了 しハ イ レベ ル コマ ン ドに戻 りま す。

HELP FISHINGで 使 用 で き る コマ ン ド一 覧 を リス トします 。

LZ 加工変数作業 フ ァイルの内容を出力 します。
REG 最小 自乗法 による推定を行 います。

個別に分割 推 定 期 間,そ の 他 の オ プ シ ョ ンを 変 更 します 。
CAST 単一方程式 による過去 または未来 への外挿を行 う期間を変更

す る 。

CNST 推 定時の定数項の有無 を指定する。
LINE 出力の一行あた りの最大文字数を推定 す る。
OLEV 出力 レベ ル の 変 更 を 行 う。
TSE 推 定期 間を変更する。
TSG グラフ出力 の期 間を変更す る。
S 推定期 間などのオプ ションを出力す る。
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ハ イ レベ ル コマ ン ドEQEDIT

CDEN

DE

DEN

END

LDEN

LDBN

LEN

HELP

NEXT

PE

WEE

WEWE

WKE

WKEN

プ ラ イオ リテ ィを 変 更 します 。

方 程 式 名 の もと に あ る候 補 式 を 消 去 しま す 。

方 程 式 名 を 消 去 します 。

EQE田Tを 終 了 し,ハ イ レベ ル コ マ ン ドに戻 り ます。

プ ラ イ オ リテ ィテ ー ブ ルの 内容 を 出力 します 。

デ ー タベ ー ス に格 納 され て い る方 程 式 名 にっ いて の情 報 を 出

力 します 。

デ ー タベ ー ス に格 納 され て い る方 程 式 名 を す べ て 出力 します 。

EQEDITで 使 用 で き る コマ ン ド一 覧 を リス トします 。

対 象 式 名 を 変更 します。

デ ー タベ ー ス に 格 納 され て い る方程 式 を 出 力 します 。

現 在 の 対 象 武 名 を 出力 します 。

デ ー タベ ー ス内 で 推 定 結 果 の 移 動 を 行 い ま す。

方 程 式 作 業 フ ァイ ルか ら推 定 結 果 を デ ー タベ ー ス に登 録 しま

す 。

端 末 か ら推 定 結 果 ま た は定 義 式 を入 力 します 。

方 程 式 名 を デ ー タ ベ ー ス に登 録 します 。

ハ イ レベ ル コマ ン ドMODELING

コマ ン ド名 機 能

AMW モデル に方程式を追加 します。

DDMW モデルか ら方程式を消去 します。

DMW モ デルを消去 します。

END MODELINGを 終 了 し,ハ イ レ ベ ル コ マ ン ド に 戻 り ま す 。

GENP シ ミュ レー シ ョ ン用 プ ロ グラ ム を作 成 します 。

HELP MODELINGで 使 用 で きる コマ ン ド一 覧 を リス トします 。

LDMW モデルの内容 を出力 します。

LMW 作成済 のモデル名の一覧表を出力 します。
NEXT 取 り扱 うモデルを変更 します。
PMW モデルを構成す る方程式を 出力 します。

RCMW モ デ ル の リカバ リを 行 い ます 。

RECU モデルの構造解析を行 います。

WEMW モデルを構築 します。

ハ イ レベ ル コマ ン ドTEST

コマ ン ド名 機 能

END・ TESTを 終 了 し,ハ イ レベ ル コマ ン ドに戻 ります。

FC 予測を行 います。
FT モ デ ルのFINALTESTを 行 い ます 。

HELP TESTで 使 用 で き る コマ ン ド一 覧 を 出力 します 。

MCW 定数値 を修正 します。
PASW 解 を ク ロス セ ク シ ョンで 出 力 します。
PT モ デ ル のPARTIALTESTを 行 い ま す 。

PSW 解を時系列で 出力 します。
SLEQ 方程式名の もとに代替方程式の選定を します。
TT モ デ ルのTOTALTESTを 行 い ます 。

WKXW 外生変数値を予測期 間につ いて入力 します。
SHOT 計 量 経 済 モ デ ル シ ミュ レー シ ョンに よ る予 測 を一 期 ず っ 行 う

(昭 和59年2月28日 受 付)
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付録4.社 会経済分析のための多 目的デ ータバ ンク

文部省における 「社会経 済分析の ための多 目的統 計デー タバ ンク(MUSE)研 究代表

者,筑 波大学,宍 戸駿太郎教授 」が社 会科学のための初の大型特定研究 として スター トす

ることにな ったが,こ れは新 しい学会 又 はイ ンタ ・ユニバー シテ ィ ・コンソー シアム(I

UC)の 結成 を志 向 して昭和58年 度か らスター トした。

昭和55年 度末 に行われた準備 委員会 で まとめた趣 旨にっいて要約す る と,

(1)我 が国における社会科学 は学 際的 な大型研 究が不可欠 とな って いなが ら,そ の推進

の母体 とな る統計 データベースの形成 が立 ち遅れてお り,そ のための抜本的 な改善策が大

学関係者の協 力によ って作成 され,そ れが強力 に実行 され ることが望 ま しい。

(2)外 国,特 にアメ リカにおけ る経 済 ・社会関係のデー タバ ンクは著 しく進んでお り,

特 に大学間の協力 システムも学ぶべ き ものが多 い。

(3)関 係官庁,特 に統計審議会の協 力が必要であ り,こ の方面 の学 者に も現状 を訴えて

協力 を促進すべ きである。 ただ官庁は伝統的 に各省庁 ごとのなわば り意識 が強 いので,統

合 され たデー タバ ンク機能を期待す ることがむつか しいので,大 学研究者集団が文部省 の

協力 によ って 自主的に推進す る方が現実 的で ある。

(4)多 元的な デー タバ ンクの統合利用 にはオ ンライ ン ・ネ ッ トワークが不可欠であ る。

文部省 の 「中枢セ ンター」構想 と も連動 で きるよ う配慮すべ きであ る。

㈲ 基礎統計の加工や統合統計の様 なデー タ開発 自体 もこの プロジ ェク トに含め,「 デ

ー タの冶金工学的研究」 も学会ベ ースの研究 と して重要で ある。

(6)日 経新聞 などの市販 デー タバ ンクは,限 られ た統計系列のみ を対象 とし,し か も利

用 コス トも高 い。 したが って研究者 は,実 証研究 の コス トが高 くなるのをみて実証研究を

諦め る傾向がみ られ る。 したが って このま ま推移す ると,我 が国社会科学の実証研究の前

途 は憂慮すべ き情況 に至 る恐れがあ り,我 が国の研究者は 自国の経済社会 データにっいて

も欧米の デー タベースサー ビスに全 面的 に依存す るような事態す ら招 きかねない。 中核 と

なる組織の設立 とともに統計デー タバ ンクの抜本的整備が強 く望 まれ る。

(7)デ`Lタ ベー スの技術を社会経済統計 データに適用 し,大 型 システ ムへの拡 張,メ ン

テナ ンス機能,多 目的利用の たあの メカニズム,異 質 な統計 データベ ースの結合方法を研

究す る。

(8)統 計 データベースを,i)マ イ クロデー タベース(個 票)li)個 別統計デ ータベ
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一 ス 血)ク ロス セ ク シ ョンデ ー タベ ースiv)マ クロ時 系 列 デ ー タベ ー スV)計 量 モ

デ ル デ ー タベ ー ス に種 類 分 け して 研 究 す る必 要が あ る。 大 学 の モ デル 分 析 家 に と って,血)

iv)v)の3つ が 直 接 必 要 とな るが,i)li)と の有 機 的 な連 結 は重 要 で あ る。

(9)官 庁 に受 け入 れ 易 い シス テ ム に仕上 げ,特 に基 礎 デ ー タの メ ンテ ナ ンスは 所 管 の 各

官 庁 に委 嘱 す べ きで あ る。

(10)ネ ッ トワ ー ク加 盟 機 関 で デ ー タ メ ンテ ナ ンスの 義 務 を もっ もの は無 料,も た な い機

関 は使 用 度 に応 じて 有 料 とす る。 ただ し,大 学 研 究 者 は 最 低 料 金 の み の 負 担 とす る。 最 低

料 金 と は,国 際 的 料 金 基 準 の1/50と す る。 第3セ ク ター に よ って 料 金 の 徴収 を 円 滑 化 す

る。

以 上 の 検 討 の 結 果,次 の よ うな 目的 を も って社 会 経済 統 計 デ ー タバ ン クセ ン ター 構 想 が

生 まれ,当 面 筑波 大 学 にお か れ る こ とに な った。

目的:学 際 的 社会 統 計 分 析 の ため の 高能 率,か っ 高 性能 の 統 計 デ ー タベ ー スを 設立 し,特

に大 学 研 究 者 に対 して コ ン ピュー タ によ る統 計 デ ー タベ ー スサ ー ビス を 低廉 か っ豊 富 に提

供 す る。将 来 は,よ り大 規 模 な参 加 型 ネ ッ トワ ー クを形 成 し,大 学 ・政府 ・民 間 に 対 して

も広 くサ ー ビス を 提 供 す る。

関 連 学 会:理 論 ・計 量 経 済 学 会,日 本社 会 学 会,日 本政 治 学 会,日 本 統 計 学 会 な どの 他,

主 要 官庁 の 密 接 な 協 力 。

機 能:a.メ タデ ー タベ ー ス機 能(異 質 の 統 計 デ ー タベ ー ス相互 間 の相 互 検 索 ・ス ウ ィ ッ

チ ング機 能 を含 む)。b.複 数 の デ ー タベ ー ス セ ンター 間 を 結 ぶ通 信 制御 機 能 。c.デ ー

タベ ー ス ・フ レー ム の 普 遍 性,拡 張性,並 び に国 際性(外 国 にお け る 自由 な利 用)。d.

原 系 列(第1次 統 計)デ ー タベ ー ス の参 加 型 蓄 積 と更新(政 府,民 間,大 学)。e.'計 量

モ デ ル用 デ ー タベ ー ス の 開 発 ・蓄積 と更 新 ・斉 合 性 と信 頼 性 を特 に重 視,高 次 加 工 デ ー タ

と しての 方 程 式,モ デ ル,解 。f.マ イ ク ロ デー タ シス テ ム の 開発 ・蓄 積 な らび に更 新 。

g.分 析,モ デ リン グな らび に文書 化 ソフ トウ ェア の開 発 ・蓄積 ・更 新(汎 用 化 と高度 化)。

h.外 国 デ ー タベ ー ス との 協 力,国 際 デ ー タベ ー スの開 発 ・蓄積 な らび に更 新 。i.国 内

な らび に国 際学 会,シ ンポ ジ ウム の 開催,研 究 員 の 国際 交 流 。

この特 定 研 究 は,す で に2年 目を迎 え て い るが,EMSの 開発 の 趣 旨が 上 述 の 趣 旨 に殆

ん ど合 致 して い る ので,筆 者 は,計 画 班 の 中 の 基 本 シス テ ム の 開発 にEMSの 開 発 者 と し

て参 画 して い る。EMSの 開 発趣 旨 は,中 で も特 に趣 旨(8)の 中のv)計 量 経 済 デ ー タベ ー

スの 研 究 に関 連 して い るが,EMSが 通 産 省 の本 省 にお いて 使 わ れ て い る事 実 が,情 報 処
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理 開 発 セ ン ターのACOSに お い て利 用 可 能 とな って い る こ とか ら,趣 旨(9)に す で に 関 連

して い る。

また,EMSの 開 発 の 目的 が,上 述 の特 定 研 究 の 目的 と軌 を一 に して い るの で,上 述 の

多 くの 機能 の殆 ん どを 果 た す こ とに な ろ うが,EMSは,特 に機 能e,す な わ ち計 量 経 済

デ ー タベ ー スの 形 成 機 能 を 受 け持 ち,結 果 と して機 能g,及 び機 能hに も深 く係 わ って い

る。

2.基 本 デ ー タベ ー ス形成 と情 報 ネ ッ トワー ク

EMSの ネ ッ トワー ク利 用 対 応

国立 の大 型 計 算機 セ ン ターが 全 国 の 主 要 七 大 都 市 に配 備 され て い るが,EMSを,ネ ッ

トワー ク利 用 を 試 み よ う とす る場 合,東 京,北 海 道 にADABASが,大 阪 にINQが,

す な わ ち基 本 条 件 と して のEMSに 不 可 欠 な デ ー タベ ー ス管 理 システ ム(DBMS)が 存

在 す るので,各 セ ン ター にEMSを 配 備 してDDXま た は近 い将 来 に組 織 され る文部 省V

ANを 通 じて ア クセ スす れ ば,東 京,北 海 道,大 阪 の各 セ ンタ ー にお いてEMSを 利 用 で

き る。筑 波,東 京 の 情 報 処理 開発 セ ン ター に は,必 要 なDBMSが 備 え られ て い る。 しか

しな が ら,名 古 屋,京 都,九 州 に は,そ の条 件 が 整 って い な い。 さ らに,N-1に お け る

ソ フ トウエ ア は,元 来N-1が バ ッチ を基 本 に して ス ター トして い るだ け に,TS利 用 へ

の対 応 が不 十 分 で あ る。

デ ー タベ ー スや 計 算 結 果,あ る い は い ろ い ろ な ゲ ー ムを,会 議 形 式 で 実 行 す る こ とが で

きな いか,そ れ も世 界 各 国 に人 々が い な が ら,移 動 しな いで 行 う こ とが で き な いだ ろ うか

とい う こ とが,発 想 の 出発点 で あ った。 そ こで,い わ ゆ るテ レ ビ会 議,あ る い は テ レコ ン

ピュー タ会 議 な どを 行 う可能 性 に つ い て,紹 介 す る。

(1)テ レ ビ会 議 と コ ン ピュー タ会 議

実 は2っ の例 が,1987年 の うち に そ れ ぞ れ1同 ず つ 行 わ れ た。1固 め は1987年 の5月 に

はサ ミッ トに 先立 っ,プ レ ・サ ミッ トと い うこ とで,ク ライ ン教 授 を始 め と して 各 国 の人

々 に よ って,テ レ ビ会 議 を 実 行 され た 。 その 結 果 を報 告 す る。 そ の テ レビ画像 が 手 に は い

ったの で,編 集 し2時 間半 の テ レビ会 議 を,わ ず か10分 に集 約 した 。 必 要 な こ とだ け は そ

こに集 約 され て い る。

2回 め は7月 に コ ン ピ ュー タ会 議 を 行 った。 東 京 とニ ュー ヨ ー ク とハ ワ イ,カ ナ ダを む

す ん で行 わ れ た会 議 で あ った。 実 際 に は,ピ ー ス ゲ ー ム を行 い,教 育 関 係 者 の 集 ま り も並
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行 して 行 い,そ の 教 育 関 係 で は,各 所 と もすべ て 実 際 に会 議 が成 立 した。 経 済 の ピー ス ゲ

ー ム に関 して は ,ア メ リカ と 日本 が主 に な って 行 わ れ た。

テ レ ビ会議 は 動 画 像 を帯 域 圧 縮 で きるが,こ の と きの テ レ ビ会 議 で は画 像 の 帯 域 圧 縮 を

行 って い な い 。 そ の た め に コス トが かか って い る。 そ の後,KDD'とATTが 提 供 した商

用 の テ レビ会 議 シス テ ム で は,現 在,民 間で 利用 で き るよ うに な って い るが,そ れ は帯 域

圧縮 を行 って お り,動 きの 少 な い テ レ ビ会 議 に関 して は利 用 可 能 で あ る。

そ れ に対 して,コ ン ピ ュー タ会 議 は静 止 画 像 で,30秒 に1画 面 を 送 る方 法 で 行 い,そ れ

か ら,音 声 に っ い て は両 方 と も音 声 多 重 が で き る(表1参 照)。

た だ し,テ レ ビ会 議 は局 が2つ,つ ま り ア メ リカ と 日本 の 間 で は画 像 は 自由 に送 れ るが,

第3地 点 の 例 え ば,チ ュー リ ッ ヒな ど に は画 像 は送 れ ず,音 声 だ け が 届 く形 式 にな った 。

コ ン ピュ ー タ会 議 は静 止 画 像 で あ るか ら ,ど この 国 とで も行 え る。 テ レビ会 議 で 使 う回

線 はKDDとATTが もって い るが コ ン ピ ュー タ会 議 は4回 線 を 使用 して行 う こ とに な る。

参 加 会 議 場 も,音 声 に関 して は3局 ま で で あ るが,コ ンピ ュー タ会 議 に 関 して は現 在 で も

2局 以 上 い くらで も利 用 で き る。

テ レビ会 議 の 場 合 に は 会 議場 は,大 手 町 のKDDに 特 別 な部 屋 が あ る。 そ こで,5,6

人 で 行 う小 規 模 な 会議 で あ る。 それ に対 して,コ ンピ ュー タ会 議 の 方 は回 線 さ え 引 けれ ば

人 数 に制 限 は な い。 準 備 す べ き設 備 に 関 して は,テ レ ビ会 議 は既 存 の もの を 使 う。 コ ン ピ

ュー タ会 議 は マ イ コ ンや 会議 ソフ トな ど,い ろい ろ もの を こち ら側 で 用 意 して あれ ば,い

つで も行 え る。

コ ン ピュ ー タ会 議 は直 前,直 後 にお いて も,資 料の 整 備 その 他 の 作 業 が ネ ッ トワ]ク を

介 して で き る。 マ イ コ ン ・ネ ッ トワー グを 機能 さ せて,い ろ い ろ な会 議 の 運 営 や進 行,調

整,あ るい は会 議 の 流 れ に関 係 の な い 意 見 の交 換 な ど は,す べ て コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ

ー クを 介 して 行 え る
。 そ れ に対 して テ レ ビ会議 の 方 は,お そ ら く同様 の作 業 の実 現 が む ず

か しい 。

デ ー タベ ー スの 形 成 も可 能 で あ る。 これ まで にで た 質 問 そ の他 を,デ ー タ ベ ー ス化 す る

こ と もで き る。Beelineと い うネ ッ トワー クに関 して は,す べ て 英 語 で の コ ン ピ ュー タ会

議 を設 営 で き る と同 時 に,漢 字 サ ポ ー トも行 え る。

費 用 に つ い て は,テ レ ビ会 議 は1局 あ た り30分 で10万,コ ン ピ ューー夕会 議 は30分 で 約1.5

万 円 く らいで あ る。10倍 とまで は いか な いが 値 段 に差 が あ る。 実 際 の テ レビ会 議 で は,こ

れ の10倍 ぐ らいか か る か ら,相 当 な 額 にな る。 詳 しい こ と は,KDDか ら発 表 され た 資料
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が あ るの で,そ れ を読 ん で 貰 い た い。

(2)プ レ ・サ ミ ッ トの テ レ ビ会 議

最 初 は,ク ライ ン教 授 が ア メ リカ側 の 司 会 を 宍 戸 教 授 が 日本 側 の 司 会 を され た。10分 間

の ビデ オ テ ープ が 日本 語 のバ ー ジ ョ ン と英 語 の バ ー ジ ョンの 両 方 あ る。 機 械 さえ許 せ ば,

第1チ ャ ンネ ル は英 語,第2チ ャ ンネ ル は 日本 語 にで きるが,そ の よ うな ビデ オ レコー ダ

ーは 数 の うえ で は 少 な い の で ,別 々に録 画 した。

(3)コ ン ピュー タ会議 の実 際

マ イ コ ンを使 った,コ ンピ ュー タ会 議 に つ い て説 明 す る。

普 通,電 子 メ ール とい う形 式 で,1対1で メ ー ル を や り と りす る方 法 が あ る。 ま た,電

子 掲 示 板 と称 す る,1対 複 数 で や り と りす る方 法 もあ る。 しか し,こ こで い う コ ン ピュ ー

タ会 議 は,複 数 対 複 数 の 会 議 を 行 うた め の もの で あ る。 これ を 実 際 に世 界 的 な規 模 で 企 画

す る とす れ ば,ど の よ う に な るか を,図H-1に 示 す 。

まず4本 の 国際 回 線 をつ けて,1本 は ビデ オ の た めの ス ロー スキ ャ ンに使 う。 これ で30

秒 で1画 面 を送 る。3日 間 会 議 を 行 っ たが,そ の と き向 こ うは夜 の部,こ ち らは 朝 の部 で

あ った。

30秒 間 に1画 像 の ス ロー ス キ ャ ンを行 い なが ら会 議 を進 め るが,実 質 上 これ で 十 分 で あ

る。 とい うの は,も し リア ル タイ ムで あれ ば,居 眠 り も,頭 もか くこ と もで き な い こ と に

な る。30秒 間 に1画 像 だ と,恰 好 を っ けて 送 った 後 は,ど ん な顔 を して いて も声 だ け は聞

こえ て い るの で,隣 の 部 屋 か ら声が と どい て い るよ うな 感 じに な る。 臨 場 感 もあ って,ど

の よ うな会 話 や 討 議 が 進 行 して い るか もわ か る。 実 際 の 細 か い 情報 は フ ァ ッ クス ラ イ ンを

設 営 して,フ ァ ッ クスで 送 りつ け て しまえ ば,用 は た りる。

次 に,マ イ コ ン ・ネ ッ トワー ク用 の 会 議 システ ムが あ る。 それ はEIES(Electronic-

InformationExchangeSystem)と い う もの で,ニ ュ ー ジ ャー ジー工 科 大学 が 開 発 して,

NSF(NationalScienceFoundation)が10年 く らい継 続 的 に サ ポ ー トして 開 発 して い く

計 画 で あ る。 それ で い ろ い ろ な こ とが 提 案 され,そ れ に刺 激 され た ソフ トウ エ ア ・ハ ウ ス

が 作 った もの に,DECの マ イ コ ンで 働 く 『パ ー テ ィ シペ ー シ ョン(Participation)Sと

い う ソフ トが あ る。 これ をrパ ーテ ィ(Parti)』 と称 して,そ れ を の せ た ネ ッ トワー クが

い くつ もあ る。

ネ ッ トワー クは,物 理 的 に い ろ い ろ作 られ て い る。 しか し,物 理 的 にで きた ネ ッ トワ ー

クの うえ に,個 人 的 な ヒ ュー マ ン ・ネ ッ トワー クに基 づ い た ネ ッ トワ ー クが 構 築 され る こ
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とが多 くな って い る。 その た め に,1っ の物 理 的 ネ ッ トワー クの うえ に,50も60も ネ ッ ト

ワー クが の る こ とが まれ で は な い。 この よ うな場 合 に ,先 ほ どのPartiの よ うな ソフ トウ

エ ア は非 常 に役 に立 つ 。 例 え ば,マ ル チ ウ イ ン ドウ方 式 を用 る と ,各 会 場 か らの メ ッセ ー

ジが 同 時 に1つ の 画面 に リア ル タイ ム に現 れ て くるの で ,参 加 者 が 同 時 にや りと りが で き

る。'

それ で4呑 め の役 割 とは,会 議 自体 を うま く進 行 させ る ため の 縁 の下 の力 持 ちみ た い な,

芝 居 で い え ば裏 方 の よ うな,全 体 の 進 行 を う ま く行 うため の もの で あ る。 これ に漢字 サ ポ

ー トが つ いて くる と
,い ろ い ろ面 白 い こ とが で きる。

日本 人 に と って は漢 字 サ ポ ー トが な い と ど う しよ う もな い。 それ が あ る ネ ッ トワー クが,

図 のBeelineで あ る。 これ で 行 うと,い ろ い ろ なサ ポー トも行 え,国 際 的 な ネ ッ トワー ク

の広 が り もで き る。

7月 に3日 間 行 った コ ンピ ュー タ会 議 で は,国 連 の方 か ら大 西 教 授 のrFUGIモ デ ル 』

を 使 って,ゲ ー ム をや って み よ う とい う提 案 が あ った。

なぜ大 西教 授 のrFUGIモ デ ル 』 を使 った か,あ る い は それ が よ い の か 悪 いの か は,

い っ さい問 わ な い と い うの で あ る。

この大 西 教 授 の モ デ ル をか りに,世 の 中 の経 済 を完 全 に 支 配 して い る もの だ と仮 定 した

わ けで あ る。 っ ま り,こ れ に対 す る批 判 を い っさ い な しに して,こ れ を世 界 で 唯一 の 動 く

モ デ ルだ と考 え,そ の うえ で ピー スゲ ーム を行 っ たの で あ る。

その 目的 は,会 議 そ の もの を う ま く動 かす ため の 技 術 の有 効性 を測 る こ と で あ った。 例

え ば,戦 費 を半 分 に した ら どの よ うに な るの か な どを,国 連 の考 え の もと に行 って み た い

と い う こ とで あ った。 日米 の 人 々が,そ れ を 見 な が ら意 見 を 交 換 して い っ た。 そ こに はM

ITの サ ロ ウ教 授 も出席 し,日 本 側 に は宍 戸教 授 お よ び大 西 教 授 が 出席 され て 実 行 され た。

(4)我 が 国 にお け る会 議 シス テ ムの 未 来

現 在,国 立 大学 に7大 セ ンタ ーが あ る。 旧7帝 大 にそれ ぞ れ大 型 の 計 算 セ ンタ ーが あ り,

それ が 各 地 域 に 割 り当 て られ て い て,そ こか ら大 型 セ ンタ ー を使 う し くみ に な って い る。

大 型 コ ン ピ ュー タの計 算 処理 能 力 を 効率 的 に利 用 す る ことが 目的 で あ る。

もう1っ は,NTTのDDXと い うデ ジタル の デ ー タ電 送 システ ム が あ る。 そ れ は情 報

の1行 をパ ケ ッ トに して 送 る,デ ー タ電 送 シス テ ムで あ る。 それ は大 学 間 閉 域 サ ー ビス と

い う こ とで ・ 大 学 だ け しか ア クセ スで きな い シス テ ムに な って い る。 そ れ に対 して ,私 立
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大 学 が ネ ッ トワー クを 作 って参 入 す る とな る と,全 体 を カバ ーす る大 学 ネ ッ トワー クが必

要 に な る。

た だ し,私 立大 学 が 参 入 す る場 合 も,NIと い うプ ロ トコー ル を 同 じよ うに 使え ば,私

立 大学 と国 立 大学 の大 型 セッ タ ー間 の デ ー タ交 換 はで き る。

そ れ に さ らに,学 術 情 報 ネ ッ トワ ー クが 追 加 され て くる。 新 し く文 部 省 がVANを 作 る

との こ とで,い わ ば 「文 部 省VAN」 が で き るわ けで あ る。 そ れ は,従 来 のDDXと は違

う シ ステ ム に な る筈 で あ る。

将 来 は,文 部 省VANが 全体 を コ ン トロ ール す るよ うに な るが,そ の とき に は電 子 メー

ルや 電 子 会議 な どが 行 え るよ う計 画 され て い る。 これ ま で に,パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビスが あ

るが,こ れ に は会 議 システ ムが な い 。 本 来 な ら必 要 で あ るが,Beelineを 使 って 会 議 が 行

え るよ うに計 画 して い る。 その 場 合 は,国 立 大 学 の 人 々 もBeelineに 参 加 され る方 向で,

作 って い こ うと して い る。「

Beelineは それ ほ ど大 きな フ ァイ ル転 送 能 力が な いの で,NIの よ うな大 型 の 回 線能 力

の うえ にの せて,フ ァイル の転 送 な どを 行 う こ とに な る。Beelineは せ いぜ い小 規 模 な フ

ァイ ル を もちあ って,情 報 の や り と りの 内 容 を 記 録 した もの や デ ー タベ ー ス の所 在 情 報 な

どの情 報 の フ ァイ ル を作 って い くこ とが 基 本 に な る。 どん な に大 きな 立 派 な デ ー タが あ っ

て も所 在 が わ か らな い し,実 際 に動 か す こ と もで き な い。

この 特定 研 究 の い ろ い ろ な成 果 も,こ の ネ ッ トワー クの うえ にの せ て 行 うこ とに ょ って,

将 来 は外 部 の利 用 に も開 か れ る。

3.ユ ーザ ー 参加 型 デ ー タベ ー ス

デ ー タベ ー スは大 量 かっ 組 織 的 に集 積 され,常 に 内容 の 更 新 が 行 わ れ る デ ー タを基 礎 に

して い る。 それ を オ ン ライ ンで 検 索 す るの み の検 索 タイ プか ら,大 量 情 報 を保 有 し,か っ

可 搬 で あ る媒 体 にあ る時 点 で そ の 内 容 を 凍 結 した デ ー タを分 散 配 備 す る タイ プ と・ それ ら

を 複合 的 に利 用可 能 にす る タ イプ まで あ る。 分 散 配 置 す る媒 体 と して は,磁 気 テ ー プ,カ

セ ッ トテ ー プ,ビ デ オ カ セ ッ ト,フ ロ ッ ピ ィデ ィス クに加 え て,CD(コ ンパ ク ト ・デ ィ

ス ク),LD(レ ー ザ ー ・デ ィス ク)等 の よ うに 内容 とその 規 模 にの み 合 った種 類 の もの

が あ る。

ま た,以 上 の よ うに ス タ ー型 の1対nの 放 送 ス タ イル の もの か ら,ユ ー ザ ー が参 加 して

デ ー タベ ー スを 形成 す る タ イ プの サ ー ビス形 体 の もの が あ る。 ま た ネ ッ トワー クを組 織 し
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図6コ ン ピ ュー タ会 議 の デ モ ンス トレー シ ョン

(
国際 ネ ッ トワ ーク研 究会

日本生産性本部

(GLOSAS

9◇
4本 の 国際線

1.VIDEO

2.AUDIO

3.FAX

SlowScan30秒 で 画 面4,EIES

Multiaudio

ニ ュ ー ジ ャー ジー

ElectronicConferenceN対N対 話

BeelinerMultiwindow

＼
漢字の サポー ト

表1テ レ ビ会 議 と コ ン ピュー タ会 議 の比 較 対 照 一一一覧

フ ァ ク タ ー テ レ ビ 会 議 コ ン ピ ュ ー タ 会 議

画 像 帯域圧縮の動画像 静 止 画 像(30秒1画 面)

上 士
日 戸コ 音声多重 音声多重

回 線 数 国際線 または公衆回線
4回 線

参 加 会 議 場 数 画像 に関 しては2極 2極 以上可

音声 に関 しては3極 2極 以上可

会 議 場 特定会場 会場設定自由
5～6人 人数制限な し

準 備 す べ き 設 備 既存の もののみ マ イ コ ン1台

会議用 ソフ ト

EIES

「Beeline

そ の 他

モ デ ム

マ ル チ オ ー デ ィオ シス テ ム

ス ロー ビデ オ ス キ ャナ ー

フ ァ ッ ク ス

マ イ コ ン ネ ッ ト ワ ー ク な し 会 議 の 運 営 ・進 行 ・調 整
の機能 意見の交換
デ ー タ ベ ー ス 形 成 不可 可能
漢 字 サ ポ ー ト な し 有Beeline

PART1

費 用 1局 当 り 約10万/30分 1局 当 り 約1.5万/30分
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メンバ ー間でや りと りされ た意見交換の討議 内容な どが組織的に蓄積 され るとき,そ れ ら

は私 的デー タベースか ら立派な公的な データベ ースと発展 してい く。

データベースの高度利用 につ いて は,経 済予測や経 済政策立案にあた って集積 され,更

新 され る経済 データを基礎 に計量モデルを組んでゆ くとき,モ デルを構成 す る構造方程式

については,分 析者の経済,知 識が具体的に式の スペ ックに実現 され てお り,ま たデータ

に基づ いて統計的検定を終えた経験的 に意味のあ る情報 がエキスパ ー トの知識 として具体

化 され たもの と考え られ る。 この場合計量経済モデル 自体 は,構 造方程式 の集合で あるか

ら,そ れは改 あて知識工学 的な 「知識 の系統的な集合 」 とみなす ことが で きる。

従 って,計 量経済 モデルデー タベー ス化は,「 デー タベー スの高度利 用」以上 に 「知識

の高度利用データベ ース」 と しての意味を持つ に至 る。計量経済 モデルを利用 して の予測

や政策 シ ミュレーシ ョンな どの結果 もデー タベース化 されて保存 され るが,こ れ に対す る

解釈や意味の決定 にエキ スパー トの知 識が計量経済モデルか ら引 き出されて利用 され る。

さらに分析者の先験的知識や,外 部的情報知識や,分 析者の判 断などが加 え られ る必要が

あるが,こ れ らが同時 に記録 され る。

知識の コンパ ク トな情報 は,文 書化 されて 出力可能であ るが,こ のよ うに支援 システム

が標準化 されれば,学 会や コ ンソー シアムの内部 において利用 され,刊 行物 を節約 し,業

績 ス ピー ドア ップが計 られ る。例えば,レ フェ リーが判断資料を求 め易 くな るといえ る。

また討論の活発化深化が進む もの と期待 され る。

高度利用可能 な知識デ ータベ ースの確立が データベー スの高度利用にっなが る。

マイコ ンが32ビ ッ トCPUを 用 いる段階 に入 り,端 末の 出力系にプ ラズマ,デ ィスプ レ

イの採用が一般化す るにつれて,さ らにマイコ ンがCD等 の マス ・ファイル機能を持 ち始

めれば,大 型 メイ ンフ レームを持つ大型計算機 セ ンターの意義 も変わ って くる。利用に際

しての繁雑な手続 きが災 い して セ ンターの大型 メイ ンフ レームよりマイ コ ンの手軽 さと自

由 さが受 けて,マ イ コンの利用密度 は増 々高 まるで あろう。

メイ ンフ レームの硬直化が 目立 った もの にな って くるの に比べて,特 にマイ コン間ネ ッ

トワー クの形成が極めて楽 にな った今 日,マ イ コンネ ッ トワー ク利用が本格化 して きて い

る。 これを利用 して,知 識 データベースの所存情報 などが 明確 され る段階 か ら進んで,マ

イ コン上で知識工学的処理 も行 うよ うにな る。 さらに これ らの情報 を元 に して会議をサ ポ

ー トす るソフ トを利用すれば,テ レビ電話 を併用 して海外 あ るいは遠隔地 を含 めた高度 な

会議の設定 も可能であ る。
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皿 日本 にお ける経済データベース利用 に関す るコメン ト

私 の知 る限 りで は,日 本 も他の諸国 と同様 に,経 済情報の源泉 としてのデータベースの

利用が広 く行 き渡 ってい る。 もちろん,利 用可能 データの ス トック量 も豊富で ある。つ ま

り,多 種類 の情報 を官庁 に提 出 しなければ な らない とい う義務を企業側が認あて いるため

に,他 の先進諸国 に比べ てス トック量が豊富なのであ る。例えば ,こ の よ うな企業の認可

はア メ リカで は考え られ ない ことで ある。 どちらか と言えば,行 政側がデ ータ要求のため

の職権 および正 当な理 由を説 明 しなければな らないのであ る。 また ,そ う した行政側の努

力 に もかかわ らず,企 業 に信頼で きるデー タ獲得の協力を仰 ぐことも難 しいのであ る。

アメ リカか ら日本に来 たデ ータ利用者 を一様 に驚かせ る両国の差異 とは,デ ー タおよび

デ ータ取扱 いの ソフ トウエ ア提供サ ービスにおけ る企業間の競争 の欠如で ある。少 な くと

も,日 本の場合,マ クロ経 済分野 では基本的 に一供給者のみであ る。 データ保有量 は豊富

であ り,こ れ につ いて明確 な差が あるとは言えないが,競 争 の欠如 は,利 用者が標準 デー

タシ リーズ以外の追加情報 を要請 して も,手 の行 き届いたサー ビスが得 られな いとい うこ

とをは っき りと意味す る。

アメ リカで は(ヨ ー ロ ッパで も同 じと思 うが)数 多い供給者 間で の競争 は ,利 用者 が シ

ミュレーシ ョンおよび予 測な どのいろいろな経済モデルを選択で きる とい うことを意 味す

る。デ ータベースの利用 機会を提示 する企業の多 くは,デ ータと共 にその企業独 自の経済

モデルの便利 な利用方法 も教 えて くれ るのであ る。 しか し,こ れ は日本 に も当て はまるこ

とであるが,利 用者 は単一供給者の経済 モデル とい う制限を受 けるのであ る。

競争欠如 によ り生ず る もっとも重要 な結果は,サ ー ビス領域 で生ず る もちろん ,

それ はデータベ ースの実 りある利用 にとって鍵 となる。誰 もが 同 じソースを利用 してい る

ため,保 管デ ータの誤 りが発見 されに くいのであ る。新 しいデータ系列 ,も し くは主要 改

訂版 は必 ず しもす ぐには導入 されない し,そ れ らを利用す るための(コ ンピュー タに対 す

る)命 令 も十分 にはイ ンプ ッ トされ ていない。(こ こで取 り上げ る例 は,同 僚か ら聞 いた

話 であ るが,過 去の卸売物価指数系列 に関す るBOJの 最新 改訂版 についてで ある。 これ

は数週 間前 に公表 され たが,依 然 と してBOJ以 外で は利用不可能 ,つ ま り,機 械解 読形

式で は利用不可能なので ある。)ア メ リカの商業用 デー タベースサー ビスで は,こ の手の

改訂版 は一両 日中に利用者 に利用可能 とな るし,さ らに詳細 な説明を加 えてサー ビスを提
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供 して くれ る。

サー ビスの最重要領域 は,も ちろん デー タにっいて問い合 わせを して くる人達 に十分な

対応 をす るとい うことであ る。灰聞す る ところによ ると,日 本 では この ことについて最 も

困難 な領域の ようで ある。電話問 い合 わせ に対す る応答は大 幅に遅 れ る し,往 々に して必

要 とされ る特殊知識 を備え た人材 に も事欠 く状態であ る。 ア メ リカのサー ビスでは,こ の

種 の対応 は主要な市場戦略の一環 と見 なされ重点が置かれてい る。

さ らに,一 般的には公表 データと非公表 データとの間に一線 が画 されていないため,外

国人 はデータ取扱 い上,日 本の経済 デー タにち ょっと した混乱 を覚 え ることがよ くある。

少な くとも,ア メ リカお よび他の ア ングロサ クソン諸国で は,情 報 は通常 「公表され る」

か全 く 「公表 されない」か のどち らか であ る。一般大衆 は,特 殊情報がいっ,ど こで公表

され るのかを注視 しているので ある。 日本では利用可能な公表情報の中 に も 「灰色領域 」

があ るよ うに思われ る。 また,公 表 デー タについて それ らが誰 に対 して,い っ利用可能 な

のか全 く不明確であ る。官庁 のデー タ公表時期 の曖昧 さが話題 になって いるが,最 近,利

用者の要望が圧力 とな り,変 貌 の兆 しが見え始 めている。資本市場 にかかわ りのあ る人 を

除 けば,そ れ ほど重要 な ことではないであ ろう。 と言 うの は,遅 延 もしくは 「漏洩」 は,

ほんの数 日 ・数時間,も しくは短 時間の ことだか らである。 しか し,日 本 と他 の諸国 との

間 の圧礫および誤解を生 じさせ る原 因が多少な りとも存在す るので,日 本 の慣行 は 「不透

明 」で あるとい う外国人の非難を付け加え ることにす る。

最後 に,少 な くともマ クロ統計の場合 には,利 用者団体 間で格差が存在 する。特 にアメ

リカの場合には,デ ータの性格を よ く知 り,頻 繁 にデ ータを利用 す る多 くの民 間エ コノ ミ

ス トがいる。 日本で は この よ うな活動 は,政 府お よび大学 関係者 に限 られてい る。 ア メ リ

カの民間エ コノ ミス トはデー タに精通 しているのであ る。 これ は日本で は一般的であ ると

は言えないが,一 方 で情報 を生 み出 し提供 す る政府機関 には,継 続的 に蓄積 された情報 が

存在す る。 データ利用 を望 むエ コノ ミス トの援助 に際 して,日 本の官僚 は うん ざりす る程

の時 間を費や し,無 理難題 を吹 き掛 けてい るよ うに私 には思われ る。民 間データサ ー ビス

を通 して迅速 な提供を支援 し,よ り効 果的なデ ータ提 供が達成 されれ ば,自 らの負担を軽

減で きるとい うことを官庁 も認め よ う。一般 に,利 用者の知識水準 はそれほ ど重要 だ とは

思わないが,デ ー タ提供の改善努力 に焦点が 当て られ るべ きであ る。
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一
付録 内外文献情報検索による参考文献

情 報 化社 会 と いわ れ る最 近 の コ ン ピ ュー タ技 術 の進 歩 は大 型 コ ン ピ ュー タ ・パ ー ソナ ル

コ ン ピ ュー タを と はず 目ざ ま しい ものが あ る。 特 に,8ビ ッ トパ ソ コ ンが16ビ ッ トパ ソ コ

ンに世 代 交 代 して か らMS-DOSと い うOSの 下 に色 々な ソフ トウ エ アが 作 られ ,一 般

に普 及 し使 い や す くな って きた。 ま た,通 信 の 自由化 と共 に電 話 回 線 を通 じて パ ソ コ ンか

ら大 型 コ ン ピュ ー タの デ ー タベ ー ス に容 易 に ア クセ スで き る通 信 ソ フ トが 出て きた 。

しか し,通 信 ソフ トが 使 いや す くな った とは いえ,デ ー タベ ー ス に ア クセ ス し目的 の も

の に た ど り着 くに は余 程 の 経 験 を積 ま な け れ ば な らな い 。 各 省 庁 が所 有 す る数値 統 計 の公

開が 決 め られ た が,ど の 様 に公 開 す るか は これ か ら検 討 され,情 報 セ ン ター か民 間 の デ ー

タベ ー ス業 者 に よ って処 理 され る こ とに な るで あ ろ うが ,数 値 統 計 を必 要 とす る最 終 ユ ー

ザ ーが 利 用 し易 い形 に な らな けれ ば な らな い。 欧 米で は デ ー タベ ー スの 技 術 が 進 ん で お り,

特 に,ア メ リカで は個 人 ユ ーザ ーが 数 値 統 計 デ ー タベ ー ス に ア クセ ス し必 要 とす るデ ー タ

を ダ ウ ンロ ー ドし,Lotus1-2-3・MULTIPLAN・SuperCalc3等 のSPREADSHEETと 称 す る

ソ フ トウエ アで加 工 計 算 を して い る こ とか ら,こ れ らに 関 す る文 献情 報 を 得 られ な い か と

考 え,内 外 の デ ー タベ ー ス に代 行 検 索 を依 頼 した 。

検 索 した デ ー タベ ー ス は,HBRO(HarvardBusinessReview/Online)・DIAL

OG(DialogInformationServices)・ERIC・LISA・JAPAN/MARC・

JAPAN/MARC-OLD・NATIONAL-REPORT等 で あ る。

キ ー ワ ー ドは,DATABASE・STATISTIC・USE・Lotus1-2-3・SPREADSHEET・SCHOOL・

COLLEGE・UNIVERSITY等 で あ る。 以 下 に検 索 結 果 を 書誌 情 報 の 形 で 掲 げ るが ,キ ー ワー ド

が厳 しか った か,或 は適 切 で な か った の か あ ま り良 い結 果 は 得 られ な か った。HBRO・

DIALOGで は ソ フ トウエ アの マ ニ ュア ルの よ うな情 報 が多 か った。 しか し,ERIC

・LISAに 教 育 に 関 す る ものが 若 干 あ った
。 検索 結 果 に つ いて 一 部 を 掲 げ る こと に した

い。 ま た,検 索 結 果 で は な いが"LIBRARY&INFORMATIONSCIENCEABSTRACTS"に 参 考 と

な る資 料 が あ った 。 英 文 文 献 リス トの 中 の 日本語 は,英 文 要 約 を 日本 語 に訳 し,更 に 抄 訳

した もの で あ る。 以 上 の 他 に,オ ンライ ン ・サ ー ビスで はな いがOECDが 発行 して い る

各種 数 値 統 計 につ い てMTとLotus1-2-3で 利 用 で き る フ ロ ッ ピー デ ィス クを提 供 して い

る ので 参 考 まで に掲 げ る こ とに した。
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1.ERlCの 検 索 結 果

[1]Lee,M.P.;Soper,J.B."UsingSpreadsheetstoTeachStatisticsinGeo9-

raphy",JournalofGeographyinHigherEducation,Vol.11,No.1,PP.27-

33,1987.'

ス プ レ ッ ド シ ー トの 利 用 に よ っ て,地 理 の 統 計 計 算 教 育 法 が 促 進 さ れ る か も し れ

な い 。 ス プ レ ッ ド シ ー トの フ ォ ー マ ッ トの 行 と 列 で は,様 々 な 統 計 的 特 性 を 生 か す

よ う に デ ー タ を 検 分 し た り,加 工 し た り す る こ と が 可 能 で あ る 。 使 い や す い グ ラ フ

ィ ッ ク ス と デ ー タ ベ ー ス が 導 入 さ れ る と ス プ レ ッ ド シ ー トの 利 用 価 値 は さ ら に 高 ま

る 。

[2]Hannah,Larry"SocialStudies,SpreadsheetsandtheQualityofLife",Com-

putingTeacher,Vol.13.No.4,pp.13-16,Dec.-Jan.1986.

ア メ リ カ 諸 都 市 の 快 適 な 生 活 の ラ ン ク づ け を す る 中 学 生 の た め に,統 計 の 主 観 性

に 関 す る 議 論 紹 介 の た あ に 開 発 さ れ,ス プ レ ッ ド シ ー トの 動 き を 記 述 し て い る 。 社

会 研 究 教 育 に お け る マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ,ス プ レ ッ ド シ ー ト,デ ー タ ベ ー ス 管 理

の 実 地 教 育 を 行 っ て い る 。

[3]Daly,BrianE."MicrocomputersintheResearchOffice",Nov.1985.

[4]Wozny,Lucy"TheSpreadsheetinanEducationalSetting.Microcomputing

WorkingPaperSeriesF84-4",DrexelUniv.,Phゴladelphia,PA.Microcomput-

ingProgram,Oct.1984.

ア ッ プ ル ・ マ ッ キ ン ト ッ シ ュ ・ マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ に 必 要 な 特 殊 ス プ レ ッ ド シ

ー ト
,マ イ ク ロ ソ フ ト社 の マ ル チ プ ラ ン を 概 観 し,大 学 関 係 機 関 に と っ て 重 要 な 代

数,三 角 関 数,統 計 分 析,等 の 数 学 的 機 能 を 備 え,そ の 特 徴 を 強 調 し,数 値 デ ー タ

及 び 元 デ ー タ の デ ー タ フ ォ ー マ ッ トを 含 め た 追 加 的 特 徴 が 要 約 さ れ,簡 単 な ス プ レ

ッ ド シ ー トの 利 用 方 法 に 関 す る 指 導 が 紹 介 さ れ て い る 。

[5]Frey,Christine"MicrocomputerSoftwarePakagesforInformationManage-

ment:AnAustralianPerspedtive",MicrocomputersforInformationManage-

ment:AnInternationalJournalforLibraryandInformationServices,Vol.

4,No.1,pp.11-37,Mar.1987.

現 在 オ ー ス ト ラ リ ア で 入 手 可 能 な マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の ソ フ トウ エ ア パ ッ ケ ー

ジ の 記 述 は,特 殊 図 書 館 員 及 び 学 校 図 書 館 員 に よ っ て 利 用 さ れ る パ ッ ケ ー ジ を 強 調
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し て い る 。 図 書 管 理 機 能,テ キ ス ト検 索,デ ー タ ベ ー ス 管 理 シ ス テ ム の ソ フ トウ エ

ア,地 理 分 布 の ソ フ ト ウ エ ア に っ い て 試 み られ て い る 。 ソ フ トウ エ ア 選 択 及 び 評 価

の 職 業 開 発 過 程 の 必 要 性 が 検 討 さ れ て い る 。

[6]Enser,P.G.B."TheContributionofExperimentalInformationRetrieval

toLibrarianshipandInformationStudies",EducationforInformation,Vol .

5,No.1,PP.3-14,Mar.1987 .

実 験 的 情 報 検 索 の 議 論 は,図 書 館 員 の 資 格 を 持 つ 学 生 及 び 情 報 を 専 攻 す る 学 生 に

必 要 と さ れ る 数 学 的,統 計 的 技 術 に 集 中 し て い る 。 文 書 の 説 明,問 い 合 わ せ に 対 す

る 返 答,デ ー タ ベ ー ス の 検 索 及 び 評 価 に 対 す る 理 論 的 ア プ ロ ー チ が 検 討 さ れ,図 書

館 の カ リ キ ュ ラ ム の 変 更 が 示 唆 さ れ て い る 。

[7]RiedLRichard"ComputerCommunicationsPotentialsforLibraryMediaCen-

ters:AnIntroduction",SchoolLibraryMediaActivitiesMonthly,Vol .3,

No.3,PP.28-31,Nov.1986.

学 校 図 書 館 が 利 用 す る3タ イ プ の 基 本 的 コ ン ピ ュ ー タ 通 信 は,掲 示 板 シ ス テ ム,

情 報 利 用 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム,参 考 目 録 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム で あ る 。 学 生 や 教

師 が 利 用 す る 適 応 例 が 示 さ れ て い る 。

[8]Brophy,Edward"AwarenessandAccesstoKnowledge:ProvidingOnlineSea-

rchServicesinHighSchools",CatholicLibraryWorld,Vol .58,No.1,

pp.35-39,Jul.Aug.1986.

高 校 レ ベ ル の レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス に オ ン ラ イ ン 検 索 を 利 用 し始 め た ば か り の 図

書 館 員 に 実 地 情 報 を 提 供 す る 。 設 備,ソ フ ト ウ エ ア,デ ー タ ベ ー ス 業 者 の 選 択 等 が

議 論 さ れ て い る 。

[9]Fellmy,WilliamR."Modems,MicrosandDatabases:APrimerforSchool

BusinessAdministrators",SchoolBusinessAffairs,Vol .52,No.5,PP.36

-38
,Mayl986.

デ ー タ ベ ー ス 予 約 サ ー ビ ス を と も な っ た コ ン ピ ュ ー タ ・ハ ー ドウ エ ア と コ ン ピ ュ

ー タ ・ ソ フ ト ウ エ ア の 適 当 な 結 合 に よ り
,オ ン ラ イ ン 情 報 検 索 が 利 用 可 能 と な り,

実 際 に 学 校 経 営 の あ ら ゆ る 面 で 意 思 決 定 が 促 進 さ れ て い る 。

[10コDavies,DeniseM."TheOrganizationofaComputerSoftwareCollectionUs-

inganInformationStorageandRetrievalSoftwarePackage",Microcomputers
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forInformationManagement:AnInternationalJournalforLibraryandIn-

formationservices,Vol.2,No.3.PP.201-10,Sep.1985.

ハ ワ イ 大 学 の 図 書 館 研 究 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ・ ソ フ ト ウ エ ア 収 集 の 構 成 及 び 接

近 機 会 を 提 供 す る 企 画,開 発,デ ー タ ベ ー ス の 利 用 を 検 討 し て い る 。 分 野 の 特 定 化,

標 本 の 報 告 形 式,ソ フ ト ウ エ ア 収 集 の 構 成 が 含 ま れ て い る 。

[ll]Freeman,D.;Tag9,W.fsDatabasesintheClassroom",JounalofComputer

AssistedLearning,Vol.1,No.1,PP.2-ll,Mar.-Apr.1985.

既 存 の カ リ キ ュ ラ ム を サ ポ ー トす る コ ン ピ ュ ー タ ・ プ ロ グ ラ ム を 使 う 一 群 の 一 般

目 的 デ ー タ,QUESTの 開 発 を 要 約 す る 。 記 録 保 持 管 理,様 々 な ソ ー ス か ら大 量

の デ ー タ を 管 理 す る 小 学 校 の 歴 史,地 理 過 程 にQUESTが 有 効 で あ る こ と を 示 し,

QUESTと 他 の デ ー タ ベ ー ス ・プ ロ グ ラ ム と を 比 較 し て い る 。

[12]McAleese,R,;Duncan,E.B."InformationTechnologyandEducationalBro-

adcastingdatabase",ProgrammedLearningandEducationalTechnology,Vol.

22,No.1,PP.39-45,Feb.1985.

教 育 放 送 と 情 報 技 術 の 結 合 を 説 明 す る 。 情 報 検 索 に 関 す る 知 識 構 成 の 幾 つ か の 局

面 は,ア デ レ ー ド大 学 の 教 育 放 送 デ ー タ ベ ー ス を 参 考 に し て 開 発 さ れ 説 明 さ れ て い

る 。 実 験 的 試 み と し て ビ ュ ー デ ー タ と シ ー フ ァ ッ ク ス を 利 用 し て い る 学 校 で,デ ー

タ ベ ー ス か ら マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ ま で 利 用 者 が 選 択 し た デ ー タ 通 信 が 行 わ れ て い

る 。

[13]Roland,Leon"SoftwareOrganization",ComputingTeacher,Vol.12,No.6,

-pp.39-40,Mar.1985.

情 報 利 用 を 最 大 化 す る た め,学 校 の ソ フ ト ウ エ ア 収 集 に 関 す る 情 報 が,学 校 毎 に

ア ク セ ス で き る よ う 編 成 さ れ て い る 主 要3方 法 を 検 討 し て い る 。3方 法 に 必 要 と さ

れ る デ ー タ 収 集,保 存,検 索 の 基 本 的 手 段 が 概 説 さ れ て い る 。

[14]Haskell,Gardner"HowVideotapedOnlineSearchesCanSupPlementtheTeach

ingofOnlineSearchStrategyIf,Onlinereview,Vol.8,No.6,pp.561-68,

dec.1984.

初 等 教 育 の オ ン ラ イ ン 利 用 者 が 生 の デ ー タ ベ ー ス 検 索 を 利 用 す る 際 に 生 ず る 問 題

を 確 認 し,カ リ フ ォ ル ニ ア 州 立 大 学 バ ー ク レ イ 校 の 図 書 館 情 報 研 究 に よ り 創 出 さ れ

た 記 録 済 み カ セ ッ ト ・デ ー タ ベ ー ス 検 索 を 利 用 す る こ と の 利 点 が 検 討 さ れ て い る 。
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オ ンラ イ ン ・カ タ ログ"Melvyl"の 利 用 を解 説 す る ビデ オ テ ープ が 記 述 され

て い る。

2.LlSAの 検 索 結 果

[1]Hepfer,Cindy;Loucks-DiMatteo,AmyR."UsingdBase皿toPrepareaSub-

jectIndextoStatisticalResources",LibrarySoftwareReview,5(5),PP.

284-87,Sept.-Oct.1986.

ニ ュー ヨー ク州 立 大 学 バ ッフ ァロ ー校 で は ,最 近,dBase皿 が 収 集 した統

計 情 報 ソー スの 主 要 指 標 作 成 に利 用 され た。 統 計 ソ ー ス ・デ ー タベ ー ス管 理 シス テ

ムの 履 行 に当 た り用 い られ た 図書 及 び方 法 の 背 景 が説 明 され て い る。

[2]Rholes,JuliaM二;Droessler,JudithB."OnlineDatabaseSearchers:co9-

nitiveStyle",NationalOnlineMeetingProceedings-1984,NewYork,April

10-12,1984.

レフ ァ レ ンス 図書 館 員 の認 識 体 系 に関 す るデ ー タ は,心 理 学 テ ス ト及 び背 景 ア ン

ケ ー トと い う手 段 に よ り得 られ る。 背景 ア ンケ ー トは教 育 歴,職 歴 に関 す る情 報 を

求 めて い る。 オ ンラ イ ン調 査 の 経 験 あ り とい う レフ ァ レ ンス図 書 館 員 は,オ ン ライ

ン調 査 に関 す る 自分 た ちの 能 力 及 び職 務 の 満 足 を 評 価 す る と回 答 した 。 調 査 ア ナ リ

ス トは レフ ァ レ ンス ア ナ リス トよ り も,よ り知 覚 的 で融 通 が き くとい う調 査 結 果 が

わ か る。 また,認 識 体 系 の格 差 は,科 学 的 背 景 を もつ 図 書 館 員 と人 文,社 会 科 学 的

背 景 を もつ 図書 館 員 との 間 に も認 め られ る。

[3]Burch,J.G.;Grudnitski,G.;Strater,F.R."InformationSystems .The-

oryandPractice",PP.675,Jan.1983,JohnWileyandSons ,NewYork,NY.

情 報 シス テ ム の理 論 及 び実 戦 的 開 発 の テ キ ス トは,初 級/上 級 及 びMBAレ ベ ル

の 学 生 を 対 象 に して い る。

3.HBROの 検 索 結 果

[1]Culkin・Simon"Software'sOddCoupleGrowUp",ManagementToday,PP .60-

65,Dec.1986.

[2]Tucker,Michael"ArtificialIntelligenceRidesOuttheSlump",Mini-Mic-

roSystems,Vol.19,No.ll,pp.50-53,Sep .1986.
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[3]

[4]

[5]

[6]

Verity,JohnW."1985DPBudgetSurvey",Datamation,Vol.31,No.6,pp.

74-78,Mar.1985.

DeFusco,Dave"EntrepreneursTakeDifferentPathstoInc.500List",So-

uthernConnecticutBusinessJournal,Vol.18,No.49,Dec.1987.

Brock,WilliamJames"NoTraining,NoGaininginThisBusiness",TheBus-

inessJournalCharlotte,Vol.2,No.27,0ct.1987.

Ibaraki,Stephen"DialanAnswer:ComputerDial-UpServicesOfferSoft-

wareSoiutions,ManyatNoCost",BC-Business,Vol.15,No.8,Aug.1987.
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DlALOGの 検 索 結 果

Danca,RichardA."MacWorldRacksUpaBountyofNewHyperCardProducts",

governmentComputerNews,Vol.7,No.4,pp.56-7,Feb.1988.

Fastie,Will"MathCoprocessors:WhoNeedsthemNow?(DesktopTecnology)"

PCWeek,Vol.5,No.7,p.36,Feb.1988.

Macon,HarleyP."RS-1Resera6hSyStem(SoftwareReview)",Byte,Vo1.13,

No.2,PP.172-4,Feb.1988.
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[3]RayPenn"StudentUseofOnlineFinancialDatabaseattheAGSM",Austra-

1しanAcademicandResearchLibraries,Vol.17,No.2,pp.70-2,June1986 .

オ ー ス ト ラ リ ア 経 営 学 部 大 学 院 で,MBA学 生 グ ル ー プ が,IP-Sharpデ ー タ ベ ー

ス の 時 系 列 検 索 方 法 を ど の 様 に 教 え ら れ て い る か が 記 さ れ て い る 。

[4]JosefL.Staud"RetrievalinstatistischenDatenbankenHuptaufgaben,Ver-

gleich,Ausblick(RetrievalinStatisticalDataBanks:MainTasks,Comp-

arisonandTrends)",NachrichtenfurDokumentation,Vol .36,No.6.PP.

243-54,Dec.1985.

ドイ ツ 文 献 協 会 の オ ン ラ イ ン ユ ー ザ ー グ ル ー プ の1985年 第7回 春 の 大 会 に お け る

講 演 。 統 計 デ ー タ ベ ー ス は オ ン ラ イ ン ・ リ ト リ ー バ ル に よ っ て ま す ま す 重 要 に な っ

て き て い る 。 統 計 デ ー タ ベ ー ス は 次 の よ う に 定 義 さ れ る 。 主 要 な 仕 事 は 記 載 す る こ

と で あ り,IPSharpのMAGIC,DATACENTRALENのDC-TIME,CISWhartonの

AREMOSの3リ ト リ ー バ ル 間 で 比 較 さ れ る 。 将 来 の 機 能 向 上 は 修 復 言 語 の タ イ プ の 中

で 行 わ れ る と 考 え ら れ る 。

[5]SusanRees;ChrisRobinson"CensusResultsonViewdata",BURISA,(74)

July1986,7-9.Illus.

[6]PhilipM.Clark"DownloadingandPost-ProcessingOnlineNumericData",

Database,Vol.10,No.2,PP.47-54,Apr.1987.

数 値 デ ー タ ベ ー ス か ら ダ ウ ン ロ ー ド し た デ ー タ を,更 に 分 析 す る と き 研 究 者 が,

ス プ レ ッ ド シ ー ト ・プ ロ グ ラ ム,デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ー ジ ャ ー ま た は,グ ラ フ ィ ッ

ク ・プ ロ グ ラ ム に 簡 単 に ト ラ ン ス フ ァ ー で き る よ う な フ ォ ー ム に ダ ウ ン ロ ー ドす る

問 題 に 直 面 す る 。 デ ー タ 分 析 と デ ー タ 構 成 の ソ フ ト ウ エ ア に つ い て 論 じ て い る 。 求

め る ポ ス トプ ロ セ シ ン グ ・フ ォ ー マ ッ トに 到 達 す る た め の 技 術 と 選 択 さ れ た プ ロ グ

ラ ム の た め の 推 奨 フ ォ ー マ ッ トの 検 査 。

6.JAPAN/MARC

収録 文献数414194

著作権 者 国立 国会図書館

[1]科 学技術庁振興局 情報室編,「 ファク ト・デ ータベ ースの整備 に関す る調査研究報

告書 」,昭 和55年 度,昭 和55年 度科学技術庁委託,旭 リサーチセ ンター,1981年3
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月,JPNO.81045805。

[2]建 設 省 国土 地 理 院,「 数 値 情 報 デ ー タベ ー ス システ ム開 発 に関 す る研 究 作 業 報 告 書 」
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[7]松 田芳 郎 編,「 両 大 戦 間 の 日本 経 済 構 造 デ ー タベ ース の作 成 」,昭 和54年 度 文 部 省
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7,JAPAN/MARC-OLD
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収 録 文 献 数177714

著 作 権 者 国 立 国 会図 書 館

[1]科 学 技 術 庁 振 興 局 情 報 室 編,「 フ ァ ク ト・デ ー タベ ー スの 整 備 に関 す る調 査 研 究 報

告 書 」,昭 和54年 度 科 学 技 術庁 委託,旭 リサ ーチ セ ン ター,1980年3月,JP

NO.80037410。

[2]日 本 情 報 処 理 開発 協 会,「 欧米 の デ ー タベ ース ・サ ー ビス ー海 外 調 査 員報 告 」 ,

1978年3月,JPNO.78023898。
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1979年6月,JPNO.79019856。
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行政 管理 庁 委 託,1979年3月,JPNO.80010968。

[5]農 林 水 産 省 経 済 局 統 計 情 報 部,「 デ ー タベ ース項 目及 び専 用 プ ログ ラ ム一 覧表 一

統 計 デ ー タの 蓄 積 検 索 及 び分 析 システ ム 」,1980年3月,JPNO .80021799。
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昭 和53年 度,大 蔵 省 印 刷 局,1980年3月,JPNO.80021812。

[7]科 学 技 術 庁 振 興 局 情 報 室 編,「 フ ァ ク ト・デ ー タベ ー スの 整備 に関 す る調 査 研 究 報

告書 」,昭 和54年 度 科 学 技 術庁 委 託,旭 リサ ー チ セ ン タ ー,1980年3月,JPNO .

800374100

[8]日 本 情 報 処 理 開 発 協 会,「 産 業 別 海外 情 報 に関 す る基 礎 調 査 報 告 書 」,1980年3月,

JPNO.80040279。

[9]日 本情 報 処 理 開 発 協 会,「 産 業 別情 報 拠 点 の 育成 に 関 す る調 査研 究 報 告 書 」,

1980年3月,JPNO.80040280。

[10]金 田 弘 著,「 情 報 処 理 入 門講 座6」,コ ロナ社,1980年9月,JPNO .800411
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8.NATI・NAL-REP。RTNREP(繍 政 策 情報 フ 。イ ル)

収録 レポ ー ト件 数8158件

著 作 権 者 第 一 法 規 出 版 株式 会 社

シリョウトウロクNO.85016201

シリョウメイ 著 作 権 審 議 会 第7小 委 員 会(ニ ュー メ デ ィア及 び デ ー タベ ース関 係)デ ー タ
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ベース分科会 中間報告 一デー タベースに関す る著作権問題 につ いて 一

ショウチョウメイ 文化庁

カイギメイ 著作権審議会 一第7小 委員会 データベ ース分科 会

ショウサイ 名簿:あ り 内容:は じめに1デ ー タベースの現状2各 国及 び国際機関

におけるデータベ ースに関す る著作権問題 の検討状況3著 作権法 による保護

(1)デ ータベ ースの作成 と著作権(2)デ ー タベース及 びその関連 資料

の著作物性(3)デ ー タベ ースの著作者(4)デ ー タベー スの利用 と著

作権(5)権 利の制 限(6)著 作者人格権(7)保 護期間(8)そ

の他の問題点(参 考)著 作権審議会第7小 委員会(ニ ューメデ ィア及びデ

ー タベ ース関係)デ ー タベ ース分科 会審議経過

シリョウ}ウロクNO.85016202

シリョウメイ 著作権審議会第7小 委員会(ニ ューメデ ィア及 びデー タベース関係)デ ー タ

ベ ース分科会中間報告の概要 一データベ ースに関す る著作権 問題 について 一

ショウチョウメイ 文化庁

カイギメイ 著作権審議会 一第7小 委 員会デー タベース分科会

ショウサイ 内容:1問 題 の所在及 び経緯2デ ー タベースの現状3各 国及 び国 際機関

におけるデー タベー スに関す る著作権 問題 の検討状 況4著 作権法 による保

護(1)デ ータベ ースの作成 と著作権(2)デ ー タベー ス及 びその関連

資料の著作物性(3)デ ー タベースの著作者(4)デ ータベ ースの利用

と著作権A.複 製 に関す る権利B.送 信 に関す る権利C.改 変 に関す

る権利D.音 声 ・影像形 式 によ るア ウ トプ ッ トに関す る権利E.そ の他

(5)権 利 の制限(6)著 作者人格権(7)保 護期 間(8)そ の他の

問題点

シリョウトウロクNO.85100600

シリョウメイ 高性能機械翻訳 システムを開発

ショウチョウメイ 科学技術庁、工業技術 院

ショウサイ 内容:1成 果 の概要2内 容 説明(シ ステムの特徴)(参 考)本 研究趣

旨 日英機械翻訳 システム概念 図 日英機械翻訳 システ ムによる翻訳例

シリョウトウロクNO.85236800

シリョウメイ 「電子計算機相互運用 デー タベース システム」の研究開発基本計画策定
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ショウチョウメイ 工 業 技 術 院

シリョウトウロクNO.85236901

シリョウメイ 著 作 権 審 議 会 第7小 委 員 会(デ ー タベ ー ス及 びニ ュー メデ ィア関 係)報 告 書

ショウチョウメイ 文 化 庁

カイギメイ 著 作 権 審 議 会 一第7小 委員 会(デ ー タベ ー ス及 び ニ ュー メデ ィア関 係)

ショウサイ 名 簿:あ り 内 容:〔1〕 は じめ に 〔2〕 デ ー タベ ー ス 関係1 .デ ー タ

ベ ー スの 現 状2 .各 国及 び国 際 機 関 に お け るデ ー タベ ー ス に関 す る著 作 権

問 題 の検 討 状 況3.著 作 権 法 によ る保 護(1)デ ー タベ ー スの 作 成 と著

作 権(2)デ ー タベ ー ス及 びそ の 関連 資料 の 著 作 物 性(3)デ ー タベ ー

スの 著 作 者(4)デ ー タベ ース の利 用 と著 作 権(5)権 利 の 制 限(6)

著 作 者 人 格 権(7)保 護期 間(8)そ の 他 の 問 題 点 〔3〕 ニ ュー メ デ

ィアL有 線 系 ニ ゴー メデ ィア(1)CATV(2)ビ デ オ テ ッ クス,

VRS等2.無 線 系 ニ ュー メデ ィ ア(1)直 接 衛 星 放 送(2)衛 星通

信(3)文 字(多 重)放 送(4)静 止 画 放 送(5)フ ァク シ ミ リ放 送

3.パ ッケ ー ジ系 ニ ュー メデ ィア 〔4〕(参 考)

シリョウトウロクNO.85236902

シリョウメイ 著 作権 審 議 会 第7小 委 員 会(デ ー タベ ー ス及 び ニ ュー メデ ィア 関係)報 告 書

の概 要

ショウチョウメイ 文 化 庁

ショウサイ 内容:〔1〕 デ ー タベ ー ス関 係1 .デ ー タベ ー スの現 状2.各 国 及 び

国 際機 関 にお け るデ ー タベ ー ス に関 す る著作 権 問題 の 検 討状 況3 .著 作 権

法 に よ る保 護i〔2〕 ニ ュー メデ ィア関係1.有 線 系 ニ ュー メデ ィア

2.無 線 系 ニ ュー メデ ィア3.パ ッケー ジ系 ニ ュー メデ ィア

シリョウトウロクNO.85259201

シリョウメイ 財 団 法 人 日本 建 設 情 報 総 合 セ ンタ ー 〔の 概 要 〕

ショウチョウメイ 建 設 省

ショウサイ 内容:1設 立 の趣 旨2事 業 の 概 要3組 識 人 員 の概 要4資 金 構 成 の 概 要

5出 損 金 の お願 い6賛 助 金 の お願 い 別 表 一1提 供 を 予 定 して い る情 報

の 例

シリョウトウロクNO.85259202
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シリョウメイ 財 団法 人 日本建設情報総合 セ ンターの設立 にっいて

ショウチョウメイ 建設省大 臣官房、建設省建設経済局調査情報課

ショウサイ 名簿:あ り 内容:1目 的2事 業3基 本財産4事 業 費5役 員6事

務所

シリョウトウロクNO.85262400

シリョウメイ デ一夕ベ ース整備総合対策

ショウチョウメイ 通商産業省

ショウサイ 内容:1デ ー タベース整備 の必要性2デ ー タベ ース整備総合対策 資料

1デ ー タベースサー ビスの概念図2デ ー タベ ースサ ー ビス産業の売上高国

際比較3デ ー タベ ースサー ビス業 の構造4我 が国 にお いて利用可能 なデ

ー タベ ース数の推移5我 が国において利 用可能 なデー タベ ースの分野 内訳

6欧 米諸国 にお けるデー タベ ース構築の ため の主要支援施策7通 産省保有

デー タの磁気 テープ等に よる民間提供 の現状8国 が支援 すべ きデ ータベ ー

ス分野

シリョウトウロクNO.85262501

シリョウメイ 産業構造審議会情報産業部 会情報提供サ ー ビス振興小委員会 デー タベー スサ

ー ビスに関す る中間報告 の概要

ショウチョウメイ 通商産業省

力イギメイ 産業構造審議会'

ショウサイ 名簿:あ り 内容:〔1〕 問題 の所在及 び経緯 〔2〕 デー タベ ースサー ビ

スの現状1.情 報 化社 会 にお けるデータベ ースの果 たす役割2.デ ータ

ベー スサー ビスの現状 〔3〕 デー タベ ースサ ー ビス発展のための課題1.

デ ータベース構築 における課題2.デ ータベ ースの流通 ・利用 におけ る課

題3.デ ー タベー スの基盤 整備面の課題4.デ ータベー スサー ビスの国

際展 開面の課題 【4】 当面講ずべ き施策のあ り方1.政 府保有 データの

流通 ・利用の促進2.政 府 によ るデー タベ ース構築 と官民の役割分担3.

民間におけ るデー タベース構築 の促進4.デ ー タベ ースの流通利用 の促進

とク リア リング5.デ ータベ ース利用技術の向上6.デ ータベ ースの権

利 問題 の検討7.技 術開発の推進 とイ ンターオペ ラ ビリテ ィの確保

シリョウ}ウロクNO.85262502
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シリョウメイ 産 業 構 造 審 議 会情 報 産 業 部 会情 報提 供 サ ー ビス振 興 小 委 員 会 デ ー タベ ー ス サ

ー ビス に 関す る中 間報 告 につ い て

ショウチョウメイ 通 商 産 業 省 機 械情 報 産 業 局

ショウサイ 内 容:1経 緯2中 間 報告 の意 義3中 間 報 告 の 主 な ポ イ ン ト

シリョウトウロクNO.86088700

シリョウメイ2500分 の1の 白地 図 デ ー タベ ー スに標 準 仕 様 制 定 一白 地 図 デ ー タベ ー ス

の相 互 利 用手 法整 う 一

ショウチョウメイ 建 設 省

シリョウトウロクNO.86092600

シリョウメイ 我 が 国 に お け る デ ー タベ ー スサ ー ビスの 顕 著 な拡 大 一第 四回 デ ー タベ ー ス台

帳 の 作 成,発 表 一

ショウチョウメイ 通 商産 業 省 機 械 情 報 産 業局 情 報 処 理 システ ム開 発 課

ショウサイ 内 容:1 .昭 和60年 度 デ ー.タベ ー ス台 帳 に よ る分 析(1)我 が 国 で 利 用

可 能 な デ ー タベ ー スの海 外 企 業 製 ・日本 企 業 製 内訳(2)サ ー ビス業 態 別

企業数(3)我 が国で サー ビスされて いる分野別 デー タベース薮 内訳

(4)我 が国で利用可能なデ ータサー ビスの分野別分布(収 録数)2.昭

和61年 度重要 データサ ー ビス開発計画調査 にかか るテーマ募集 につ いて

(1)背 景及 び概要(2)重 要 データベ ース開発計画調査の仕組みa.

調査の内容b.調 査の体制(3)テ ーマ募集の手続 き(4)ス ケジュ

ール3 .デ ー タベー ス整備総合対策 一昭和61年 度施策について 一(1)

重要 デー タベー スの構築促進(2)基 盤 的デー タベース構築法人 に対す る

出資(3)民 間におけるデータベース構築 に対す る支援(4)デ ータベ

ース台帳の整備(5)公 的デー タベ ースの構築及 び政府保有デ ータの民間

提供

シリョウトウロクNO.86128701

シリョウメイ 地域 デー タベ ースに関する調査研究報告書

ショウチョウメイ 郵政省

力イギメイ 地域 デー タベース研究会

ショウサイ 名簿:あ り 内容:[1]は じめに[2]地 域 データベ ースの導入の事 例

1.テ レ トピア指定地域 における事例2.パ ソコ ン間通信 によ る情報提 供

一211一



の事例3.各 種通信 メデ ィアの統 合化 の事例[3]地 域 データベ ースの特

徴1.対 象 とな る情 報2.サ ー ビスの提供方法3.コ ス ト負担4.

情報提供者の範囲[4]地 域デ ータベ ースを構 築す るうえでの留意点L

利用者 ニーズの把握2.利 用の拡大の ための積極的な施 策の展 開3.効

果的な システムの構築4.プ ライバ シー保護等への配慮5.地 域 の一体

と した取組 みの必要性[5]地 域情報 サー ビスの推進体制1.地 方公共

団体の役割2.多 数 の情報 保有者 が参加す る場合 の推進体制3.地 域情

報 サー ビスセ ンターの具体的イ メー ジ[6]お わ りに

シリョウトウロクNO.86128702

シリョウメイ 「地域 デー タベ ース研究会 」の最終報告 について

ショウチョウメイ 郵政省通信政策局政策課

ショウサイ 名簿:あ り 内容:[1]は じめ に[2]地 域 データベ ースの導 入の事例

1.テ レ トピア指定地域 におけ る事 例2.パ ソコン間通信 による情報提供

の事例3.各 種通信 メデ ィアの統 合化の事例[3]地 域 デー タベー スの特

徴1.対 象 とな る情 報2.サ ー ビスの提供方 法3.コ ス ト 負担

4.情 報提供者の範囲[4]地 域 デー タベ ースを構築す る上 での留意点

1.利 用者 ニーズの継続 的な把握2.利 用の拡大 のための積極的 な施策の

展開3.効 果的な システ ムの構築4.プ ライバ シー保護等へ の配慮5.

地域の一体 と した取組 みの必要性[5コ 地域情報 サー ビスの推進体 制1.

地方公共団体の役割2.多 数の情報保有者が参加 す る場合の推進 体制3,

地域情報 サー ビスセ ンターの具体的 イメー ジ[6]お わ りに

シリョウトウロクNO.86134500

シリョウメイ 昭和61年 度 重要 デー タベー ス開発計画 調査テーマの 内定 につ いて

ショウチョウメイ 通商産業省機 械情報産業局情報処理 システ ム開発課

ショウサイ 内容:1.背 景及 び概要2.61年 度実施 テーマ3.重 要 デ ータベ ース

開発計画調査

シリョウトウロクNO.86135100

シリョウメイ 船舶航行情報デー タベ ースの整備 につ いて

ショウチョウメイ 運輸 省運輸政策局情報管理部情報処理課

ショウサイ 名簿:有 り
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9.OECDの デ ー タ サ ー ビス

0
汐

ELECTRONICPUBLICATIONS

電 子 出版物

OECDSTATIS'「1CS

ONMAGNETICTAPE

ANDMICRQCOMPUTER

DISKETTE

7

MAGNETICTAPES(磁 気テ ープ)に よる統計情報サ ー ビス

OECD事 務局 で は,加 盟各国政府がその報告 義務 に従って提 出する大量の正確 かつ迅速 な 統計 .

情報 をデータバ ンクに入 力 し,豊 富な資料 を駆使 して経済 ・社会 ・産業動 向の分析及 び政策 調

整の研究 を行な ってい ます。すで に多 くの報 告書は出版 物 と して公表され ていますが
,多 数の御

要 望に応 えるため,デ ータ バンクの膨大な資料の一部 を磁 気テープで公開 してい ます
。

F。・u・e。・m。i・f・Qmec。mp・t・ ・s.M。9・etic
tqPesoreovailableindensitiesof1 ,6000r6,250種 類 bitsperinch,inEBCDICcOde .

ECONOMICOUTLOOK

MAINECONOMICtNDICATORS

QUARTERLYNATIONALACCOUNTS

ANNUALNATIONALACCOUNTS

BUSINESSSURVEYSANDCYCLICALINDICATORS

DETAiLEDFOREIGNTRADEBYCOMMODITYSTATISTICS

OVERALLTRADEBYCOUNTRY{A-CurrentData}

OVERALLTRADEBYCOUNTRY{A-HistoricalData)

QUARTERLYLABOURFORCESTATISTtCS

ANNUALLABOURFORCESTATISTICS

FLOWSANDSTOCKSOFFIXEDCAPITAL

PUBLICDATABANKOFTHEDEVELOPMENTASSISTANCECOMMtTTEE

GEOGRAPHtCALDtSTRIBUTIONOFFINANCIALFLOWSTO

DEVELOPtNGCOUNTRIES

EXTERNALDEBTOFDEVELOPINGCOUNTRIES

SUPPLYUTILISATIONACCOUNTSFORAGRICULTURAL'PRODUCTS

籠跳 毛警T鵠 際8:=箭 舗 識 。5酬 題TuR・ANDPERS・NNEL
INDUSTRIALSTRUCTURESTATISTICS

lNDICATORSOFINDUSTRIALACTIVITY

COMPATIBLETRADEANDPRODUCTIONDATABASE
SEABORNETRADESTATISTICS

lEAENERGYSTATISTICS
MONTHLYO1LANDGASSTATISTICS

QUARTERt-YOILANDGASSTATtSTICS
ANNUALOILANDGASSTATtSTICS

BASICENEiRGYSTATISTICS
ENERGYBALANCES

ANNUALANDQUARTERLYENERGYPRICE

ANDTAXSTATISTICS
QUARTERLYBASICSTATiSTICS+ENERGYBALANCES
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ELECTRONICPUBLICATIONS

MICROCOMPUTERDISKETTE(パ ソ コン用デ ィスケ ッ ト)

各種統計は,国 際的な整合性をもち客観的価値を基準として各国間の比較分析が最

大限可能なものとなっています。OECDは10年 以上も前から各種主要統計を磁気テ
ープの形で一般に提供して来ましたが現在では多くのデータを容易に市販の表計算

ソフトに取込めるパソコン用ディスケットの形でも利用できます。

ForIBM-compatiblemicrocomputers.Dataore

providedon51/4"double-sided,doubledensity

種 類di・k・tt…D・ta・ ・ei・ 。・OECD-sp・cfi・f。 ・m。t・

ECONOMICOUTLOOK

MAINECONOMICINDICATORS{Monthly}

〃 〃 〃{HistoricalSeries)

NATIONALACCOUNTS{MainAggregates)

QUARTERLYNATIONALACOUNTS

INTERESTRATESONINTERNATIONALANDDOMESTICMARKETS

-MonthlyData-

-HistoricalData-

EXTERNALDEBTSTATISTICS

GEOGRAPHICALDISTRIBUTIONOFFINANCIALFLOWS

TODEVELOPINGCOUNTRIES

STATISTICSOFEXTERNALINDEBTNESS

MICROFISCHE

マ イ ク ロ フ ィ シ ュ
'

MICROFICHES

OECD国 際貿易統計マイクロテーブル(フ ィシュ)

出版物の形でご利用頂いて居りまレたBシ リーズに替わり,デ ータをより速く詳 し

く,し かもよりコンパク トにお届けするものとして,貿 易統計マイクロフィシュサ
ービスがあります。

バックナンバーはマイクロフィシュで

OECDが 発足以来,発 表され,し かも絶版になった出版物は,す べてマイクロフィ

シュで入手出来ます。詳細はセンターまでお問い合わせ下さい。
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統計情報の高度利用と流通促進に関する調査研究報告書

昭和63年3月

財 団 法 人 デ ー タ ベ ー ス振興 セ ン タ ー

東 京 都 港 区 浜 松 町2丁 目4番1号

世 界 貿 易 セ ンタ ー ビル7階 郵 便 番 号

電 話03(459)8581(代)

日 青 工 業 ㈱

東 京都 港 区 西 新 橋2-5-10

電 話03(501)5151

(無 断転載禁)




